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中小企業経営者や支援者の方のために、 
実践的でわかりやすい内容にしました。 
● 知財経営を目指す“ある社長の物語” 
● 中小企業の知財経営の疑問に答えるQ&A方式 
● 事業活動の流れに沿った構成 
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はじめに 

　本マニュアルは、「できるだけ多くの中小企業の方々に、知財経営（知的財産を自社の競争力

の源泉として経営戦略の中に位置づけ、それを事業活動に組み入れること）の実現に向けて、

第１歩を踏み出して欲しい。」とのコンセプトの下で作成しました。 

　知財経営を実現するということは、「知的財産権を武器に同業他社の参入を抑制することに

より、価格競争に陥ることを防止して自社の利益率を上げる」ことであり、特にものづくり中小

企業にとっては極めて重要な経営戦略となるものと確信しています。 

 

　また、マニュアルの編集にあたっては、「使いやすさと読みやすさ」に配慮しました。このため、

以下のような様々な場面で活用していただけるのではないかと考えています。 

　○中小企業支援者が中小企業経営者に対し、知財経営の必要性やメリットを説明する際の

　　資料として 

　○中小企業経営者や従業員が、知財経営を実践しようとする際の参考書として  

　○中小企業支援者の知財スキルアップのために 

　○中小企業支援者や中小企業の知財担当者の研修用として 

　○知財の疑問やおさえるポイントに応えるハンドブックとして 

 

　本マニュアルが、中小・ベンチャー企業やその支援者の方々に、知財経営のメリットを十分

ご理解いただくとともに、知財経営の導入・実践活動が広く地域に浸透することを強く期待して

います。 

 

　 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注＞ 

　本マニュアルは、特許庁が独立行政法人中小企業基盤整備機構に委託した「地域における知財戦略支援人材の育

成事業」の一環として作成したものです。作成にあたっては、同機構に委員会を設置して検討を行いました（委員名

簿は最終頁参照）。 



 
 ◆各章の特徴 
 
「第 1 章」の特徴 

 【特に「中小企業の経営者の方や支援者の方」にお読みいただきたい章】  
 　○読み切り短編（中小企業社長が、友人の社長・自社役員・支援者とのやりとりを通じて、  

 　　知財経営の実現を目指す物語） 。  
 　○物語の中で、知財経営の必要性やメリット等をわかりやすく解説。  

  
 

「第２章」の特徴 
 【 「知財・研究開発・事業担当者」にもお読みいただきたい章】  

 　○「下請けから脱却し新事業展開を目指す中小企業」を想定し、実際の事業活動の流れに 
 　　沿った構成。  

 　○自社の事業（ビジネス）の進捗状況に応じて、どこからでも読むことのできるＱ＆Ａ方 
 　　式を採用。  

  
 
「第３章」の特徴 
 【 「知財・研究開発・事業担当者」にもお読みいただきたい章】  

 　○知財経営を実践するための社内体制づくりや知財の基礎知識等「知財経営の基盤構築」  
 　　に最低限必要な情報を提供。  

 　○中小企業からよく寄せられる疑問を中心としたＱ＆Ａ方式で解説。  
  

  
 ◆参考（第２章・第３章関連） 
 
知りたい情報を検索する方法 
 　①事業の進展状況から調べたい。→「目次 」 又は 「第２章 ・ 第３章冒頭のフローチャート」 へ 

 　②キーワードから調べたい。　　→「Keyword集」又は「目次」へ　 
  
 
第2章・第3章の構成 
 　第2章、第3章では、次のような要素に分け、いろいろな視点から解説をしています。 
 　コラムや事例により、更に戦略的具体的に知財経営を理解することができます。 
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　まず第１章をお読みくだ さい。第1章をお読みいた だくと、「知財経営」がど のようなものか理 

解できると思います。事例 に基づいて制作した中小企 業経営者B社長の物語を短 編でまとめていま 

す。 
 　第 2章 、第 3章 は、 知財 経営 を実 践し よう とす る場 合に 必要 とな る基 礎知 識を 、Ｑ ＆Ａ 方式 で解 

説して います 。多忙 な経営 者・支 援者の 方には 、目的 に応じ て必要 なとき にすぐ お使い いただ ける 

ように、目次やキーワードから知りたい情報を検索して読むことができるようになっています。 
 

◆ 本マニュアルのご利用ガイド 
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　本マニュアルの記載内容について、以下の点を留意して、読んでいただくようお願いいたします。 
＜掲載情報の時点＞ 
　記載されている情報は、H19.12末現在のものです。HPや内容等変更されることがございますのでご了
承ください。 
 
＜事例の出典＞ 
　本書において「事例」として記載しているものの大部分は、下記の冊子等に掲載されている中小企業での
取組事例を基に記載したものです。ほぼそのまま引用している事例や執筆者において一部修正した事例もご
ざいます。このため、特定の企業の取組事例としてではなく、先進的中小企業等の取組の一例としてご理解
願います。 
①知財で元気な企業２００７（H19.4　特許庁） 
②戦略的な知的財産管理に向けて［知財戦略事例集］(H19.4　特許庁) 
③中部の事例で解く！中小企業の知財戦略（H19.3中部経済産業局、「『知的財産関連調査事例集』 
　監修委員会監修」） 
④近畿の先進事例に学ぶ　中小・ベンチャー企業のための知的財産戦略ガイドブック 
　（H18．3　近畿経済産業局） 
⑤近畿の元気な企業に学ぶ　ニッチトップ企業を目指すための知的財産戦略ガイドブック 
　（H19.3　近畿経済産業局） 
⑥中小・ベンチャー企業における知財活用事例集（H19.5　中国経済産業局） 
⑦知的財産活用事例集　成功への足跡（H19.3　沖縄地域知的財産戦略本部HP） 
⑧中小・ベンチャー企業知的財産戦略マニュアル2006 
　（H19.3　（独）中小企業基盤整備機構、特許庁委託事業） 
⑨しまった！と思った時はもう遅い～知的財産、企業秘密保持への指針～（H18.11経済産業省） 
⑩特許流通ニューズレター（（独）工業所有権情報・研修館） 

⑪ビジネス活性化のための知的財産活用（H16.8特許庁） 
※その他事例以外の記述ついても、上記文献を参考としている場合がございます。また、上記冊子及びそれ以外についても　
文中で参考として例示している文献もございます。 

 
＜記述＞ 

　本マニュアルは、見やすさやわかりやすさを重視しているため、必ずしも法律用語を使用していない部分や情報が不足して

いる記述もありますが、その点ご了承ください。 

 

留　意　点 

【ポイント】  
設問を要約したポイ
ントと留意点、やる
べきことを記載 

【Key Word】 
設問・回答に関する 
キーワード、 
重要な語句を記載 

【コラム】 
設問に関連する関連コメント、
補完情報、参考情報を記載 

【Answer】 
設問について詳し
い解説を記載 

【事例】 
既存文献から実際の
知財活動の成功事例、
失敗事例を記載 

Ｑ１ 事業の流れ知財活動のよくある質問から設問を設定 
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は じ め に  
 K e y   W o r d 集  
 

第1章　 な ぜ知 財 経 営が必要な のか ? 
１．知 財 経 営 を 行 う こ と で 、 ど の よ う な ビ ジ ネ ス 上 のメリットがあるのでしょうか。 

   ●「知財経営」とは何か／●なぜ知財経営が必要なのか 
 ●戦略としての知財経営／●知財経営のメリットとは 
 　 
 
●知財経営戦略の推進／●知財経営戦略を推進するコスト 
 

２ 
 
． 
 
知財経営 
 

を実 
 

践する！ここからはじめよう！知財経営の進め 
 

方 
   ●知 

 
財  
 
経  
 
営 を  

 
始 め  

 
る に は ／ ● 知 的  

 
財 産 の 棚 卸 し  

 
３ 
 
． 
 
知財経営のポイントを探る！  

 
知的 
 

財 産 の 利 用 と 使 い 方 は  
 

　  
 　 　 ●経営戦略と特 

 
許 情 報 ／ ● 特 許 情 報 は ど こ に あ る  

   ●共同研究による知財活用／ 
 

● 知 財 の 持 つ 価 値  
 

第２章　 事業活動 と 知財戦略は ど の よ う な関係 に あ る の で す か ？  
 

         

24 

1 

8 

11 

12 

15 

18 

　 
 

基本技術 は、 どのように発掘・特定 するのでしょうか？ 
 

24 
「自社の強みの分析（SWOT分析等） 」 「特許調査」  

          基本技術の活用に向けて行うべきこと は何ですか？ 
 

27 
            「特許出願かノウハウ保護かの峻別」  

         基本技術を特許で保護する 場合には、何に留意すればよいですか？ 
 

29 
  「特許による保護」  

 基本技術をノウハウで保護する 場合には、何を留意すればよいですか？ 
 

31 
  「営業秘密」 「先使用権」 「工場見学」  

 

33 
33 

35 

37 

39 

41 

                 ニッチな市場を指向して 研究開発を実施するにあたって注意すべきこと は何ですか？ 
   「研究開発前の特許調査」 「発明の発掘」  

 自社のみでの研究開発は難しいので、 他社と共同 研 究 を 行 う こ と に し ま し た 。 契 約 上 ど の よ う な 点 に 留 意 す れ ばよいでしょうか？ 
                 「共同研究開発」 「共同出願」  

   　 
 

大学と共同研究 を行う場合には、どのような点に留意すればよいですか 
 

？ 
                  「論文発表と特許」 「不実施補償」  

           他社や大学の特許 を活用すると新分野の応用製品開発ができ 
 

る  
 
か も し れ な い の で す が  

 
、  

 
ど の よ  

 
う に 情 報 収 集 す れ ば よ い で し ょ う か 。  

     「特許を購入」 「ライセンスを受ける（ライセンシー） 」  
 「特許流通アドバイザー」 「特許流通データベース」  

 

    

応 用 技 術 の 権 利 化 ・ ノ ウ ハ ウ 保 護 の 検 討 は ど う し た ら よ い で す か  
 
？  
   「特許マップ」  

 

目 　 次  
 

Q1 

Q2 

Q3 

Q4 

Q5 

Q6 

Q7 

Q8 

Q9 

■想定ケース 
 ■第２章の全体像 
 

……………………………………………………………………………………………………… 
 …………………………………………………………………………………………………… 
 

………………………………… 
 

……………… 
 

………………………………… 
 

……………………………………… 
 

…… 
 

………………………………………………………………………… 
 

22 ………………………………………………………………………………………………… 
 23 …………………………………………………………………………………………… 

 

……………………………………… 
 

………………………………………………………………………  
 …………………… 

 

… 
 

…………… 
 

… 
 

……………………… 
 

………………………………… 
 

…………………… 
 

……………… 
 

＜Business Story編＞ 
 

21 

１    「 基本技術 」 を活か す 
 

２    「 応用製品 」 を開発す る  
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特許権を活用した製品につき、 自社で製造すべきか、ライセンスを    

　 
 
  

  「独占戦略かライセンス戦略か」  
 
     
 　　 

 
　 
 
　  
 
事業化資金調達のために特許権を活用 したいのですが、どのような方法がありますか？ 

 
……… 
 　　 

 
　  

 
　 
 
　  

 
「知財融資・信託・ファンド」 「知的資産報告書」  

   取引先に試作やサンプルを提示 する際に、 
     …………………………… 

            「試作品提示時の秘密保持契約」  
           　 

 
　  

 
ライセンスで他社に製造・販売をお願いしたいのですが、 
                         ……………………………………… 

       　　　　 
 

　 
 
「部分ライセンス」 「専用実施権」 「通常実施権」 「ライセンスを行う（ライセンサー） 」  

          　 
 
　 
 

画期的なデザインなので 意匠権を取得したい のですが、 
   

    　　　　 
 

　 
 
「意匠権活用戦略」 「意匠の出願」  

 　 
 
製品名候補が決まったので 商標権を取得したい のですが、 

                        ………………………………………………………… 
       　　　　 

 
　 
 
　 
 
「商標権活用戦略」 「商標の出願」  

 

………………………………………………………… 
 　　 

 
他社に対する参入障壁をより高める ためには、どのような手法がありますか？ 

 
……… 
   　　　　 

 
　 
 
「特許網（特許又は知財ポートフォリオ） 」  

 　　 
 

　　 
 
特許権 侵害を争う方法 としては、どのような手法がありますか？ 

 
……………………… 
 　　　 

 
　 
 

「訴訟」 「判定制度」 「ADR（裁判外紛争手続き） 」  
 　 

 
　 
 
　 
 
　 
 

競合他社が自社の特許を侵害 しているように思いますが、どう対処したらよいでしょうか？ 
 

… 
 　 

 
「侵害警告を行う」 「権利侵害品をみつける」  

 　 
 

製品を販売したところ、 他社から侵害警告書 が届きました 
 

。 
   

　　 
 

　 
 
　 
 
　 
 
　 
 
「侵害警告書を受領」  

 　 
 
　 
 

外国出願 をするかどうか迷っているのですが、 
   …………………………………… 

 「外国出願の判断」 「外国出願戦略」  
 外国出願の手続きや費 用 は ど の よ う な も の で す か ？ 注 意 す べ き こ と は あ り ま す か ？ …… 

 　　　　 
 

　 
 
「パリ条約ルート」 「ＰＣＴ（特許協力条約）ルート」 「外国出願費用」  

 

Q10 

Q11 

Q12 

Q13 

Q14 

Q15 

Q16 

Q17 

Q18 

Q19 

Q20 

Q21 

……………………………………………………………… 
 

……………………… 
 

Q22 海外で侵害品をみつけた場合や侵害警告を受けた場合 には、 
 

「海外模倣品（権利侵害品）対策」  
 

行うべきか 悩んでいます。判断のポイントはなんでしょうか？ 
 

知的財産権との関係で注意すべきことはなんでしょうか？ 
 

ライセンスを行う場合の留意点 は何でしょうか？ 
 

その効果と検討のポイントはなんですか？ ……………………………………………… 
 

検討のポイントはなんですか？  
 

どのように対処すればよいですか？ ……………………………………………………… 
 

その 判断方法 はどのようなものがあるでしょうか？ 
 

国内の場合と異なる対応が必要なのでしょうか？ 
 

42 

44 

45 

46 

48 

50 

52 

52 

54 

56 

57 

58 

42 

……………………………………… 
 

３    「 試作・サ ン プ ル 」 を つ く る  
 

４    「 量産化 」 （ 製造 ・ 市場投入 ） す る  
 

60 

62 
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事業拡大というより 今の事業の継続に重点をおきたい のですが、 
 

「知的財産と事業リスク」 「著作権等その他の知的財産」  
 

第３章　知財活動 を実践 し た い の で す が ？  
 ＜知財戦略実践編＞ 

 

知財の支援を受ける外部専門家 としては、 
 どのような人がいますか。どのような場面で活用するのがよいのでしょうか？ 

 　 
 

「知財専門家」 「アドバイザー」  
 

どうすればよいでしょうか？ 
 

Q26 

「知財コンサルティング」 「知財戦略支援」 「社の知財方針」  
 　 

 
弁理士 や 弁護士 は、どのように探せばよいですか？ 

 「弁理士」 「弁護士」  
 　 

 
知財の知見が必要な従業員 はどのような人でしょうか？ 

 知財に関する 社内体制を構築 し た い の で す が ど う す れ ば い い で し ょ う か？ 
 「社内体制」 「社内知財担当者」  

 知的財産を勉強したい、社内人材を育成したい と思うのですが、どうすればよいですか 
 

？ 
 「社内教育」 「従業員研修」  

 知的財産に関して社内の規程を整備 しようと思いますが、 
 どのようなものがありますか？どうやって作成すればよいですか？ 

 「職務発明規程」 「報奨金制度」 「秘密管理規程」  
 

特許権になるまでの期間や費用 はど 
 

の 
 
くらいかかりますか？ 
 　期間を短くしたり安くしたりする方法はありませんか？ 

 「出願費用」 「審査順番待ち期間」 「早期審査」 「審査請求料等の軽減措置」  
 出願書類を作成する際のポイント は何でしょうか？ 

 「審査の判断基準」 「特許請求の範囲」 「明細書」  
 

　　　 
 

　  
 
審査請求のタイミング はどのように判断すればよいですか？  

 　　　　　　 
 

　 
 

「審査請求」 「無料先行技術調査支援」  
  　　　 

 
　 
 

優れた技術だと思って審査請求したのに、 
 　　　　　 

 
　 
 
「 拒絶理由通知 」というものが届きました。どう対処すればよいですか？ 

 

Q27 

Q28 

Q33 

Q34 

■第３章の全体像 
 

「知財経営と技術分野」  
 

知財経営を行う上で、 業種 等は関係ないのでしょうか？ 
 

知財経営は必要なの で し ょ う か？ 
 

Q23 

Q24 

Q25 

Q26 知財コンサルティング というのはなんでしょうか？受けてみたいのですが、 
 

Q29 

Q30 

Q31 

Q32 

「拒絶理由通知」 「補正」 「面接審査」  
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64 

66 
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72 

74 

76 

78 

79 

80 

82 

84 

５   異 な る 視点か ら 知財経営 を考 え る  
 

１   体制 を整備 し よ う ！  
 

２   特許権 の基礎知識 を学ぼ う ！  
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…………………………………………………………… 
 

……………………… 
 

…………………………………………………………………………………………… 
 

…………………………………………………………………………… 
 

…… 
 

……………………………………… 
 

…………… 
 

……………… 
 

…………………… 
 

……………………………………………………………… 
 

…………………………………… 
 

…………………………… 
 

…………… 
 

……………………………………………………………… 
 

……………………………… 
 



7 

　 
 

　 
 
権 利 を 維 持 す べ き か 放 棄 す べ き か の 判 断 は 、 い つ 、 ど の よ う に 行 え ば よ い で し ょ う か  

 
？  
 　 

 
「特許料（年金）管理」 「権利維持」 「権利放棄」  

 　 
　 
 

自社で特許出願する余裕はないのですが、 実用新案権として保護しておきたい場合や  
 　他社に権利をとられたくない場合 には、どのようにすればよいでしょうか？ 

 「実用新案権」 「公知化」 「公開技報」  
 

コラム一覧 
 　　　　　ＳＷＯＴ分析 
 　　　　　特許マップも活用してみよう！ 
 　　　　　必須特許ポートフォリオ論 
 　　　　　先使用権を利用する際の留意点 
 　　　　　特許調査のために特許情報活用支援アドバイザーを活用してみよう！ 
 　　　　　中小企業のライセンス取得や特許の購入の交渉は？ 
 　　　　　ライセンスをする場合のリスク 
 　　　　　知的資産報告書とは？ 
 　　　　　秘密保持契約の落とし穴 
 　　　　　特許流通データベース及びアイデアデータベースの活用 
 　　　　　独占的ライセンス 
 　　　　　意匠制度の概要 
 　　　　　特許と意匠はどちらが強いのか？ 
 　　　　　ブランド構築のメリットとは 
 　　　　　商標の種類 
 　　　　　特許ポートフォリオ（patent portfolio） 
 　　　　　裁判とその他の紛争解決手続（調停・仲裁） 
 　　　　　特許庁の判定制度 
 　　　　　特許侵害警告模擬研修 
 　　　　　外国出願戦略 
 　　　　　海外の制度について相談したい！ 
 　　　　　中小企業の外国出願費用を助成する制度（H19.12現在） 
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 　　　　　知的財産専門の公的相談拠点等も活用しよう！ 
 　　　　　地域中小企業知的財産戦略支援事業 
 　　　　　東京都弁理士マッチング支援システム 
 　　　　　弁護士の費用の目安は？ 
 　　　　　中小企業にも１人は知的財産を理解できる人材を！ 
 　　　　　職務発明とは？ 
 　　　　　早期審査利用者の声 
 　　　　　中小企業等特許先行技術調査支援事業の活用のススメ 
 　　　　　審査請求後に取下げ又は放棄する場合（審査請求料返還制度） 
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◆ Key Word集 
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商標の出願 

出願費用 
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審査請求料等の軽減措置 
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特許請求の範囲 

明細書 

審査請求 

無料先行技術調査支援 

拒絶理由通知 
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権利維持 

権利放棄 
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知財経営総論 
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出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願 

出願、保護、活用 

外国出願 

外国出願 

外国出願 

外国出願 

外国出願 

外国出願、侵害対策 

保護 

保護 

保護 

保護 

保護 

保護 

保護 

保護 

保護、活用 

保護、活用 

保護、活用 

Key Word 知財経営における視点 Q番号 ページ 
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契約 

契約 

契約 
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体制強化 

体制強化 

体制強化 

体制強化 

体制強化 
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体制強化 

体制強化 

体制強化 

体制強化、人材育成 

人材育成 

人材育成 

Key Word 知財経営における視点 Q番号 ページ 
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第１章 

なぜ知財経営が必要なのか？ 



Ａ社長　こんにちはー。いらっしゃい。 

Ｂ社長　いやー、ご無沙汰していますね。最近は景 
気が良くなったっていうけど、中小企業の我々は
相変わらず厳しいよね。Ａ社長さんとこ、このと
ころ業績がいいようだね。この間うかがった時よ
り社内に活気があるようだし。我がＢ社の技術陣
はアイデアも腕もいいから、新製品を出してみる
んだけど、競合に追いつかれちゃって事業は成功
せず、結局下請に逆戻り。なかなかＡ社さんのよ
うにはならないな。 

Ａ社長　どうしたの？　ぼやいちゃって。なにか悩み？  

Ｂ社長　うん、事業がなかなか思うように行かない
　んだよ。昨日も販売中の製品なんだけど、最近競
　合のC社からすごく似ている製品が出始めている
　って、営業から報告があってね。技術部長を呼ん
　で確認したら、どうやら我が社の特許は、回避さ
　れているし、対抗しにくいっていうんだ。前にも
　同じようなことがあったけど、弁理士さんも技術
　部からの趣旨に沿って出願しているっていうしね。
　どうしたもんかと思ってね。 

Ａ社長　それは大変だね。知財の問題は数年先にき
　いてくるからね。我が社も以前同じようなことが
　あったよ。その時に相談したのが支援センターか
　ら紹介された知的財産コンサルタントなんだ。そ
　こでアドバイスされたのが「知財経営」に転換を
　図るということなんだ。 

Ｂ社長　知財経営？　経営方針を改めたって聞いて
　いたけど、知財経営か。ぜひ教えてもらえないかな？
　でも難しくないかな。我が社でもできるのかな…。

Ａ社長　できるよ。Ｂ社長さんも製品開発会議はし
　ているよね。そこに知財戦略の話をちゃんと組み
　込めばいいんだよ。これが今までできていたよう
　で、実はできていなかったんだと思うんだ。 

Ｂ社長　そうかもしれないけれど…。知財なんて、
　やっぱり難しくてよくわからないな。たくさん特
　許取れば、コストだってばかにならないよ。 

Ａ社長　いや。特許を取ることだけが大事なわけじ
　ゃないんだ。知的財産はどんな会社にでもある身
　近な資産と考えるといいよ。その資産をどう守り、
　どう活用するかってことさ。 

Ｂ社長　そうか。でも、知財経営ってどんなことな
　の。知財で事業を回すってこと？ 

Ａ社長　一言で説明すれば、「知財によって競争力
　を確保する経営」なんだ。 
 
 
 
Ｂ社長　「知財によって競争力･･･」か。我が社は
　品質・コストそして早い製品投入ならどこにも負
　けないよ。競争力はあると思うけど。でも利益確
　保は以前より厳しくなっているな。 

Ａ社長　知財経営はまさにその「利益確保」のため
の経営手法なんだよ。知財コンサルのアドバイス
では、これからの産業を取り巻く競争力の源泉は
大きく変わってくるということらしいんだ。確か
に多くの分野で海外メーカーが品質・コストでも
日本のメーカーを凌駕してきているしね。以前な
ら大企業や異分野の企業が参入してこなかった市
場にも入ってくるようになったし…。 

Ｂ社長　そうそう。たまったもんじゃない。我が社
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第１章　なぜ知財経営が必要なのか？ 

１．知財経営を行うことで、 
　 どのようなビジネス上のメリットがあるのでしょうか。 
 　知的財産は、時には外部に公開して活用し、時には秘密として管理する必要がある。 　 競争相手、真似する相手には知的財産権で戦い、自社の大切なアイデア・事業は 
　知的財産権で守る。 
　 これらを戦略的に行う知財経営は、中小企業にとっても非常に重要である。 
　 しかし、「知財経営なんて、大企業のためのものだろう」、なんてことを言う中小 
 企業経営者もまだまだ少なくありません。 
　 ここでは、２人の中小企業経営者が知財経営について、その必要性やメリット 
　　について話し合っています。知財経営のメリットとは、一体何なのでしょうか。 

登場人物 場　　面 
①最近、事業が順調
　に拡大している
　Ａ社の社長 

②技術力はあるが
　思うように成功
　に結びつかない
　Ｂ社の社長 

少し前に知財を重視した経営方針に転換を図り、上手くいって
いるA社社長に、Ｂ社社長が経営方針について相談をしている。 

「知財経営」とは何か 

なぜ知財経営が必要なのか 

１．知財経営を行うことで、 
　 どのようなビジネス上のメリットがあるのでしょうか。 
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　の市場も以前より新規参入や海外からの製品にシ
　ェアを奪われているところもある。手をこまねい
　ているわけにはいかないし、コストダウンも限界
　だ。でも、それと知財経営はどうつながるの。 

Ａ社長　こういう競合他社の参入が生じても利益率
　を落とさないのが知財経営の本質なんだって。そ
　こで我が社では、まず社員に理念を理解してもら
　うために、知財経営についてわかりやすく明示す
　ることにしたんだ。 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ社長　う～ん。確かに、こうしてまとめると社員
　にも理解を得やすくなるね。しかし、価格競争に
　陥ることはない、というのは本当かな？そんなこ
　とあり得ないように思うけれど。 
 
 

Ａ社長　最初はそう思ったけれどね。我が社ではこ
　う考えるといいと思っているんだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ社長　マーケットコントロール？ 

Ａ社長　何も手を打たないとどんどんと国内外の企
　業が美味しい市場に入ってくるだろう。それでは
　我慢できない。だから知財を活用することによっ
　て、国内外の企業が市場に自由に入ってこれない
　ようにすることを言うそうだよ。 
 
 

 
 
Ｂ社長　要は、市場の中で知的財産を適切に活用し 
　て優位性を持ち、競合他社の参入を可能な限り防
　ぐことで利益率を確保する、っていうことか。だか
　ら、知財経営を実現すれば、品質・コストに換わ
　る新たな競争力の源泉とすることができるんだね。 

Ａ社長　そうだね。少し時間はかかったけど、研究
　開発のプロセスで製品化ばかりを急ぐのではなくて、
　知的財産をしっかり確保するようにしたことで、真
　似をする企業や競合企業にも参入障壁になり、長期
　的には利益の確保・拡大が図れるようになったんだ。 

Ｂ社長　それはすごい。やってみる価値があったっ
　てわけだ。 

Ａ社長　それだけでないんだよ。実はＢ社長さんが
　気付いてくれてうれしくってね。我が社では知財
　経営を取り入れたことで社内が変わってきたんだ。
　大手企業をはじめ他社との交渉力を強くすること
　ができたことで、社員がリスクや付加価値に対し
　て自信を持つようになってきたんだ。もちろん職
　務発明規定も見直して、知的財産の創出にもちゃ
　んとした報酬体系を決めたんだよ。そうしたら社
　内の意識も高揚してね。 

Ｂ社長　社員の意識が変わるのは経営者としてもう
　れしいよね。 

Ａ社長　おかげでこの間はお得意さんから、Ａ社長
　社の製品ならば特許問題があっても安心だ、って
　言われて、他の製品開発の話も進んでいる。 

Ｂ社長　知財経営で社内外に対して強い信頼と抑止
　力が認められたんだね。ビジネスを優位に進めら
　れる大きなメリットが生まれたんだね。でも、知
　財経営をしないからって、デメリットがあるのかな。 

Ａ社長　いやいや。デメリットも大いにあるんだよ。
　ある下請け会社が作っていた製品のノウハウを「そ
　れはうちの仕要書に基づいて考えられたものでし
　ょう」と言われ、発注元の大手企業から吸い上げ
　られてしまった、なんて話もあるよ。知財戦略さえ、
　きちんとしていれば、こんなことにはならないよ。 
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戦略としての知財経営 

知財経営のメリットとは 

図表１-１　知財経営とは 

図表１-2　マーケットコントロール 

知財経営とは 
「知財によって競争力を確保・維持・強化する経営
手法」である。 
知財経営の実現により、競合他社の安易な市場参入
を抑制し、価格競争に陥ることがないので、 
利益率を上げることが可能となる。 

図表1-3　メリット・デメリット 

・技術開発の成果を特許（知財）という形で資産化する
　ことによって参入障壁※を形成し、 
・これを侵害訴訟やライセンス等、適切な方法により活
　用することで 
・マーケットコントロールを実現し、 
・コントロールされた市場の中で技術的優位性のある製
　品を製造・販売することにより、 
・利益を確保する経営戦略 

※新しくある業界に参入しようとする際に、それを妨げる要因と  
　なるもの。参入障壁が低いと、新規参入が増加し、その市場に
　おける収益性は下がってしまう。  

特許が参入障壁
価格競争なし 
高利益率確保 

迂回技術開発等 
により研究開発 
投資コスト上昇 

特　許 
侵　害 市場  

ライセンス等 
契約による 
アライアンス 

A社 

A社特許網 

提携企業F社 

製品供給 

ライバル 
C社 

ライバル 
D社 

ライバル 
E社 

知財戦略があることのメリット 
・自社の特許技術が認められ、大手企業とライセンス契約を
　締結し、大きな利益を得ることができた。 
・特許を取ることで、自社の主力製品の市場へのライバル企
　業の参入を阻止することができた。 
・権利侵害のクレームを受けたが即座に適切な対応をとるこ
　とができた。 

知財戦略がないことによるデメリット 
・自社の技術がライバル企業に真似され、低価格製品が出て
　しまったため、自社製品の売れ行きが大きく落ち込んでし
　まった。 
・自社製品の模倣品が氾濫したが、技術を権利化していなか
　ったため、泣き寝入りをするしかなかった。 
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○○製品の市場 

20億円 

規模 競合企業数 平均売上高 

10社 

3社 

 

2億円 

6.7億円 

想定利益率 

5％ 

10％ 

利益金額 

1,000万円 

6,700万円 

※ 知的財産費用の概略 
　国内特許：1件約 100万　5件権利化して 500万円 
　外国特許：1件約1,000万　2件権利化して2,000万円 
　 　　　　合計で2,500万円 
　 　 　　　（PCT出願後３ヶ国程度出願したとする） 
 
「20億円の市場のある製品を想定して、その参入企業数と利益をシミ
ュレーションしているんだ。ざっくりだけど、参入している競合数が多
ければ、すなわち参入障壁の低い市場は、各社の市場シェアは小さくなり、
売上も利益率も低く、利益額も少ない。そこで、知財戦略によって参入
障壁を高くできれば、参入企業も抑えられ、売上も利益率も高くなり、
当然利益も増える。このときの利益金額は、知的財産の費用と比べれば
ずっと大きくできる。知財戦略により大きな利益が得られる、というシ
ミュレーションなんだ。」 

図表１-4　企業における知的財産戦略の位置づけ 

事業戦略・研究開発戦略・知的財産戦略の 
三位一体の企業経営戦略を推進 

経営戦略に 
おける 
三位一体 

事業戦略 研究開発戦略 

知的財産戦略 

事業戦略・研究開発戦略と連携した知的財産戦略の構築 

・特許出願するか又は営業秘密として管理するかの判断 

・特許取得の選択と集中による量から質への転換 

・研究開発時・出願時・審査請求時の先行技術調査 

・特許マップ作成による他社動向調査 

・権利の有効活用（自社独占、ライセンス供与、模倣品対策） 

事業戦略と
の連携 

・新規事業参
入、他社との
事業提携な
どの判断材
料として知
的財産情報
を活用 
・攻撃・防御・
予防の面か
らの権利取
得 

研究開発戦
略との連携 

・自社の技術
力の分析や
研究開発テ
ーマの設定
に知的財産
情報を活用 
・共同開発パ
ートナー選
定の判断材
料として知
的財産情報
を活用 
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おわりに 

 
 
Ｂ社長　知財経営のメリットはよくわかったよ。だ     
　けど、研究開発や事業戦略とはどういう関わりが 
　あるのかな。 

Ａ社長　知財コンサルの話では、知財経営では事業
　戦略・研究開発戦略・知的財産戦略の三位一体の
　企業戦略を推奨していたよ。 
 
 
 
 
 
 
 
　これら3つの戦略が三位一体となるんだ。 

Ｂ社長　三位一体か。事業にしても研究開発にして
　も知的財産は両方に連動して考えるといいんだね。 

Ａ社長　知財経営を導入してみると、まさにそうだ
　ったよ。企業における利益の最大化とリスクの最
　小化を図るには、事業戦略と研究開発戦略に連動
　した知的財産戦略を進めることが効果的で、戦略
　的な知的財産形成をする「知財経営」は我が社を
　強くしたってとこかな。 

Ｂ社長　とは言っても、知財経営を導入するために 
　は特許出願費用はコンサルの費用とか、いろいろ
　かかりそうだね･･･。 

Ａ社長　私も最初はそう思ったよ。でも、知財コン
　サルのプレゼンでちょっとおもしろいシミュレー
　ションがあってね。それで取り組もうと思ったんだ。 

Ｂ社長　へぇー･･･どんな内容だったんだい？ 

Ａ社長　確か20億円の市場を仮定して、知財経営
　をした場合としなかった場合のそれぞれの利益・
　コストを計算したら、知財経営を導入した方が儲
　かるというプレゼンなんだ。どれどれ、あるかな？
　（といって、ファイルをめくり始める） 
　あっ、これだこれ！見てごらん。 

Ｂ社長　……。 

Ａ社長　つまり、こういうことだよ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ社長　確かに･･･論理的には知財経営を導入すべ
　きだし、そうしないと儲かるわけないな。 

Ａ社長　実際に、当社は儲かっているしね～。 
 
 
 
Ｂ社長　よっしゃ！早速社内に指示を出すことにす 
　るよ。なんかわくわくしてきたぞ。それじゃまた。 

Ａ社長　慌てるなよ。業種にあった知財戦略をしな
　いと継続しにくいっていうからね。一度、専門家
　に相談してみるといいよ。 

知財経営戦略の推進 知財経営戦略を推進するコスト 

・新事業参入や他社との提携、競合への対抗や防御のため
　の事業戦略 
・他社の状況を把握や自社の立ち位置を把握し、最適な技
　術開発や製品開発、アイデア創出を促す研究開発戦略 
・事業戦略・研究開発戦略に沿って特許などの知的財産権
　の確立、ノウハウや契約といった知的財産の構築・活用を図
　る知的財産戦略 

z
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B社長　先日話していた知財戦略の件、どうしたら  
　いいかわかったかね。進捗状況を教えてくれ。 

専務　いろいろと模索しているところですが、知財
　戦略を打ち立てるのもなかなか大変ですよ。 

Ｂ社長　目標は大きく、達成のためにこつこつとや
　っていこうじゃないか。まず専務の考えているこ
　とを聞かせてくれるかね。 

専務　はい。まずは我が社の能力と可能性の検討か
　ら進めています。財務面については、今は大きな
　課題はありません。得意先C社の状況は現時点で
　は良いですが、C社から他の得意先を増やしてい
　くことを奨励されています。C社の特許を活用し
　てもよいとの話ももらっています。 

Ｂ社長　うん、そこまでは役員会でも話していた内
　容だ。我が社の技術的な力のほうはどうかな。「知
　財経営」は、取り入れられるのかな。 

専務　私のほうでも、支援機関に相談をし、アドバ
　イスを受けつつ検討をしています。知財経営が成
　功する前提条件として、「競争力の源泉として技
　術的な優位性を担保しているか」が重要とのこと
　でした。もちろん我が社は当てはまりますが、な
　んでも競争力の源泉がそのほかの要因、例えばブ
　ランドや技術によらないサービスに重点をおかれ
　ていると、知財経営を実施しても効果が上がらな
　かったり、かえってコストがかかる、社内のモチ
　ベーションが下がってしまう可能性もあるそうです。
　このような時は、知財戦略のあり方も変える必要
　があるそうです。そして、ポイントは経営陣が明
　確に知財戦略を打ち出すことだそうです。 

Ｂ社長　A社長も同じようなことを言っていたな。
　会社を動かす社員が納得しないと、どんなプロジ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　ェクトもうまくいかないわけだな。まー、うちは
　メーカーだから、まずは技術的な優位性で勝負と
　いったところだね。 

専務　そうですね。知財経営についてのアドバイス
　では、まず知財の状況を見ようということで、特
　許調査について聞かれました。どうやら我が社の
　知的財産に対する認識の正しさを客観的な裏付け
　から検討をするということなんだそうです。単に
　特許調査するだけでなく、調査結果をどのように
　整理されているかまで確認されました。 

Ｂ社長　ふむ、大切な視点を捉えておられるな。そ
　れでその結果はどうだったのかな。 

専務　技術的優位性が特許出願によって担保可能か、
　それとも特許出願でなくノウハウ管理によっての
　み担保可能なものなのか、その検証をしてみたの
　です。 

Ｂ社長　特許出願か、ノウハウ管理か、その検証に
　はどんな意味があるんだい？ 

専務　ポイントは真似されてもすぐにわかるものは
　特許出願、真似されていることがわかりにくい、
　もしくはわからないような技術はノウハウ管理と
　いうことになります。 

知財経営を始めるには 

 

　 「知財経営といってもどこから始めるのかな」 
　A社長の話を聞き、知財経営に取り組もうとしているB社長と2代目となる専務が 
 知財経営を実践するに当たって、 
 どのように進めていくとよいのか話し合っています。 

2.　知財経営を実践する！ 
　　ここからはじめよう！知財経営の進め方 
 

2.　知財経営を実践する！ 
　　ここからはじめよう！知財経営の進め方 
 

登場人物 場　　面 

①B社の社長 
 （創業者、父） 

②B社の専務 
 （次期社長、娘婿） 

知財経営を担当する専務が、 
その状況を社長に報告し、今後の進め方を検討している。 

図表2-１　知財戦略のスタートラインフロー図 

自社の優位性を特定 
（自社製品が売れる理由） 

優位性は技術的要素か？ 

模倣されている事実を 
検出可能か？ 

特許戦略へ ノウハウ管理へ 

優位性の源泉が 
「ブランド力」などで 
ある可能性が高い 

NO

NO

YES

YES
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第１章　なぜ知財経営が必要なのか？ 

知的財産の棚卸し 

Ｂ社長　なんでも特許を出せばよいというものでは
　ない、ということだな。出願に際してもよく検討
　せよ、というアドバイスをもらったわけだね。と
　ころで、「知財経営」とノウハウ管理はどういう
　関係があるのかな？　私が聞いたところによれば、
　特許出願は参入障壁を形成するという点で知財経
　営との関係は大きい、とは聞いているんだけれど。 

専務　「知財経営との関係」は社長の最近の口癖で
　すね。私も考えてみたんですが、ノウハウは独占
　権ではないので特許のような参入障壁そのものに
　はならないと思うんです。それでも、ノウハウ管
　理をすれば競合他社が技術的に追いつく時間を先
　延ばしにできるというのは、経験上よくあること
　ですから、参入障壁を時間的な観点でより強固な
　ものにする、というような関係になると考えられ
　ます。 

Ｂ社長　う～ん。わかったような、わからんような
　話だが･･･でも、なんとなくいい点をついている
　ような気はするよ。 
 
 

専務　特許調査は、将来の収益率を予測するために  
　重要な市場調査手法といえるそうです。つまり、
　他社の先行特許出願が存在すれば、他社によって
　すでに参入障壁を形成されており、高い収益率を
　確保できないおそれがある、ということになるの
　だそうです。ですから、特許調査をすることによ
　って、技術開発投資を行うかどうかについての判
　断目安ができるとのことでした。 

Ｂ社長　将来的な収益予測まで考えられるのか。具
　体的には、どのように整理をするのかな。 

専務　はい。技術開発投資を行う分野について、特
　許調査を行い、その内容を特許マップなどで整理し、
　自社技術の位置づけを把握します。その結果から、
　研究テーマの選定や特許出願等の特許戦略立案に
　役立てることから始めます。我が社が現在保有し
　ている特許を把握することも合わせ、特許の棚卸
　しをしました。 

Ｂ社長　製品などと同じように、特許も棚卸しをす
　るんだな。 

専務　ええ。製造や研究開発に対して、知的財産権
　と製造ノウハウをまとめているところです。知財
　については特許マップなどを活用して分析を進め、
　ノウハウについては技術部や現場からの聞き取り
　をしました。この棚卸しで、早くも現在開発中の
　新製品に関する戦略についても課題が見えました。 

Ｂ社長　そうなのか。具体的にはどういうことだね。 

専務　マーケットコントロールを実現していきたい   
　と考える中で、どのように知財を活用するかとい

Ｂ社長　コアとなる技術は当然独占するんじゃない
　のか。 

専務　「特許」という大抵は社長のように独占を考
　えますが、実際は技術分野によって違うそうなん
　です。薬のように１件の物質特許で市場全体を抑
　えられる分野は市場独占を狙うのが合理的ならし
　いんですが、我が社のような電子部品関連となると、
　１つの製品に10件以上の特許が使用されていて、
　複数社がこれらを保有しているから単純に独占す
　ることは難しいようです。 

図表2-2　ライセンス戦略等の基本的な類型 

◆独占戦略 

　独占は最も基本的な機能。 

　他社に一切関係製品を作らせない。 

　製品の価格と利益の維持が期待できる。 

　ただし、市場の監視や他者からの権利上の攻撃への対応

　が必要。 

◆ライセンス（通常実施権の許諾） 

　他社に特許権等をライセンスし、ライセンス料をもらう。

　事業に伴うリスクを小さく、分散させることができ、他

　社との連携により市場の拡大が期待できる。 

　ただし、一般的には自社製造販売と比較して、大きな利

　益を得ることが困難。 

◆クロスライセンス 

　自社の特許権等と他社の特許権等を相互にライセンスす

　る戦略。一般的には、自社と他社が似た製品を同時期に

　開発しているような場合、お互いの製品をカバーするよ

　うな特許権を所有することがあり得る。そこで、相互に

　一定条件の下で実施許諾を行い、市場を独占する戦略で

　ある。 

◆ノウハウ秘匿 
　製造ノウハウなど特許出願による公開を行わず、秘匿し

　ておく戦略。 

　この場合、何らかの原因でノウハウが社外に漏れると打

　つ手がない場合が多い。厳重な機密情報管理が必要。ま

　た、他社がそのノウハウと同じ技術を後から特許にする

　こともあり、そのための先使用の証明が必要となる。 

◆権利譲渡 

　特許権等を他人に譲渡する戦略。 

　自社の特許権等が将来使用する可能性がない場合、ある

　いは他社で実施することにより利益が見込める場合に検

　討する。 

　ライセンスより大きな金額を請求しやすく、特許権の管

　理も不要である。 

　ただし、権利を譲渡してしまった後では取り返せないの

　で、判断は慎重に行うこと。 

　うことです。開発中の製品に使用する技術について、
　具体的にライセンス戦略等について大きく5つの
　考え方があるそうです。このうちのいずれかの方
　法をとることが考えられます。 
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Ｂ社長　なるほどな。知財戦略といっても、技術分  
　野や競合他社・マーケットによって違うんだな。
　簡単にはいかないな。私の知り合いにＫさんとい
　う支援機関で知財経営に関するアドバイスをして
　いる人がいるんだけど、事業戦略や経営戦略との
　知財経営のかかわりについてちょっと相談してみ
　るよ。 

専務　そうですね、お願いします。それから、今回、
　ちょうど良い機会なので「知的資産報告書」もま
　とめてみることにしたんです。完成すれば我が社
　の事業の強み、技術力、知的財産の評価をまとめ
　られますし、将来性のPRにも使えますしね。社
　員にも我が社の能力やこれからの開発が見やすく
　なるので、会社の方向性を理解してもらえると思
　います。 

Ｂ社長　なるほど。それは楽しみだな。では、まず
知財経営を進めるに当たって、私からも社員のみ
んなに向けて、会社の方針として説明をすること
にしよう。社員の意識を高めてこその戦略だからな。 

専務　そうですね。がんばりましょう。 

 

図表2-3　知的資産報告書のイメージ図 
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第１章　なぜ知財経営が必要なのか？ 

Ｂ社長　うちの担当者が特許調査は、「将来の収益
　率を予測するために重要な手法」だって言ってい
　たけど、それ以外にも、特許情報からいろいろわ
　かることがあるんだね。 

Ｋ氏　そうですよ。実際、私の支援している企業で、
　昔、特許情報をきちんと調査せずに研究開発をし
　ていて、ようやく完成し、特許出願したら、他社
　が類似した技術を特許出願していたことがわかって、
　莫大な研究開発費用や出願費用が無駄になったと
　いうことがあったんですよ。 

Ｂ社長　そうか。特許情報を的確に調査しないとい
　うことは、企業にとって大きなリスクにもなるっ
　て訳だ。経営に与える影響は、大きいねえ。特許
　情報からわかったことは、権利化以外の場面でも
　活用されるということが、だんだんわかってきたぞ。
　そういえば、Ａ社の社長さんも「知財経営は、参
　入障壁を形成して、同業他社の参入を抑制するこ
　とによって･･･」とか言っていたな。 

経営戦略と特許情報 

「革新的な技術を開発したけど、うちでは製造規模に限界があって難しい」 
　「提携はしたいけど、相手に技術を持っていかれないかな」 
　「特許は金がかかるけど役に立つの？公開したら真似されちゃうよ」 
　いざ知財を活用しようと思っても、さまざまな疑問が先に立ち、 
 第1歩がなかなか踏み出せないB社長は 
　 知財が有効に働く場面というのは、一体どのような場面なのか 
　   支援機関のアドバイザーに相談しています。 

3.　知財経営のポイントを探る！ 
　　知的財産の利用と使い方は 

登場人物 場　　面 
①A社長の話を聞き、  
　知財経営に目覚
　めたB社の社長 

②中小企業・ベンチャ
　ーへの支援に燃える、
　支援機関の熱血アド
　バイザーＫ氏 

Ａ社の社長の話を聞いて興味がわき、自社も知財経営に取り組
もうと動き出したが、本当に知財経営はＢ社にも有効に働くの
か、事業戦略などとの関係はどう考えればいいのかな、Ｂ社長
はＫ氏に話を聞いている。 

Ｋ氏　今日は、どのようなご相談なんでしたっけ。 

Ｂ社長　常々、下請け仕事から脱却を図りたいと思
　ってたんだけどね。なかなかうまくいかなくてさ。
　で、この間、最近、羽振りがよさそうなＡ社の社
　長に聞いてみたんだよ。そうしたら、「知財経営」
　ってのに、戦略転換を図ったって言うんだよ。い
　ろいろ聞いてみたら、我が社も知財経営に転換を
　図ったほうがいいのかなあと思って取り組み始め
　たんだが……。本当に我が社にも有効なのか、ま
　だよくわからなくてさ。で、Ｋさんも前にそんな
　話をしてたのを思い出して、相談してみようと思
　ったんだよ。なんてったって、Ｋさんは、頼りに
　なる熱血アドバイザーだからね。 

Ｋ氏　そう言われちゃうとなんでもお手伝いしたく
　なりますね。Ｂ社さんは、技術力があるので、知
　財経営は有効に働くはずですよ。 

Ｂ社長　それはなんとなくわかるんだけどね。具体
　的に教えてくれよ。 

Ｋ氏　そうですね。たとえば、Ｂ社長も特許出願前
　には、その発明が新しいものなのか「特許公報」
　などで、特許情報調べていますよね。それって、
　何のために調べてますか？ 

Ｂ社長　えっ、何のためって、既にある技術だった
　ら権利化できないからそれを調べるためじゃないか。 

Ｋ氏　それだけじゃないですよ。特許情報からはい
　ろいろなことがわかるんです。 
 

 

図表3-１　公開特許公報のイメージ 

3.　知財経営のポイントを探る！ 
　　知的財産の利用と使い方は 
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Ｋ氏　「知財経営」のこと、理解されているじゃな
　いですか。さすが、社長！　「同業他社の参入を
　抑制することによって、価格競争に陥ることを防
　止して、利益率を上げる」というのが知財経営で
　すよ。最近は相談が増えているんですよ、流行っ
　ているのかな。 

Ｂ社長　「知財経営」と特許調査の関係を私にもわ
　かるように説明してくれないかね？ 

Ｋ氏　そうですね。まず、特許調査＝知財経営では
　ないんです。技術開発プロセスの一部として特許
　調査をするときに、知財経営という視点に立って、
　特許情報からわかることをどのように判断し、事
　業や経営にどう活かしていくかということ常に意
　識することが重要です。技術開発プロセスを知財
　経営との関係で考えてみることがポイントなんで
　すよ。参入障壁を形成する、と言ってもすでに他
　社にたくさん特許出願されている市場では、自社
　の参入障壁は形成できないですよね。 

Ｂ社長　そりゃそうだ！ 

Ｋ氏　たとえば新製品の開発企画の際に、特許調査
　をすれば、将来当社の新製品が参入障壁を形成で
　きるのか、あるいは、できないのか、わかるとい
　うことになりませんか。 

Ｂ社長　う～ん。理屈で言えば･･･そうなるね。 

Ｋ氏　このように、ビジネス上のさまざまな局面に
　おいて、特許情報は、経営戦略や事業戦略を策定
　する上で有益な情報を与えてくれるんです。特許
　調査は将来、参入障壁を築くことができるかどうか、
　という点を判断する上で非常に重要ですが、他に
　も以下のような場面での活用が考えられるんです。 
　Ｂ社さんでしたら、こういった局面にたびたび出
　会うんじゃないですか。 
 
 

Ｂ社長　ふむ。そのとおりだよ。まさに我が社にぴ 
　ったり当てはまるよ。特許情報はいろいろな場面
　での戦略策定のために活用できるわけだね。早速、
　社員に特許情報をもっと活用するように話してお

　おきますよ。 

Ｋ氏　そうですね。特許電子図書館IPDLを有効に
　活用すると良いですね。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
それと、特許庁は特許情報活用支援アドバイザー
という人材を派遣していて、情報検索の指導をし
てくれるので活用すると良いですよ。また特許調
査会社にアウトソーシングするのも良いでしょう。
そして、自社の技術分野の開発動向を特許マップ
にまとめることもぜひ進めてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ社長　そうだね。我が社も調査には力を入れるよ
　うにするよ。 

Ｋ氏　ここでポイント！　社長もご存知の通り、出
　願から1年6ヶ月たってから特許出願された発明
　が公開されるので、それまでは誰にも特許が出願
　されたことはわかりません。だから、特許調査は
　一度だけでなく定期的に行うことが重要です。 

Ｂ社長　重要な開発テーマは定期的に特許調査をす
　るということだね。気をつけるよ。 
 
 

Ｋ氏　新製品開発にあたっては、まず、将来参入障
　壁を形成できるのかどうかの検討、つまり、特許
　調査が最初ということです。将来、参入障壁を形
　成できない技術に資源を投入してはムダを招くこ
　とになるのです。 

特許情報はどこにある 
共同研究による知財活用 

 

図表3-2　「特許情報」からわかること 

1. 自社のビジネスに影響を及ぼす他社特許を把握できる 

2.　出願予定の発明が特許になるか否か判断できる 

3.　技術動向を把握できる 

4.　ライバル企業動向を把握できる 

5.　自社のビジネスの障害となる他社特許を調査できる 

6.　欲しい技術を見つけられる 

図表3-3　ＩＰＤＬホームページ 

図表3-4　特許マップのイメージ 
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（特許庁Webサイトより  http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/map/sekigai/map/map6.htm） 
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第１章　なぜ知財経営が必要なのか？ 

Ｂ社長　特許調査の結果、新製品に必須の技術が自
　社開発することが難しいとわかったら、あきらめ
　なきゃいけないのかな。 

Ｋ氏　あきらめるのはまだまだはやい。大学や研究
　機関との共同研究や技術移転を受けることが考え
　られます。大学や研究機関との共同研究も特許調
　査を充分に行ってから取り組めば、成果も上がり
　やすいですよ。最近、大学でも中小企業との連携
　やベンチャー企業との連携で成果が上がっている
　ものが多く、期待されます。ただし、事前の特許
　分析が弱いことがあり、よく調べてから進めるこ
　とをお勧めしますね。 

Ｂ社長　でも、そもそも大学とかは敷居が高いと思  
　うんだけど。 

Ｋ氏　大丈夫。今は大学に社会連携センターとか地
　域共同研究センター、知的財産本部、TLOといっ
　た技術移転機関が設置されていて、そのコーディ
　ネーターやアドバイザーがいろいろと案内し契約
　を手伝ってくれます。また各地で技術交流会が開
　催されているので参加してみるのも良いでしょう。
　各支援機関でも中小企業における産学連携には、
　以前より力をいれています。まずは具体的に相談
　を申し入れてください。面白い技術がたくさんあ
　るんですよ。 

Ｂ社長　そうだね。産学連携という新しい技術の風
　を入れることが、我が社の新たな発展につながる
　ことを期待できるね。 

Ｋ氏　私が支援している中小企業も大学との共同研
　究の結果、その研究室の学生とともに第2創業と
　いう位置づけで新たな部門を設置して、成果を上
　げているところもあります。研究開発費もずいぶ
　ん抑えられたそうですよ。 

Ｂ社長　このようなときの知財はどうしているのかな。 

Ｋ氏　もちろん成果は特許出願します。このとき、
　大学との共同特許出願や不実施契約を契約して、
　大学に対して成果を配分・還元するようにしてい
　ます。大学や研究機関によってやり方は違うので
　相談や交渉は必要です。特許調査をきちんとする
　ことが前提となりますよ。 

Ｂ社長　なるほど。共同研究をする場合は契約を結
　ぶことも重要なことだね。ところで、「知財経営」
　と契約はどういう関係があるの。 

Ｋ氏　おおっと。Ｂ社長「知財経営」との関係とき
　ましたね。契約は知財（特許権）のように直接的
　に参入障壁を形成するツールとなるものではあり
　ません。しかし、適切な契約を締結することによ
　って、将来参入する同業他社に対する権利行使を
　容易にしたり、大学等との分担や成果配分、条件
　などを文書として明らかにできます。そういう意
　 

　味では、契約は直接知財経営に資するものではな
　いですが、企業価値を維持するために、重要な脇
　役たる位置づけを占めるものだと言えるんです。 

Ｂ社長　でも、知財部の他に法務部門を置くとなる
　と中小企業にはかなり大変だよね。 

Ｋ氏　とりあえずは、こういった場合には、支援機
　関の専門家や特許流通アドバイザー、地域の経済
　産業局などに相談してみると良いですよ。弁理士
　や弁護士など、外部の専門家を活用することも重
　要です。複雑な契約や法的な代理業務などは、確
　実に進めることが必要であり、下手に自前で進め
　るよりは、コストが安くつく場合もあるようです。 
 
 

Ｋ氏　とにかく、知財を常に意識していてください。
　知財を意識していると、企業経営にさまざまな形
　で効果があることを実感できますよ。 

Ｂ社長　さまざまな形の効果？　ちょっと、それも
　わかりやすい例で教えてくれよ。 

Ｋ氏　そうですねぇ。たとえば、社長が異業種交流
　会に参加したとしますよね。そこで、企業の方や
　ユーザー的な立場の人といろんな話をするじゃな
　いですか。そこで、得た情報をヒントにして新た
　なアイデア＝知財に結び付けていくんですよ。そ
　れが、思いもよらない、新しい技術が生まれるき
　っかけになるかもしれませんよ。 

Ｂ社長　なるほどね。 

Ｋ氏　他にもありますよ。特許権を取得したら、登
　録された特許技術を使用していることを商品のパ
　ンフレットに載せるんです。権利化された技術を
　使用している商品ということで、取引先や他の大
　手企業からの信頼が増し、新たな取引が生まれる
　ことも少なくありません。その技術をライセンス
　してくれっていうオファーが来ることもあります。 

Ｂ社長　そうか。知財が有効な場面っていうのは、
　身近にあふれているんだね。よし、我が社も知財
　経営に転換を図るぞ！また、君に相談するかもし
　れないけど、そのときはよろしく頼むよ。 

Ｋ氏　いつものことながら決断が早いですね。がん
　ばってくださいね。私も協力しますよ！ 

知財の持つ価値 
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第2章　事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 

11

22

33

44

55

 ビジネスと知的財産との関係に関する 
疑問にお答えします 

＜Business Story編＞ 
実際の事業活動に沿って知財活動との関係を理解いただくpart

　ここでは、「下請けから脱却し新事業への展開を目指す企業」の事業活動を

想定しながら、各場面で知的財産とどのような関連を有するかについて、Q&A方

式で解説していきます。それ以外の企業の方でも、基本的な考え方は、同じです。 

◆ 想定ケース 
　我が社は、先代が会社を立ち上げてから、30年間大企業の下請けを中心に、○○部品の製造を
行ってきました。しかし、その主要発注先である大企業が中国の製造拠点に工場をシフトするこ
ととなったので、今後安定的に事業を継続できるかどうかわかりません。 
　我が社がこれまで構築してきた技術力は、大企業を含む国内他社に比べても高度なものだと自
負しています。是非、この技術を活かして新たな事業展開を行っていきたいと思っています。で
きれば「ニッチな市場でのトップメーカー」1 を目指して、社員一丸となって取り組もうと考えて
います。 
　先日、経営コンサルタントの方から「知的財産が重要だ。」というアドバイスを受けました。
知的財産と言われてもよくわからないのですが、我が社の事業活動と実際にどのような関係があ
るのでしょうか。 

1大企業が参入するほどの市場規模ではありませんが、一定の市場ニーズが存在し、 
 その分野で独自の技術により、高いシェアーを達成している企業を指します。 
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自社実施   他社技術導入　 

基本技術の「活用」に向けた準備　 

知的財産としての保護　 

知的財産〔特許・ノウハウ〕としての保護 

試作・サンプル品の製造 

特許出願  ノウハウ保護   

他社への提示 
自社で量産化 

ライセンスによる量産化 

ライセンス契約 

業種等の留意点 

事業の継続が最重要の場合 

他社の侵害を発見 他社から警告書 

海外出願 ニセモノ発見 

参入障壁を高める　 

商品名（商標権）の保護　 デザイン（意匠権）の保護 

基本技術の「特定」 

特許権の侵害　 

海外への事業展開 

（知財を活用した） 
資金調達　 

研究開発等 

「量産化」に向けた検討　 

共同開発 

◆ 第2章の全体像 
　　自社の事業段階を参考に検討してみましょう。 

　1. 「基本技術」を活かす 

　2. 「応用製品」を開発する 

　3. 「試作・サンプル」をつくる 

　4. 「量産化」（製造・市場投入）する 

　5. 異なる視点から知財経営を考える 

111

222

333

444

555
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Q12
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

「 基本技術 」 を 活かす  
 

1 1 1 
　 他 社 が 容 易 に 真 似 を し た り 追 い つ い た り で き な い 事 業 へ の 進 出 を 目 指 す に は 、 「 基 本 技 術 」 が 確 立 さ れ  

 て い る こ とが 必 要 で す 。  
 

基本技術 は、 ど のよ う に発掘 ・ 特定 す る ので し ょ う か ？  
 

　 知 財 経 営 が 特 に 有 効 な の は 、 自 社 の 競 争 力 （ 製 

品 が 売 れ て い る 理 由 ） が 「 技 術 」 に あ る 場 合 で す 。 

複 雑 な 分 析 で な く て も 、 経 営 者 ・ 社 員 の 認 識 、 ユ 

ー ザ ー 等 第 三 者 の ヒ ア リ ン グ を 通 じ て 、 強 み を 確 

認 す る こ と は で き ま す 。 S W O T 分 析 と 言 わ れ る 手 

法 も 参 考 に し つ つ 、 強 み を 書 き 出 し て み る こ と が 

最 初 の ス テ ッ プ で す 。  
 　 強 み が 技 術 的 要 素 で あ る と 考 え る 場 合 に は 、 

本 書 で 扱 う 知 財 戦 略 を 構 築 す る こ と が 有 効 と 考 

え ま す 。  
 

第1ス テ ッ プ （ 自社の競争力分析 ）  
 

自社の優位性 （自社製品が売れ る 理由 ） を特定 
 

優位性は 技術的要素か?

特許 ・ ノ ウ ハ ウ 戦略 の検討 
 

ブ ラ ン ド 戦略 等の検討 
 

YES NO 

Q1 

 
 

「自社の強みの分析（SWOT分析等） 」 「特許調査」  
  

 ○　自社の「製品の売れる理由（強み） 」が、技術的優位性であるかを確認しよう。  
 ○ 　 「 特 許 調 査 （ 特 許 情 報 に よ る 自 社 と 他 社 と の 技 術 の 比 較 ） 」 に よ り 客 観 的 に 技 術 的 優 位 性 を 

比較しよう。  
 

自社の 「 強み 」 を理解 しよ う ！  
 

１  
 

※ 「 中 小 企 業 の た め の 知 的 資 産 経 営 マ ニ ュ ア ル 」 独 立 行 政 法 人 中 小 
　 企業基盤整備機構H19.3参照 
 

Ｓ Ｗ Ｏ Ｔ 分析分析  
 

　 自 社 の 強 み ・ 弱 み を 把 握 す る 際 に 、 活 用 さ れ る 手 

法 の 一 つ が 、 Ｓ Ｗ Ｏ Ｔ 分 析 で す 。企 業 の 強 み （ S t r e n g t h ） 、 

弱 み （ W e a k n e s s ） 、 機 会 （ O p p o r t u n i t y ） 、 脅 威 （ T h r e a t ） 

に つ い て 分 析 し 、 全 体 的 評 価 を 行 い ま す 。 強 み ・ 弱 

み は 主 と し て 企 業 の 内 部 要 因 を 分 析 （ 内 部 環 境 分 析 ） 、 

機会と脅威は外部 要因（外部環境要 因）を行います。 

将 来 的 な 事 業 展 開 を 考 え る 場 合 に は 、 ク ロ ス Ｓ Ｗ Ｏ 

Ｔ 分 析 （ Ｓ Ｗ Ｏ Ｔ 分 析 で 明 ら か と な っ た 要 因 の 組 み 合 

わ せ に よ り 経 営 課 題 を 明 ら か に す る 分 析 手 法 ） も 重 

要です。  
 

強　み 
 （Strength）  

 弱　み 
 （Weakness）  

 

機　会 
 （Opportuniy）  

 脅　威 
 （Threat）  

 

企業の内部要因 （内部環境分析 ）  
企業の外部要因 

（外部環境分析 ）  
 

【 S W O T 分 析 イ メ ージ】  
 

Ｓ Ｗ Ｏ Ｔ 分析 
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　 強 みが技術 的 要 素であ る と 考え る 場 合に は 、 過 去 の 

関 連 特 許を 調 査 （ 「 特 許 調 査 」 ） す る こ と が必 要で す。 

い く ら 技 術 に 強 みが あ っ た 場 合で も、 い ざ 、 実 用 化 し た 

ら他 社 か ら特 許 侵 害 で 訴 え ら れ た り した ら何も な り ま 

せ ん 。 知 財 経 営におい て は、 自 社 技 術を 特 許に よ っ て 

保 護 し 、 参 入 障 壁を築 く こ と が大 変 重 要 と な り ま す が、 

特 許 調 査 を して 当 該 技 術 につ い て 誰 も 特 許 出 願 して 

い ない こ と が判 明 し た 場 合 、 参 入 障 壁を 形 成 す る に足 

る 特許 を取 得で き る と い う こ と も わ か り ま す。 こ の よ う 

な 特 許 調 査 は、 自 ら 特 許 電 子 図 書 館 （ I P D L ） 情 報に よ 

り 検 索 し て 行 う こ と も で き ま す し 、 外 部 の 専 門 家 （ 弁 理 士 、 

特許調査 会社、 知財 コ ン サルテ ィ ン グ 会社等 ） に も 依頼 

で き ま す 。  
 　も の づ く り 企 業 の 場 合に は、 何 ら か の 基 本 技 術を 有 

し ている と 思 われま すが、 複 数 の 技 術が 想 定さ れる 場 

合 に も 、 特許調査で特 に 「 強み 」 のあ る 技術 を検討 し て 

み る と よ い で し ょ う 。  
 

［ 特許調査 ］  
 　 特 許 情 報 の 根 幹 で あ る 特 許 公 報 に は 、 「 公 開 特 許 公 報 」 

と 「 特 許 公 報 」 があ り ま す。 前 者は、 基 本 的に 特 許 出 願 

の 日か ら １ 年 ６ 月後に全 て の 特 許 出 願につ い て 公 開さ 

れ る ため 、 特許 に な ら な い も の も 含 ま れ て い ま す が 「 比 

較的最新の 技術情報 」 が 得 ら れ ま す 。 後者は 、 審査 に よ 

り 特許 と な っ た もの を掲載 し て い る ため 、 他社 の 「 権利 

情 報 」 と して の 価 値 を 有 し ます 。 少 な く と も 両 者 を 調 

査 し て み ま し ょ う 。 ま た 、 特 許 調 査 は 、 「 研 究 開 発 開 始 前 」 、 

「 特許 出願 前 」 、 「 審査 請求 前 」 、 「 権利 侵害 問題が生 じ 

た時点 」 等様々な時点 で必要 で あ り ま た有効 で す 。  
 　 特 許 調 査に よ り 、 自社 と 他 社 の 特 許 （ 技 術 ） の 関 係 の 分 

析 が 可能 で す が 、 具体的 に は 、 以下の と お り 使用 で き ま す 。  
 

　 弁 理 士 、 技 術 士 、 経 営 コ ン サル タ ン ト の ３ 者 の 派 遣 

指 導 を 集 中 的 に受け た 。 ３ 者 に よ る 専 門 的 な 指 導の １ 

つ と し て、 例 え ば S W O T 分 析 が 実 施 さ れ 、 こ れ ま で焦 

点 が あ た ら な かっ た 同 社 の 「 弱 み 」 の 部 分 も 明 確 に 

な っ た 。 こ う し た 支 援 の 結 果 、 全 社 的に 「 経 営 戦 略に 

は 知 財 が 不 可 欠 」 と す る 意 識 を研 究 開 発 サ イ ド と 共 

有で き る よ う に な り 、 知 財 担 当 者 と 各 部 門 代 表 が 一 体 

と な っ て 戦 略 を練る ための 組 織 （ 開 発 、 技 術 、 営 業 、 

管 理 、 総 務 の 代 表 者 で 構 成 ） を設 置 し 、 知 財 を経 営 

戦 略の 要 素 に盛 り 込 む 体 制 を 構 築 し た 。  
 

S W O T 分 析 を 活 用 した 知 財 戦 略 支 援 の 事 例  
 

特許調査 を実施 してみよ う ！  
 

2 

 
 

特許調査で わか る こ と  
 

研究開発の方針の決定 
 　例：他 社 で 既 に 研 究 開 発 し て い る 場 合 に は 研  

     　  究開発を抑制。  
 事業方針の決定 

 　例：他業種企業の特 許 が あ る 場 合 に は 、 新 規  
        　分野へ参入できる可能性も有。  

 　例：特許権の隙間をついたニッチな市場を発見。  
 

出願方針等の決定 
 　例：出願前や審査請求 前 に 同 様 の 技 術 が な い  

     　  か調査すること で 、 新 規 性 の あ る 技 術 か 
       　 否かを判断でき、権利化の可能性を判断。  
 他社 と の侵害係争方針の決定 

 　例：侵害警告を受けた場合に、他社の権利を 
     　 確認し抵触関係を判断。  

 　例：侵害警告を行う前に、他社の権利を確認 
     　  し、自社に侵害がないことを確認。  

 ラ イ セ ン ス の検討 
 　例：事業展開のために欲しい技術を発見。  

 

ラ イ バル 企業の動向把握 
 　例 ： 他社の特許出願の 流れ を分析 し 、 ラ イ バル企 

   　 業 の技術や事業の方向性を確認。  
 

○技術動向 を 把握 
 

○権利関係 を 把握 
 

○企業動向 を 把握 
 

※一歩 進ん だ、 企業 にお ける 特許 情報 の活 用に つい ては 「戦 略的 な知 的財 産管 理に  
 　向けて〔知財戦略事例集〕 」 （2007.4特許庁）P267以下も参考となります。  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

Ａ 
社   

Ｂ 
社   

Ｃ 社  
 

Ｅ 社  
 

○印は、必須特許。 
 

Ｄ 社  
 

25シチズン 
 H 0 6 - 2 5 8 6 2 6  

  
  
  
  
 19松下電工 
 H04-  

  
 24住ペ 
 H05-65348  

  
 25東燃化 
 H05-98125  

  
 33田岡化 
 2005-  

  
 23三菱電 
 S5 8- 15 89 91  

  
 26住金鉱 
 H10-60505  

  
 54キヤノン 
 H06-27707  

  
 37三菱マ 
 H 0 9 - 2 6 3 9 6 9  

  
 24 ノザンテレ  

 S61-10244  
  

 28花王 
 H01-92476  

  
 22 ニホンハンダ 

 2000- 
  
 51田中貴 
 S 6 3 - 1 8 6 8 1 0  

  
 39ミヨタ 
 2004- 

25日本化薬 
 2004-  

  
  
  
  
 20松下電子 
 H05-  

  
 24リコー 
 H06-11805  

  
 25 山パ ， コニシ  

 S58-2375  
  

 34三菱レ 
 2005-  

  
 23ローム 
 H 0 4 - 3 2 0 0 0 8  

  
 30シャープ 
 S63- 
  
 55京セミタ 
 2002-  

  
 37積水化 
 2003- 
  
 25京セラ 
 H10-54910  

  
 28三菱化学 
 2001- 
  
 22東洋イン 
 S59-  

  
 51田中貴 
 S 6 3 - 1 3 6 8 1 2  

  
 39アルプス 
 S62- 

29日本化薬 
 H08-  

  
 15関ペ ， 信越 

 H09-  
  

 20日本電気 
 S59-  

  
 24沖電気 
 H 0 5 - 2 0 6 2 0 4  

  
 31村田製 
 H 0 8 - 1 3 4 2 5 9  

  
 34三菱レ 
 2005-  

  
 25 セイコエプソ 

 S61-  
  

 33昭栄化 
 2002-9992 
  
 56リコー 
 2001-  

  
 38三菱マ 
 H 0 7 - 1 8 7 6 6 9  

  
 27東芝 
 S 6 2 - 2 1 3 1 9 4  

  
 29東芝シリ 
 H09-53050  

  
 24リコー 
 2004- 
  
 51田中貴 
 S 6 3 - 1 8 6 8 0 8  

  
 41三井化 
 WO03/0731 

31松下 
 H09-5759  

  
 16信越化学 
 2005-  

  
 20村田製 
 S59-47705  

  
 24 ウイタカー  

 H 0 9 - 3 2 0 3 4 5  
  

 39日本電気 
 S62-  

  
 40三菱レ 
 H8-41320  

  
 28多摩電 
 H10-32670  

  
 34昭栄化 
 2 0 0 2 - 2 0 8 0 9  

  
 57キヤノン 
 2005-  

  
 39松下電 
 H 0 3 - 1 9 6 4 1 4  

  
 30北陸電 
 H09-17689  

  
 29東芝シリ 
 H09-59136  

  
 27リコー 
 2005-  

  
 68田中貴 
 H 0 5 - 2 7 1 7 2 1  

  
 49日化薬 
 2004- 

34日本化薬 
 H10-  

  
 18東ソー 
 H 0 7 - 3 3 0 6 3 4  

  
 21ニチコン 
 2000- 
  
 25日立マク 
 S62-20247  

  
 62村田製 
 H 0 4 - 2 4 9 5 1 2  

  
 42三菱レ 
 H 0 8 - 1 4 3 6 6 2  

  
 30住金鉱 
 H 0 7 - 3 3 5 4 0 2  

  
 37昭栄化 
 2 0 0 4 - 9 9 9 7 9  

  
 59リコー 
 H 0 1 - 2 4 3 0 7 5  

  
 39アルパ 
 2005- 
  
 37 カーバイト  

 H 1 1 - 2 0 4 3 7 4  
  

 29東芝シ 
 H09-53016  

  
 30松下電 
 2001- 
  
 73田中貴 
 S 6 3 - 1 8 6 8 0 4  

  
 49日化薬 
 2004- 

922P 
 登録32XXXX 

  
 936P 

 H06-XXXX 
  

 937P 
 H07-XXXX 

  
 942P 

 登録35XXXX 
  

 944P 
 登録34XXXX 

  
 951C 

 H08-XXXX 
  

 952P 
 登録36XXXX 

  
 953C 

 H08-XXXX 
  

 954D 
 H08-XXXX 

  
 955C 

 H09-XXXX 
  

 956C 
 H09-XXXX 

  
 957C 

 H09-XXXX 
  

 958P 
 登録36XXXX 

  
 959D 

 H09-XXXX 
  

 961P 
 登録36XXXX

× × × × × × × × × × × ×  
 × × × × × × × ×  

  
 ○○○○○○○○○○○○  

 ○○○○○○○○○  
  

 △△△ △△△ △△△ △△△  
 △△△ △△△ △△△ △  

  
 × × × × × × × × × × × ×  

 × × × × × × × ×  
  

 ○○○○○○○○○○○○  
 ○○○○○○○○○  

  
 △△△ △△△ △△△ △△△  

 △△△ △△△ △△△ △  
  

 × × × × × × × × × × × ×  
 × × × × × × × ×  

  
 ○○○○○○○○○○○○  

 ○○○○○○○○○ 
  
 △△△ △△△ △△△ △△△  

 △△△ △△△ △△△ △  
  

 × × × × × × × × × × × ×  
 × × × × × × × ×  

  
 ○○○○○○○○○○○○ 
 ○○○○○○○○○  

  
 △△△ △△△ △△△ △△△ 

 △△△ △△△ △△△ △ 
  

 × × × × × × × × × × × ×  
 × × × × × × × ×  

  
 ○○○○○○○○○○○○ 
 ○○○○○○○○○ 
  
 △△△ △△△ △△△ △△△ 

 △△△ △△△ △△△ △ 
 

36 961P 

71 931C 

20 013A 

3 8 H T   9 3 8 0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

7 0 H T   9 4 3 0 

3 9 H T   9 3 9 0 

5 2   9 2 5 P 2 8   9 3 3 C 1 5   9 2 3 C 

27XX99 

＊○○○○共願 
 

69 935C 

6 6 H T   9 4 1 0 

他社接近特許 
 

自社補強特許 
 

○○○○社出願特許 
 

「 中小 ・ ベ ン チ ャ ー 企業知的財産戦略マニ ュ アル ２ ０ ０ ６ 」 よ り 抜粋 
 

　 特 許 情 報 を 図 に し た り 表 に し た り し て 活 用 し や す く し た 

も の を 特許マ ッ プ と い い ま す 。 特段 の様式 は あ り ま せ ん 。 自 

社 の技 術 の特 性 や競合 会 社 数 等 に よ り 、 自 社 に 活 用 し や 

す い特 許マ ッ プ を 作 成 す る と 、 知 財 戦 略 を 定 期 的 に見 直 

す上 で 重要 で す 。  
 　実 際 に 知財 戦略 を 支援 し た 中小 企業 で 作成 し た 例 （ イ 

メ ー ジ ） を い く つ か掲載 し ま す 。  
 

特 許 マ ッ プ も 活 用 し て み よ う ！  
  

 

特 許 マ ッ プ も 活 用 し て み よ う ！  
  

 
　 「ある市場に参入 するためには、そ の市場製品にお 

い て 使 用 さ れ る 必 須 特 許 を 保 有 し て い る こ と が 前 提 

で あ る 」 と い う 命 題 に 代 表 さ れ る 理 論 を 「 必 須 特 許 

ポ ー ト フ ォ リ オ 論 」 と い い ま す 。 こ れ は 決 し て 難 し 

い 概 念 で は な く 、 以 下 の よ う に 考 え る と よ い で し ょ う 。  
 図中 A 社は B 社か ら特 許に よる 攻撃 を受 けた 場合 

で も 、 自 社 特 許 を 保 有 し て い る の で 、 B 社 に 対 し て 

自 社 特 許 を カ ウ ン タ ー で 主 張 す る こ と が で き ま す 。 

C 社 は 一 件 し か 必 須 特 許 を 保 有 し て い ま せ ん が 、 特 

許 権 が 独 占 排 他 権 で あ る こ と か ら 、 A 社 と 同 様 の こ 

と が で き ま す 。他 方 、 必 須 特 許 を 保 有 し て い な い D 社 、 

E 社 が 市 場 に 参 入 し た と し て も 、 A 社 な い し C 社 か 

ら 特 許 権 を 行 使 さ れ れ ば 、 市 場 か ら 撤 退 せ ざ る を 得 

ま せ ん 。 こ の よ う に 、 そ の 市 場 製 品 に お い て 必 ず 使 

用 さ れ る 必 須 特 許 を 取 得 す る こ と が 、 ビ ジ ネ ス の 安 

定 に つ な が る の で あ り 、 市 場 参 入 の 前 提 条 件 と な る 

の で す 。 特 許 調 査 を す る こ と に よ っ て 、 ① 自 社 が 市 

場 参 入 で き る の か ど う か 、 ② ど う い う 他 社 が 市 場 参 

入 し て く る 可 能 性 が あ る の か ど う か 、 と い う 二 つ の 

ことがわかります。  
 

（ 例 ） 2. エ レ ク ト ロ ケ ミ カル製造の例 
 

必 須 特 許 ポー ト フ ォ リ オ 論  
 

必 須 特 許 ポー ト フ ォ リ オ 論  
 

２ 糖 
 

４ 糖 
 

４ 糖 
 含有 

 混合物 
 

2003 2004 2005 

作用物質  
 ク レー ム物質 

 用途 
 特許番号 

 

細胞活性 
 HA 
 細胞活性 

 JP2006XXXX 

多発性硬化症 
 HA 

 自己免疫疾患 
 JP2006XXXX 

神経機能回復 
 低分子 

 脊髄損傷 
 W O 2 0 0 4 X X X X 

新生血管形成 
 HA2 ～6 

 毛髪再成長 
 W O 2006XXXX 

細胞成長促進 
HA 
 細胞成長促進 

US2005XXXX 

〈 凡例 〉  
 

（ 例 ） １ . バ イ オベ ン チ ャ ー 企業の例 
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基本技術の活用に向け て行 う べき こ と は何ですか ？  
 

技 術 的 優 位 性 の あ る 基 本 技 術 を 有 し て い る 場 合 に は 、 

知的財産 と し て し っ か り と 保護す る こ と が必要 で す 。 保 

護す る 方 法 と し ては 、 特 許 出 願 をす る のか、 ノ ウ ハ ウ で 

保護す る の か を戦略 的な視点 か ら 検討す る 必要が あ り 

ま す 。  
 検 討 に あた っ ては 、 ま ずは 、 以 下 の 特 徴 を 知 っ て お く 

こ と が 必要 で す 。  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 技 術 的 優 位 性を 維 持 する こ と が、 特 許 出 願に よ っ て 

将 来 的に も可 能 なも の な のか 、 そ れ と も ノ ウ ハ ウ 管 理 

に よ っ ての み維持 可能なも のな のか と い う 点 を検 討す 

る こ と が 必要 で す 。  
 特 許 出 願を する か 、 ノ ウ ハ ウ 保 護に留 める か の 判 断 

には い く つ か の 要 素 が 絡 みま すが、 最も コア と なる判 

断要因は 、 「 検出可能性 」 で す 。  
  

  
  
  
  
  
  
 

つ ま り 、 模倣 製品や 侵害 製品が 出回 っ た と き に 、 発明 

が実施 さ れ て い る こ と がそ の製 品 の分 析等 に よ っ て検 

出可 能な場 合は 特許 出願 を し 、 そ う でな い場 合は 、 ノ ウ 

ハ ウ 保護 をす る のが 基本 的な考え 方で す。 後者 に つい 

て、 検出 可能 性が ないのに 特許 出願 をす る と 、 ノ ウ ハ ウ 

が特許 に よ っ て公開 さ れ て漏出 し 、 か つ、 模倣 を検出で 

きな い た めに効 果 が な い 、 と い う よ う な 事 態 も 生 じ得 
ま す 。 詳 し く は 以下 に 述べ て い く こ と に し ま す 。  

  
 ① 「 特許出願 」 を 検討  

 検 出 可 能 性 の 観 点 の みな ら ず 、 特 許 と し て保 護さ れ 

る 可 能 性があ る こ と を 特 許 調 査で 確 認 し てお く こ と が 

重 要です。 出 願 し て も権利 化 さ れない と 単 に 技 術が公 

開 さ れ て し ま う こ と に な る か ら で す 。  
 特 許 出 願 を 重 視すべ き場合 と し ては 、 独 占 的な 事 業 

の 実 施 に よ り 利 益 を 最 大 に す る 場 合や ラ イ セ ン ス契約 

等 に よ り 特許 か ら 直接的 な利 益 を得 る よ う な場 合 に は 、 

特 許 出 願を 選 択 す る こ と が基 本 と な り ま す。 中 小 企 業 

の場 合 に は 、 特許 権 を取 得 し て お く こ と で、 取引先や 顧 

客 の 信頼 性 を高 めた り 、 Ｐ Ｒ に も活用 さ れ る と い っ た効 
果 も あ る よ う で す 。  

  
 ② 「 ノ ウ ハ ウ 保護 」 を 検討 

 ノ ウ ハ ウ の保護は 、 製造方法 や ソ フ ト ウ エ ア 発明の 場 

合 に よ く 利用さ れ て い ま す。 こ れ ら の発 明は 、 こ れ を特 

許 化 し た と し て も一 般 に 検 出 可 能 性が乏 し い こ と が多 

い か ら で す 。 その 選択 に あ た っ て は 、 以下のよ う な観点 
が あ り ま す 。  

  
 

〈ノ ウ ハ ウ 管理 を選択 する視点 〉  
 ○　 発明 の 実施 事業 （ 製品 の 製造 や 販売 、 自社内 実施 

な ど ） か ら 発明の内容が 漏れ ない場合。  
 ○ 　 発 明 の 内 容か ら し て、 競 合 他 社が独 自 に 開 発す る 

こ と が著 し く 困難 と 判断 さ れ る 場合。  
 ○ 　 特 許 権を取 得 し た と し て も、 そ の 発 明を他 社が侵 

害 し て い る こ と の発見が 困難 で あ る 場合。  
 ○ 　 発 明に 関す る 製 品 市 場が、 他 社が全 く 興 味を示さ 

ない よ う な ニ ッ チ 市場 で あ る 場合。  
 ○　犯罪防止技術な ど の発明で あ る ため に 、 発明内容 

 

Q2 

Yes ノ ウ ハ ウ 化 
 

検出可能性 ： 侵害製品その他か ら 特許侵害が 検出で き る  
 可能性の こ と 。  

 

No

技術情報 
 

検出可能性 あ り ？  
 

○権利期間は 出願か ら 20年 （有限 ） 。  
 ○ 特 許 権 者に独占 的な 実 施 権 有 （ 国 内 の み 

有効） 。  
 ○出願や維持費用が 発生。  

 ○ 出 願 内 容 等 が 公 報 掲 載されるため 、 全 世 
界 に 技術が 公開。  

 

○出願手続 き は 不要。  
 ○ 法 律 上 営 業 秘 密 と し て 保 護 さ れ る た め に は 、 

公 然 知 られて い な いこ と （ 非 公 知 性 ） 、 秘 
密 と し て 管 理 さ れ て い る こ と （ 秘 密 管 理 性 ） 、 
が事 業活 動上 有用な 技術 の情 報であ る こ 
と （有用性 ） 等が 必要。  

 

○権利期間制限無 し 。  
 ○ 他 社も 同 様 の 発 明を した 場 合 等には 、 他 

社 も 利 用 し た り 、 他 社 が 出 願 す る 可 能 性 有 。  
 ○外部費用は 発生 し ない。  

 ○秘密管理 を徹底す れば 、 外部流出 し ない。  
 

○特許 を出願 し 、 審査後登録 さ れて 権利化。  
 ○今 ま で に ない新 し い発明で あ る こ と （新規 

性） 、 容易 に 思 いつ く 発明 で は な い こ と （進 
歩性） 等が 必要。  

 ○出願す る と 1年6ヶ 月 後 に 公開。  
 ○ 出 願 の み で は 審 査 され ず 、 出 願 か ら 3 年 

以内 に 審査請求 を行 う こ と が必要。  
 

ノ ウ ハ ウ  
 

特　許 
 

前　提 
 

基本的特徴 
 

「特許出願かノウハウ保護かの峻別」  
  

 ○　自社の基本技術について、特許出願かノウハウ保護かどちらで保護すべきかを峻別しよう。  
 

知的財産で保護す るため の基礎を 学ぼ う ！  
 

1 

特許出願か ノ ウ ハ ウ 保護かの 判断ポイ ン トをつかも う ！  
 

2 

特許化 
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

を 開 示 して し ま う こ と に よ っ て 発 明 価 値 を 著 し く 損 

な う 場合。  
 ○ 　 共 同 研 究 開 発 の パ ー トナ ー や 製 品 納 入 先 との 関 

係 で秘密保持契約の対象 と な っ て い る 場合。  
 ○ 　 特 許 出 願を し ても 進 歩 性 な どの 特 許 要 件 で 拒 絶 

さ れ て し ま う 可能性 が あ る 場合。  
 「 戦略的な知的財産管理 に 向け て ［ 知財戦略事例集 ］ 2007.4 特許庁 」  

 
 
 ノ ウ ハ ウ に つい て法 的 な 保 護を受けよ う と す る 場 合 

に は、 基 本 技 術に関 する 設 計 図 ・ 製 法 ・ 製 造 ノ ウ ハ ウ も 

対 象に な り ま すが、 営 業 秘 密 管 理 規 程を 策 定 し 社 内で 

の 秘密 管理 を徹 底 し 、 外部 へ の 流出 を防 止す る 必要が 

あ り ま す 。  
 ま た 、 他 社 が 出 願 する 場 合に備 え て 、 先 使 用 権 の 確 

保 も 考慮す る 必要 が あ り ま す （ Q4参照 ） 。  
  

  
  
 特 許か ノ ウ ハ ウ の 二 者 択 一 の 判 断で はあ り ま せ ん 。 

一 つ の 技 術につ い て 、 両 者を 使 い 分 け る こ と で 、 技 術 

的 優 位 性を 確 保 する こ と が 可 能 で す 。 例 えば 、 ある素 

材 の技 術 に つい て、 素材 の成 分や特性に つい て は 検出 

可 能 性があ り ま す ので 特 許 出 願を し 、 そ の 製 造 過 程で 

用い る 中間 材料や 製造 条件は 、 検出 可能 性が 乏 し い の 

で ノ ウ ハ ウ 保 護を する な どの 事 例 が 考 え ら れま す 。 先 

進的な中小企業の事例 も 参考 に 検討 し てみ ま し ょ う 。  
 な お 、 基 本 技 術 を 保 護 し よ う と す る の で は な く 、 「 方 法 」 

や 「 物質 」 では な く 、 小発 明 （ 物品 の 形状 ・ 構造 ・ 組み 合 

わ せに関 する考 案 ） の 場 合 は、 実 用 新 案 と し て 出 願 す 

る こ と も 選 択 肢 の 一 つ と な り ま す （ 実 用 新 案 に つ い て は 、 

Q36参照 ） 。  
 

● 　 製造 方法 は 一旦 公開 す る と 真似 さ れ や す く 、 

真似を さ れて も わか ら ない こ と が多い た め 、 現 

在 は 特 許 出 願 す る か ノ ウ ハ ウ 秘 匿 す る か を 十 分 

に 検討 し て 判断 し て い る 。  
 ● 　 事 業 の 優 位 性 を 確 保 す る た め 、 コ ア 技 術 は 何 か 、 

何 を 特許 と し て 出願 し 、 何 を ノ ウ ハ ウ と し て 秘匿す 

べ き か の 運 用 指 針 を 定 め 、 こ れ ま で の 「 何 で も 出 願 」 

か ら 「 顕 在 技 術で 優 位 技 術は 出 願 」 に改め 、 無 

用 な 技術 の 流 出、 特許関連費用 の 増大防止 を 図 

っ て い る 。  
 ● 　開発 し た 技術 は 、 特許 出願 に よ り ガ ー ド し 、 競争 

力 の あ る 技 術 に す る よ う 努 め て い る と と も に 、 施 工 

技術 と し て の ノ ウ ハ ウ 部分 は 残 し て お り 、 模倣 さ れ 

て も 品 質 的 に は 競 争 で き な い よ う な 技 術 レ ベ ル に 

す べ く 心 が け て い る 。  
 ● 　 特 許 を 取 得 す る 技 術 と ノ ウ ハ ウ で 秘 匿 す る 技 

術 を 効 果 的 に分 け て お り 、 こ の 戦 略 は模 倣 品 被 

害 防 止 に大 き な 役 割 を 果 た し て い る 。 製 品 の 外 

観部分に 使用す る 技術は 特許 を 取得 し 、 外側 か 

ら 見 え な い、 製 品 の 内 部に使 わ れ る 技 術 は ノ ウ 

ハ ウ と し て ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス 化 し て い る 。  
 ● 　 闇 雲 に 出 願 を す る の で な く 、 他 社の 侵 害の 発 

見 が困難 な も の や 秘密 に すべ き も の は 秘密 と し て 

峻 別 し て い る 。 研 究 成 果 等 を 対 外 的 に 発 表 す る 

場 合 は 、 事 前 に 社内 チ ェ ッ ク を 行 い 、 公 開 で き る も 

の と で き な い も の を 区 別 し て き た。 さ ら に 、 現 在 、 秘 

密 情 報の 取 扱い 等 を 定め た 、 秘 密 情 報 管 理 規 

程等 の 策定 を 行 っ て い る 。  
 ● 　 基 本 技 術 は 、 積 極 的 に 特 許出 願す る 一 方 、 原 

材 料 の配 合 方 法 な ど、 特 許 権 で は 保 護 し 得 な い 

ノ ウ ハ ウ に つ い て は、 発 明 提 案 時 に 峻 別 し 、 無 数 

の 問題 解決 の 結果が集約 さ れ て い る 技術 で も 徹 

底 し た 秘密管理 を 実施 し て い る 。  
 

保護方法は ２ 者択一ではない こ と にも留意 しよ う ！  
 

3 

先 進 的 な 中 小 企 業 で は 特 許 出 願 と す る 
か ノ ウ ハ ウ 保 護 と す る か を 事 前 に 十 分 
判 断 し て い ます 。  

 
● 　 製 品 に つ い て は特 許 を 取 得 し、 製 品 を 作 る た 

め の 工 場 内の装 置や工 場 内 だ け の 技 術 に つ い 

て は ノ ウ ハ ウ 管 理 と す る 対 策 に よ っ て、 模 倣 品 を 

作 ら せな い 取 組 み を 構 築 す る と と も に 、 分 析 で き 

な い よ う に 製品 を 分解す る と 部品 が 壊 れ て し ま う よ 

う な 工夫 を し て い る 。  
 ●　 研究 開発 成果 を 特許出願す る か 、 ノ ウ ハ ウ と し 

て ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス 化す る か は 、 そ の都度 検 討 し て 

い る 。  
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基本技術 を特許 で保護す る 場合には、 何に留意すればよ いですか ？  
 

「 基 本 技 術 」 を 知 的 財 産 で 保 護 す る こ と は 、 事 業 

戦 略 上 の 根 幹 と な り ま す の で 、 特 に 慎 重 な 検 討 が 必 

要 で す 。 基 本 技 術 を 活 か し た 応 用 技 術 の 研 究 開 発 に 

伴 い 、 新 た に 開 発 さ れ る 周 辺 技 術 や 関 連 技 術 の 保 護 

を検討する際の基盤となります。  
  

 〈基本技術の特許の出願時の留意点〉  
 出願する と１年半 後には技 術が公開 されます ので、 

以下の点は十分チェックしましょう。  
 ○ 　 特 許 と ノ ウ ハ ウ の 利 害 得 失 か ら 再 確 認 し 、 ノ ウ 

ハウとして管理した方がよい技術ではないか。  
 　 （Q2 関連 。開 発さ れる 応用 技術 が特 許取 得を 行う 

製 品 主 体 と 想 定 し て い る か 、 ノ ウ ハ ウ 管 理 を 重 視 

する製造方法主体と想定しているか。等）  
 ○　出願書類内容を十分確認したか。  

 　 （ 基 本 技 術 が 請 求 項 に 適 切 に 反 映 さ れ 記 載 漏 れ な 

ど な い か 。 先 行 特 許 等 と の 違 い が 明 瞭 と な っ て い  
 

る か 。 ノ ウ ハ ウ と し て 保 護 し よ う と す る 技 術 が 流 

出しないようになっているか。等）  
 ○　外国出願の必要性を検討したか。  
 　 （ 国 内 で 特 許 権 を 取 得 し た 後 に 外 国 に 出 願 し よ う 

と し て も 、 遅 す ぎ る こ と が 通 例 で す の で 、 海 外 展 

開 の 必 要 性 も 検 討 し ま し ょ う （ Q 2 0 、 Q 2 1 関 連 ） 。 ）  
  

  
 全 体 の 流 れ は 以 下 の 図 の と お り で す 。 手 続 き や 費 

用 の 詳 細 は 、 第 ３ 章 （ Ｑ 3 1 ～ 3 6 ） も 参 照 に し て 

ください。  
 出 願 の 知 的 財 産 戦 略 の 経 験 が 少 な い 場 合 に は 外 部 

専門家の活用も検討すべきでしょう。  
  

 下 図 の 出 願 の 流 れ の 中 で い く つ か 重 要 な ポ イ ン ト 

を挙げます。  
 ① 　 外 国 出 願 を す る 場 合 に は 、 日 本 で の 特 許 出 願 か 

ら １ 年 以 内 に 行 う こ と 。 １ 年 以 内 で あ れ ば 、 外 国 

に お い て も 日 本 の 出 願 時 に 出 願 し た も の と み な す  
 

 
 

Q3 

＊「知的財産権制度入門（19年度） 」特許庁 
 

公開公報の発行 
 （1年6月）  

 

特許出願か ら 特許取得 ま で の流れ 
 

○外国出願 
 ○国内優先権主張の出願 
 

1年以内 に 検討 
 

不備が あ れば  
 却下処分 

 （補正可 ）  
 

拒絶理由 
 あ り  

 

拒絶理由 
 な し  

 

特許公報 
 の発行 
 

補償金請求権 
 の発生 

 （早期公開制度 
 も あ り ）  

 出願公開 
 

応答な し  
 

拒絶 
 審決 
 

特許審決 ・ 判決 
 

無効審決 
 維持審決 
 

拒絶 
 判決 
 

無効判決 
 維持判決 
 解消 

 せず 
 

解消 
 

最 
高 
裁 
に 
上 
告   

特 
許 
出 
願   

特 
許 
査 
定   

設 
定 
登 
録   

無 
効 
審 
判   

知 
財 
高 
裁 
へ 
提 
訴   

拒 
絶 
査 
定   

拒 
絶 
査 
定 
不 
服 
審 
判   

意 
見 
書   

補 
正 
書   

拒 
絶 
理 
由 
通 
知   

3年以内 
 （本人、 第三者）  

 （13年9月 ま での 
 出願は 7年以内 ）  

 

実 
体 
審 
査   

出 
願 
審 
査   

の 
請 
求   

方式 
 審査 
 

○ 出願か ら 最長20年 （一部25年 ）  
 ○年金の支払いが なけ れば  
 　権利消滅 

 

特許権の発生 ・ 維持 
 

「特許による保護」  
  

 ○　特許出願をすると技術内容が公開されることを理解した上で出願しよう。  
 

出願時の留意点を 学ぼ う ！  
 

1 

出願 しよ う ！   〈 出願手続 き 〉  
 

2 

参考参考  
 

参考 
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

制 度 （ 優 先 権 制 度 ） を 利 用 す る こ と が 可 能 で す （ 外 

国出願については、Q21、22参照） 。  
 ② 　 ① の み な ら ず 、 出 願 後 に 、 実 験 デ ー タ を 追 加 し 

た り 、 改 良 発 明 を 追 加 す る 場 合 も １ 年 以 内 に 行 う 

ことが効果的です（国内優先権主張制度） 。  
 ③　１年 ６ヶ月後 に出願公 開がなさ れます。従 って、 

改 良 発 明 は な る べ く １ 年 ６ ヶ 月 以 内 に 行 う と 、 公 

開 さ れ た 元 の 出 願 に よ っ て 新 規 性 ・ 進 歩 性 が 否 定 

されるリスクが少なくなります。  
 ④ 　 ３ 年 以 内 に 実 体 審 査 の 出 願 審 査 請 求 を し な け れ 

ば な り ま せ ん 。 こ れ を 行 わ な い と 、 せ っ か く 出 願 

し て も 取 り 下 げ ら れ た も の と み な さ れ て し ま い ま す 。 

復活はできません。  
 ⑤　出 願 審 査 請 求 か ら 平 均 2 6 月 こ ろ に １ 次 審 査 結 果 

が 出 さ れ ま す 。 多 く の 場 合 「 拒 絶 査 定 通 知 」 で す が 、 

こ れ は 極 め て 高 い 割 合 で 出 さ れ る 通 知 で す の で 、 

諦 め て は な り ま せ ん 。 多 く の 特 許 出 願 は 、 拒 絶 理 

由 通 知 を 受 け て も 、 最 終 的 に 特 許 権 と さ れ て い ま す 。  
 ⑥ 　 さ ら に 、 審 査 の 結 果 拒 絶 査 定 に な っ て も 、 そ の 

理 由 が 納 得 で き な い 場 合 に は 、 次 の ス テ ッ プ が あ 

り ま す 。 す な わ ち 、 特 許 庁 の 拒 絶 査 定 不 服 審 判 と 

い う 制 度 が あ り ま す 。 さ ら に 拒 絶 査 定 不 服 審 判 の 

結 果 に も 不 満 で あ れ ば 、 次 に は 知 財 高 等 裁 判 所 に 

よる審理を受けることができます。  
 

　 る に 当 た っ て そ の 技術が ど こ に 帰属 し て い る の か 
が は っ き り し て い る と 、 模倣品 と し て ク レ ー ム を 受 け 
る 要因 も な く な る の で 採用 ポ イ ン ト が高 い 。 ま た 、 特 
許 を 取 得 し て い る こ と で 、 行 政の補 助 金 を ス ム ー 
ズ に 受 け る こ と が で き る 。 こ う し た 補助金 は 研究開 
発費 な ど に 活用 し て い る 。  

 ●　 知財 の 活用 が 、 経営 （ 業績） に 貢献 で き て い る 。 
特 許 取 得の結 果 、 大 手 メ ー カ ー と の業 務 提 携の 
話 が あ が っ た り 、 研究開発 に 強 い 先進的 な 企業 イ 
メ ー ジ を 持 た れ る よ う に な っ た。 知 名 度ア ッ プ、 イ 
メ ー ジ ア ッ プ が、 利益 ア ッ プ に つ な が り 、 そ し て こ 
の利 益が 次の新 た な 研 究 開 発の た め の研 究 費 
と な っ て い る 。 こ の 「 正 の ス パ イ ラ ル 」 が企 業 戦 略 
の 一 つ と な っ て い る 。  

 ● 　 権 利 を 持つ と い う こ と は 一つ に は 事 業 を 守 る と 
い う こ と で す が、 大手 と の 関係 が こ れ に よ っ て 変 わ 
り ま し た。 大 手 と ビ ジ ネ ス を す る 際 に は 、 必 ず 一 番 
に 特 許の有 無 に つ い て 聞か れ ま す 。 特 許が あ る 
と な い と で は、 技 術の価 値の判 断が 大 き く 左 右 さ 
れ る こ と と な り ま す 。 大手 の 興味 を 惹 く 、 と い う 点 で 
特許 は 重要 で す。  

 ● 　 特 許 を 持 つとい う こ とは 、 相 手 が 大 企 業 で 
あれ国で あれ、 対等に 話がで き る と い う こ と で 
あ る 。 独 自 の も の を 持 っ て い な け れば企 業 と し て 
の 戦略 も 作 れ な い し 、 持 っ て 初 め て 見 え て く る も の 
も あ る 。 権 利 化 は 中小 企 業 に は 負 担 が大 き い が、 
や る べ き で あ る と 考 え て い る 。  

 ● 　 知 的 財 産 を 重 視 し て い る 理由 は ２ 点 あ る 。 第 １ 
点 は 、 知的財 産 の 出願 ・ 取得 に よ り 顧客か ら の信 
頼感を 得 る た め で あ る 。 も う １ 点 は 、 大手 企業 と の 
開 発 競 争が激化 す る 市 場 で あ る た め 、 技 術 開 発 
の成果 を 早め に 「 保護 」 す る た め で あ る 。  

 ● 　 社 内 に お い て も 、 商 品 に 特 許が あ る と 、 顧 客 に 
話 を 聞 い て も ら う こ と が で き る な ど 、 営 業員 が知 財 
の 有効性 を 認識 し 活気付 く 。  

 ● 　 知 的 財 産で 保 護 さ れ た商 品の 総 売 上 に 占 め 
る 比率 を 「 知的 財産 権武 装率 」 と 呼 び、 こ の 数値 
を 引 き 上 げ る た め 、 ① 今 後 、 発 売す る 重 要 な 新 商 
品 は、 出 願 目 標 件 数 以 上の 知 財 に よ り 囲 い込み 
を 行 う 、 ② 開 発 担当者 は 、 自 己 の開 発 テ ー マ に つ 
い て 、 出願 目 標件 数以 上 の 知財出願 を 行 う と い っ 
た 目 標 を 設 定 し 、 開 発 担 当 者 を 鼓 舞 し て い る 。 ま た 、 
権利 取得 後 も 、 知的 財産 権 の 実施 率 に も 着 目 し 、 
権利化 し た 知財 の 活用 促進 も 図 っ て い る 。  

 ● 　 特 許 を 持 っ て い る と そ れ だ け で 商 品の買 い手 
が現 れ、 新規開発 の 依頼 が来 て お り 、 「 特許が優 
秀な営業マ ン 」 で あ る 。  

 

特 許 権を 事 業 戦 略 上 の 観 点 か ら有 効 に 活 
用 し てい る事例  

 
● 　 他 社 に な い技 術 で あ れ ば特 許 を 取 得 す る こ と 
に よ り 、 他 社 の市 場 への参 入 を 制 限 で き 、 他 社が 
自 社 の技術 を 使 い た い と い う こ と が あ れ ば、 ロ イ ヤ 
リ テ ィ 収 入 も 得 る こ と が で き る と 考 え て 、 積 極 的 に 
特許 出願 を す る よ う に 方針転換 し た 。  

 ● 　 同 業 他 社の特 許 出 願 に よ り 販 売が 妨げ ら れ 、 
シ ェ ア の低下 を 招 い た こ と も あ る し 、 自 社 か ら の特 
許 出 願 に よ り 他 社 製 品 を 抑 え る こ と が で き シ ェ ア 
を 拡大 で き た 例 も あ る 。  

 ● 　 新 し い 技 術 を 開 発 し た 場 合 、 同社 で は 、 そ れ を 
企 業 秘 密 と し て 社 内 に 留 め て お い た ほ う が よ い か、 
そ れ と も 特 許 出 願 し て 権 利 を 取 得 し た方が良 い 
か と い う 判 断 を 行 っ て い る が 、 後 者の 場 合 、 ラ イ 
バ ル メ ーカ ーに対 する 抑 止 効 果 が あ るか 、 侵 
害 行 為 が 見 つ けや す い か 、 とい っ た 基 準 で 社 
長 自 身 が 出願す る か ど う か を 決め て い る 。  

 ● 　 特 許 を 取 得 し て い る こ と の メ リ ッ ト は 、 新 規 取引 
先 開 拓の 折 、 「 取 引 する 商 品 が 特 許 取 得 済 で 
あ る と 安心 し て取引で き る 」 と 言 わ れ る こ と で あ 
る 。 取 引 先 の 立 場 と し て 、 商 品 を 販 売 す  
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基本技術 を ノ ウ ハ ウ で保護す る 場合には、 何 を留意すれば よ いですか ？  
 

Q4 

  ①　情報の管理  
 (Ａ)アクセス権限者 ・ 対象となる営業秘密の特定 

  
 (Ｂ)特定された営業秘密について所定レベルの管理状態 
 　 
● 

　 アクセス権限者が設定されているか 
 　データ更新担当者、一定役職以上に限定 

 　 
● 

　 情報自体にア ク セ ス ・ セキ ュ リ テ ィ が か け ら れ て い る か 
 　電子情報：ID/パスワード、サーバーセキュリティ 

 　物：施錠が前提、錠の管理 
 

  ②　情報管理者の管理  
 　 

● 
　 契約 ・ 規則による管理 

 　従業員規則で守秘義務、秘密管理ポリシーの策定 
 　 
● 

　 従業員教育による意識の向上(定期研修など) 
 　 

● 
　 情報管理のための組織作り 
 　(セキュリティ委員会の設置など)

Yes

Yes

Yes

Yes
人材マネー ジ メ ン ト etc. 

秘密明示のル ール 化 
 

管理方法のル ール 化 
 

規程 を作成 
 

「中小・ベンチャー企業知的財産戦略マニュアル 2006 」 〔H19.3〕より 
 

No

No

No

No

秘密情報の明示が さ れ て い る か ？  
 

ノ ウ ハ ウ を特定で き る か ？  
 

物理的な管理 が適切 に な さ れ て い る か ？  
 

営 業 秘 密 管 理 規 程 で ル ー ル を 明 文 化 し て い る か ？  
 

参考①参考①  
 

参考① 
 

参考②参考②  
 

ノウハウ管理の業務フロー 
 

参考② 
 

判例から抽出される営業秘密管理のあり方 
 

規程 に 従 っ た管理 を実施 
 

ノ ウ ハ ウ 管理体制 を構築 しよ う ！  
 

1 

先使用権 を確保 してお こ う ！  
 

2 

製 品 の 解 析 か ら 特 許 侵 害 が 検 出 で き る 可 能 性 の 乏 
し い 技 術 等 は 、 特 許 出 願 で は な く ノ ウ ハ ウ 管 理 で 保 
護することが多いようです。  

  
  
  

 ノ ウ ハ ウ が 漏 れ な い よ う に 社 内 で 厳 格 に 管 理 す る 
こ と が 大 切 で す が 、 万 が 一 、 ノ ウ ハ ウ が 漏 れ た 場 合 
に 適 切 に 対 応 す る た め に は 、 裁 判 所 に お い て も 「 営 
業 秘 密 」 と し て 認 め ら れ る よ う な レ ベ ル で 管 理 す る 
ことが必 要です。ノ ウハウと して保護 する場合 には、 
そ の 意 識 を 社 内 で 共 有 し 、 「 他 者 に は 開 示 し な い 」 
ことを徹底することが原則です。  

  
 な お 、 裁 判 で 営 業 秘 密 と し て し っ か り 管 理 さ れ て 

い る と 認 め ら れ る た め に は 、 以 下 の 点 に 留 意 し ま し 
ょう。  

  
 ①　アク セスでき る人が（ 社員の中 でも）限 定され、 
権 限 の な い 人 に よ る ア ク セ ス を 防 ぐ よ う な 手 段 が 
とられていること 
 ＊ 例 ） 管 理 者 の 人 数 が 特 定 さ れ て い る 、 施 錠 さ れ て い る 保 管 室 
　に保管されている 
  
 

② 　 ア ク セ ス し た 人 が 、 管 理 の 対 象 と な っ て い る 情 
報 を 秘 密 と 認 識 し 、 ま た ア ク セ ス 権 限 の あ る 人 が 
そ れ を 秘 密 と し て 管 理 す る 意 識 を 持 ち 、 責 任 を 果 
たすような状況になっていること 
 ＊ 例 ） 書 類 に 「 秘 」 の 印 の 押 印 が あ る 。 就 業 規 則 に お け る 秘 密 
　保持義務についての明確な規定がある 
  
 ③ 　 上 記 の ① ・ ② が 機 能 す る よ う に 組 織 と し て 何 ら 
かの仕組みを持っていること 
 ＊ 例 ） 情 報を 扱 う 際には上位 の 者 の 判 断を 求 める シ ス テムがあ る 

 
→詳細は、営業秘密管理に関する指針やパンフレット参照 
 http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/senshiyouken.htm 
  
  
 

 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ノ ウ ハ ウ と し て 保 護 し て い た 技 術 を 、 他 社 が 特 許 

と し て 取 得 す る 可 能 性 も あ り ま す 。 そ う な る と 自 社 
で 使 用 で き な い こ と と な り ま す の で 、 こ の よ う な 場 
合 に 備 え て 他 社 の 出 願 前 か ら そ の 技 術 を 実 施 も し く 
は そ の 準 備 を し て い た こ と を 証 明 で き る 証 拠 （ 先 使 
用権の確保）も検討しておく必要があります。  

 

「営業秘密」 「先使用権」 「工場見学」  
  

 ○　管理体制の整備と社員の意識向上がノウハウ管理には重要です。  
 ○　ノウハウで管理する場合には、先使用権の確保も忘れないようにしましょう。  

 ○　工場見学時や取引先への情報開示の際にも技術が流出しないようにしましょう。  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

先 使 用権 制 度 に は、 以 下の よ う な 留 意 点 も あ り ま す 。 こ 
の 点 を 理解 し た 上 で 、 最終的 に は 特許出願す る か、 ノ ウ ハ 
ウ 保護 を す る の か を 決 め る 必要 が あ り ま す 。  

 ○ （ 戦略的 に 保護 し な い と ） 立証 が容易 で は な い 。  
 先使用 権 の 立証 は 、 先使用 の 事実 か ら 平均 し て 8-10年 

後 に な さ れ る こ と が多 い よ う で す 。 先使用権 を 立証す る 、 と 
い う 戦 略 を 立 て る こ と な く 、 意 識 し て文 書 保 管 を し て い な 
か っ た た め に、 い ざ と い う と き に 役 に 立 た な か っ た と い う 事 
例 も 多 く 存在 し ま す 。  

 ○ 日 本国内 の み に し か通用 し な い 。  
 外 国 に も 先 使 用権制 度 、 も し く は 、 こ れ に 類 似 す る 制 度 

を 採 用す る 国 は 存 在 し ま す 。 し か し 、 多 く は 自 国内 で の使 
用事 実のみ を 対 象 と し て お り （ 日 本の 先 使 用権 制 度 も 同 
様 で す 。 ） 、 国 際 的 な 保 護 と い う 観 点か ら は 弱 点が あ る の 
で は な い か と の 指摘 も あ り ま す 。  

 

工 場 へ の 部 外 者 の 立 入 り を 禁 じて い る 事 例  
 設 計 ・ 製 造 ノ ウ ハ ウ を 守 る ため に 、 数 十 年 間 、 設 計 

や 製 造 現 場 へ の 部 外 者 の 立 ち 入 り を 禁 止 し て い る 。 
ま た 、 補 助 金を活 用 して 開 発 する 場 合 に も 、 製 造 方 
法にか かわ る 重 要な部 分に は 触 れな い よ う に 配 慮 し 
な が ら 申請 や 報 告 を 行 っ て い る 。  

 

契 約 書 でノ ウハ ウ流 出 を 考 慮 し て い る 事 例  
 化 学 反 応 プ ロ セ ス 等 は ノ ウ ハ ウ と し て秘 匿 し て お り 、 

販 売 契 約 書 等 で も ノ ウ ハ ウ の 流 出に 注 意 し て い る 。  
 

先 使 用 権 の 確 保 に 努 め て い る 事 例  
 先 進 的な企 業 では、 公 証 人 を利 用 し て 戦 略 的 に 

先 使 用 権 を確 保 し てい る 例 が 多 い よ う で す 。  
 ● 　 技 術 を 秘 密 と し て管 理 す る 場 合 、 先 使 用 権 の 主 

張 が 可 能 な よ う に 、 そ の 技 術 の 存 在 証 明 と し て 、 公 
証 人 役 場 を 定 期 的 に利 用 し て い る 。  

 ● 　 ノ ウ ハ ウ と し て 秘 匿 す べ き 技 術に つい て は 公 証 
制 度 を 利 用し て 確 定 日 付 を 取 得 し 、 先 使 用 権 を 
確 保 し て い る 。  

 ● 　 警 告 状 が 送 ら れて き た り 、 訴 訟に巻 き 込 ま れた り 
し た 場 合に備 え て先 使 用 権 の 確 保に努 め て い る 。 
具 体 的に は 、 出 願 後 す ぐ に 取 下 げ る と と も に 、 公 証 
人 を 利 用す る 等 し て い る 。  

 ● 　 中 小 企 業 が 事 業 優 位 性 を 保 つ に は 、 特 許 出 願 
のみ な ら ず 、 ノ ウ ハ ウ と し て保 護 し て い く こ と が 鍵 で 
あ り 、 ノ ウ ハ ウ の 塊 で も あ る 製 造 設 備 の 内 製 化 を 進 
め る と と も に 、 先 使 用 権 の 確 保につ い て は 、 研 究 者 
に 対 しラ ボノ ー ト の 作 成 を 義 務 付 け し た り 、 公 証 
制 度 を 活 用 し た り し て い る 。  

 ● 　 製 品 を 分 解 し て も 外 部か ら 解 析で き な い発 明 は、 
従 来 か ら 積 極 的 に ノ ウ ハ ウ と し て秘 密 管 理 す る と と 
も に、 先 使 用 権の 確 保の た め 、 公 証 制 度の よ り 積 極 
的な活 用 、 主 要 研 究 開 発 者に 対 す る ラ ボ ノ ー ト 使 
用 の 義 務 付け等 、 ノ ウ ハ ウ の 秘 密 管 理 体 制 を よ り 強 
化 し て い る 。  

 ● 　 熟 練 技 術 に つ い て は ノ ウ ハ ウ と し て ブ ラ ッ ク ボ ッ ク 
ス 化 し、 業 界で の 優 位 性 を 確 保 し て い る 。 ラ ボ ノ ー ト 
の 作 成 ・ 管 理 の 徹 底 、 さ ら に 、 基 本 的 に ラ イ セ ン ス ア 
ウ ト は 行な わ ずに 、 先 使 用 権 の 確 保 し つ つ 技 術 の 
漏 洩 を 回 避 し て い る 。  

 

先 使 用 権 を 利 用 す る 際 の 留 意 点  
 

先 使 用 権 を 利 用 す る 際 の 留 意 点  
 

い ろい ろな場面に応 じた留意点を は っ き り さ せてお こ う ！  
 

3 

  
  

先 使 用 権 の 存 在 を 立 証 で き れ ば 、 他 社 が た と え 特 
許 取 得 し て も 継 続 し て 自 社 で 使 用 す る こ と が 可 能 と 
なります。  

 
先使用権の確保の仕方の例→先使用権制度ガイドライン 
 （H18.6特許庁）参照 

 http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/senshiyouken.htm 

 
  
 主 な 留 意 点 は 以 下 の と お り で す 。 こ の 他 に も 、 退 

職 者 （ 現 場 技 術 者 ） か ら の 技 術 情 報 流 出 を 危 惧 し て 
再 雇 用 制 度 を 活 用 す る 等 様 々  な 場 面 で ノ ウ ハ ウ 流 出 
防止対策を行っている例もあります。  

 （１）工場見学時 
 製 造 工 程 に 関 す る ノ ウ ハ ウ の 場 合 に は 、 工 場 見 学 
時 に 漏 れ な い よ う に す る こ と も 大 切 で す 。 以 下 の よ 
うな方法をとっている企業もあります。  

 ＜工場見学時の対策＞ 
 ○ 　 工 場 内 へ の カ メ ラ や カ メ ラ 付 き 携 帯 電 話 の 持 ち 
込み等を禁止する。  

 ○ 　 見 学 を 受 け 入 れ る 特 定 の 製 造 設 備 や ラ イ ン だ け 
を 見 せ る よ う に し 、 他 の 部 分 は 覆 い を か け る 等 し 
て見えないようにする。  

 ○ 　 見 学 を 受 け 入 れ る 特 定 の 製 造 設 備 や ラ イ ン に 、 
後 ろ か ら 強 力 な ラ イ ト を 当 て 、 そ の 後 ろ に あ る 他 
の部分がよく見えないようにする。  

 ○　工場見学中にメモをとることを禁止する。  
 ○ 　 工 場 見 学 用 の ラ イ ン を 設 置 し 、 そ こ し か 工 場 見 

学を受け入れない。  
 ○ 　 国 内 外 を 問 わ ず 、 い っ さ い の 工 場 見 学 は 受 け 入 

れない。  
 「 知 的 財 産 、 企 業 秘 密 保 持 へ の 指 針 ～ ( 改 訂 版 ) 」 ［ 経 済 産 業 省 

2006.11 ］  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
 

（２）取引先との商談時  
 取 引 先 と の 関 係 で 商 談 を 進 め る 場 合 に は 、 や む を 

得ずノウ ハウを開 示せざる を得ない ことがあ ります。 
そ の よ う な 場 合 に 備 え て 、 ノ ウ ハ ウ を ２ 段 階 に 分 類 （ ① 
絶 対 に 開 示 す べ き で な い も の 、 ② 特 定 の 相 手 に は 開 
示する可 能性のあ るもの） しておく ことが重 要です。  

 絶 対 に 開 示 す べ き で な い ノ ウ ハ ウ を 開 示 し な い こ 
と は 当 然 で す が 、 そ こ ま で の レ ベ ル で な い ノ ウ ハ ウ 
に つ い て は 、 商 談 開 始 の 最 初 に 「 秘 密 保 持 契 約 」 を 
結ぶことが大切です。  

 秘 密 保 持 契 約 の 文 例 「 知 的 財 産、 企 業 秘 密 保 持 へ の 指 針 （ 改 訂 版 ） 」  
 ［経済産業省 2006.11 ］  

 http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/downloadfiles/ 
 Business_environment_prom_div/himitsu-sanko.pdf 
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※近 隣 のア ドバイ ザーを 探す → 　  
 　 h t t p : / / w w w . r y u t u . i n p i t . g o . j p / p t p a d v / i n d e x . h t m l 

　 中 小 企 業 を 中 心に 特 許 情 報 検 索 の 指 導 等 を 行 っ て 
い ま す 。 出 張 相 談 ・ 指 導 も で き ま す 。 一 度 活 用 し てみ て 
は ど う で し ょ う か 。  

 

Q5 

　2. 「 応用製品 」 を 開発 す る  
 

2 2 2 
基 本 技 術 の 保 護 が で き た な ら ば 、 次 に 、 こ れ を ベ ー ス に 応 用 製 品 を 開 発 し て い く こ とが 大 切 で す 。 基 本 技 
術 の み で は な か な か 収 入 が 得 ら れ な い か ら で す 。 そこ で 、 基 本 技 術 を 適 用 し た 応 用 製 品 を 市 場 に 出 し て い 
く こ と によ り 、 収 入 を 上 げ る とい う の が 通 常 の 企 業 の 考 え 方 に な り ます 。  

 そ の 際 に は 、 自 社 技 術 の み で 独 自 に 研 究 開 発 を 進 め る 場 合 、 共 同 研 究 に よ り 研 究 開 発 を 進 め る 場 合 、 他 
社 の 技 術 を 活 用 し て 研 究 開 発 を 進 め る 場 合 が 想 定 さ れ ま す が 、 い ず れ の 場 合 に お い て も 知 的 財 産 と の 関 
係 が 発 生 します 。  

 

研究開発投資前に特許調査を してみよ う ！  
 

１  
 

特許調査のために 特許情報活用支援 
 ア ドバ イ ザー を活用 し てみ よ う ！  

 

研究開発の結果生 ま れた新たな発明を 
 知的財産 と して保護 してみよ う ！  

 

2 

「研究開発前の特許調査」 「発明の発掘」  
  

 ○　研究開発前から知的財産の視点を考慮しましょう。  
 ○　研究開発の成果を発明提案書等で広く吸い上げ、権利化につなげましょう。  

 

ニ ッ チ な市場を 指向 して 研究開発を 実施す るにあた っ て注意すべき こ と は何ですか ？  
 

特許調査のために 特許情報活用支援 
 ア ドバ イ ザー を活用 し てみ よ う ！  

 

　 研 究 開 発 は 、 日 頃 か ら 、 顧 客 ニ ー ズ や 技 術 課 題 に 

つ い て 、 情 報 収 集 を 行 う こ と で 方 向 性 を 模 索 す る こ と 

が 必 要 で す が 、 研 究 開 発 前 か ら 知 的 財 産 を 意 識 す る 

こ と も 重 要 で す 。 大 企 業 で は 知 的 財 産 部 門 が 研 究 開 発 

テ ー マ や 研 究 開 発 方 針 の 決 定 等 に 主 体 的 に 関 与 し て 

い る 例 も 少 な く あ り ま せ ん 。 こ れ は 、 以 下 の ２ つ の 

場 面 で の 関 連 が 生 じ る こ と も 理 由 と し て あ げ ら れ ま す 。  
  

  
 重 複 研 究 防 止 や 重 点 的 に 注 力 す べ き 分 野 が 、 研 究 

開 発 投 資 前 の 特 許 調 査 か ら 導 き 出 さ れ る こ と が あ り 

ます。 
 研 究 開 発 費 に 十 分 な 余 裕 の な い 中 小 企 業 に お い て は 、 

研 究 開 発 前 の 特 許 調 査 （ Q 1 ） は 特 に 重 要 で す 。 他 

社 が 既 に 出 願 し て お り 研 究 が 進 ん で い る 分 野 に い く 

ら 投 資 し て も 、 他 社 が す ぐ に 市 場 参 入 し た り 他 社 か 

ら 特 許 侵 害 訴 訟 な ど を 受 け る こ と に な り ま す か ら 、 

結 果 と し て は 無 駄 な 投 資 と な る こ と が 多 い の で す 。 

ま た 、 特 許 調 査 か ら 、 他 社 の 研 究 開 発 が 及 ん で い な 

い ニ ッ チ な 分 野 が ど こ に あ る の か を 発 見 で き る こ と 

も あ り ま す 。 こ の よ う な ニ ッ チ な 分 野 に つ い て 、 特 

許 を 取 得 し て し ま え ば 、 そ の 分 野 に お い て 市 場 を 独 

占 す る こ と も 夢 で は あ り ま せ ん 。 少 な く と も 、 そ の 

市 場 に 参 入 す る 限 ら れ た 数 社 の う ち の 一 社 に な る こ 

とができるでしょう。 
 こ の た め 、 特 許 調 査 を 行 っ た 上 で 、 研 究 開 発 の 方 

向性を検討してみることが必要です。 
 

知 財 経 営 に お い て は 、 研 究 開 発 の 成 果 と し て 生 

ま れ た 発 明 を 知 財 化 す る こ と が 大 切 で す 。 こ れ を 

行 わ な い と 、 い つ ま で も 参 入 障 壁 を 築 く こ と が で 

き ず 、 マ ー ケ ッ ト シ ェ ア や 利 益 率 を 向 上 さ せ る こ 

と は で き な い の で す 。  
 こ れ を 行 う た め の 第 １ の ス テ ッ プ と し て 、 研 究 

開 発 が 進 み だ し た ら 、 そ の 結 果 生 ま れ た 発 明 を い 

か に 特 定 す る か が 大 切 で す （ こ の 作 業 を 「 発 明 の 

発 掘 」 と い い ま す 。 ） 。 発 明 者 が 発 明 を 認 識 で き て 

い な か っ た り 、 発 明 の ア イ デ ア を 提 案 す る 方 法 が 

な か っ た り す る こ と で 、 発 明 が 埋 も れ て し ま う こ 

と が あ り ま す 。 こ の た め 、 大 企 業 の 知 的 財 産 担 当 

者 は 、 組 織 的 な 発 明 発 掘 活 動 を 行 っ て い ま す 。  
 中 小 企 業 に お い て も 、 発 明 の ア イ デ ア を 記 載 し 

た メ モ （ 「 発 明 提 案 書 」 ） を 発 明 者 に 提 出 さ せ 、 

社 内 の 検 討 会 で 発 明 内 容 を 明 確 化 し た り 発 展 さ せ 

た り す る 等 の 取 組 を 行 っ て い ま す 。 そ の 結 果 、 特 

許 出 願 や ノ ウ ハ ウ 保 護 に 結 び つ け て い る 例 も あ り 

ま す 。 得 ら れ た 研 究 開 発 の 成 果 の 、 ① 技 術 課 題 、  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

発明 を 「 見え る 化 」 。 「よ い 」 発明の実現。  
 

発明 提案 制度 
 

発明 発掘 活動 
 

発明への 報奨制度 
 

研究開発意欲を高めるための報奨金制度は　→　Ｑ３０  
  

 

知 的 財 産 部 門 と 研 究 開 発 部 門 の 連 携 を 
強 化 し 発 明 発 掘 し て い る 事 例  

 ● 　 外 部の 技 術 顧 問 を 活 用 し な が ら 社 内 で 月 １ 回 開 

催す る ア イ デ ア 検討会 で 、 発明 の ラ ン ク 付 け や 出願 ・ 

審 査 請 求 の 適 否 を 検 討 し 、 自社に と っ て 必 要な権 

利 と は 何 か を 常に 見 極 め る こ と がで き る 体 制 を と っ 

て い る 。  
 ● 　 特 許 出 願 に至 る 流れ と し て は 、 研 究 開 発 部 門 が 

特 許 届 出 書 に 発 明 ・ 考 案 内 容 を 記 入し 、 特 許 出 

願 担 当 部 署 で あ る 企 画 部 に 提 出 す る 。 特 許 が 取 

得 出 来そ う な 場 合は、 企 画 部 が 開 催 す る 発 明 審 査 

会の 審 査 ・ 了 解 を 得 て 出 願 と な る 。  
 ● 　 各 事 業 部 か ら ア イ デ ア が 提 案 さ れ 、 知 財 担 当 へ 

と 申 請 が あ る が 、 似 て い る 先 行 技 術 が 見 つかっ た 

場 合 に は 、 提 案 さ れ た ア イ デ ア と は ど う 異な っ て い 

る の か 違 い を発 明 者に 確 か め る な ど 、 常に 密 接な 

関 係 を作 っ て い る 。 同 時に 、 開 発 進 行 状 況 も 把 握 

す る よ う に し 、 ま た 、 発 明 者 同 士 の 横 の 繋 が り も 設 

け て い る 。  
 ● 　 「 一 商 品 一 特 許 」 を 基 本 姿 勢 と し て 、 顧 客 の ニ 

ー ズ を 元 に ア イ デ ア を 創 出 し 、 開 発 担 当 者 が 更 

に 研 究 開 発 を 進 め 、 特 許 担 当 者 と の 連 携に よ り 特 

許 権の 取 得 に繋げ て い る 。  
 ● 　 知 的 財 産 担 当 の 専 従 研 究 員 を 研 究 部 に 配 置 

し て い る 。 担 当 者は 、 知 的 財 産 権 の 出 願 権 利 化 や 

管 理 等 を 行 う と と も に、 研 究 員 の研 究 内 容 を 調 査 し、 

特 許 性 が あ る と 判 断 し た場 合 に は権 利 化の 提 案 を 

す る 。  
 ● 　 発 明 の 発 掘 は 、 日 頃 の 研 究 者と 知 財 部 員と の 

連 携 で 行っ て い る 一 方 で 、 知 財 部 員 が 各 種 技 術 

報 告 会 に参 加 し、 知 財 面の ア ド バ イ ス を 行 う と と も に 

発 明の 掘 り 起 こ し を 行 っ て い る 。  
 

組 織 的 な 発 明 発 掘 活 動 等 を 積 極 的 に 実 
施 し て い る 事 例  

 ● 　 社 内 で は 、 イ ン ト ラ ネ ッ ト の 整 備 が 進んで お り 、 社 

員 が 発 明 を 思 い つく とそ の 発 明 を 気 軽 に パソ コ 

ン で提 案 す る こ と がで き る 。 提 案 を 行 え ば す ぐ にパ 

ソ コ ン 上で回 覧 さ れ 、 コ メ ン ト が 入 力 さ れ る 。 最 終 的 

に は 社 長 が チ ェ ッ ク し 採 択 さ れ れ ば 、 月 に 1 度 行 わ 

れ る 審 査 会 に かけ ら れ る 。  
 ● 　 社 長 直 轄 の 知 財 グ ル ープ （ 開 発 本 部 長 、 知 財 

担 当 部 長 、 知 財 マ ネ ー ジ ャ ー 、 知 財 事 務 担 当 者 

で 構 成 ） は 、 知 財 顧 問と と もに 、 毎 月 1 回 、 「 知 的 

財 産 発 掘 ・ 創 成 定 例 会 」 を 開 催 し て、 社 内 の 技 術 

者 か ら 出 願 す べ き 案 件 が な いか 聞 き 取 り を行 っ て 

い る 。 こ う し て発 掘 し た案 件は 、 毎月 1 回 開 催 さ れ る 

「 知 的 財 産 出 願 定 例 会 」 に諮 ら れ 、 知 財 グ ル ー プ、 

知 財 顧 問 、 社 内 技 術 者に 外 部 の 弁 理 士 も 交 え、 ど 

の よ う な 形で 出 願 す る か を 吟 味 す る こ と に な る 。  
 ● 　 「 発 明 考 案 促 進 審 査 委 員 会 」 （ 技 術 関 係 の 部 

課長約10名 で 構成。 委 員 長 は 研究開発 担 当 常務。 ） 

を 社 内 に 設 置 し て お り 、 出 願 の 要 否 決 定 を 行 っ て 

い る 。 2 ヶ 月 に 1 回 程 度 、 会 合 を 開 催 し 、 社 員か ら 提 

出 さ れ た発 明 案 件 に つ い て、 事 務 局が 他 社の 技 術 

等 を 調 査 し、 あ る 程 度の 判 断 も 付 し た上で 審 議 し て 

い る 。  
 ● 　 毎 週 金 曜 日 に開 発 会 議 が 開 催 さ れ る 。 こ れは技 

術 や 設 計 の 担 当 者 が 集 ま り 、 顧 客 か ら のニー ズ を 

報 告 し 、 こ れに対 す る 技 術 的 な解 決 策 や そ の 技 術 

開 発 成 果 の 出 願 の 可 否 を 検 討 す る も ので あ る 。 日 

ご ろ の 顧 客 と の 付 き 合い の中で 「 こ ん な 問 題 が あ っ 

た 」 と い っ た 身近 な ヒ ン ト を 技 術 開 発 に つ な げ て お り 、 

現 在 の主 力製 品 も こ の よ う な 取 り 組み か ら 生 ま れ た。  
 ● 　 「 知 的 財 産 権に関 す る 取 扱 規 程 」 を 定 め 、 従 業 

員 に 会社 の 業務 に 関連 し た 発明 等 の 創作 を 奨励 し 、 

知 的 財 産 の 保 護 強 化 と 技 術 力の 向 上 及び 蓄 積 を 

図 っ て い る 。 具 体 的に は 、 職 務 発 明 に 対 し て の 褒 

賞 金 制 度 の 確 立 と 、 日 常 業 務 の 改 善 提 案 を 募 る 「創 

意 工 夫 審 査 委 員 会 」 の 設 置 を 行 っ た。  
 

② 解 決 手 段 、 ③ 解 決 策 に よ る 作 用 ・ 効 果 、 の い ず 

れ か が 新 し い か ど う か が 、 特 許 を 出 願 す る か 否 か 

の 判 断 材 料 の 一 つ と な り ま す 。  
 ま た 、 研 究 開 発 者 の 意 欲 を 高 め る こ と も よ い 発 

明 の 実 現 に つ な が り ま す 。  
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共同研究開発を すべきか ど う かを 
 判断す る際の 留意点を 知 ろ う ！  
 

1 

し ま っ た ・ ・ ・ ！ と思 っ た 時 は も う 遅 い  
 ○　 共同 研究で 生 ま れた製 品に 対す る 権利 配分を、 

あ ら か じ め 決 め て お か な かっ た た め 、 開 発 終 了 
後 に い ざ 製 造 ・ 販 売 しよ う と し た 時 に トラ ブ ル と 
な っ た 。  

 ○ 　 共 同 研 究 開 発 の 最 中 は 開 発 費 用 を 自 社 で 負 
担 す る か わ り に 、 開 発 さ れ た 製 品 の 製 造 段 階 で 
開 発 費 用 を 回 収 で き るよ う、 製 造 単 価 に 上 乗 せ 
す る こ と を 口 頭 で 取 り 決 め て い た が 、 製 造 段 階 
に入 っ た と こ ろで 相 手 企 業 の 担 当 者 が 代 わ り 、 と 
て も 開 発 費 用 を 回 収 で き な い よ う な 低 い 金 額 で 
の 製 造 を 余 儀 な く され て し ま っ た 。  

 ○ 　 大 企 業 と 新 製 品 の 共 同 開 発 の 交 渉 を 行って 
い た が 、 契 約 には 至 らず 交 渉 が 成 立 しな か っ た 。 
と こ ろがこ ち らサ イ ド の 情 報 が 利 用 さ れ 、 先 方 か 
ら当 該 製 品 に関 する出 願 が 行 わ れ た 。  

 

失敗事例失敗事例  
 

失敗事例 
 

自社の みでの研究開発は難 しいので、 他社 と 共同研究 を行 う こ と に し ま した。  
 契約上 ど のよ う な点に留意すればよ いで し ょ う か ？  

 

Q6 

「共同研究開発」 「共同出願」  
  

 ○　共同研究開発のメリット・デメリットを十分理解しておこう。  
 ○　共同研究開発を行う前に、きちんと契約を結んでおきましょう。  
 

顧 客 と の 共 同 出 願 で 生 産 と 販 売 の す み 
わ け を 実 現 し 市 場 確 保 し て い る 事 例  

 国 内 外 で ほ ぼ1 0 0 ％ の市 場占 有 率 を 有 す る 製 品 は、 

顧 客 の 要 請 に 基 づ き 、 共 同 開 発 し た も の で 、 顧 客 と 
の 共 同 出 願 を 行 い 、 同 社 が 生 産 、 顧 客 が 販 売 す る 
と い っ た す み わ け が 実 現 し て い る 。 特 許 を 顧 客 と 共 
同 出 願 し て い る こ と は 、 同 社に と っ て 、 同 社 が 生 産 し 、 

顧 客 が 販 売 す る と い っ た 関 係 を 強 固に す る も ので あ 

る 。 ま た 、 大 手 メ ー カ ー も 同 様 の 製 品 を製 造 で き る 技 

術 力 はあ る が 、 特 許を取 得 する こ と に よ っ て 競 合 他 

社 の 参 入 を 抑 止 し て い る 。  
 

大 手 ユ ー ザ ー 企 業 と の 共 同 出 願 を 行 っ 
て い る 事 例  

 取 得 し て い る 特 許 の ほ と ん ど が 大 手 ユ ー ザ ー 
企 業 の ニ ー ズ を 聞 い て 共 同 開 発 ・ 共 同 出 願 し た も 
の であ り 、 共 同 開 発 成 果 が 商 品 化 さ れ る際 は ユ ー 

ザ ー 企 業 に 対 し て 独 占 的 に 販 売 す る 契 約 を結 んで 

い る 。  
 

川 上 メ ー カ ー と の 材 料 開 発 を 市 場 化 に 
活 か し て い る 事 例  

 X 製 品 分 野 で ト ッ プ シ ェ ア を有 し て い る のは 、 その 

技 術 が 特 許 で 守 ら れ て い る か ら だけ で は な い 。 材 料 

と し て 素 材メ ー カ ー と 共 同 開 発 し た 特 殊な素 材 を用 

い て い る た め 、 X 製 品 は 耐 久 性に優 れて お り 、 他 社に 

は 容 易 に ま ねの で き な い も の と な っ て い た 。  
 共 同 開 発 先 の 素 材 メ ー カ ー と は 、 こ の 特 殊 素 材 を 

他 社に販 売 し な い 旨の 契 約 を 結ん で お り 、 リ ス ク 管 理 

も 徹 底 し て い る。 こ の よ う な 素 材メ ー カ ー と の 連 携 に 

よ る 素 材 ノ ウ ハ ウ こ そ が 市 場 の 侵 食 を 防 ぐ強 み と な っ 

て い る 。  
 

（１）一般的に留意すべきことは何か 
 　 応 用 製 品 の 開 発 を 成 功 さ せ る た め に 、 研 究 開 発 

の パ ー ト ナ ー を み つ け て 研 究 開 発 を 行 う こ と も 戦 

略 の 一 つ で す 。 自 社 の 保 有 技 術 の み で は 、 開 発 を 

完 成 さ せ る こ と が 困 難 な 場 合 や 資 金 的 な 余 裕 が な 

い場合には、有効な戦略の一つです。 
 　 材 料 メ ー カ ー や ユ ー ザ ー と い っ た 垂 直 型 の 共 同 

研 究 開 発 を 有 効 に 活 用 し て い る ケ ー ス も 少 な く な 

いようです。 
 

　 し か し な が ら 、 共 同 研 究 開 発 に は 、 相 手 方 と の 

ト ラ ブ ル が 生 じ る 等 リ ス ク も あ り ま す 。 実 際 に 下 

記のような事例もあるようです。 
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

共同研究開発 を行 う こ と に決め た ら 、  
 き ち ん と 契約 を結 び ま し ょ う ！  

 

2 

覚 書 を 締 結 し ト ラ ブ ル を 未 然 防 止 し て い 
る 事 例  

 
大 企 業 と 共 同 出 願 を 行 う 場 合に は 、 権 利 の 帰 属 の 

取 り 扱い につ い て覚 書 を 締 結 し て い る 。 具 体 的 に は 、 

持 分 の 比 率 、 使 用 料を得る場 合 の 利 益 配 分 、 共 有 

持ち 分 の 無 償 行 使 等を定 めてい る。 こ の よ う に して 

大 企 業 と の ビ ジ ネ ス 上の ト ラ ブ ル を 未 然 に防 い で い る 。  
 失敗事例失敗事例  

 
失敗事例 
 

◎ 共同研究のために提供する自社の特許やノウハウの取り扱い  
 ◎提供する情報等と守秘義務等 

 ◎研究の役割分担・費用分担、中止の場合の取り扱い 
 ◎研究開発期間（特に終期）の設定 
 ◎成果物の帰属（開発終了後も含む。 ）  

 ◎知的財産の出願等の取り扱い 
 ◎特許権の実施（第三者への実施許諾）  

 ◎共同研究終了後の利用特許等の取り扱い 
 ◎共同研究相手のリストラ・倒産等への対処 
  
 
「特許・ノウハウに関する共同研究開発契約の手引き」  

 （関東経済産業局 2003.4 ）  
  

 ★共同研究開発する際の契約書の例は？  
 「知的財産、企業秘密保持への指針（改訂版） 」  

 ［経済産業省 2006.11 ］  
 http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/ 

 downloadfiles/Business_environment_prom_div/ 
 himitsu-sanko.pdf 

自 社 より 大 き な 企 業 と の 共 同 出 願 を 避 
け る 事 例  

 
社 長 の 方 針 に よ り 特 許 の 共 同 出 願 は 行 わな い 。 

過 去 に は 、 共 同 出 願 し た こ と が あ っ たの だ が 途 中 で 

権 利 放 棄 し た 。 その 理 由 と し て は 、 当 社 よ り 大 き な企 

業 と の 共 同 出 願 の 場 合 には 、 持ち 分 が 五 分 五 分 で 

あ っ て も 、 販 売 ルー ト や 製 品 の 量 産 体 制 で 負けて し 

ま い、 市 場 で は五 分 五 分の関 係 に な る こ と が で き な い 。 

そ れ に も か か わ らず 維 持 経 費 は 持 ち 分 に 応 じ て 負 

担 し な け れ ばな ら な い 。 こ う した 経 験 か ら 特 許 の 共 

同 出 願 は 一 切 行わ な い こ と に し て い る 。  
 

共 有 特 許と し たこ とで 失 敗 し た 事 例  
 ○ 　 共 同 研 究 開 発 の 成 果 を 共 有 特 許と して い た と 

ころ 、 相 手 方 企 業 が 、 中 国 の 子 会 社 で 安 価 に 生 
産 さ せ 、 国 内 で 輸 入 販 売 し た た め 、 自 社 生 産 分 
が 確 保 でき な く な っ た 。  

 

（ ２ ） 知 的 財 産 保 護 と の 関 係 に お け る 留 意 点 を 知 ろ う ！  
 　 共 同 研 究 開 発 は 、 知 的 財 産 保 護 と の 関 係 で も 、 

メ リ ッ ト ・ デ メ リ ッ ト が あ り ま す 。 以 下 、 共 同 研 

究 開 発 に よ っ て 取 得 し た 知 財 を 共 同 出 願 し た 場 合 

のメリット・デメリットを挙げます。  
 　 こ の 場 合 の メ リ ッ ト と し て は 、 出 願 費 用 負 担 を 

軽 減 す る こ と が で き る こ と 、 侵 害 対 策 を 協 力 し て 

行うことができることが挙げられます。  
 　 他 方 、 デ メ リ ッ ト と し て は 、 特 許 を 権 利 化 で き 

て も 、 自 由 に 活 用 で き な い こ と に あ り ま す 。 こ の 

点 は 、 特 許 法 第 ７ ３ 条 に よ っ て 以 下 の よ う に 定 め ら 

れています。  
 ・ 自 ら 製 品 を 製 造 す る 場 合 に は （ 契 約 で 別 段 定 め 

　ない限り、 ）自由にできます。  
 ・ 「第 三者 にラ イセ ンス する 場合 」 、 「自 分の 持ち 分 

　 を 譲 渡 し た り 質 権 を 設 定 す る 場 合 」 に は 、 （ 契 

　 約 で 別 段 定 め な い 限 り ） 共 同 出 願 人 の 同 意 が 必 

　要となります。  
 　 従 っ て 、 第 三 者 へ の ラ イ セ ン ス 事 業 を 前 提 と す 

る ハ ブ レ ス 企 業 と の 共 同 出 願 の よ う な 場 合 、 ニ ッ 

チ な 市 場 で の 参 入 障 壁 を 高 め た り 、 応 用 製 品 の 製 

造 を 他 社 に 行 わ せ る 場 合 に は 問 題 が 生 じ る 可 能 性 

も あ り ま す し 、 特 許 担 保 な ど の 手 法 に よ る 資 金 調 

達 も 自 由 に で き な い と い う 結 論 に な り ま す 。 こ れ 

を 回 避 す る た め に 、 予 め 、 共 同 研 究 開 発 の 開 始 時 

に別段の 取り決め をしてお くことが 勧められ ます。  
 

 
  
  
 研 究 開 発 開 始 時 点 で 、 共 同 研 究 開 発 に お け る 相 互 

の 役 割 分 担 、 研 究 費 用 や 特 許 の 費 用 分 担 、 特 許 出 願 

や 機 密 情 報 の 取 り 扱 い 等 を 明 文 化 し た 契 約 を 締 結 し 

て お く こ と が 事 後 ト ラ ブ ル 防 止 の た め に 重 要 で す 。 

ま た 、 共 同 研 究 開 発 の 開 始 前 に 自 社 が 既 に 有 し て い 

る 技 術 は こ れ を あ ら か じ め 特 定 し 、 共 同 研 究 開 発 の 

成 果 と 分 類 し て お く こ と も 必 要 で す 。こ れ を し な い と 、 

共 同 開 発 の 成 果 と み な さ れ て し ま い 、 自 社 技 術 が 流 

出する危険性があります。  
 い ず れ に せ よ 、 共 同 研 究 開 発 契 約 書 で は 、 特 許 に 

関 す る 事 項 を 含 め 次 の 事 項 を 定 め て お く こ と が 望 ま 

れます。  
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○ 　 大 学 の 教 員 に 新 製 品 開 発 に お け る 技 術 的 な 
相 談 を し たと こ ろ 、 後 日 、 そ の 教 員 のと こ ろに 相 
談 に来 たラ イ バ ル 企 業 に新 製 品 開 発 の 構 想 を 話 
され て し ま っ た 。  

 ○ 　 大 学 の 教 員 と 共 同 研 究 し たとこ ろ 、 特 許 出 願 
前 に論 文 発 表さ れ て し ま っ た 。  

 

失敗事例失敗事例  
 

失敗事例 
 

Q7 大学 と 共同研究 を行 う 場合には、 ど のよ う な点に留意すればよ いですか ？  
 

大学 と の共同研究開発が有効か 検討 してみよ う ！  
 

１  
 

大学 と の共同研究に特徴的な留意点を知 ろ う ！  
 

2 

「論文発表と特許」 「不実施補償」  
  

 ○　大学との共同研究も主要な戦略の一つです。  
 ○　大学ならではの留意事項（論文発表、不実施補償）にも留意しましょう。  

 

産 学 共 同 研 究 に 取 り 組 ん で い る 中 小 企 業 の 例  
 

● 　 A 地 域 で は 、 A 大 学 を 中 心 と し た A 地 域 

産 学 連 携 グ ル ー プ を 組 織 し 、 異 業 種 交 流 を 進 

め て お り 、 産 学 連 携 研 究 成 果 の 特 許 出 願 も 多 

数 あ る 。  
 ● 　 日 々  学 会 か ら 情 報 入 手 を 行 い 、 ま た 大 学 や 

研 究 機 関 と の 連 携 ・ 共 同 研 究 を す る な ど 、 新 

製 品 の 研 究 開 発 に 力 を 注 い で い る 。  
 ● 　 新 し い 技 術 を 一 か ら 開 発 し て い る と 時 間 が 

か か る た め 、 大 学 と の 連 携 を 積 極 的 に 行 い 、 

知 財 を 創 出 し て い る 。 同 社 が 取 得 並 び に 出 願 

中 の 特 許 数 十 件 の う ち 約 半 数 は 、 こ う し た 大 

学 と 共 同 開 発 し た も の 。 大 学 で 完 成 し た 基 礎 

研 究 を 活 用 し 、 事 業 化 は 同 社 で 行 う と い う シ 

ナ リ オ で あ る 。  
 ●　 コア技術に関しては自社開発が原則 であるが、 

周 辺 技 術 に 関 し て は 大 学 や 試 験 研 究 機 関 と 共 

同 し て 研 究 開 発 を 進 め 、 研 究 開 発 の 迅 速 化 と 

効 率 化 を 図 っ て い る 。  
 

大 学 等 の 技 術 を 活 用 し て 、 事 業 展 開 し よ う と す る 

先 進 的 な 中 小 企 業 も 少 な く あ り ま せ ん 。 中 小 企 業 と 

大 学 と の 共 同 研 究 は 、 地 域 へ の 貢 献 と い う 視 点 か ら 

期 待 さ れ て い る 面 も あ り ま す 。 大 学 と の 共 同 研 究 を 

行 お う と す る 場 合 に は 、 産 学 共 同 連 携 の 相 談 窓 口 に 

相談してみましょう。  
 ※産学官連携支援に従事している方等を検索するサイト 

 　http://sgk.jst.go.jp/ 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 

し か し な が ら 、 他 社 と の 共 同 研 究 開 発 と 同 様 に 失 

敗してしまった事例もあります。  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
 他 社 と の 共 同 研 究 開 発 ( Q 6 ) で の 留 意 す べ き こ と 

に加え、特に以下の点に注意する必要があります。  
  

 （ １ ） 秘 密 保 持 契 約 や 共 同 研 究 開 発 契 約 は 、 教 員 と 

　ではなく大学と結ぶこと  
 ○ 　 大 学 に は ラ イ バ ル 企 業 が 相 談 に く る こ と も あ り 

ま す 。 こ の た め 相 談 の 段 階 か ら 秘 密 保 持 契 約 を 取 

り交わすことも検討しましょう。  
 ○ 　 共 同 研 究 に 参 加 す る 者 を 特 定 し 、 秘 密 保 持 義 務 

が全ての者にかかるようにすることも重要です。  
 ○ 　 契 約 規 定 は 、 各 大 学 で 雛 形 を 決 め て い る 場 合 が 

あります。事前に十分確認しましょう。  
  

 （ ２ ） 共 同 研 究 に つ い て 学 会 で 論 文 発 表 す る 場 合 に は 、 

　早い段階での連絡を確保すること  
 ○　 特許出願 をしよう とする発 明につい て、その 前に 

学会で の発表 がなさ れると 出願時 点での 新しい 技術 

と認められず権利化できない場合がほとんどです 。  
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第2章　事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 

論文発表の時期についても契約で担保
している例 

大学との共同研究を行う場合の懸念事項とし

て成果物を勝手に論文発表するケースが挙げら

れる。したがって、共同研究を行う前の契約に

おいて、論文発表を行う場合の事前の協議、出

願手続き完了時の論文発表等を定める。さらに、

アイデアの帰属を明確にするために、共同研究

の打ち合わせでは必ず「議事録」をとるように

している。また、打ち合わせ資料に「出願準備中」

と明記して、相手の注意を促している。 

不実施補償を求められた事例 

新製品の開発は、大学の研究開発設備が充実

し製品の評価ができること等から大学との共同

研究を行うことが多く、共同研究で生まれた発

明は共同出願している。ただし、共同研究に当

たり研究費の一部支出や特許取得後の不実施補

償を求められる。 

（３） 不実施補償の取り決めにも留意すること 

大学は、事業者と異なり共同研究の成果である

技術・ノウハウを自ら商品化し収益をあげること

はしないため、大学からその代償（「不実施補償」）

を求められることがあります。 

 
※不実施補償とは？ 
企業間の共同研究の場合には、双方が自由にその特許を実施し
利益を得ることができます。しかし、大学と企業との共同研究の
場合には、大学は自ら特許を実施して販売することはないため、
企業が利益を独占することとなります。このような共同研究当事
者間の不公平さを是正するために、企業が大学に対して対価を支
払うというのが不実施補償です。 

ニッチ市場を獲得するため等に自社でのみ独占生

産したい場合等には、独占生産する代償として、企

業が不実施補償を支払うとともに特許費用も全額負

担するケースや、企業が大学の権利の持ち分を買い

取ったりしているケースもあるようです。 
 
★その他不実施補償を求められた場合の各種対応策は 
「知的財産、企業秘密保持への指針（改訂版）」 
［経済産業省2006.11］p16 
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/ 
downloadfiles/Business_environment_prom_div/ 
himitsu-sanko.pdf
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他社や大学の技術（特許）を 
活用するための基本を知ろう！ 1

他社や大学の特許を活用すると新分野の応用製品開発が 
できるかもしれないのですが、どのように情報収集すればよいでしょうか。 

Q8

「特許を購入」「ライセンスを受ける（ライセンシー）」「特許流通アドバイザー」「特許流通
データベース」 

 

○　公的機関の支援も活用して他者の特許のライセンスや譲渡を受けることも検討してみまし
ょう。 

○　ライセンス契約内容を十分検討しましょう。 

ライセンスを受けたことをきっかけに、新しい
市場の応用製品の開発へとつながった事例 

元々は機械加工や溶接の下請け企業だったが、

アイデア商品を開発する開発型企業を目指して

いた。数年前にたまたま立ち寄った特許流通ア

ドバイザーの机上にあった試作品が、新たな商

品開発のきっかけになった。大学から「フィルム」

という素材加工の特許実施権のライセンスを受け、

そこから新たな「泡」という別の基本特許が生

まれ、新しい市場の応用製品の開発につながっ

ていった。 

自ら特許を出願するとともに、外部特許
の導入をアグレッシブに進めて新事業創
造にいかしている事例 

起業後毎年２、３件の特許を出し続けている。

その後、新事業への進出を模索し始めた。この

頃から、同社の事業戦略で大きな役割を果たす

のが、外部からの特許、技術の導入である。こ

れまで 100 案件以上の導入を検討してきた。技

術導入により、先端的な医療施設材を扱う企業

へと進んだ。 

このような経験を基に、「これまでたくさんの企

業や大学から特許や技術で協力を得ているが、

事業化できる確率は 100 あれば２つか３つ。１

度の導入で成功しようなどと考えることは現実

的ではない。何度もトライすることだ。」という。 

自動車メーカーから特許実施権を取得
している事例 

ある時社員が顧客から得た資料の中に、プレ

ス機械に備わるスプライン軸の不都合を、同軸

をとりはずすことなく補修するという技術内容

が記載されていた。検索の結果大手自動車メー

カーが保有する特許技術だということがわかり、

特許流通アドバイザーに相談を持ち込み、ライ

センスを受けることができた。プレス機械の補修・

メンテナンスは、特許とは無縁の業種だと思っ

ていたが、画期的な技術を活用して大手メーカ

ーから補修の受注に成功した。 

全ての技術課題を自社の研究開発のみで解決す

ることは困難な場合もあります。このような場合

には、他社や大学からライセンス・譲渡を受ける

ことを検討してみるのも一案です。他社や大学の

技術で自社技術を補完して、研究開発のための時

間と費用の削減が可能です。 

一般にライセンスを受けるかどうかは、①自社に

よって研究開発を完成させられないリスク及び自社

技術の完成時期・開発コストと、②第三者から完成

した技術を導入する場合の時期・ライセンスコスト

とを天秤にかけて判断するといわれています。 

ライセンスを受けた場合には、留意すべき点が

あります。事業の際に使用料を支払う必要があり

ますし、ライセンスを受けた改良技術の取り扱い

に制約を受ける場合もあります。 
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

利用で き る他社の 技術 （ 開放 さ れて 
 い る技術 ） をみつ けて みよ う ！  
 

2 

ラ イ セ ンス契約 を実施す る 
 プ ロセ ス を知 ろ う ！  

 

3 

「 特許流通市場の育成状況 に 関す る 調査研究報告書 」  
 （ H19.6　 （ 株 ） 野村総合研究所 ） か ら  

 

　 ラ イ セ ン ス 取 得 の 場 合 に は 、 「 ラ イ セ ン ス 先 と の 
直 接 交 渉 （ 5 4 % ） 」 、 「 自 治 体 や 国 な ど の 社 外 の ア ド 
バ イ ザ ー や コ ー デ ィ ネ ー タ ー を 介 し た 交 渉 （ 2 9 % ） 」 
となっています。 特許の購入の場合には、両者（ 「直 
接 交 渉 」 、 「 ア ド バ イ ザ ー 等 の 介 在 」 ） に 加 え て 「 大 
学 や 公 設 試 等 の 承 認 Ｔ Ｌ Ｏ を 介 し た 交 渉 」 が 各 3 3 
％ を 占 め て い ま す 。  

 

中小企業の ラ イ セ ンス取得や 
 特許の購入の交渉は ？  

 

ラ イ セ ン ス を 受 け る た め の 契約契約 に 向 け た フ ロ ー 図  
 

② ラ イ セ ン ス 候補相手の事前調査 
 

③事前準備 
 

④交渉 を行 う  
 

⑤契約 を締結す る  
 

①技術 （ 特許 ） を探す  
 

事前調査段階から、弁理士・  
 弁護士・アドバイザー等外部 

 専門家に相談することが大切 
 です。  

 

特許情報の活用 
 特許流通アドバイザー・特許 
 流通データベースの活用　等 
 

中小企業の ラ イ セ ンス取得や 
 特許の購入の交渉は ？  

 

ラ イ セ ン ス を 受け る た めの契約 に 向け た フ ロー図 
 

a ） 「 相手企業 」 、 b ） 「 特許原簿 」 、 c ） 「 特許発明の実施状況 」 を調べる  
 

a ） ラ イ セ ン ス 対価の支払い方法、 b ） 自社技術 と 融合 さ せ る 場合 に は  
 その開示等の基本方針を決め て お く 。  

 

契約書の雛形やチ ェ ッ ク リ ス ト を事前 に 準備 し て お く と 、 漏れのない 
 契約内容 に す る こ と が で き ま す。  

 

ライセン スや譲渡 を受けや すい特許 としては 、 「自 

ら 事 業 を 行 わ な い 大 学 が 保 有 し て い る 特 許 」 、 「 積 

極 的 に 特 許 の 活 用 を 目 指 し て 特 許 流 通 デ ー タ ベ ー 

ス や 特 許 流 通 フ ェ ア 等 に 参 加 し て い る よ う な 特 許 」 

が 第 １ に 挙 げ ら れ ま す 。  
 　 ま た 、 特 許 の 購 入 や ラ イ セ ン ス を 受 け る に 際 し 

て は 、 特 許 流 通 ア ド バ イ ザ ー に 相 談 し た り 、 特 許 

流 通 デ ー タ ベ ー ス を 含 む 特 許 流 通 促 進 事 業 の 活 用 

も 有 効 で す 。  
 詳細→（独）工業所有権情報・研修館 

 　　　http://www.ryutu.inpit.go.jp/index.html 
 　　　本事業では累計１万件以上の成約実績があります。  

 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 購 入 し た い 技 術 （ 特 許 ） を み つ け た ら 、 右 記 の 

よ う な プ ロ セ ス と な り ま す 。  
 特 に 知 的 財 産 の 視 点 か ら み る と 、 「 ラ イ セ ン ス 料 

の 支 払 い 方 法 」 や 「 実 施 権 の 形 態 」 が 議 論 と な り 

ま す 。  
 

ラ イ セ ン ス 料 に つ い て は 、 「 実 施 料 方 式 （ 販 売 額 

の ○ ％ 等 と 規 定 さ れ た 方 式 ） 」 が 最 も 多 く 活 用 さ れ 

て い る よ う で す 。 「 一 時 金 （ 契 約 時 に 一 括 で 支 払 う 

方 式 ） ＋ 実 施 料 」 と い っ た 形 態 も 少 な く な い よ う 

で す 。  
 ま た 、 実 施 権 の 形 態 は 、 自 社 の み が 独 占 し て 使 

用 で き る 「 専 用 実 施 権 」 と 他 社 に も ラ イ セ ン ス さ 

れ る 可 能 性 の あ る 「 通 常 実 施 権 」 と が あ り ま す 。 

ラ イ セ ン ス 料 に も 大 き な 影 響 を 及 ぼ す 要 因 で す （ 両 

者 の 違 い は Q 1 3 ） 。  
 い ず れ に せ よ 、 交 渉 相 手 と の 調 整 次 第 で す 。 せ 

っ か く 商 品 化 し て も 利 益 が で な い よ う な こ と に な 

ら な い よ う 、 事 前 に 分 析 し て お く こ と が 必 要 で す 。  
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基本部分 
 

本技術の組成物 
 

特許第332×××号 
 特許第337×××号 
 

特許第312×××号 
 特許第315×××号 
 

応用部分 
 

特許防衛のための出願・公開 
 

米国では特許譲渡元が 
特許を保有 
 （欧州は公開まで） 
 

本技術をゴムに 
 添加した後の組成物 

 

タイヤ組成物 
 

ゴム組成物 
 

樹脂組成物 
 

特許第312×××号 
 

ゴ ムチ ェ フ ァ ー  特開平8-33× ×  
 ベース ト レ ッ ド   特開平8-33× ×  
 サ イ ド ウ ォ ール  特開平8-33× ×  
 乗用車用 タ イ ヤ  特開平8-33× ×  
 大型車用 タ イ ヤ  特開平8-33× ×  
 ベル ト ク ッ シ ョ ン ゴ ム  特開平7-33× ×  
 タ イ ヤ コ ー ド コ ー デ ィ ン グ ゴ ム  特開平7-33× ×  
 ビー ド フ ィ ラ ー ゴ ム  特開平7-33× ×  
 伝道ベル ト用 ゴ ム  特開平9-87× ×  
 ホース 用 ゴ ム組成物  特開平9-11× ×  
 

樹脂組成物 
 

樹脂組成物 
 エ ラ ス ト マー 

 特開平10-13× ×  
 

特開平9-313× ×  
 特開平9-321× ×  
 

特開平9-35× ×  
 

組成物① 
 特開平10-115× × ×  

 組成物② 
 特開平8-21× × ×  

 組成物③ 
 特開平9-331× × ×  

 

特願平10-19× × ×  
 

特願平9-266× × ×  
 

強化 ゴ ム 
 特願平10-172× × ×  

 

複合体 
 特願平9-355× × ×  

 
要素限定の出願・公開 
 

大手顧客との共同出願 
 樹脂組成物お よ びその製造方法 

 特開2004-149× × ×  
 

用途展開 
 

要
素
限
定
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Q9 応用技術の権利化 ・ ノ ウ ハ ウ 保護 の検討は ど う した ら よ いですか ？  
 

※ 「 中 小 ・ ベ ン チ ャ ー 企 業 知 的 財 産 戦 略 マ ニ ュ ア ル ２ ０ ０ ６ 」 か ら  
 

基 本 技 術と応 用 部 分 を 含 め た  
 特 許 マ ッ プの 例  

 

「特許マップ」  
  

 ○　基本技術と同様ですが、最終製品に近い技術があることにも留意しましょう。  
 

コ ア 技 術 や 製 造 方 法 はノ ウ ハ ウ で 、 製 品 
は 特 許 で 保 護 し て い る 事 例  

 
● 　 取得 して いる 特許 は主 に A 製品 に関 する 特許 
で あ っ て 、 A 業 界 で は 製 品 製 造 の コ ア 技 術 と な 
る 樹 脂 や 顔 料 、 添 加 物 の 配 合 比 な ど の 他 社 が 分 
析 で き な い 製 造 技 術 に 関 し て は ノ ウ ハ ウ と し て 
秘 匿 す る の が 通 例 で あ る 。 こ れ ら の ノ ウ ハ ウ は 
同 社 の ホ ス ト Ｐ Ｃ の 中 に 電 子 デ ー タ と し て 管 理 
さ れ て い る ほ か 、 数 十 年 前 の 紙 媒 体 で の 設 計 デ 
ー タ も マ イ ク ロ フ ィ ル ム 化 さ れ て 管 理 さ れ て お り 、 
必 要 で あ れ ば 社 員 が 過 去 の 試 験 デ ー タ を す ぐ に 
閲覧できる仕組みを構築・維持している。  

 ● 　 特 許 と ノ ウ ハ ウ に つ い て は 、 製 品 に 関 わ る 
有 形 の も の を 特 許 と し て 出 願 し 、 も の づ く り に 
お け る 無 形 の 製 造 技 術 や 、 実 験 や 試 験 の た め の 
技 術 な ど は ノ ウ ハ ウ と し て 保 護 す る と い う よ う 
に 識 別 し 、 戦 略 的 な 知 財 保 護 に 努 め て い る 。  

 

基本技術 と の関係も含め て 
 特許マ ッ プ を作成 しよ う ！  
 

1 

応 用 技 術 に つ い て も 、 特 許 を 出 願 す る か ノ ウ ハ 

ウ と し て 保 護 す る か の 判 断 方 法 は 同 じ で す （ Q 2 参 

照 ） 。  
 基 本 技 術 の 特 許 と の 関 係 を 含 め て 特 許 マ ッ プ を 

作 成 す る こ と が 有 益 な 場 合 も あ り ま す 。  
  

 製 品 分 析 技 術 の 発 展 に よ り 、 ノ ウ ハ ウ で の 保 護 

が 困 難 な ケ ー ス も 増 え る こ と も 考 慮 に い れ て 検 討 

す る 必 要 が あ る で し ょ う 。 こ の た め 、 製 品 は 特 許 

で 保 護 し て い る 例 は 少 な く な い よ う で す 。  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

応 用 技 術 を 活 用 して 試 作 品 や サ ンプ ル を つ く り 、 事 業 化 の 準 備 を 始 め ます 。  
 技 術 が 社 外 に 出 て 行 く 場 面 で も 、 知 的 財 産 上 の 配 慮 が 重 要 に な り ます 。  

 

知的財産の 「 活用 」 戦略の種類を知 ろ う ！  
 

１  
 

中期的に利益を 得 るため の判断を しよ う ！  
 

2 

3 3 3 「 試作 ・ サ ン プ ル 」 を つ く る  
 

独占戦略 
 

知的財産 「 活用 」 戦略 
 

〈 自社のみ で製造 し 市場 を 独占 〉  
 ○大 き な利益が 期待。  

 ※侵害監視 コ ス ト 、 他社 と の係争 リ ス ク 有。  
 

ノ ウ ハ ウ 戦略 
 

〈 自 社 技 術 を ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス 化 し 優 位 性 を 確 保 〉  
 ○技術の優位性を確保 し 、 利益 も期待。  

 ※秘密管理の徹底、 他社の動向の監視が不可欠。  
 

ラ イ セ ン ス 戦略 
 

〈 他 社 に ラ イ セ ン ス し ラ イ セ ン ス 料 を 獲 得 〉  
 ○ 投 資 や 事 業 リ ス ク を 最 小 限 。 多 様 なラ イ セ 

ン ス 手法が 活用可能。  
 ※独占的利益 を得 る こ と は 通常困難。  

 

【通常実施権】  
 複数の 者に ラ イ セ ン ス可能。 自社で も 

製造可能。  
 

【部分 ラ イ セ ン ス 】  
 特定地域や商品分野のみ ラ イ セ ン ス。 

自社の弱い部分の補完可能。  
 

【専用実施権】  
 相 手 に 専 ら 製 造 ・ 販 売 。 将 来 的 には 、 

自社 で生産 も可能。  
 

その 他、 他社 の特 許 と 相互に ラ イ セ ンス す る 「ク ロ ス ラ 
イ セ ンス」 、 複数 の同 業者で特 許権を持ち寄る 「 パテ ン 
ト プ ール戦略 」 有。  

 

権利譲渡戦略 
 

〈 他社 に 譲渡 し ま と ま っ た資金 を 回収 〉  
 ○最小限の事業 リ ス ク 。 特許維持管理不要。  

 ※潜在的な利益 を失 う おそ れ。 完全撤退。  
 

特許権 を活用 した製品につ き 、 自社で製造すべき か、 ラ イ セ ンス を 
 行 う べき か 悩んでい ま す。 判断のポイ ン トはなんで し ょ う か ？  

 

Q 1 0 

ノ ウ ハ ウ を含め て ラ イ セ ン ス す る 戦略 も有。  
 

「独占戦略かライセンス戦略か」  
  

 ○　中長期的な視点から利益の最大化を目指しましょう。  
 ○　自社の生産能力・販売能力・他社の技術（特許）も判断材料としましょう。  

 

他 社 に 製 品 を 一 切 作 ら せ ず 独 占 的 利 益 を 目 指 す 「 独 

占 戦 略 」 を と る か 、 他 社 に 特 許 権 を ラ イ セ ン ス し 

ラ イ セ ン ス 料 で 利 益 を 確 保 す る 「 ラ イ セ ン ス 戦 略 」 

を と る か は 、 事 業 化 資 金 や 製 造 設 備 に 制 約 の あ る 

中 小 企 業 に と っ て は 悩 み の 種 と な り ま す 。 ラ イ セ 

ン ス 戦 略 に は 、 地 域 を 限 定 し た ラ イ セ ン ス や 特 定 

の 商 品 の み を ラ イ セ ン ス す る よ う な 「 部 分 ラ イ セ 

ン ス 戦 略 」 も 検 討 課 題 と な り ま す 。  
 

ニ ッ チ ト ッ プ 企 業 を 目 指 す 場 合 に は 、 基 本 的 に 

は 独 占 戦 略 を 前 提 に 検 討 す る こ と と な り ま す が 、 

戦 略 の 方 針 を 判 断 す る 際 に 考 慮 す べ き 事 項 と し て 

は 以 下 の よ う な 点 が あ げ ら れ ま す 。 短 期 的 な 視 点 

に と ら わ れ ず 中 期 的 な 視 点 か ら 利 益 を 得 ら れ る 方 

法 を 選 択 す る 必 要 が あ り ま す 。  
  

 ①   （ 市 場 規 模 と ） 自 社 の 「 生 産 」 能 力  
 大 き な 市 場 規 模 と な る 可 能 性 を 秘 め て い る 場 合 
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大 企 業 な ど の 相 手 方 に、ニ ッ チ分 野 に お い て基 本 的 
な 特 許 を ラ イ セ ン ス す る 場 合には 、 相 手 方 が 多 く の 改 
良 発 明 を 特 許 出 願 し て し ま い、 当 初の 特 許 的 に有 利 な 
ポ ジ シ ョ ン が 逆 転 し て し ま っ た り 、 こ れ ら の 改 良 発 明に 
つ い て ロ イ ヤ リ テ ィ を 支 払わ な ければ な ら な く な っ た り す 
る と い う のが 一 番の リ ス ク で す 。 こ れ を 回 避 す る た め に、 
ラ イ セ ン ス 契 約 に お い て は 、そ の よ う な改良 発 明 にか か 
る 通 常 実 施 権の 設 定 を 義 務 づ け る な ど、 リ ス ク ヘ ッ ジ を 
す る こ と が 重 要で す 。  

 そ の 他 の リ ス ク と し て は 、 ① 特 許 無 効 を 主 張 さ れ る 、 
② き ち ん と ロ イ ヤ リ テ ィ を支 払 っ て も ら え な い 、 な どが 考 
え ら れ ま す 。 こ れ ら につ い て も ラ イ セ ン ス 契 約で リ ス ク ヘ 
ッ ジ す る 必 要 があ り ま す 。 特 に、 ② につ い て は 、 ロ イ ヤ 
リ テ ィ の 報 告 義 務 の 他に 、 ロ イ ヤ リ テ ィ 監 査 権 を設け る 
こ と が 通 常 と な り ま し た。  

 

産 権 を 取 得 し て い る た め 、 他 社 へ の ラ イ セ ン 

ス は 行 わ ず に 全 て 自 社 で 実 施 し て い る 。  
 ● 　 研 究 開 発 重 視 の た め ラ イ セ ン ス 供 与 を 基 本 

と し て い る 事 例  
 　 好 き な 研 究 開 発 を 継 続 す る た め に 特 許 権 の ラ 

イ セ ン ス 供 与 に よ っ て 経 営 を 展 開 。 ラ イ セ ン 

ス 供 与 に つ い て は 社 長 自 ら 国 内 か ら 海 外 ま で 

営 業 に 飛 び 回 っ て い る が 、 あ わ せ て 特 許 流 通 

ア ド バ イ ザ ー を 活 用 し て い る 。  
 ● 　 ユ ー ザ ー へ の ラ イ セ ン ス 戦 略 を 重 視 し て い 

る 事 例  
 　 保 有 す る 登 録 済 み 及 び 出 願 中 の 特 許 発 明 の 

実 施 に 関 し て は 、 非 独 占 的 な 権 限 を 与 え る 「 特 

許 権 実 施 許 諾 契 約 」 を 結 ん だ ユ ー ザ ー 会 社 が 

施 工 する。 ユ ー ザ ー 会 社 か ら 業 務 提 携 契 約 金 、 

施 主 か ら 構 法 使 用 料 、 設 計 料 を 徴 収 す る 3 本 立 て 

の 収 益 構 造 を 有 し て い る 。  
 

知 的 財 産 の 活 用 パタ ーン  
 ● 　 知 的 財 産 の 活 用 パ タ ー ン を 考 え て い る 事 例  

 　 以 下 の ３ つ の パ タ ー ン を 考 え て お り 、 い ず 
れ の パ タ ー ン が 選 択 さ れ る か は 、 相 手 企 業 と 

の 折 り 合 い 次 第 で あ る 。 将 来 的 に は 、 製 造 等 

は 他 社 に 任 せ 、 同 社 は 研 究 開 発 に 特 化 し 、 ロ 

イ ヤ リ テ ィ 等 の 直 接 的 な 特 許 収 入 だ け で 経 営 

が 成 り 立 つ よ う な 企 業 を 目 指 し て い る 。  
 ① 知 財 の 実 施 許 諾  

 　 基 幹 特 許 及 び ノ ウ ハ ウ を 他 社 に 開 放 し 、 ロ イ 

ヤ リ テ ィ を 獲 得 す る パ タ ー ン 。  
 ② 知 財 を 基 に し た 委 託 製 造 販 売  
 　 特 許 を 取 得 し た 後 、 こ れ を 用 い た 製 品 の 製 造 

販 売 は 外 部 に 委 託 す る パ タ ー ン 。  
 ③ 知 財 そ の も の の 譲 渡  

 　 現 在 の と こ ろ 例 は な い が 、 今 後 こ の パ タ ー ン 

が 増 え る こ と を 想 定 。  
 ● 　 独 占 戦 略 を 基 本 と し て い る 事 例  

 　 市 場 に お け る 優 位 性 の 確 保 を 目 的 に 知 的 財  
 

ラ イ セ ンス を する場合の リ ス ク  
 

ラ イ セ ンス を する場合の リ ス ク  
 

に は 、 自 社 の 生 産 能 力 に 限 界 が あ る 際 に は 、 大 幅 

な 投 資 が 必 要 で す 。 商 売 の チ ャ ン ス を 逃 し て し ま 

う ケ ー ス も あ り ま す の で 、 こ の 点 を 検 討 し て み ま 

し ょ う 。  
  

 ② （ 市 場 規 模 と ） 自 社 の 「 販 売 」 能 力  
 ニッチな 市場で販 売先が限 定されて いる場合 には、 

特 段 の 不 都 合 は あ り ま せ ん が 、 一 般 消 費 財 の よ う 

な 場 合 に は 幅 広 い 販 売 ル ー ト を 必 要 と し た り 、 多 

く の 販 売 先 を 獲 得 し た い 場 合 に 、 意 図 的 に ラ イ セ 

ン ス を 行 う こ と も 検 討 課 題 と な り ま す 。  
  

 ③ 　 技 術 レ ベ ル や 他 社 の 特 許 と の 関 係  
 特 許 調 査 を 行 う こ と に よ り 、 応 用 製 品 の 技 術 が 、 

他 社 よ り 著 し く 先 行 し て い る こ と が 明 ら か に な っ 

た 場 合 に は 、 中 期 的 に 独 占 利 益 を 得 ら れ る 可 能 性 

が 高 く な り ま す 。 こ の 場 合 で あ っ て も 、 上 記 ① 、 

② に 述 べ た よ う な 事 情 が 存 在 す る と き は 、 他 社 に 

ラ イ セ ン ス し て 、 自 社 の 生 産 能 力 や 販 売 能 力 を 補 

完 し て も ら う こ と に な り ま す 。  
 他 方 、 他 社 の 技 術 と 大 き な 差 異 が な い 場 合 や 代 

替 技 術 が 存 す る 場 合 に は 、 他 社 も 有 効 な 特 許 を 応 

用 製 品 市 場 で 取 得 し て い る 可 能 性 が あ り ま す の で 、 

市 場 は そ の よ う な 特 許 を 保 有 し て い る 他 社 と 分 け 

合 う 可 能 性 が 高 く な り ま す 。 こ の よ う な 場 合 に は 、 

自 社 の 特 許 権 と 他 社 の 特 許 権 を 相 互 に ラ イ セ ン ス 

する「ク ロスライ センス戦 略」をと っておく ことが、 

他 社 の 権 利 と の 侵 害 の 争 い に 巻 き 込 ま れ な い と い 

う リ ス ク 回 避 の 点 か ら 有 効 な 場 合 も あ り ま す 。  
 

 
 

第
 2
章
 3
「
 試
 作
 ・
 サ
 ン
 プ
 ル
 」
 を
 つ
 く
 る
 



44 

第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

知財 を活用 して資金調達に 
 つ なげ ら れる こ と を知 ろ う ！  

 

１  
 

自社に適 した制度 を探 してみよ う ！  
 

2 

詳細は → 　  
 　 h t t p : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / i n t e l l e c t u a l _ a s s e t s /  

 　 c h u c h o . h t m l  
 「 中 小 企 業 のた め の 知 的 資 産 経 営マ ニ ュ アル 」 Ｈ １ ９ ． ３  

 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 参 照  
 

知的資産報告書 と は ？  
 

事業化資金調達のため に特許権 を活用 したいのですが、  
 ど のよ う な方法があ り ま すか ？  

 

Q 11 

「知財融資・信託・ファンド」 「知的資産報告書」  
  

 ○　特許権は、間接的には資金調達に役立つことが少なくありません。  
 ○　 しか し、 特許 権の みで 資金 調達 でき ると いう より は、 事業 性全 体の 中で 判断 され てい るよ うで す。  

 

知的資産報告書 と は ？  
 　 特 許 権 の み な ら ず 知 的 資 産 （ 従 来 の バ ラ ン ス シ ー ト 

上 に記 載 さ れ て い る 資 産 以 外の 無 形の 資 産で あ り 、 企 
業 に お け る 競 争 力 の 源 泉で あ る 、 人 材 、 技 術 、 技 能 、 
知 的 財 産 （ 特 許 ・ブ ラ ン ド 等 ） 、 組 織 力 、 経 営 理 念 、 
顧 客 と の ネ ッ ト ワ ー ク 等 財 務 諸 表に は 表 れて こ な い 目 に 
見え に く い 経 営 資 源 の 総 称 ） を活 用 して 知 的 資 産 報 
告 書 を作 成 す る 事 例 が 増 え て い ま す 。 こ の よ う な報 告 
書 を 作 成 す る 目 的 の 一 つ と し て 、 「 株 主 、 金 融 機 関に 
対 し 、 自社の 将 来 性 を 伝 え る こ と がで き る 」 こ と があ げ 
ら れ て い ま す 。  

 

知 的 財 産 権 信 託 を 利 用 した 中 小 企 業 の 事 例  
 コ ン ク ー ル で も 表 彰 さ れ た こ と の あ る 強 い 特 

許 を 持 っ て お り 、 品 質 ア ッ プ と コ ス ト ダ ウ ン を 実 
現 す る こ と が で き た 。 ま た 、 当 社 で は 「 こ の 特 許 
は も っ と 広 い 分 野 で も 活 用 で き る の で は な い か 」 
と 考 え て い た が 、 単 独 で 新 素 材 へ の 応 用 研 究 や 製 
造ラインの増設を行うことは、費用負担が大きく、 
相応のリスクを伴うものであった。  

 こ の よ う な 状 況 の 中 、 コ ン ク ー ル で の 表 彰 を き 
っ か け に 、 こ の 特 許 に 興 味 を 示 す 大 手 メ ー カ ー が 
現 れ た 。 し か し 、 ラ イ セ ン ス す る 経 験 や 体 制 が な 
か っ た こ と か ら 、 こ れ ま で 知 的 財 産 に 関 す る さ ま 
ざ ま な 相 談 を 行 っ て き た 地 域 の 団 体 に 相 談 し た 。 
す る と 知 的 財 産 権 信 託 と い う も の が あ る と 紹 介 さ 
れ た 。 そ れ ま で は 、 信 託 と い う 言 葉 す ら 知 ら な か 
っ た が 、 信 託 銀 行 が バ ッ ク に つ い て く れ る こ と で 
よ り 堅 固 に 当 社 の 技 術 を 守 る こ と が で き 、 ま た 、 
ラ イ セ ン ス 契 約 に 関 す る サ ポ ー ト を 受 け 、 ラ イ セ 
ン ス 収 益 を 上 げ ら れ る 可 能 性 を 知 り 、 特 許 を 信 託 
してみることとした。  

 信 託 す る と 、 信 託 銀 行 が す ぐ に 当 社 の 特 許 に 興 
味 を 持 っ た 大 手 メ ー カ ー と の ラ イ セ ン ス 交 渉 を ス 
タートさせた。ライセンス契約に関する手続きは、 
当 社 の 意 見 を と り い れ な が ら 、 信 託 銀 行 が 全 て 行 
っ て く れ 、 本 来 で あ れ ば 契 約 業 務 の 負 担 も 大 き か 
ったことだろうが、大変助かった。そして何より、 
信 託 銀 行 が バ ッ ク に つ い て い て く れ る と い う 安 心 
感 も あ る 。 契 約 に よ り 、 ラ イ セ ン ス 料 も 毎 年 入 っ 
て く る 予 定 で あ る 。 知 的 財 産 権 信 託 を 利 用 し て み 
て本当によかった。  

 

知 的 財 産 によ る 融 資 の 事 例  
 特 許 権 を ２ 件 取 得 し て い る 。 う ち １ つ の 技 術 

に 対 し て は 、 「 日 本 政 策 投 資 銀 行 と A 地 方 銀 行 が 、 
A 地 方 と し て は 初 と な る 知 的 財 産 権 を 担 保 と し 
た 協 調 融 資 を 受 け 注 目 を あ び た 。  

 

特 許 権 等 知 的 財 産 権 を 保 有 し て い る と 独 占 的 な 
事 業 の 継 続 が 可 能 で あ る と い う 「 安 定 性 」 や 革 新 
的な技術 （特許） 等を有し ていると 事業の「 将来性」 
が 、 金 融 機 関 や 投 資 家 に 評 価 さ れ 、 資 金 調 達 に 結 
び つ く ケ ー ス が あ り ま す 。  

 そ の 際 、 他 社 の 技 術 等 の 優 位 性 を 客 観 的 に 立 証 
す る 資 料 と し て 、 特 許 マ ッ プ 分 析 、 専 門 機 関 に よ 
る 知 財 の 価 値 評 価 、 知 的 資 産 報 告 書 等 が 有 効 と な 
る ケ ー ス が あ り ま す 。  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 公 的 機 関 が 関 与 す る 制 度 と し て は 以 下 の 制 度 が 

挙 げ ら れ ま す 。 こ の よ う な 知 財 に 関 連 す る 資 金 調 
達 制 度 を 活 用 で き る 中 小 企 業 に は 様 々  な 要 件 が あ 
り ま す の で 、 よ く 調 べ て み る こ と が 必 要 で す 。  

 ○ 　 中 小 企 業 金 融 公 庫 「 新 事 業 育 成 資 金 」  
 他 の 企 業 に お い て 活 用 さ れ て い な い 知 的 財 産 権 

を 活 用 し て 事 業 を 行 う 方 で あ っ て 、 一 定 の 製 品 化 
及び売り 上げが見 込める場 合等への 融資があ ります。  

 相 談 し た い 場 合 →  
 h t t p : / / w w w . j a s m e . g o . j p / j p n / b u s s i n e s s / n w / i n d e x . h t m l  

 
○ 　 日 本 政 策 投 資 銀 行  

 中 小 ・ ベ ン チ ャ ー 企 業 に 対 し て 知 的 財 産 権 を 担 
保 に 融 資 し て い る 事 例 が あ り ま す 。  

 h t t p : / / w w w . d b j . g o . j p / h o k k a i d o / l o c a l d a t a / i p / a k i t a u n i v /  
 v a l u e / v a l 0 0 5 . h t m l  

 

○ 　 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構  
 「 が ん ば れ ！ 中 小 企 業 フ ァ ン ド 」 の 中 で 知 財 権 を 

活用した 事業に対 し投資を 行うファ ンドもあ ります。  
 h t t p : / / w w w . s m r j . g o . j p / f u n d / g a i y o / 0 2 6 0 4 6 . h t m l  

 ま た 、 知 的 財 産 権 の 信 託 制 度 （ 信 託 銀 行 に よ る 
ラ イ セ ン ス が 前 提 ） 、 一 部 の 民 間 金 融 機 関 の 融 資 等 
を 活 用 で き る 場 合 も あ る よ う で す 。  

 〈 参考 〉 「 中小 ・ ベ ン チ ャ ー企業のた めの知財 を活用 し た資金 調達 ガ イ ド」  
 （ 近 畿 経 済 産 業 局 作 成 ）  

 h t t p : / / w w w . k a n s a i . m e t i . g o . j p / k i p - n e t / s h i e n s a k u /  
 i n d e x . h t m l  

 〈参 考〉 「知 的財 産の 流通 ・資 金調 達事 例調 査報 告」 （経 済産 業省 作成 ）  
 h t t p : / / w w w . m e t i . g o . j p / p o l i c y / i n t e l l e c t u a l _ a s s e t s /  

 g u i d e l i n e . h t m l  
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秘 密 保 持 契 約 を 締 結 すれ ば 、 機 密 保 護は 万 全 な の 
で し ょ う か 。 実 は、そ う い う わ け で も な い の で す 。 万 一 、 
機 密 情 報 が 漏 洩 し た 場 合 、 以 下 の 点 を 立 証 す る 必 要 
があ り ま す 。  

 ①当 該 機 密 情 報 を 当 社 が 保 持 し て い た事 実  
 ② 当 該 機 密 情 報 を 相 手 方に 対 し て （ i ）い つ 、 （ i i ） 

誰 に、 （ i i i ） ど の よ う な 形で 渡 し た か 。  
 従 っ て、 秘 密 保 持 契 約 を 締 結 す る と 同 時 に、 そ の よ 

う な 情 報 管 理 を強 め る 必 要 が あ り ま す 。 具 体 的 には 、 
相 手 方 に 渡 す 機 密 情 報 を 特 定 し た情 報 受 領 書 の 交 付 
を受 け る 、 e - m a i l に よ る 場 合 はそ の メ ー ル を印 刷 し て 
保 管 す る 、 議 事 録 な ど に機 密 情 報 を 特 定 し て渡 し た 旨 
を記 載 す る （ 可 能 で あ れ ば 相 手 方 の 署 名 を い た だ く ） 
な ど が 好 ま し い と 言 わ れ て い ま す 。  

 ま た 、 情 報 を 受 領 す る 場 合 も リ ス ク が あ り ま す 。 通 常 、 
秘 密 保 持 契 約にお い て は 、 ① 受 領 時に 公 知 の 情 報 、 
② 受 領 時 にす で に保 有 し て い る 情 報 につ い て は、 機 密 
情 報 か ら 除 外 さ れて い ま す 。 相 手 方 か ら 受 領 し た情 報 
はす ぐ に整 理 を し て、 こ れ ら ① 、 ② に該 当 し な い か ど う 
か を チ ェ ッ ク し た 方 がい い で し ょ う 。そ う し な い と 、 本 来 
自 由 に使 用 で き る はず の 情 報 が 秘 密 保 持 契 約の 対 象 と 
な っ て 自 由 に 使 用 で き な く な る な ど のお そ れ があ り ま す 。 
特に、 ②につ い て は 、 後に主 張 し て も ト ラ ブ ル に な る こ 
と が 多 いので 要 注 意 。 必 ず 、 受 領 時に 整 理 を し 、 該 
当す る 場 合 は相 手 方 に な る べ く 早 く 通 知 し ま し ょ う 。  

 

失敗事例失敗事例  
 

失敗事例 
 

○ 　 特 許 出 願 前 に顧 客と概 観 図 で 商 談 して い て 相 
手 方 にア イ デアがと られ て 先 に出 願さ れ た 。  

 

取引先に試作やサ ン プ ルを 提示 す る際に、  
 知的財産権 と の関係で注意すべき こ と はなんで し ょ う か ？  

 

Q 12 

「試作品提示時の秘密保持契約」  
  

 ○　事前に特許出願をするなど、 知的財産への対処を行っておきましょう。  
 ○　秘密保持契約をしっかり締結しておきましょう。  

 

秘密保持契約で自社の技術を 守 ろ う ！  
 

1 

秘密保持契約の落 と し 穴 
 

秘密保持契約の落 と し 穴 
 

　 試 作 や サ ン プ ル 提 示 の 際 に は 、 そ の 前 に 当 該 技 
術に関す る特許出 願を行っ ておくこ とが大原 則です。 
ま た 、 対 象 に 応 じ て 、 デ ザ イ ン （ 意 匠 ） や ブ ラ ン 
ド （ 商 標 ） の 出 願 も 行 っ て お く べ き で し ょ う 。  

 　 こ の よ う な 手 当 を 行 う こ と が 時 間 的 に ど う し て 
もできな い場合で あっても 、最低限 度の措置 として、 
相 手 方 と 秘 密 保 持 契 約 を 締 結 し ま し ょ う 。 こ れ ら 
の 措 置 は 、 せ っ か く 開 発 し た 製 品 を 盗 用 さ れ る 等 
の 問 題 を 防 止 す る た め に 必 要 で す 。 な お 、 秘 密 保 
持 契 約 を 締 結 し た か ら と い っ て 安 心 し て は な り ま 
せ ん 。 あ く ま で も 、 暫 定 的 な 措 置 で す の で 、 速 や 
か に 特 許 出 願 等 を 行 う こ と が 必 要 で す 。  

 　 な お 、 試 作 品 を 提 示 す る 際 に も 秘 密 保 持 契 約 が 
重 要 で す （ Q 4 参 照 ） 。  

 〈 参 考 〉 秘 密 保 持 契 約 書 作 成 の ため の 留 意 点  
 ① 秘 密 保 持 の 対 象 と な る 技 術 情 報 の 特 定  

 ② 技 術 情 報 の 取 り 扱 い （ 秘 密 保 持 ）  
 ③ 技 術 情 報 の 使 用 目 的 の 特 定  

 ④ 技 術 情 報 の 使 用 結 果 の 報 告  
 ⑤ 使 用 目 的 を 達 成 し た 場 合 の 次 の ス テ ッ プ へ の 移 行  

 ⑥ 秘 密 保 持 期 間  
 ⑦ 秘 密 保 持 期 間 終 了 後 の 技 術 情 報 の 取 り 扱 い  

 「 知 っ て お き た い 特 許 契 約 の 基 礎 知 識 」 （ 独 立 行 政 法 人 工 業 所 有 権 情 報 ・ 
研 修 館   2 0 0 7 . 6 ）  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

ラ イ セ ンスを 行 う 場合の留意点を知 ろ う ！  
 

1 
具体的な ラ イ セ ンス契約を 結ぶ際のポイ ン トを 知 ろ う ！  

 
2 

　 使 用 し な く な っ た 特 許 権 は 、 特 許 流 通 デ ー タ ベ ース 
や ア イ デ ア デ ー タ ベ ー ス （ h t t p : / / w w w . r y u t u . i n p i t . g o . j p /  

 d b i n f o / i n d e x . h t m l ） で 公 開 し て 、 再 利 用 を検 討 し て 
み ま し ょ う 。  

 

ラ イ セ ンスで他社に製造 ・ 販売 を お願い したいのですが、  
 ラ イ セ ンス を行 う 場合の留意点 は何で し ょ う か ？  

 

Q 13 

「部分ライセンス」 「専用実施権」 「通常実施権」 「ライセンスを行う（ライセンサー） 」  
  

 ○　どういうライセンスがよいかよく考えましょう。  
 ○　ライセンス契約に詳しい外部専門家も活用しましょう。  

 

未 利 用 特 許 を 積 極 的 に 活 用 し て い る 事 例  
 商 品 群 が 多 用 途 の た め 、 出 願 さ れ た 特 許 も 多 用 

途 に わ た り 、 市 場 の 変 化 、 事 業 分 野 の 変 更 な ど に 
よ り 、 使 用 し な く な っ た も の は 一 部 特 許 流 通 デ ー 
タ ベ ー ス で 公 開 し て 、 未 使 用 特 許 の 再 利 用 を 図 っ 
ている。  

 

特許流通 デー タ ベ ース及 び ア イ デ ア 
 デー タ ベ ースの活用 

 

特許流通 デー タ ベ ース及 び ア イ デ ア 
 デー タ ベ ースの活用 

 

ラ イ セ ン ス を 行 う 場 合 に も 、 ラ イ セ ン ス を 受 け 
る 場 合 同 様 に 慎 重 な 検 討 が 必 要 で す （ Q 6 / Q 7 参 照 ） 。 
「 相 手 方 の 事 前 調 査 」 や 「 契 約 内 容 の 十 分 な チ ェ ッ ク 」 
等 も 重 要 で す 。  

 さらに、 次の点に も留意す る必要が あるでし ょう。  
 ○ 　 当 該 技 術 を 開 発 す る に あ た っ て は 、 既 に 資 金 

や 時 間 を 費 や し て い る 訳 で す か ら 、 か か る 費 用 
を 回 収 で き る 否 か の 検 討 。  

 ○ 　 製 品 の 製 造 が ノ ウ ハ ウ で 秘 匿 し て い る 部 分 が 
あ っ た 場 合 に 、 ど こ ま で 含 め て ラ イ セ ン ス す る 
か ど う か の 検 討 。  

 ○ 　 自 社 で 製 造 ・ 販 売 す る か 否 か を 含 め た 検 討 。  
 ・ ユ ー ザ ー に ラ イ セ ン ス を 行 う 場 合 に は 、 販 売 

先 が 確 保 さ れ る こ と に よ り 、 安 定 的 な 需 要 が 
見 込 ま れ る よ う な 場 合 も あ り ま す 。  

 ・ ま た 、 自 社 が 十 分 な 販 売 網 を 有 し て い な い 場 
合 に は 、 地 域 を 限 定 し た 部 分 ラ イ セ ン ス ＊ 戦 略 
も 有 効 で す 。  

 ＊   自 社 の 販 売 網 が 、 東 日 本 中 心 で あ っ た 場 合 に 、 東 日 本 に つ い て は 
　 自 社 で 製 造 販 売 を 行 い 、 西 日 本 に つ い て は 製 造 販 売 を 他 社 に ラ イ 
　 セ ン ス す る よ う な ケ ー ス を 指 し ま す 。  

 

 
  
 外 部 専 門 家 の ア ド バ イ ス を 求 め る こ と が 推 奨 さ 

れ ま す 。  
 （ １ ） ラ イ セ ン ス の 範 囲  

 特 許 の 種 類 （ 物 品 の 特 許 で あ る か 、 製 造 方 法 の 
特 許 で あ る か ） に も よ り ま す が 、 「 生 産 （ 製 造 を 指 
す 。 ） 」 、 「 譲 渡 （ 販 売 を 指 す 。 ） 」 等 に つ い て そ れ ぞ 
れ ラ イ セ ン ス が 可 能 で す 。 し か し 、 実 際 に は 、 製 
造 と 販 売 が 一 体 化 し て 許 諾 す る よ う な ケ ー ス が 多 
い よ う で す 。  

 な お 、 専 用 実 施 権 （ ラ イ セ ン ス 期 間 中 は 自 社 で 
は 製 造 を 行 わ な い こ と ） と す る か 通 常 実 施 権 （ 自 
社 を 含 め 複 数 の 者 で 製 造 で き る よ う に す る こ と ） 
と す る か は 、 そ の 特 徴 （ 参 考 ② 参 照 ） を 理 解 し た 
上 で 判 断 い た だ く こ と が 必 要 で す 。  

 （ ２ ） ラ イ セ ン ス 料  
 ラ イ セ ン ス 料 が ど の 程 度 と す る か に つ い て は 、 

技 術 分 野 ・ ラ イ セ ン ス の 内 容 等 に よ り ケ ー ス バ イ 
ケ ー ス で 判 断 す る し か あ り ま せ ん が 、 契 約 で き ち 
ん と 決 め て お く こ と が 必 要 で す 。 （ Q 8 も 参 照 ） 。 ラ 
イ セ ン ス 料 に つ い て は 、 「 実 施 料 （ 販 売 額 の ○ ％ 等 
と 規 定 さ れ た 方 式 ） 」 が 最 も 多 く 活 用 さ れ て い る よ 
う で す が 、 「 一 時 金 （ 契 約 時 に 一 括 で 支 払 う 方 式 ） 
＋ 実 施 料 」 と い っ た 形 態 も 少 な く な い よ う で す 。  

 〈 契 約 の 例 〉 一 時 金 と 実 施 料 を 併 用 す る 例  
 　 第 Ｘ 条 （ 対 価 及 び 支 払 い 方 法 ）  

 　 乙 （ ラ イ セ ン ス を 受 け る 者 ） は 、 本 契 約 ･ ･ ･ 条 及 び 第 ･ ･ ･ 条 に 　 
基 づ く 実 施 権 の 許 諾 及 び 技 術 情 報 の 開 示 の 対 価 と し て 、 甲 （ ラ イ セ ン 
ス を 行 う 者 ） の 指 定 す る 銀 行 口 座 に 次 の 金 額 を 振 り 込 む も の と す る 。  

 イ ニ シ ャ ル  
 （ １ ） 本 契 約 の 締 結 日 か ら ３ ０ 日 以 内 に 金 △ △ 万 円 を 現 金 に て 支 払 う 。  

 実 施 料  
 （ ２ ） 毎 年 ３ 月 ３ １ 日 及 び ９ 月 ３ ０ 日 に 先 だ つ ６ ヶ 月 間 に 販 売 し た 本 件 製 品 

に つ い て 、 そ の 正 味 販 売 価 格 の ▲ ％ の 金 額 を 、 そ れ ぞ れ ３ 月 ３ １ 日 及 
び ９ 月 ３ ０ 日 よ り ３ ０ 日 以 内 に 現 金 に て 支 払 う 。  

 （ ３ ） 本 条 （ １ ） 号 及 び （ ２ ） 号 で 乙 か ら 甲 に 支 払 わ れ る 金 額 に 消 費 税 
が 加 算 さ れ る も の と し 、 銀 行 手 数 料 は 乙 の 負 担 と す る 。  

 〈 知 っ て お き た い 特 許 契 約 の 基 礎 知 識 　 独 立 行 政 法 人 工 業 所 有 権 情 報 ・ 
研 修 館 0 7 改 訂 版 よ り 〉   契 約 書 の 雛 形 も 記 載 さ れ て い ま す 。  

  
 ①   一 時 金 の 考 え 方  

 一 時 金 は 資 金 調 達 が 必 要 な ベ ン チ ャ ー 企 業 に お 
い て は 非 常 に 重 要 な 役 割 を 果 た す こ と が あ り ま す 。 
特 許 訴 訟 に お い て は 、 特 許 が 登 録 さ れ て か ら ラ イ 
セ ン ス 契 約 が 締 結 さ れ る ま で の い わ ゆ る 過 去 実 施 
分 を 一 時 金 と す る 考 え 方 が 主 流 で す が 、 あ く ま で 
も 交 渉 事 な の で 、 こ れ に 拘 る 必 要 は あ り ま せ ん 。 
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独 占 的な ラ イ セ ン ス の 代 表 格 は 専 用 実 施 権 で す が 、 

独 占 的 通 常 実 施 権 と い う の も あ り ま す 。 こ れ は 、 通 常 

実 施 権 な の です が 、 ［ 他の 第 三 者 に ラ イ セ ン ス を 与 え な 

い ］ と い う 特約 が付加 さ れ た も の で あ る と い わ れ て い ま す。 

ど の よ う に使い 分け る か と い う と 、 侵 害 品 を 実 施 権 者 に 

排 除 し て欲 し い 場 合は専 用 実 施 権 を 設 定 せ ざ る を 得 ま 

せん。 従 っ て、 特 許 訴 訟 に な じ ま な い大 学や 公 的 機 関 

の 場 合 は 専 用 実 施 権 制 度を活 用 する こ と が 多 い のに 

対 し、 企 業 間の ラ イ セ ン ス の 場 合は独 占的 通 常 実 施 権 

を 採 用す る こ と が 多 い よ う で す 。  
 独 占 的な ラ イ セ ン ス を付 与 す る に あ た っ て は 、 ラ イ セ 

ン シ ー が 当 該 特 許 を活 用 し な い ため 、 い つ ま で も 実 施 

料 収 入 が 得 ら れ な い と い う リ ス ク が 特 許 権 者 に発 生 し ま 

す 。 こ れ を 回 避 す る た め に は 、 以 下 の よ う な条 項 を 入 

れ る よ う で す 。  
 ①   実 施 料 が 一 定の 目 標 額 に達 し な い場 合 、 解 除で き 

る よ う な 解 除 条 項  
 ②   実 施 料 が 一 定の 目 標 額 に達 し な い場 合 、 独 占性の 

特 約 を 解 除で き る よ う な非 独 占転 換 条 項 （ 独 占的 通 

常 実 施 権の 場 合 ）  
 ③   実 施 の 有 無にか かわ ら ず 一 定 額 の 最 低 保 証 額 の 

支払 を 義務づ け る 条項（ ミ ニ マ ム ・ ギ ャ ラ ン テ ィ ー 条項）  
 

独占的 ラ イ セ ンス 
 

専用実施権 
 

自己実施 
 

通常実施権 
 非独占的通常実施権 

 

独占的通常実施権 
 

産業財産権の移転 
 

産業財産権 
 

実 
施 
許 
諾   

実施権 （ラ イ セ ン ス）  
 

再実施権 （サ ブ ラ イ セ ン ス）  
 

再 
実 
施 
許 
諾   

譲　　　　渡 
 

特許権者であっても 
 特許発明を実施する 
 ことができない 
 

（注）商標は「実施権」ではなく「使用権」といいます。  
 

参考①参考①  
 

参考① 
 

実 施 権 の 性 質  
 

他 人 が 発 明 を 実 施 し た 場 合 に 
は 、 差 し 止 め 請 求 、 損 害 賠 償 
請 求 を 行 う こ と が で き る 。  

 

他 人 が 発 明 を 実 施 し た 場 合 で あ 
っ て も 、 差 し 止 め 請 求 や 損 害 賠 
償 請 求 を 行 う こ と が で き な い 。  

 

実 施 権 を 与 え る  
 こ と が で き る 者  
 （ ラ イ セ ン サ ー ）  
 

特 許 権 者 の み が 専 用 実 施 権 を 
設 定 （ ラ イ セ ン ス ） で き る 。  

 

特 許 権 者 又 は 専 用 実 施 権 者 が 、 
通 常 実 施 権 を 許 諾 （ ラ イ セ ン 
ス ） で き る 。  

 た だ し 、 専 用 実 施 権 者 の 場 合 
に は 、 特 許 権 者 の 承 諾 が 必 要 
と な る 。  

 

設 定 登 録  
 

専 用 実 施 権 の 効 力 を 発 生 さ せ 
る 要 件 及 び 第 三 者 に 対 抗 す る 
た め の 要 件 と し て 設 定 登 録 が 
必 要 。  

 

第 三 者 に 対 抗 す る た め の 要 件 
と し て 設 定 登 録 が 必 要 。  

 

ラ イ セ ン サ ー の  
 自 己 実 施 権 の 留 保  
 

専 用 実 施 権 を 設 定 す る 場 合 に 
は 、 ラ イ セ ン サ ー （ ＝ 特 許 権 
者 ） の 実 施 権 は 別 段 の 定 め を 
し な い 限 り 留 保 で き な い 。  

 

通 常 実 施 権 を 許 諾 す る 場 合 に 
は 、 ラ イ セ ン サ ー の 実 施 権 は 
留 保 さ れ る 。  

 

ラ イ セ ン ス の  
 重 複 の 可 否  

 

特 許 権 者 は 、 専 用 実 施 権 の 設 
定 後 、 そ の 設 定 範 囲 に つ い て 
は 、 専 用 実 施 権 と 通 常 実 施 権 
の 別 に か か わ ら ず 、 実 施 権 を 
設 定 ・ 許 諾 で き な い 。  

 

特 許 権 者 は 、 通 常 実 施 権 の 許 
諾 後 、 そ の 許 諾 範 囲 に つ い て も 、 
専 用 実 施 権 又 は 通 常 実 施 権 を 
第三者に設定・許諾できる。  

 た だ し 、 先 に 通 常 実 施 権 を 許 
諾 し て も ら っ て い る 通 常 実 施 
権 者 は 、 通 常 実 施 権 の 設 定 登 
録 を し て い な い と 専 用 実 施 権 
者 に 対 抗 で き な い 。  

 

再 実 施 許 諾  
 （ サ ブ ラ イ セ ン ス ）  

 

専 用 実 施 権 者 は 特 許 権 者 の 承 
諾 を 得 た 場 合 に 限 り 、 第 三 者 
に 通 常 実 施 権 を 許 諾 で き る 。 
こ の 通 常 実 施 権 の 設 定 登 録 も 
可 能 で あ る 。  

 

通 常 実 施 権 の 再 実 施 許 諾 （ サ 
ブ ラ イ セ ン ス ） は 特 許 法 に 規 
定 が な く 、 そ の 登 録 を す る こ 
と は で き な い が 、 特 許 権 者 等 
の 承 諾 を 得 て 、 通 常 実 施 権 者 
が 第 三 者 に 通 常 実 施 権 を 許 諾 
す る こ と が 、 契 約 慣 行 と し て 
行われている。  

 

専 用 実 施 権  
 

通 常 実 施 権  
 

専用実施権と通常実施権の比較 
 

「 知的財産権制度入門　平成 １ ９ 年度 」 特許庁か ら 作成 
 

ライ セン ス を 積 極 的 に 利 用 し て い る 事 例  
 

● 　 事 業 化 ・ 実 施 化 を 前 提 に し た 発 明 だ け を 出 願 

し て お り 、 保 有 特 許 の 実 施 率 は 約 ８ ０ ％ と 高 く 、 

全 て 自 社 で 実 施 し て い る 。 残 り の ２ ０ ％ は 自 社 の 

製造部門の規模から実施が不可能なものであり、 

特 許 流 通 ア ド バ イ ザ ー を 活 用 し て ラ イ セ ン シ ン 

グを目指している。  
 ● 　 自 社 保 有 特 許 は １ ０ ０ ％ 実 施 し て い る が 、 特 許 

技 術 を 独 占 す る こ と な く 、 日 本 全 国 で 広 く 活 用 

し て も ら え る よ う 、 特 許 流 通 ア ド バ イ ザ ー の 活 

用 や 、 独 自 の 営 業 活 動 に よ り 、 積 極 的 に ラ イ セ 

ン ス す る よ う 努 め て い る 。 ま た 、 ラ イ セ ン ス 先 

と 提 携 し 、 ラ イ セ ン ス 技 術 の 改 良 に 取 り 組 む と 

と も に 、 特 許 技 術 に 対 す る 侵 害 監 視 、 排 除 に も 

努めている。  
 ● 　 産 業 財 産 権 を 単 に 取 得 す る だ け で な く 、 常 に 

実 施 す る か 又 は ラ イ セ ン ス 契 約 す る か を 考 え た 

戦 略 を と っ て お り 、 特 許 流 通 フ ェ ア や 、 技 術 ・ 
ビジネス交流会といった場も利用 している。  

 ● 　 金 型 製 造 業 で あ る た め 、 特 許 を 取 得 し た だ け 

で は 最 終 製 品 に 結 び つ か な い こ と か ら 、 キ ャ ッ 

プ メ ー カ ー と 特 許 契 約 を 結 ん で 製 品 化 を 行 っ て 

い る 。 そ の こ と に よ っ て メ ー カ ー と の 受 注 関 係 

や 信 頼 関 係 が で き 、 別 の 金 型 製 造 の 仕 事 も 受 注 

で き る よ う に な り 、 こ の 相 乗 効 果 か ら 事 業 が 伸 

びている。  
 

産業財産権の利用形態 
 

独占的 ラ イ セ ンス 
 

参考②参考②  
 

参考② 
 

「 知的財産権制度入門　平成 １ ９ 年度 」 特許庁か ら 作成 
 

た と え ば 、 当 該 技 術 を 開 発 す る の に 要 し た 開 発 投 
資 を 基 準 に 算 定 さ れ る こ と も あ り ま す し 、 独 占 的 
な ラ イ セ ン ス 契 約 の 場 合 は 、 そ の 技 術 を 用 い て 構 
成 さ れ る 商 権 を 得 る た め の 権 利 金 と し て 位 置 づ け 
ら れ る こ と も あ り ま す 。  

 ② 　 実 施 料 の 考 え 方  
 統 計 的 な デ ー タ で は あ り ま せ ん が 、 専 門 家 の 指 

摘 に よ れ ば 、 特 許 の 場 合 、 通 常 の 実 施 料 率 は 3 - 
5 % 程 度 と さ れ て い る よ う で す 。 し か し 、 こ れ も 
交 渉 事 な の で こ れ に 拘 る 必 要 は あ り ま せ ん 。 た と 
え ば 、 特 許 の 有 効 性 に 疑 問 が あ る 場 合 は 、 よ り 低 
く な る こ と も あ り ま す し 、 逆 に 、 基 本 特 許 の 場 合 
や 複 数 の 特 許 を 一 括 し て ラ イ セ ン ス す る 場 合 は よ 
り 高 く な る こ と も あ り ま す 。 実 施 数 量 に か か わ ら 
ず 一 定 の 量 率 と す る の が 通 常 で す が 、 生 産 量 が 増 
大 す る と 実 施 料 率 が 低 く な る （ 例 : 年 間 1 0 t ま で 
は 5 ％ 、 1 0 - 1 0 0 t ま で は 3 ％ 、 そ れ 以 上 は 1 . 5 % 
な ど ） 方 法 も あ り ま す 。 ラ イ セ ン シ ー か ら す る と 、 
実 施 料 と い う コ ス ト が 生 産 量 が 増 大 す る ほ ど 安 く 
な る と い う 仕 切 に は 合 理 性 が あ り 、 交 渉 が ま と ま 
り や す く な る と い う メ リ ッ ト が 期 待 さ れ ま す 。  
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第2章　事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 

意匠権を活用しているケースを知ろう！ 1
●　模倣品対策に意匠権を活用している事例 
　製品の模倣を防ぐ目的で意匠権を最初に取得
した。意匠権は特許より権利を取得しやすく、
模倣品防衛対策として有効なため積極的に取得
を含めている。 

●　特許とともに権利化することでビジネスを強
化している事例 
　社内でデザインし意匠登録するが、いろいろ
なデザインのパターンがあってコストもかかるし、
意匠権の判断も難しい。しかし、特許との両面
で権利化することに意味がある。仕様の設計、
デザインを意匠化することにより、ビジネスを
強化できている。 

●　特許と意匠の二面性から強い権利を獲得して
いる事例 
　特許と意匠の二面性から強い権利を有している。
当社創作製品の一つについては、意匠権により
保護されていることを武器に営業活動を行って
いる。特許と意匠を組み合わせてトータルシス
テムとして順次改良し、最良システムとすべく
日夜取り組んでいる。 

●　意匠権と特許権とを組み合わせて事業分野の
差別化・保護ができた事例 
　事業を守る上で、特許や意匠の知的財産権は
大きな役割を果たしてきた。意匠権は特許を補
完する形で機能を補完する構造を守ることを目
的に権利化を進めてきた。また、意匠権の出願は、
製品として市場に出て行くものに限っており、
研究開発段階の製品については、意匠権の出願
は行っていない。 

●　意匠権をユーザーを守るための権利と位置づ
け積極的に取り組んでいる事例 
　多種多様なY製品の保護は、同社の企業戦略
にとって極めて重要なものとして位置付けられ
ている。デザイナーから創出されたデザインは、
社内に配置された意匠専任者との連携の下、自
社より特許庁へ出願し権利化に努めている。また、
デザインだけでなく技術分野においても製品の
優位性を確保するために、製法及び製品特許の
出願も併せて行っている。事業を守るための特
許権、ユーザーを守るための意匠権という認識
のもと、特許と意匠の融合戦略を進めている。 

●　模倣品排除及びブランドイメージ向上のため
に意匠権を活用している事例 
　特にデザインが重視される Z製品分野では、
特許以外に意匠・商標は類似商品の排除とブラ
ンドイメージの向上に有効であることから、ラ
イセンス契約による収入があまり得られなくても、 

画期的なデザインなので意匠権を取得したいのですが、 
その効果と検討のポイントはなんですか？ 

Q14

「意匠権活用戦略」「意匠の出願」 
 

○　意匠権と特許権と組み合わせることにより、製品を強い権利で守ることができる場合があります。 

意匠権を積極的に活用している事例 

●　一般消費者向け製品について自社優位性確保
のために意匠権を活用している事例 
　従来、自社製品の保護については、特許権、
実用新案権を中心に行ってきたが、模倣品被害

が増加したことから、意匠権の活用を模索する

に至った。意匠権の取得により、とりわけ一般

消費者の手に渡る製品については、自社の優位

性を確保することができると考えている。 

●　模倣品の国内流入対策として意匠権を活用し
ている事例 
　意匠権の活用により模倣品の入国を水際で防
止することができた経験から、現在は意匠権の

取得と活用についても積極的に取り組んでいる。 

意匠とは物品の特徴的な外観にかかわる産業財

産権です。従って、外観では視認できない内部構

造や、顕微鏡でしか見えないような微細な形状等

は対象になりません。 

中小企業においても製品デザインについて意匠

権を活用しているケースが少なくありません。自

動車、家具、食品等の最終商品のみならず、金具・

アルミ軽材の断面形状・レース生地等の特定ユー

ザー向けの中間製品にも利用されています。 

特許権と比べた場合には、権利取得のための費

用が安価であること、権利侵害された場合の発見

が容易であること等のメリットがあります。 

実際に、 

○模倣品対策のために意匠権を活用しているケース 

○製品の付加価値を高める、ブランドを強化する

ために意匠権を活用しているケース 

○特許権と組み合わせて利用しているケース 

○特許権での製品保護が困難な場合に意匠権を利

用しているケース 

等様々な活用がなされています。 
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意匠を出願してみよう！ 2

営業面での寄与は大きいものがあると考えている。 

●　事業特性に鑑み、市場保護のために意匠権を
活用している事例 
事業主体が隙間産業であり、開発すべき商品

品目が多く個々の市場が小さいため、意匠権や

特許権を権利化することによって市場の保護を

行うことを重視する必要がある。 

製品保護を行うためには、最終的に特許と意

匠を絡めていく必要があるため、最初にデザイ

ンに関して意匠権を取得し、次に機能に関して

特許を取得するという方法をとっている。中小

企業では、大手メーカーが気づかないようなニ

ッチなテーマを掘り下げていくことが、生き残

りのための重要な手段となる。そうした独自の

開発による市場に対して、他社からの参入が容

易にできないようにするため、特許権や意匠権

をいかに取得し、戦略的活用をしていくかが課

題となる。 

どうか十分に調査せずに他社が所有する商品の

類似品を製造してしまい、差し止め警告文が届

いたという経験から、「知的財産権の大切さ」の

意識が高まることとなった。その後、県知的所

有権センターの特許情報活用支援アドバイザー

の研修やセミナー等を受け、社員個別のＦター

ム（特許）、Ｄターム（意匠）検索などのより高

度な検索スキルアップが図れた。 

これにより対象商品が権利化されているのか、

権利範囲のポイントはどこか、また審査請求後

の経過情報をすばやくキャッチすることができ

るようになり、知的財産権利の分析を内製化で

きるようになった。 

●保護対象となるデザインは？ 
　工業製品（実用品）のデザイン全般 
　新規性があること、容易に創作できたデザインでな
いこと等が求められます。 
●保護期間は？ 
　登録から２０年（19.3.31までの出願は１５年） 

●特許庁への手数料は？ 
○出願費用　16,000 円 
　※特許の場合と異なり「審査請求」を行わない出
　　願も審査されます。審査請求料も不要です。 
○登録料（１～３年目の場合）　　毎年 8,500 円 
　※４～ 10 年目は毎年 16,900 円、11 ～ 19 年目は
　　毎年 33,800 円となります。 
●審査の期間は？ 
　通常は概ね７ヶ月程度（模倣が発生している場合
等には早期審査制度を活用できます。その場合には
申出から３ヶ月程度となります。） 
●侵害された場合には？ 
　民事上は差止め請求や損害賠償、刑事上は侵害
者に対する３年以下の懲役又は３００万円以下の罰金、
行政上は税関での差止請求といった措置があります。 

意匠制度の概要 

一般には「意匠は比較的弱い権利で、特許が取得
できればその方がよい」と思われているようですが、場
合によっては意匠の方が強いことがあるのです。たとえ
ば、形状としては斬新であるが、技術的効果は特段存
在しないような場合とか、形状の特徴が特許請求の範
囲で規定しづらい場合などが該当します。このような場
合、無理に特許出願をしてもなかなか成立しなかったり、
成立したとしても極めて狭い範囲に限定されることが多
いのです。他方、意匠登録出願であれば、創作され
た外観形状そのものが権利化できますので、結果として、
特許よりも広い権利が得られることもあります。産業財
産権による保護は適材適所を心がけたいものです。 

特許と意匠はどちらが強いのか?
一歩進んだ意匠権の利用方法 

●　特許権とともに部分意匠を活用し他社の参入
を防御している事例 
爪切りの操作とその操作テコを刃と連結するビ

スを樹脂化した際に、操作テコに設けた突起とビ

スに設けた突起とビスに設けた連結溝の特許のみ

ならず、突起及び連結溝にそれぞれの部分意匠を

登録化し、自社ブランドとして現在他社の参入を

防止している。 

●　周辺意匠も重視している事例 
基本となる意匠を登録するだけでなく周辺の

意匠もあわせて登録し、権利の強化を図っている。 

●　先行意匠調査を活用している事例 
以前、他社が知的財産として登録しているか 

意匠制度の概要 

特許と意匠はどちらが強いのか?

外部弁理士に出願を依頼することもできますが、

特許権と比べた場合には、自社で出願する場合も

少なくないようです。 

製品が公表されてしまうと自社でも意匠権が登

録されなくなることが通常なので、製品公表前に

出願することが必要です。また、意匠権の取得を

目指す場合には、試作やサンプル段階での秘密保

持（Q10）も重要となります。 

なお、製品全体ではなく製品の一部について意

匠を取得できる「部分意匠制度」、意匠が登録され

ると公開されますが３年以内であれば製品発売ま

で公開されない「秘密意匠制度」等もありますので、

各種制度を学んで戦略的に活用することも重要です。 
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

商品のネ ー ミ ング を守 る こ と が大切です ！   1 

ブ ラ ン ド を構築 してみよ う ！  
 

2 

自社 製 品 の 強 みが 、 技 術 的 要 素 で な い 場 合は 、ブ 
ラ ン ド 戦 略 に よ り 他 社 と の 差 別 化 を 図 る こ と が 重 要で す 。  

 も ち ろ ん 、 強 みが 技 術 的 要 素で あ る 場 合に も 、 自社 
製 品 が 「 高 品 質 ・ 高 技 術 」 と い っ た イ メ ー ジ を 確 立 し、 
こ れ を長 く 維 持 す る こ と が で き ま す 。 こ れに よ り 、 他 社 
へ の 参 入 障 壁 を 高め た り 、 消 費 者やユーザ ー に対 し て 
自 社 製 品を差 別 化 で き る 効 果 が 得 ら れ ま す 。 さ ら に 、 
ブ ラ ン ド は 従 業 員の 会 社 へ の 帰 属 意 識 を 高 め 、 品 質 と 
信 頼 を 維 持 し よ う と す る 原 動 力 と も な り ま す 。  

 企 業 戦 略 の 一 環 と して 商 標 権 や 意 匠 権 を活 用 した 
ブ ラ ン ド 戦 略 も 検 討 し て は い か がで し ょ う 。  

 

ブ ラ ン ド構築の メ リ ッ ト と は  
 

製品名候補が決 ま っ たので 商標権 を取得 したい のですが、  
 検討のポイ ン トはなんですか ？   

Q 15 

「商標権活用戦略」 「商標の出願」  
  

 ○　商品のネーミングを商標権として保護しブランド構築することも知財戦略の一つです。  
 ○ 　 商 標 権 と 特 許 権 と 組 み 合 わ せ る こ と に よ り 、 他 社 製 品 と の 差 別 化 や 製 品 を 強 い 権 利 で 守 る 

ことができる場合があります。  
 

ブ ラ ン ド構築の メ リ ッ ト と は  
 

ブ ラ ン ド 構 築 や 模 倣 品 排 除 の た め に 商 
標 権 を 積 極 的 に 活 用 し て い る 例  

 ●　会社の伸びと商標戦略とはリンクすると考え、 

新 商 品 開 発 に 当 た っ て は 商 標 戦 略 を 常 に 念 頭 に 

おいている。  
 ● 　 他 社 と 自 社 製 品 の 差 別 化 を 図 る た め 、 販 売 製 

品 名 に つ い て 、 で き る 限 り 商 標 登 録 す る よ う に し 、 

日 本 国 内 の み な ら ず 海 外 展 開 の 可 能 性 の あ る 製 

品 は 、 海 外 に 商 標 を 出 願 す る な ど の 積 極 的 な 商 

標管理を行っている。  
 ● 　 他 社 か ら の 模 倣 を 防 ぐ た め に 、 ハ ウ ス ネ ー ム （ 社 

名）の商標は食品一般に広く権利取得しており、 

防 護 商 標 も 取 得 し て い る 。 ま た 、 商 品 パ ン フ レ 

ッ ト な ど の 印 刷 物 に は 、 商 品 名 の 後 に 登 録 商 標 
を 付 け て ブ ラ ン ド を 強 調 し て い る 。 海 外 に お い 
て も 日 本 語 の 商 標 を 出 店 時 に 出 願 ・ 権 利 化 し て 

いる。  
 ●　 「自社ブランドのつかない製品を一歩たりとも 

社 外 へ 出 し て は な ら な い 」 と い う 強 い 意 志 を 持 ち 、 

創 業 以 来 大 切 に 守 り 育 て た 「 ● ● 」 （ 登 録 商 標 ）  
 

苦 労 し て 考 え た 「 ネ ー ミ ン グ 」 。 そ の ネ ー ミ ン グ 

の 甲 斐 も あ っ て か 、 市 場 で も 受 け 入 れ ら れ て き た 

の に 、 あ る 日 、 似 た よ う な ネ ー ミ ン グ の 類 似 品 が ! 

… 想 像 し て み る と と て も 不 愉 快 に な り ま せ ん か 。  
 こ う い う 場 合 、 商 標 登 録 を し て お け ば 、 類 似 品 

に 対 し て 警 告 を 発 す る こ と が で き ま す 。  
 も っ と よ く な い ケ ー ス も 想 定 で き ま す 。 自 分 の 

商 品 の ネ ー ミ ン グ な の に 、 あ る 日 突 然 、 知 ら な い 

人 か ら 商 標 権 侵 害 の 警 告 状 が ！ … 他 人 の 商 品 名 に 

つ い て 、 第 三 者 が 商 標 を 取 得 す る こ と は 原 則 と し 

て 適 法 と さ れ て い ま す 。 こ の よ う な 場 合 は 、 泣 く 

泣 く 商 品 名 を 変 更 し た り 、 自 分 の ネ ー ミ ン グ の 使 

用 に つ い て 実 施 料 を 支 払 わ ざ る を 得 ま せ ん 。 こ の 

よ う な 不 愉 快 な 「 ト ラ ブ ル 」 を 防 止 す る た め に も 、 「 ネ 

ー ミ ン グ → 商 標 調 査 → 商 標 出 願 → 商 標 登 録 」 と い 

う 流 れ を 励 行 し ま し ょ う 。  
  

  
  
 商標は単 なる防御 的な産業 財産権で はありま せん。 

商 標 に ブ ラ ン ド が 構 築 さ れ る と 、 知 名 度 が 上 が っ 

た り 、 価 格 競 争 に 巻 き 込 ま れ に く く な る な ど の 効 

果 が あ り 、 重 要 な 知 財 戦 略 の 一 つ と し て 位 置 づ け 

ら れ ま す 。 応 用 製 品 に よ い ネ ー ミ ン グ を つ け 、 併 

せ て 商 標 権 で 保 護 す る こ と で 商 品 全 体 の 付 加 価 値 

を 高 め る こ と が で き る の で す 。  
 ○ 　 既 に 自 社 で 確 立 し た ブ ラ ン ド が あ れ ば こ れ を 

考 慮 し た ネ ー ミ ン グ を つ け る  
 ○ 　 応 用 製 品 の 他 社 と の 差 別 化 を 目 指 し て 新 し い 

ネ ー ミ ン グ に よ り ブ ラ ン ド を 構 築 す る  
 こ と が 大 切 で す 。  

 

商 標 権 は 、 模 倣 品 が 発 生 し た 場 合 の 対 策 に も 、 

有 効 に 活 用 で き ま す 。 先 進 的 な 中 小 企 業 で は 、 特 

許 権 と と も に 商 標 権 を 取 得 し て い る 例 や 海 外 市 場 

も 念 頭 に お い て 商 標 権 を 活 用 し て い る 例 も あ る よ 

う で す 。  
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商標 を出願 してみよ う ！  
 

3 

商 標 と い っ て も い ろ い ろ な種 類 があ り ま す の で、 活 用 

し て み て は ？  
 

商標の種類 
 

の マ ー ク を 全 て の 自 社 製 品 に 活 用 し て お り 、 世 

界 に 通 用 す る グ ロ ー バ ル ブ ラ ン ド と し て 展 開 し 

ている。  
 ● 　 新 製 品 の 開 発 に 伴 い 、 特 許 出 願 を 多 く 行 う と 

ともに、また新製品名も商標出願されている。  
 ● 　 自 社 製 品 の 知 名 度 、 ブ ラ ン ド 化 も 意 識 し て お り 、 

社 長 が 思 い つ い た 名 称 は 、 仮 に 製 品 化 の 目 途 が 

立 っ て い な く て も 、 あ ら か じ め 商 標 登 録 し て お 

くことにしている。  
 ● 　 会 社 の ロ ゴ マ ー ク や 商 品 名 の 商 標 権 を 取 得 し て 、 

自 社 ブ ラ ン ド の 構 築 に も 力 を 注 い で き た 。 製 品 

に 付 け ら れ た 同 社 の 企 業 理 念 を 表 す ロ ゴ マ ー ク は 、 

常 に 高 い 品 質 ・ 充 実 し た ア フ タ ー ケ ア を 保 証 す 

る 「 ▲ ▲ 」 の 知 名 度 向 上 に 貢 献 し 、 同 社 の 製 品 は 、 

国 内 外 の 顧 客 か ら の 信 頼 も 厚 く 、 高 い 評 価 を 得 

ている。  
 ● 　 商 標 に つ い て も 様 々  な 製 品 を 国 内 外 へ 販 売 す 

る た め に 必 要 不 可 欠 と の 考 え か ら 、 特 許 権 、 意 

匠権と並んで権利化に力を注いでいる。その際、 

製 品 に 対 す る 信 頼 を 築 く べ く 同 一 商 標 を 長 年 使 

用 す る 一 方 、 時 代 の 感 性 に そ ぐ わ な い も の に つ 

い て は 暫 時 、 放 棄 す る 等 柔 軟 な 姿 勢 で 臨 ん で い る 。  
 ● 　 地 域 を イ メ ー ジ す る 県 民 に 親 し み や す い ネ ー 

ミ ン グ を 商 標 と し て 出 願 、 権 利 取 得 し て い る 。 

時 に は 、 先 行 投 資 的 に 社 長 の 頭 に 浮 か ん だ ネ ー 

ミ ン グ を 商 標 登 録 し た 後 、 商 品 開 発 を 行 う こ と 

も あ る と い う 。 も ち ろ ん 出 願 す る 際 は 、 先 願 や 

他 社 の 商 標 に 抵 触 し な い か 弁 理 士 を 活 用 し て 先 

行 調 査 を 徹 底 的 に 行 っ て お り 、 こ れ ま で 紛 争 に 

巻 き 込 ま れ た こ と は な い 。 近 年 で は フ ラ ン ス 、 

イ ギ リ ス 、 ド イ ツ 、 中 国 、 台 湾 で 開 か れ た 見 本 

市 へ 出 展 す る な ど 、 海 外 に お い て も 市 場 拡 大 を 

ね ら っ た 活 動 を 行 っ て い る 。 も ち ろ ん 商 標 は 、 
米 国 、 中 国 、 台 湾 で 模 倣 品 対 策 と し て 権 利 を 既 
に取得 している。  

 

① 文 字 商 標  
 

（ 例 ）  
 

（ 例 ）  
 

（ 例 ）  
 

（ 例 ）  
 

② 図 形 商 標  
 

③ 記 号 商 標  
 

④ 立 体 商 標  
 

⑤ 文 字 、 図 形 、 記 号 、 立 体 的 形 状 の 二 つ 以 上 が 結 合 した 商 標  
 

⑥ 上 記 ① ～ ⑤に 掲 げる も のと色 彩 が 結 合 した 商 標  
 

※ 特 許 庁 ホ ー ム ペ ージよ り  
 　 h t t p : / / w w w . j p o . g o . j p / s e i d o / s _ s h o u h y o u / c h i z a i 0 8 . h t m 

商標の種類 
 

（ 例 ）  
 

商 標 の 出 願 の 場 合 に は 、 外 部 弁 理 士 に 依 頼 せ ず 

自 ら 出 願 す る こ と も 少 な く あ り ま せ ん 。 但 し 、 出 

願 が 無 駄 に な ら な い よ う に す る た め に は 、 他 社 が 

既 に 権 利 を と っ て い な い か 特 許 電 子 図 書 館 で 調 べ 

て み ま し ょ う 。  
 ＊ 初 心 者 向 け の 検 索 に t r y し て み ま し ょ う 。  

 h t t p : / / w w w 2 . i p d l . i n p i t . g o . j p / b e g i n n e r _ t m /  
 T M _ A R E A . c g i ? 1 1 9 6 1 5 7 2 1 9 1 7 9  

 

文 字 の み な ら ず 「 図 形 」 、 「 記 号 」 、 「 立 体 」 で も 

商 標 の 取 得 が 可 能 で す 。 ま た 、 特 許 権 や 意 匠 権 と 

異 な り 半 永 久 的 に 権 利 を 存 続 さ せ る こ と が 可 能 と 

い う メ リ ッ ト も あ り ま す 。  
 ※ 商 標 の 権 利 期 間 は 1 0 年 で す が 、 更 新 登 録 の 申 請 に よ り 何 度 で も   

　 更 新 可 能 で す 。  
 ※ 商 標 の 登 録 制 度 に つ い て は 、  

 　 h t t p : / / w w w . j p o . g o . j p / s e i d o / s _ s h o u h y o u / c h i z a i 0 8 . h t m  
 も 参 照 下 さ い 。  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

い よ い よ 製 造 を 開 始 し 、 市 場 に 製 品 を 投 入 しま す 。 こ れ まで に 、 取 得 し た 知 的 財 産 全 体 の 内 容 （ 知 財 ポ ー 
ト フ ォ リ オ ） を 再 度 確 認 しま し ょ う 。 そ の 上 で 、 新 事 業 へ の 進 出 を 成 功 さ せ る た め に は 、 知 的 財 産 を よ り 積 極 
的 に 活 用 し 事 業 を 保 護 して い く こ とが 大 切 で す 。  

 

特許網 をつ く る こ と を考 え てみよ う ！  
 

１  
 

4 4 4 「 量産化 」 （ 製造 ・ 市場投入 ） す る  
 

他社に対す る参入障壁を よ り 高める ため には、 ど のよ う な手法があ り ま すか ？  
 

Q 16 

「特許網（特許又は知財ポートフォリオ） 」  
  

 ○　知的財産を最大限活用して製品全体を保護することが大切です。  
 ○ 　 周 辺 技 術 や 改 良 技 術 に 関 す る 特 許 出 願 や ノ ウ ハ ウ 管 理 を 徹 底 し 、 技 術 的 優 位 性 を 継 続 し た 

り、デザイン（意匠）やブランド（商標）を含めて製品を保護する方法があります。  
 

特 許 網 の 構 築 に 取 り 組 ん で い る 事 例  
 ● 　 市 場 を 独 占 す る こ と に よ り 継 続 し て 事 業 を 

行 っ て い く た め 、 積 極 的 に 特 許 出 願 を 行 っ て 

お り 、 周 辺 技 術 に つ い て の 出 願 費 用 は 投 資 で 

あ る と 割 り 切 っ て 出 願 し て い る 。  
 ● 　 コ ア 技 術 を 出 願 す る 際 に は 、 そ の 周 辺 技 術 

や 改 良 技 術 な ど に つ い て も 出 願 し 、 強 い 特 許 

網 を 構 築 で き る よ う 心 が け て い る 。  
 ● 　 ユ ー ザ ー ニ ー ズ に 応 え る べ く 、 開 発 リ ソ ー 

ス 及 び 開 発 ノ ウ ハ ウ を 活 用 し て 差 別 化 を 図 っ 

た 製 品 や 新 し い 技 術 に つ い て は 、 出 願 を 増 や 

す よ う に 指 導 し て お り 、 特 許 分 析 情 報 か ら 得 

ら れ た 情 報 を 活 用 し 、 よ り 広 く ・ よ り 強 い 権 

利 の 獲 得 と 特 許 群 の 取 得 を 目 指 し て い る 。  
 ●　単一の特許では簡単に模倣されてしまうので、 

一 つ の 製 品 に つ い て 複 数 の 特 許 を 取 得 す る 方 

針 を と っ て お り 、 最 近 開 発 し た 「 □ 製 品 」 で 

は 十 数 件 の 特 許 を 出 願 し 、 徹 底 的 に 特 許 で 守 

る 姿 勢 を 打 ち 出 し て い る 。  
 ● 　 自 社 の 独 自 技 術 を 知 財 で 守 る た め 、 基 本 特 

許 を 中 心 に 強 い 権 利 を 確 保 す る 戦 略 で あ る 。 

ま ず 、 基 本 特 許 を 1 件 出 し 、 併 せ て 周 辺 特 許 

を 数 件 出 願 し て 強 化 し て い く 。 競 合 他 社 に は 

そ の よ う な 戦 略 は 見 ら れ な い こ と か ら 、 同 社 

は 常 に 技 術 面 ・ 知 財 戦 略 面 で 先 行 し て い る 。  
 ● 　 研 究 者 は 発 明 ・ 創 作 に 対 す る 強 い こ だ わ り 

と 活 発 な 創 作 意 欲 を 持 っ て お り 、 発 明 提 案 は 年 々  

増 加 す る 傾 向 に あ る 。 提 案 さ れ た 発 明 は 、 社 

内 規 定 と 基 準 に 基 づ く 選 別 を 受 け 、 実 効 性 の 

あ る 発 明 の み を 積 極 的 に 出 願 し 、 基 本 技 術 を 

中 心 に 特 許 網 の 構 築 を 進 め て い る 。  
 

基 本 技 術 を 中 心 に 、 周 辺 技 術 や 改 良 技 術 に つ い 

て も 出 願 し 、 強 い 特 許 網 を つ く る こ と は 、 参 入 障 

壁を高 める上 で有効 です。 強い特 許網を 構築す ると、 

他 社 が こ れ ら の 全 て を 回 避 し て 市 場 参 入 す る こ と 

は 事 実 上 不 可 能 に な り ま す 。 こ れ に よ っ て 、 無 秩 

序 な 市 場 参 入 を 防 止 す る こ と が で き れ ば 、 シ ェ ア 

の 向 上 、 利 益 率 の 向 上 と い う 二 重 の 効 果 を 得 る こ 

と が 可 能 で あ り 、 こ れ が 知 財 経 営 の 本 質 で す 。  
 特 許 網 （ 「 特 許 ポ ー ト フ ォ リ オ 又 は 知 財 ポ ー ト フ 

ォ リ オ 」 と 称 さ れ る 場 合 も あ り ま す 。 ） と い う と 、 

難 し い よ う な 印 象 を 受 け る か も し れ ま せ ん が 、 中 

小 企 業 の 場 合 で も 意 識 し て こ れ を 実 施 し て い る 企 

業 は 少 な く あ り ま せ ん 。 中 小 企 業 の 製 品 は 、 比 較 

的 ニ ッ チ な 分 野 で あ る こ と か ら 特 許 網 を 築 く こ と 

が で き る と そ の 効 果 は 高 い と 思 わ れ ま す 。  
 ま た 、 特 許 マ ッ プ を 作 成 し 、 こ れ を 頻 繁 に 更 新 

していく と、周辺 技術の研 究開発の 課題が発 見され、 

強 い 特 許 網 の 構 築 に も 有 効 で す 。  
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「ポ ー ト フ ォ リ オ 」 と い う 言 葉は金 融 用 語 ら し い の です 
が 、 も と も と の語 源 は 英 語 で 「 砦 」 を 意 味 す る そ う で す 。 
特 許は あ る 技 術 を 独 占す る た め の 法 的 な 権 利 な の です 
が 、 こ れは つ ま り 、 そ の 技 術 を 採 用 し た 製 品 市 場 を 独 
占 す る 権 利 と 言 い 換え る こ と も で き ま す 。 と こ ろ が 、 一 
つの 特 許 で製 品 市 場 を 独 占す る こ と は 一 般に 難 し い と 
言 わ れて い ま す 。 なぜ か と い う と 、 技 術 の 進 歩 と と も に 
特 許に か か る 技 術 が 日 々 陳 腐 化 し て い く こ と 、 数 千 も 
の 特 許 が 使 用 さ れ てい る と いわ れ てい る携 帯 電 話 や 
P C 等 の I T 機 器 の 分 野に お い て は 、 一 つの 特 許で そ 
の 製品市場 の 全 て を カ バ ー す る こ と は 不可能 だ か ら で す。  

 こ の よ う な 多 数の 特 許 群は、 他 社の 参 入 か ら 製 品 市 
場 や シ ェ ア を守 る ための 「 砦 」 の 役 割 を果 た す も の と 
言 え ま す 。 こ の よ う な意 味 か ら 、 知 財 の 業 界 で は 、 一 
定 の 技 術 ・ 製 品に つ い て 戦 略 的に 取 得 さ れた 複 数 の 
特 許 群 の こ と を「 特 許 ポ ー ト フ ォ リ オ」 と い う 言 葉 で 表 
現 す る の で す 。  

 

デ ザ イ ンや ブ ラ ン ド戦略 と  
 の一体化も検討 しよ う ！  

 

2 
● 　 国 内 で の 市 場 シ ェ ア で は ８ 割 か ら ９ 割 を 誇 

っている。 基本特許が権利切 れとなっていくが 、 

時 間 差 で 周 辺 特 許 を 権 利 化 し て い た た め に 、 

競 合 他 社 よ り も 常 に 技 術 で 先 を 行 く こ と が で 

き た 。  
 

特許ポー ト フ ォ リ オ  
 (patent portfolio) 

特許ポー ト フ ォ リ オ  
 (patent portfolio) 

強 い ビ ジ ネ ス を 実 現 す る 上 で は 、 デ ザ イ ン や ブ 

ラ ン ド と 一 体 的 に 取 り 組 ん で い く こ と も 重 要 で す 。  
 製 品 の 外 観 が 重 視 さ れ る 場 合 に は 意 匠 権 を 活 用 す 

る 、 既 に 知 名 度 を 獲 得 し て い る 場 合 に は 商 標 権 を 

活 用 す る と い っ た 例 が み ら れ ま す （ Q 1 4 、 1 5 参 照 ） 。  
 意 匠 権 や 商 標 権 の 活 用 は 、 参 入 障 壁 を 築 く だ け 

で な く 、 他 社 と の 差 別 化 や 、 模 倣 品 対 策 の 観 点 か 

ら も 有 効 で す 。  
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第2章　事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 

特許侵害と知財経営 １ 

特許権を保有していることの意味を知ろう！ 2

争う手法を確認しておこう！ 3

紛争解決手続には、その解決方法として (i) 任意の

話し合いによるもの、(ii)第三者が強制力のある決定（例：

判決）を出すことによるもの、の二種類があります。ま

た、そこに関与する第三者として、(a) 民間委員、(b)

国家公務員（裁判官）の二種類が存在します。これ

らをマトリックスにすると、以下のようになります。すな

わち、調停は民間委員、裁判官の関与下において、

当事者が話し合いによって結論を出す手続、仲裁は

民間委員が強制力のある決定（仲裁判断）を出す手

続、裁判は裁判官が強制力のある決定（判決）を出

す手続と定義されます。なお、調停・仲裁・裁判は

いずれも強制執行が可能である点で、当事者間の任

意の話し合いである示談交渉とは性質が異なります。 

特許権侵害を争う方法としては、どのような手法がありますか？ Q17

執行力なし 執行力あり 

仲　裁仲　裁 仲　裁 

調　停 調　停 

裁判 

示談交渉示談交渉 示談交渉 

※調停には民間機関によるもの、
裁判所によるものの二種類があ
ります。 

任意の話し合い 

民間委員 裁判官 

強制力のある決定 

「訴訟」「判定制度」「ADR（裁判外紛争手続き）」 
 

○　侵害を受ける場合と侵害していると警告される場合の両方の立場を考慮し、争う戦術も学
んでおきましょう。 

○　実際に争う前には専門家と相談しましょう。 

裁判とその他の紛争解決手続 
（調停・仲裁） 
裁判とその他の紛争解決手続 
（調停・仲裁） 

知財経営は特許網を構築することによって、参
入障壁を築くことが基本でした。強い特許網を構
築した場合、競合他社は既に参入が難しいと判断し、
参入を差し控えるのが通常です。しかし、これに
もかかわらず市場参入してくるケースもあります。
このような場合に、法的に対抗する方法が存在す
るからこそ、知財経営は実効性のある経営手法と
なるのです。 
 
 
 
特許権について、侵害が行われた場合、権利者
には、「侵害行為をやめさせる差止請求」、「被った
損害に対する損害賠償請求」、「失った信用を信用
回復の措置」等という民事上の保護が与えられます。
また、刑事上の保護（例：侵害者は 10年以下の
懲役又は１千万円以下の罰金、あわせて法人につ
いては３億円以下の罰金）も与えられます。さらに、
税関において、輸出や輸入の差止を申し立てる等
行政上の保護も可能となります。 
侵害を争う場合には、その状況に応じて以上の
ような保護手法を活用することが必要です。専門
的知見の交渉戦術も必要なので、外部専門家とよ
く相談してみましょう。 
 
 
 
ここでは、主として権利者の立場に立って記載
しますが、侵害行為であるとして訴えられる場合
も同様です。 
（１）民事的解決 
侵害の相手方に対し、警告等を発出して交渉を
するのが典型的な手法です。当事者間のみで解決
しない場合には、「①訴訟」による解決、「②裁判
外紛争解決手続き（ADR）」による「仲裁や調停」
の活用があります。 
警告に際しては、自社の特許権の権利範囲を侵
害しているかどうかを検討し、相手方にも根拠を
示して主張することが効果的ですが、その際には、「弁
護士・弁理士の鑑定書」、「特許庁の判定制度」等
を利用することが一般的です。 

なお、警告を発した場合には、相手方から、特

許権にはならない発明である等と主張されたり、

特許庁において「無効審判（※）」が請求されること

もあります。このようなことにならないように、

特許権として成立している場合でも、再度、その

有効性についてチェックしてから特許権を主張す

るのが通常です。 

（※）無効審判は、特許庁で行われる手続です。権利の有効性に
ついて、審判を請求した者と特許権者の双方から、主張立
証を行わせ、原則３人の審判官（特許庁）による合議体で
判断されます。特許に関する無効審判に要する時間は、平
均11ヶ月です。 
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特許庁に請求すると、侵害と考える商品が特許権の

権利範囲に属するか等の公的見解を６月程度で示しま

す。４万円で利用できるため中小企業やベンチャー企

業にとっては比較的使いやすい制度です。判定結果を

もらったら、以下のように活用できます。ただし、相手

方の意見も聴取しますので、自社に不利な結果がでる

場合もある点に留意が必要です。 

なお、知的財産分野における裁判以外の紛争解決

手続きについては、日本知的財産仲裁センターで、以

下のような活動を行っています。 

○　調停 

弁護士・弁理士各１名による調停人が当事者間の

紛争解決に協力し、和解の成立に向けて努力する制

度です。調停人の意見や判断をもとに当事者が合意

して和解契約を結ぶことにより事件を解決します。 

○　仲裁 

当事者の合意に基づいて、紛争の解決を弁護士及

び弁理士を含む少なくとも３名の仲裁人にまかせ、仲

裁人の判断に強制力を持たせて紛争の解決を図る手

段です。 

○　センター判定 

特許権、実用新案権、意匠権、商標権に関して、

対象物がそれらの権利範囲に属しているか否かの判定、

及びそれらの権利の登録に無効理由があるか否かの

判定を弁護士・弁理士各１名で行います。センター判

定には、申立人だけが当事者となる単独判定と、被申

立人も当事者となる双方判定があります。 

注意しよう!注意しよう!注意しよう!

特許庁の判定制度 特許庁の判定制度 

トラブルを避けるための事前準備をして
いる事例 

権利関係を巡る他社とのトラブルに関しては、

特許事務所と相談しながらも、資料収集や技術

内容の調査等は各担当の技術者が行い、裁判に

至る前に解決できるよう対策を講じている。権

利を取得するだけでなく、その保護、管理まで

も視野に入れた社内体制が整っている。 

判定の活用例1

B社 A社（特許権者） 

判定請求 

ＶＳ.

A社の持つ特許権をB社が侵害しているか否かで争い 
（B社は金銭の支払いを拒否） 

判定結果（属する） 

和解 
（訴訟を提起することなく 
適正金額で和解）　　 

裁判 
（人的負担・金銭的負担） 

判定の活用例2

D社 C社（特許権者） 

判定請求 

ＶＳ.

C社の持つ特許権をD社が侵害しているか否かで争い 
　　　　　　　　　　　　　  （D社は非侵害を確信） 

〈判定制度の利用形態〉 
☆　侵害事件で、相手に警告する際の資料 
☆　警告を受けた際に、反論するための資料 
☆　侵害事件において、侵害又は非侵害を主張するための資料 
☆　侵害品の輸入を差し止める際に、申立書に添付する資料 
☆　警察への告訴の根拠となる資料 

判定結果（属しない） 

C社は断念 

（出典）「知的財産権制度入門（19年度）」特許庁 

警　告　状 

（２） その他行政の活用 

海外で製造された権利侵害品が我が国に輸入さ

れている場合等には、税関による輸入差止手続を

活用することも有効です。 
→詳細は、 
http://www.customs.go.jp/mizugiwa/chiteki/index.htm 

国内で侵害者を告訴することもできます。 

また、侵害している根拠として、特許庁の判定

制度を活用することも可能です。 

○　共同出願の場合 

共同出願の場合には、権利行使の場合のルー

ルについて、共同研究開発開始時に合意してお

くことが望まれます。共同研究開発契約書に「知

的財産権の出願等の手続き及びその権利保全に

要する一切の費用は、原則として甲乙が折半し

て負担するものとする。」といった一文を挿入し

ておくことも少なくないようです。 

○　ライセンスを受けた出願の場合 

特許権のライセンスには、「専用実施権」と「通

常実施権」があります（Q13参照）。特許法に

基づいて、差し止めを請求できるのは、「専用実

施権」の場合に限定されます。侵害品を発見し

たら、ライセンサー（特許権者）と協力して対

応することを検討してみましょう。 
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

社内で十分に状況の整理を 行 っ てお こ う ！  
 

１  
 

警告後の展開を 知 ろ う ！  
 

2 

競合他社が自社の特許を侵害 してい るよ う に思い ま すが、 ど う 対処 した ら よ いで し ょ う か ？  
 

Q 18 

Yes

Yes

Yes

均等論の可能性等検討 
 

権利行使 を慎重 に 検討 
 

ラ イ セ ン ス 交渉へ  
 

【出典】 「中小・ベンチャー企業知的財産戦略マニュアル 2006」  
 

No

No

No

類似製品 を発見 
 

明 ら か に 抵触す る か ？  
 

相手方の保有特許を侵害 し て いないか ？  
 

実施 を停止 さ せた いか ？  
 

特 許 の 抵 触 性 の 解 釈 や 
権 利 行 使 の 戦 術 立 案 は 
専門的事項なので、 以降 
は専 門 家 （ 弁 理 士 、 特 許 
弁 護 士 ） に相 談する こ と 
を勧め る 。  

 

保有特許か ら 関連特許 を 
 特定、 ク レー ム を確認 

 

● 　 訴 訟 に よ り ラ イ セ ン ス 契 約 に 結 び つ け た 事 例  
 A 業 界 で は 知 的 財 産 の 保 護 に 対 す る 意 識 が 

希 薄 で あ っ た が 、 同 社 で は 自 己 防 衛 の た め に 

早 く か ら 積 極 的 に 特 許 出 願 を 行 っ て き た 。 ▲ 

製 品 に か か る 当 社 特 許 権 の 侵 害 事 例 で は 、 外 

観 か ら 一 見 し て 侵 害 と 判 明 し ラ イ セ ン ス 料 の 

交 渉 を 持 ち か け た が 、 相 手 方 が 応 じ な か っ た 

た め 訴 訟 に 持 ち 込 み 勝 訴 し た 。 こ れ に よ り 、 

毎 月 の 実 施 料 を 獲 得 す る こ と に 成 功 し 、 費 用 

対 効 果 を 実 感 し て い る 。 ま た 、 大 手 企 業 へ の 

ラ イ セ ン ス ア ウ ト の 経 験 も あ り 、 特 許 は セ ー 

ル ス の 武 器 に な る と 考 え て い る 。  
 ● 　 侵 害 訴 訟 を 積 極 的 に 行 っ て い る 事 例  

 模 倣 品 対 策 と し て は 、 侵 害 訴 訟 を 提 起 、 毅 

然 と し た 対 応 を 取 っ て い る 。  
 ● 　 権 利 侵 害 者 に 特 許 製 法 を ラ イ セ ン ス し た 事 例  

 競合他社が当社特許の権利侵害に気が付かず、 

車 両 メ ー カ ー に 製 品 を 納 入 す る 予 定 で あ る こ 

と が 判 明 し た こ と が あ っ た 。 そ こ で 同 社 が 権 

利 を 主 張 ・ 交 渉 し た 結 果 、 ラ イ セ ン ス 料 を 得 

てその競合他社に実施を許諾することとなった。  
 

特 許 権 活 用 の 業 務 フ ロ ー  
 

「侵害警告を行う」 「権利侵害品をみつける」  
  

 ○　相手方へのアクションを起こす前に特許との関係を整理しておきましょう。  
 ○　専門家も活用して戦術を構築しましょう。  

 

侵害警告へ  
 

以 下 の よ う な 流 れ で 検 討 し て み ま し ょ う 。  
 侵 害 警 告 を 行 お う と す る 場 合 に は 、 「 知 的 財 産 権 

の整理（自 社のみなら ず相手方の 権利の確認 ） 」 、 「侵 

害 状 況 の 把 握 （ 侵 害 品 等 の 証 拠 の 確 保 、 販 売 数 量 等 ） 」 、 

「 権 利 を 侵 害 し て い る 証 拠 （ 専 門 家 の 鑑 定 等 Q 1 7 

参 照 ） 」 等 を 整 理 し 、 専 門 家 と 相 談 し た 上 で 、 文 書 

で 警 告 す る こ と （ 証 拠 を 残 す た め ） が 通 例 で す 。  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ※ 均 等 論 の 可 能 性 と は 、 「 特 許 請 求 の 範 囲 に 特 許 侵 害 を 疑 わ れ て い る 
製 品 等 と 異 な る 部 分 （ 相 違 部 分 ） が 存 す る 場 合 （ 明 ら か に 抵 触 す 
る か 不 明 ） で あ っ て も 、 最 高 裁 が 判 示 （ 最 高 裁 平 成 1 0 年 2 月 
2 4 日 第 三 小 法 廷 判 決 ） し た 下 記 の ５ 要 件 を 全 て 満 た す 場 合 に は 、 
特 許 請 求 の 範 囲 に 記 載 さ れ た 構 成 と 均 等 な も の と し て 、 侵 害 と み 
な さ れ る 可 能 性 」 を 検 討 す る と い う こ と で す 。  

 （ 均 等 論 の 要 件 ）  
 ① 相 違 部 分 が 特 許 発 明 の 本 質 的 な 部 分 で は な い こ と 。  

 ② 相 違 部 分 の 存 在 に も か か わ ら ず 、 特 許 発 明 と 作 用 効 果 を 同 じ く 
　 す る こ と 。  

 ③ 相 違 部 分 に つ い て 侵 害 時 に 容 易 に 適 用 可 能 で あ る こ と 。  
 ④ 侵 害 を 疑 わ れ て い る 製 品 が 特 許 出 願 時 に 新 規 性 を 具 備 し な い も 

　 の で は な い こ と 。  
 ⑤ 意 識 的 除 外 等 、 侵 害 と す べ き で は な い 特 段 の 事 情 が 存 在 し な い 

　 こ と 。  
 

相 手 方 が 、 警 告 を 受 け 入 れ な い 場 合 に は 、 第 三 

者 を 介 在 さ せ 、 「 ① 訴 訟 」 に よ る 解 決 、 「 ② 裁 判 外 

紛 争 解 決 手 続 き （ A D R ） 」 に よ る 「 仲 裁 や 調 停 」 の 

活 用 等 が あ り ま す （ Q 1 7 参 照 ） 。  
 侵 害 行 為 に は 、 毅 然 と し た 態 度 で 臨 む こ と が 必 

要 で す 。 し か し な が ら 、 訴 訟 を 活 用 す る 場 合 に は 

か な り の 費 用 や 時 間 が か か り 中 小 企 業 に と っ て は 

負 担 が か か る こ と と な り ま す 。 ま た 、 当 該 製 品 が 

特 許 権 を 侵 害 し て い る か 否 か の 判 断 が 難 し い 場 合 

も あ り ま す 。  
 こ の た め 、 対 立 的 な 手 法 の み な ら ず 、 む し ろ 積 

極 的 に ラ イ セ ン ス 交 渉 に 持 ち 込 み 収 入 を 確 保 す る 

こ と で 決 着 し た 例 も 少 な く な い よ う で す 。  
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特許侵害警告模擬研修 
 

独立行政法人工業所有権情報・研修館 で は 、中小・ 

ベ ン チ ャ ー 企 業 の 知 財 人 材 の 育 成に つい て 、 特 許 侵 

害 警 告 書 の 受 領 を擬 似 的に 体 験 い た だ く 研 修 を開 催 

し て い ま す 。 こ の よ う な 活 動 を 利 用 し て み ま し ょ う 。  
 → 　 h t t p : / / w w w . i n p i t . g o . j p / j i n z a i / v e n t u r e / i n d e x . h t m l 

警告書が届いても冷静に対応 しよ う ！  
 

１  
 

留意点 を確認 してお こ う ！  
 

2 

製品を 販売 した と こ ろ、 他社か ら 侵害警告書 が届き ま した。 ど のよ う に対処すればよ いですか ？  
 

Q 19 

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

無効な警告 と 回答 
 

非抵触 と 回答 
 

先使用権 を主張 
 

無効審判 を請求 
 

ク ロ ス ラ イ セ ン スの交渉 
 

過去の ラ イ セ ン ス 料 を精算 
 

【出典】 「中小・ベ ン チ ャ ー企業知的財産戦略マニ ュ ア ル 2006」  
 

No

No

No

No

No

No

警告書 を受領 
 

ク レー ムの要件 に 該当す る か ？  
 

有効な警告 か ？  
 

出願前か ら 実施 （ 実施準備 ） し て いないか ？  
 

無効理由が ないか ？  
 

相手方 も自 社の特許を侵害 し て いないか ？  
 

設計変更で き ないか ？  
 

特 許 警 告は、 すでに 紛 争 の 入 り 
口であ る 。 こ れに 対する 対応 は 、 
専 門 的 事 項な ので 、 専 門 家 （ 弁 
理 士 、 特 許 弁 護 士 ） に相 談 する 
こ と を勧め る 。  

 

特 許 侵 害 警 告 対 策 の フ ロ ー  
 

「侵害警告書を受領」  
  

 ○　可能な限り早期に外部専門家（弁護士・弁理士）に相談することが望ましいと思います。  
 

ラ イ セ ン ス 交渉or実施 を中止 
 

特許侵害警告模擬研修 
 

警 告 書 が 届 い た 場 合 は 、 ま ず 冷 静 に 、 次 に 信 頼 

で き る 専 門 家 に 相 談 す る こ と で す 。 こ の た め に 、 

日 頃 か ら 外 部 専 門 家 と の ネ ッ ト ワ ー ク を つ く る よ 

う 心 が け る こ と は 重 要 な こ と で す 。  
 ま ず 、 最 初 に 行 う べ き こ と は 、 警 告 の 対 象 と な 

っている 特許権等 の存否や 状態を確 認するこ とです。 

未 だ 権 利 化 さ れ て い な か っ た り 、 逆 に 既 に 権 利 が 

消 滅 し て い た り 、 権 利 が 既 に 第 三 者 に 移 転 さ れ て 

い た り し て 有 効 な 警 告 で な い 場 合 も あ り ま す 。 こ 

の た め に は 、 一 般 的 に は ① 特 許 公 報 、 ② 登 録 原 簿 、 

③ 出 願 包 袋 （ 権 利 化 の 際 の 資 料 の こ と ） の 三 点 セ 

ッ ト を 取 り 寄 せ る こ と か ら 始 め ま す 。 そ の 後 、 以 

下 の よ う な 流 れ で 検 討 を 進 め て い き ま す 。  
 

上 記 の プ ロ セ ス で 検 討 を 進 め る 場 合 の 注 意 点 と 

し て は 、 以 下 が 挙 げ ら れ ま す 。  
 ○ 　 相 手 の 権 利 に 対 し て 無 効 を 主 張 す る 場 合 は 「 無 

効 審 判 」 を 起 こ し ま す 。 し か し 、 無 効 審 判 の 

決 定 （ 審 決 ） に 対 し て は 、 知 財 高 等 裁 判 所 に 

対 す る 審 決 取 消 訴 訟 を 起 こ す こ と が で き る こ 

と に な っ て い ま す の で 、 無 効 審 判 を 起 こ す ＝ 

訴 訟 ま で 覚 悟 し て お く 、 と い う こ と が 必 要 で 

し ょ う 。  
 ○ 　 「 ク ロ ス ラ イ セ ン ス 交 渉 」 は 、 他 社 か ら 侵 害 

警 告 を 受 け た 場 合 の 最 も 有 効 な 手 法 で す 。 こ 

の よ う な 交 渉 を 行 う た め の 前 提 と し て 、 相 手 

方 が 自 社 特 許 を 実 施 し て い る こ と が 条 件 と な 

り ま す 。 Q 1 6 で は 特 許 網 の 構 築 に よ り 参 入 障 

壁 を 形 成 す る こ と を 述 べ ま し た が 、 特 許 網 の 

構 築 は 最 大 の 防 御 に も な る の で す 。  
 侵 害 警 告 は 、 既 に 紛 争 の 入 口 に 立 た さ れ た 段 階 

で す の で 、 可 能 な 限 り 早 期 に 専 門 家 に 相 談 す る こ 

と が 望 ま し い と 考 え ま す 。  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

外国出願が必要か 検討 しよ う ！  
 

１  
 

出願につ いて検討 しよ う ！  
 

2 

3.4％ 
 

1.7％ 
 

3.4％ 
 

4.0％ 
 

11.9％ 
 

20.9％ 
 

25.4％ 
 

33.3％ 
 

71.8％ 
 

0 10 20 30 40 50 60 70 80％ 
 

その他 
 

フランス 
 

ドイツ 
 

英国 
 

台湾 
 

韓国 
 

欧州 
 

中国 
 

米国 
 

0 10 20 30 40 50 60 70％ 
 

無回答 
 

その他 
 

取 引 先 の 信 用 が  
 増 加 す る ため  
 

ラ イ バル会社 へ の 
 対抗のため  
 

海外で の模倣品対策 
 のた め 

 

海 外 で ラ イ セ ン ス 契約 を 
 す る ため  
 

海 外 に 進 出 （工 場 ・ 製 品）  
 す る ため （業務拡大で 

 期待で き る ため）  
 

外国出願 をす る か ど う か迷 っ てい る のですが、  
 その 判断方法 は ど のよ う なも のがあるで し ょ う か ？  
 

Q 20 

「外国出願の判断」 「外国出願戦略」  
  

 ○　外国出願の方法や外国出願のメリット・デメリットを理解した上で、検討しましょう。  
 ○　費用の資金的負担も考慮しておきましょう。  

 

参考参考  
 

参考 
 

参考参考  
 

参考 
 

中小企業 が外国出願 を行 う 理由は ？  
 （ H18.11特許庁調査 ： 177社の回答 ）  

 

中小企業の出願上位国は ？  
 （ H18.11特許庁調査 ： 177社の回答 ）  

 

日 本 で 特 許 を 取 得 し た だ け で は 、 他 の 国 に は そ 

の 効 力 は 及 び ま せ ん 。 そ れ ぞ れ の 国 で 特 許 を 取 得 

す る 必 要 が あ り ま す 。 し か し な が ら 、 日 本 で 特 許 

を 出 願 す る と そ の 情 報 は 、 全 世 界 に 公 開 さ れ ま す 。 

ま た 、 日 本 国 で 出 願 し て 一 定 期 間 を す ぎ る と 、 そ 

の 後 で 他 国 で 出 願 し て も 権 利 を 取 得 で き な い （ Ｑ 

２１参 照）こ ととな ります 。 このこ とを前 提とし て、 

外 国 で の 出 願 の 是 非 を 判 断 す る 必 要 が あ り ま す 。  
  

 外 国 出 願 を 行 う か 否 か の 判 断 は 、 そ の 費 用 対 効 

果 に 依 存 し ま す 。 中 小 企 業 に と っ て の 外 国 出 願 費 

用 負 担 （ Ｑ ２ １ 参 照 ） は 小 さ く な い た め 、 十 分 に 

検 討 す る こ と が 必 要 で す 。  
 判 断 基 準 と し て は 、 以 下 の 視 点 が 重 要 で す 。  

 ① 外 国 で 事 業 を 実 施 す る 可 能 性 の 有 無  
 → 製 品 輸 出 、 工 場 進 出 、 ラ イ セ ン ス 契 約 等 が 

　 見 込 ま れ る か 。  
 ② 外 国 で 特 許 に な る 可 能 性 の 有 無  

 →   少 な く と も 日 本 の 先 行 特 許 の 調 査 に よ り 同 

　 一 の 出 願 が な い か 。  
 ③ 侵 害 発 生 の 可 能 性 や 発 見 の 容 易 性 の 有 無  

 → 出 願 に 関 連 す る 製 品 市 場 が あ り 、 模 倣 品 が 

　 発 生 す る 可 能 性 が あ る か 。 発 生 し た 場 合 に 、 

　 侵 害 が 発 見 し や す い か （ 通 常 製 造 方 法 は 侵 

　 害 の 発 見 は 困 難 ） 。  
 

外 国 に 出 願 す る と 判 断 し た 場 合 で も 、 ど の 国 に 

出 願 す る か が 重 要 で す 。  
 「 市 場 」 と な る 国 、 自 社 又 は 他 社 の 「 生 産 」 と な 

り 得 る 国 、 ２ ０ 年 の 権 利 期 間 も 念 頭 に 「 模 倣 品 」 

が発生す る可能性 のある国 といった ことが必 要です。  
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海 外 で 産 業 財 産 権 を 取 得 し よ う と 考 え て い る 方か ら の、 

諸 外 国の 産 業 財 産 権 制 度の 最 近の 改 正 動 向 等 につ い 

ての 問 い 合わ せ を受 け て い ま す （ 外 国 産 業 財 産 権 制 

度 相 談 ） 。  
 発 明 協 会 ア ジア太 平 洋 工 業 所 有 権セン ター  

 T E L   0 3 - 3 5 0 3 - 3 0 2 7  
 F A X   0 3 - 3 5 0 3 - 3 2 3 9  
 E - m a i l   s p i d a n @ a p i c . j i i i . o r . j p 

● 　 国 内 の み な ら ず 海 外 主 要 国 で の 特 許 取 得 を 

大 変 重 要 視 し て い る 。 海 外 出 願 に 関 し て の 費 

用 と 労 力 は 多 大 な も の で あ る が 、 権 利 を 取 得 

す れ ば 大 き な 成 果 を 上 げ ら れ る 事 を 体 験 し て 

き て お り 、 「 当 社 の よ う な 日 本 の 最 西 端 に 位 置 

し て も 、 世 界 中 を 相 手 に し て ビ ジ ネ ス 展 開 が 

可 能 に な る 特 許 制 度 は 大 変 す ば ら し い 。 こ れ 

か ら も ど ん ど ん 活 用 し て い き た い 。 」 。  
 ● 　 海 外 か ら 技 術 購 入 希 望 が あ っ た こ と を き っ 

か け に 、 P C T 出 願 を 行 っ て お り 、 韓 国 に お い 

て も 特 許 出 願 中 で あ る 。  
 ● 　 Ｐ Ｃ Ｔ 出 願 で 特 許 出 願 を 行 い 、 国 内 市 場 の 

地 位 を 確 立 し た 上 で 、 欧 米 で の 権 利 化 を 考 慮 

し て い く 。  
 

外 国 出 願 を 積 極 的 に 行 っ て い る 中 小 企 
業 の 例  

 外 国 企 業 と の 商 談 に は 、 特 許 権 等 が 不 可 欠 と 考 
え て い る 中 小 企 業 が 多 い よ う で す 。  

 
● 　 海 外 市 場 で シ ェ ア を 拡 大 す る た め の 海 外 で 

の 交 渉 で は 、 知 財 が 重 要 な 役 割 を 果 た し 、 特 

許 を 取 得 し て い る か 出 願 中 で あ る こ と が 必 須 

要 件 と な る 。  
 ● 　 欧 米 で の 取 引 に 際 し て は 特 許 を 持 っ て い る 

こ と が 重 要 と な る の で 、 外 国 出 願 も 増 加 し て 

い る 。 ま た 、 模 倣 が 多 い 中 国 に 対 し て も 、 特 

許 を 積 極 的 に 出 願 し て い く 姿 勢 で あ る 。  
 ●　主要技術については、欧米先進国はもちろん、 

中 国 や 韓 国 な ど ア ジ ア の 国 々  で も 多 数 の 特 許 

等 の 知 的 財 産 権 を 取 得 。 米 国 、 欧 州 、 韓 国 、 

中 国 、 タ イ 等 に 出 願 。 顧 客 の 海 外 進 出 に 対 応 

す べ く タ イ に 工 場 を 造 っ た が 、 海 外 に 進 出 し 

た こ と に よ り 、 改 め て 知 財 管 理 の 重 要 性 に つ 

い て 再 認 識 し 、 知 財 の 専 門 担 当 を 置 き 、 知 財 

管理及び弁理士事務所の連携等を強化している。  
 ● 　 中 国 市 場 に 参 入 す る た め 、 北 京 に 事 務 所 を 

設 置 。 今 年 P C T 出 願 を 2 件 出 願 す る な ど 海 外 

に 向 け て の 取 組 み も 進 め て い る 。  
 ● 　 海 外 の 企 業 と 商 談 を 行 う 際 に は 、 必 ず 商 品 

に 関 す る 特 許 の 有 無 を 聞 か れ る な ど 、 一 様 に 

関 心 が 高 い 。 そ こ で 、 稼 げ る 商 品 な ら 取 引 上 

考 え ら れ る 全 て の 国 に 対 し て 権 利 化 を 行 う が 、 

単 発 の 商 品 の よ う な 場 合 は 、 現 在 商 談 が 進 ん 

で い る 国 だ け と い う こ と に な る 。  
 ● 　 海 外 特 許 に つ い て は 、 外 国 出 願 を し な い 発 

明 は 、 国 内 出 願 し て も 仕 方 な い と ま で 考 え て 

い る 。  
 ● 　 開 発 し た 製 品 は 寿 命 が 長 く 国 際 性 も あ る た 

め積極的に海外に 出願している。 出願する国は、 

製 品 の 市 場 性 （ マ ー ケ ッ ト ） 、 製 造 ・ 販 売 （ 提 

携 会 社 の 拠 点 ） の 可 能 性 な ど を 検 討 し た う え 

で 決 定 し て い る 。 海 外 の 特 許 権 は 、 ユ ー ザ ー 

が安心するなど営業戦略上も有利に 働いている。  
 ● 　 世 界 6 6 カ 国 に 製 品 を 輸 出 し て い る た め 、 海 

外 へ の 出 願 も 重 要 に な っ て く る 。 海 外 に 出 願 

することは、費用も労力も多大なものとなるが、 

信 頼 で き る 弁 理 士 に 依 頼 し 、 現 在 で は 各 国 で 

特 許 を 取 得 し て い る 。  
 

外国出願戦略 
 外 国 出 願は相 当の 費 用が か か り ま す 。 従 っ て、 な る 

べ く 出 願 国 を 絞 り た い 、 と い う の が 本 音 で は な い で し ょ 

う か 。 ど う 考 え れば い い ので し ょ う 。 専 門 家 か ら は 以 下 

の よ う な ア ド バ イ ス を 受け ま し た。  
 「 一 番 重 要な のは 、 ①自社 ・ 同 業 他 社 の 生 産 国に 

出 願 す る 、 と い う 観 点です 。 生 産 地で権 利 行 使で き れ 

ば 、 一 網 打 尽に す る こ と が で き る か ら です 。 次に 、 ② 

当 該 製 品 の 消 費 国で出 願 す る と い う 観 点で す 。 こ の よ 

う な 観 点 か ら 、 例 え ば 、 電 子 部 品 につ い て は生 産 国で 

あ る 中 国 ・ 台 湾 ・ 韓 国 で出 願 し 、 消 費 国 で あ る 米 国 

で 出 願 す る の が 通 常 で す 。 医 薬 品な どの 分 野に つい 

て は、 こ れ に欧 州 を 加 え る こ と が 一 般 的で す 。  
 た だ し 、 特 許 権は 2 0 年 間 存 続 し ま す 。 そ う す る と 、 

上 記 判 断 も 1 0 年 後 く ら いの 世 界 情 勢 を 加 味 す る 必 要 

があ り ま す 。 こ の よ う な 観 点 か ら 現 在 、 出 願 国 に加 え ら 

れ よ う と し て い る のが 、 他の B R I C s 諸 国や 東 欧 、 東 南 

ア ジ ア の 各 国で す 。 最 終 的 に は特 許の 重 要 性 な ど を 加 

味 し て判 断 せ ざ る を 得 な い事 柄で す 。 」  
 

外国出願戦略 
 

海外の制度につ いて相談 し たい ！  
 

海外の制度につ いて相談 し たい ！  
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第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
 

外国出願の手続き を知 ろ う ！  
 

１  
 

外国出願の手続き や費用 は ど のよ う なものです か ？ 注意すべき こ と はあ り ま すか ？  
 

Q 21 

中小企業の典型的な外国特許出願 ケ ー ス 
 

①パ リ 条約ル ー ト  
 

②PCTル ー ト  
 

日 本国特許庁 
 

中小企業 （ 代理人 ）  
 

国内出願 
 

PCT出願 
 

国際調査報告書 ・ 見解書 
 

各指定国 に 翻訳文を提出 
 

各国の法令に し たが っ て権利が 付与 
 

各国の法令に し たが っ て権利が 付与 
 

各国の法令で定め ら れた 
 様式、 原語 に よ り それぞ れ出願 
 

多数 の国 へ の出 願。 各国 へ の 
出願 書類 作成に時 間を要 する 
場合等に 利用。  

 

1 2 月以 内ならPC T 出 願 へ の 
移行も可能。  

 報告書や見解書は、 権利 と なる 
特許 と なる 可能性判断 に 有効。  

 

外 国 の 出 願 代 理 
人 （ 弁 理 士 ） に よ 
る 手続き  

 

国内出願後、 12月 以内に  
 外国特許庁へ の出願が必要。  

 

国際公開 （18月）  
 

予備審査請求 
 （30月）  

 

米　国 
 

中　国 
 

米　国 
 

中　国 
 

「パリ条約ルート」 「ＰＣＴ（特許協力条約）ルート」 「外国出願費用」  
  

 ○　最終的には各国の特許庁に出願することが必要となります。  
 ○ 　 ２ つ の 方 法 （ パ リ 条 約 ル ー ト 、 Ｐ Ｃ Ｔ ル ー ト ） が あ り ま す の で 、 出 願 国 数 等 を 勘 案 し て 使 

ってみましょう。  
 ○ 　 日 本 へ の 出 願 か ら １ 年 以 内 に 出 願 し な い と 、 各 国 に お い て 出 願 日 の 遡 及 措 置 を 受 け ら れ な 

いことに注意する必要があります。  
 

Ｐ Ｃ Ｔ ル ー ト ・ パ リ ル ー ト の 両 方 を 利 用 し 
て い る 事 例  

 
● 　 出願国数と国際調査報告書の必要性により判断  

 　 Ｐ Ｃ Ｔ は 、 「 特 許 出 願 ５ ヶ 国 以 上 の 場 合 」 と 
「 国 際 調 査 報 告 書 ＊ の 結 果 を 見 た 上 で 出 願 国 を 
決 定 し た い 場 合 」 に 利 用 し て い る 。  

 ＊ 　 Ｐ Ｃ Ｔ 出 願 を す る と 、 審 査 官 が 国 際 調 査 報 告 書 を 作 成 す 
る こ と と な っ て お り 、 そ の 中 に は 国 内 外 の 類 似 の 先 行 技 
術 が な い か ど う か の 初 期 判 断 も 記 載 さ れ て い ま す 。  

 
● 　 商 品 使 用 国 や 競 合 商 品 生 産 国 に 出 願  

 　 外 国 出 願 を 行 う 国 は 、 商 品 を 使 用 す る 国 や 、 
競 合 商 品 を 生 産 し て い る 国 を 対 象 と し 、 欧 州 
は ド イ ツ を 、 ア ジ ア で は 韓 国 、 中 国 、 台 湾 を 
中心にパリルートで出願し権利化を行っている。 
出 願 国 も 増 え て い る た め 今 後 は P C T の 利 用 も 
考 慮 中 で あ る 。  

 ● 　 パ リ ル ー ト を 利 用 し て い る 例  
 　 意 欲 的 に 国 際 出 願 を 行 っ て い る が 、 パ リ ル 

ー ト で 各 国 （ 概 ね 1 3 カ 国 ） へ の 出 願 を 行 っ て 
い る 。  

 ● 　 Ｐ Ｃ Ｔ ル ー ト を 利 用 し て い る 例  
 ○ 　 重 要 特 許 に 関 し て は 、 侵 害 ・ 模 倣 品 対 策 

を 目 的 と し て 、 P C T 出 願 に よ り 、 米 欧 、 東 
アジア諸国等に対して外国出願を行っている。 
そ の 際 、 必 ず 国 際 予 備 審 査 を 行 う こ と に よ 
っ て 特 許 性 を 早 期 に 判 断 し 、 的 確 な 権 利 化 
活 動 に 結 び つ け て い る 。  

 ○ 　 主 要 な 特 許 出 願 に つ い て は 、 P C T ル ー ト 
に よ る 国 際 出 願 を 利 用 し て 欧 米 や 中 国 を 中 
心に外国出願を積 極的に行っている 。 その際、 
国 内 出 願 に 関 し て は 国 際 調 査 報 告 又 は 国 際 
予 備 審 査 の 結 果 を 利 用 し て 早 期 審 査 請 求 す 
る こ と に よ り 早 期 に 権 利 化 し て い る 。  

 ○ 　 海 外 の 特 許 は こ れ ま で は 国 ご と に 出 願 し 
て い た た め 、 コ ス ト 負 担 が 大 き く 海 外 出 願 
国 は 最 小 限 に し て い た が 、 今 後 は Ｐ Ｃ Ｔ 国 
際 出 願 制 度 を 利 用 し 、 各 国 で 積 極 的 に 出 願 
し て い く 方 針 で あ る 。  

 

外 国 出 願 す る か 否 か の 「 最 初 の 」 判 断 は 、 遅 く 
と も 日 本 で の 特 許 出 願 か ら １ 年 以 内 に は 行 う こ と 
が 必 要 と な り ま す 。  

 中 小 企 業 の 典 型 的 な 外 国 出 願 手 続 き に は 、 ① 日 
本 国 特 許 庁 に 国 内 出 願 し て １ 年 以 内 に 外 国 の 特 許 
庁 に 直 接 出 願 す る 方 法 ［ パ リ 条 約 ル ー ト ］ 、 ② 日 本 
特 許 庁 に 特 許 協 力 条 約 に 基 づ く 出 願 し ２ 年 半 以 内 
に 外 国 の 特 許 庁 に ［ 特 許 協 力 条 約 に 基 づ く Ｐ Ｃ Ｔ 
ル ー ト ］ の ２ つ が あ り ま す 。  

 ＊ 国 内 出 願 し て １ 年 以 内 で あ れ ば Ｐ Ｃ Ｔ 出 願 に 移 行 す る こ と も 可 能 
　 で す 。  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
い ず れ の ル ー ト を 使 う か は 、  

 「 出 願 す る 外 国 の 数 （ 一 般 的 に 、 出 願 国 が 多 い 場 
合 に は Ｐ Ｃ Ｔ ル ー ト が 便 利 だ が 、 少 な い 場 合 に は 
Ｐ Ｃ Ｔ ル ー ト の 方 が 高 額 と な る ） 」 、  

 「 外 国 出 願 ま で に 要 す る 時 間 （ 出 願 す る 国 の 選 定 や 
出 願 書 類 の 翻 訳 に 時 間 を 要 す る 場 合 に は 、 Ｐ Ｃ Ｔ 
ル ー ト を 使 う ケ ー ス が 多 い 。 他 方 で 、 早 期 権 利 化 
を 望 む 場 合 に は パ リ 条 約 ル ー ト を 使 用 す る ケ ー ス 
が 多 い 。 ） 」 等 様 々  な 要 因 に 基 づ い て 判 断 さ れ て い 
ま す 。  

 い ず れ に せ よ 、 海 外 の 出 願 に あ た っ て は 、 外 国 
の 代 理 人 （ 弁 理 士 ） が 必 要 と な り ま す 。 中 小 企 業 
の 場 合 に は 、 国 内 の 弁 理 士 経 由 で 依 頼 し て い る 例 
が 多 い よ う で す 。  

 ま た 、 翻 訳 文 の チ ェ ッ ク に も 、 留 意 す る 必 要 が 
あ り ま す 。 あ く ま で も 翻 訳 さ れ た 内 容 が 各 国 の 権 
利 範 囲 と な り ま す の で 、 せ っ か く 権 利 化 し て も 翻 

訳ミスに より権利 行使でき ない場合 もありま すので、 
注 意 し ま し ょ う 。 ま た 、 P C T ル ー ト は 条 約 に 加 盟 
し て い な い 国 ・ 地 域 の 場 合 、 当 該 国 に は 利 用 で き 
ま せ ん 。  
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費用の目安もおさ え てお こ う ！  
 

2 

以 下の と お り の支 援 制 度 を 活 用 で き る 場 合 も あ り ま す 。  
 ★ 独 立 行 政 法 人 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構にお い て は 、 

　 新 規 性 の 高い 技 術 の 事 業 化 等 に あ わ せて国 際 出 願 
　 す る 場 合 の 助 成 制 度 【ス タ ー ト ア ッ プ 支 援 事 業 ［ 中 
　 小 企 業 ・ ベ ン チ ャ ー挑 戦 支 援 事 業 】  

 ★ 地 方 公 共 団 体 に よ る 支 援 制 度  
 例 え ば 、 東 京 都 知 的 財 産 総 合セ ン タ ー で は 、 「 外 国 

　特許出 願・侵害調査費用 の 助成」 を 実施 し て い ま す。  
 h t t p : / / w w w . t o k y o - k o s h a . o r . j p / c h i z a i / i n d e x . h t m l 

日本出願 
 

各国代理人費用 
 

国際出願費用 
 

翻訳費用 
 

調査報告書 
 

パリルート  
 

各国移行 
 

米 
 欧 
 中 
 韓 
 

ＰＣＴ出願  
 (優先権主張・全世界指定)

12ヶ月 
 

19～20ヶ月 
 

中小企業の外国出願費用 を  
 助成する制度 （ H19.12現在 ）  
 

中小企業の外国出願費用 を  
 助成する制度 （ H19.12現在 ）  
 

 
 

外 国 出 願 の た め に は 、 翻 訳 料 、 外 国 特 許 庁 へ の 
手 数 料 、 外 国 弁 理 士 費 用 等 が か か り ま す 。 お お よ 
そ の 費 用 項 目 と 時 期 に つ い て は 下 記 の 図 の よ う に 
な り ま す 。  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 具 体 的 な 費 用 に つ い て は 、 出 願 国 や 出 願 書 類 の 
枚 数 等 に よ り 差 が 生 じ ま す の で 一 概 に 論 じ る こ と 
は 容 易 で は あ り ま せ ん 。 し か し な が ら 、 中 小 企 業 
が 外 国 の 特 許 出 願 に 、 実 際 に い く ら 支 払 っ て い る 
か に つ い て 調 査 し た と こ ろ 、 欧 米 の 場 合 に は 平  

 

均 約 1 1 9 万 円 / 国 、 ア ジ ア の 場 合 に は 平 均 約 7 6 
万 円 / 国 と の 回 答 が あ り ま し た の で 、 目 安 の ひ と 
つ と し て み て も 良 い で し ょ う 。  

 
平 均  

 回 答 数 の 多 い 金 額  
  

 

約 1 1 9 万 円  
 5 0 ～ 8 0 万 円 　 　     4 3 件  

 1 0 0 ～ 1 3 0 万 円 　 3 5 件  
 1 5 0 ～ 2 0 0 万 円 　 2 3 件  
 

約 7 6 万 円  
 3 0 ～ 5 0 万 円 　 　 4 1 件  

 5 0 ～ 7 0 万 円 　 　 1 7 件  
 8 0 ～ 1 0 0 万 円 　   1 7 件  
 

欧 米 （ N = 1 2 4 ）  
 

ア ジ ア （ N = 9 9 ）  
 

（ H 1 8 . 1 1 特 許 庁 調 査 ）  
 

  
  

  

第
 2
章
 4
「
 量
 産
 化
 」
 （ 製
 造
 ・
 市
 場
 投
 入
 ）
 す
 る
 



62

第2章 　 事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 
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資 
　 
料  

海 外 で 知 的 財 産 の 侵 害 を受 け て い る 中 小 企 業 を対 
象に 、 日 本 貿 易 振 興 機 構 が 調 査 機 関 と 契 約 し 、 現 地 
で の 侵 害 調 査 を 実 施 し 、 模 倣 品 ・ 海 賊 版 の 製 造 元 や 
流 通 経 路 の 特 定 、 市 場で の 販 売 状 況 な ど の 情 報 を 提 
供 す る 事 業 を 実 施 し て い ま す 。  

 【 問 い 合 わ せ 先 】日 本 貿 易 振 興 機 構 （ジ ェ トロ） 知 的 財 産 課  
 TEL 03-3582-5198、 E-mail CHIZAI@jetro.go.jp

海外での侵害品対応は国によ っ て違 う こ と に注意 しよ う ！  
 

１  
 

侵害警告 を受けた場合 
 

2

「海外模倣品（権利侵害品）対策」  
  

 ○ 　 海 外 で の 係 争 は 、 国 内 で の 係 争 以 上 に ハ ー ド ル が 高 い も の で す 。 海 外 の 制 度 や 運 用 を 理 解 
した上で、対応方法を検討しましょう。  

 

海外で侵害品 をみつ けた場合や 侵害警告 を受けた場合 には、  
 国内の場合 と 異なる対応が必要な ので し ょ う か ？  

 

Q22

模 倣 品 対 策 に 積 極 的 に 取 り 組 ん で い る 事 例  
 

○ 　 模 倣 品 に 対 し て は 税 関 で の 水 際 対 策 を 活 用 し 
て い る が 、 韓 国 で の 模 倣 に 対 し て は 、 弁 理 士 を 
通 じ て 直 接 企 業 に 警 告 し て 止 め さ せ た 事 例 も あ 
るなど、費用対効果を考えた対策を行っている。  

 ○ 　 中国など、外 国での模倣品 対策において は、ジ 
ェト ロや 弁護 士な どの 意見 を参 考に して おり 、権 
利を 侵害 され た場 合は 、販 売元 や製 造元 へ、 弁護 
士名 で警 告書 を送 付し てい る。 他方 で、 各国 での 
ラ イ セ ン ス 戦 略 で も 一 定 の 収 入 を 得 て い る た め 、 
知財関連予算の収支はプラスを確保している。  

 

海外海外 に おける知的財産権おける知的財産権  
 侵害調査の助成侵害調査の助成  

 

海外に おける知的財産権 
 侵害調査の助成 

 
権 利 侵 害 品 を 放 置 し て お く と 、 侵 害 品 の 製 造 国 

や 流 通 国 で 、 市 場 を 失 っ た り 、 ブ ラ ン ド イ メ ー ジ 
を 悪 化 し た り 深 刻 な 被 害 を 受 け る こ と が あ り ま す 。  

 侵 害 品 対 策 に 積 極 的 な 企 業 で は 、 現 地 の 代 理 人 （ 法 
律 ・ 特 許 事 務 所 ） と の 連 携 や 、 現 地 の 取 り 締 ま り 
当 局 へ の 積 極 的 摘 発 、 同 様 の 被 害 を 受 け て い る 会 
社 と の 協 力 等 を 行 っ て い ま す 。  

 い ず れ に せ よ 、 国 に よ っ て 、 取 締 り 体 制 や 裁 判 
制 度 や 運 用 が 異 な り ま す 。 模 倣 品 マ ニ ュ ア ル や 政 
府 の 窓 口 等 を 参 考 に す る こ と も 大 事 で す 。  

 → マ ニ ュ ア ル ：  
 http://www.jpo.go.jp/torikumi/mohouhin/mohouhin2/ 

 manual/manual.htm 
 → 政 府 模 倣 品 ・ 海 賊 版 対 策 総 合 窓 口 ：  

 http://www.meti.go.jp/policy/ipr/index.html

国 内 の 場 合 と 同 様 に （ Ｑ １ ９ ） 、 警 告 を 受 け た 場 合 
には、冷 静になり ましょう 。 最初に行 うべきこ とは、 
警 告 の 対 象 と な っ て い る 特 許 権 等 の 存 否 や 状 態 を 
確 認 す る こ と で す 。 ま ず は 専 門 家 と 相 談 し て み ま 
し ょ う 。  

 

  
 

  

第
 2
章
 4
「
 量
 産
 化
 」
 （ 製
 造
 ・
 市
 場
 投
 入
 ）
 す
 る
 



63 

業 種 に よ り 知 財 戦 略 は 変 わ る 場 合 が あ り ま す 。 ま た 、 事 業 の 継 続 を 重 点 に お く 企 業 も あ る で し ょ う。 こ こ 
で は 、 そ の よ う な 知 財 経 営 に 関 す る 留 意 点 を 紹 介 します 。  

 

知財経営 と 企業特性 と の 
 関係 を考 え てみよ う ！   １  

 

「 業種 」 と の関係や  
 「 企業の発展段階 」 と の関係を 知 ろ う ！  

 

2 

知財経営 を行 う 上で、 業種 等は関係ない ので し ょ う か ？  
 

Q 23 

5 5 5 異 な る 視点か ら 知財経営 を 考 え る  
 

アー リ ース テー ジ  
 （創業期 ）  

 

● 基本特許の内容チェック 
 ● 基本特許の権利化に注力 
 

● 特許出願の習慣付け 
 ● ポートフォリオの基礎作り 
 ● 応用技術の展開範囲を調査 
 

ミ ド ル ・ レー タ ー 
 ス テー ジ  

 （成長期 ・ 成熟期）  
 

● ライセンス契約の整備 
 ● 必要に応じ権利行使 
 

● ポートフォリオの強化 
 ● 効率的出願の体制作り 
 ● 社内の特許教育 
 

1製品1特許型 
 

1製品多特許型 
 

業種別・ステージ別の特許戦略のチェックポイント 
 

一 製 品 一 基 本 特 許 も し く は 
少 数 基 本 特 許 … 基 本 特 許を   
　 抑 え て い る かど うか でビ 
　 ジ ネ ス の成 功 が 決定 す る 。  

 

一 製 品 多 数 特 許 … 基 本 特 許 
　 取 得 も 重 要 で あ る が 、 特 
　 許 ポ ー ト フ ォ リ オ の 構 築 、 
　 及 びライ センス 戦 略 や 標 
　 準 化 等 の 特 許 活 用 戦 略が 
　 よ り 一層重要 と な る 。  

 

特 許 … 基 本 特 許 は存 在 しな 
　い 。 特 許ポ ー ト フ ォ リ オの 
　 構 築よ り も、 ビ ジネスモ デ 
　 ル や 営 業 宣 伝 等 他 の 要 因 
　が 重要。  

 

基本特許が 重要 
 

特許以外の要素が重要 
 

イ 
ン 
タ 
ー 
ネ 
ッ 
ト 
ビ 
ジ 
ネ 
ス 
・   

ソ 
フ 
ト 
ウ 
ェ 
ア   

エ 
レ 
ク 
ト 
ロ 
ニ 
ク 
ス 
、   

メ 
カ 
ト 
ロ 
ニ 
ク 
ス   

新 
素 
材   

製 
薬 
・ 
バ 
イ 
オ   

「知財経営と技術分野」  
  

 ○ 　 知 財 経 営 に つ い て は 、 基 本 的 な 考 え 方 は 同 様 で す が 、 技 術 分 野 及 び 企 業 の 発 展 段 階 等 で 一 
部注意すべきことがあります。  

 

知 財 経 営 に つ い て は 、 会 社 の 資 金 規 模 や 従 業 員 

数 で 実 践 方 法 は 異 な る こ と が あ り 得 る も の の 、 「 特 

許 権 等 の 知 的 財 産 権 に よ り 参 入 障 壁 を 築 き 、 市 場 

を 支 配 す る 」 と い う 基 本 的 な 考 え 方 は 変 更 あ り ま 

せ ん 。  
 ただし、 「業種（ 技術分野 ） 」と「企 業の発展 段階」 

に よ り 、 焦 点 を 充 て る べ き 知 財 戦 略 が 異 な り ま す 。 

こ れ を 整 理 す る と 以 下 の よ う に な り ま す 。  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
 （ １ ） 業 種  

 特 許 の 視 点 か ら 業 種 を み る と 、 ① 「 １ 製 品 １ 特 

許 型 」 が 基 本 と な る 業 種 （ バ イ オ ・ 製 薬 等 の 素 材 

系 企 業 が 典 型 的 ） と ② 「 １ 製 品 多 特 許 型 」 が 基 本 

と な る 業 種 （ 電 気 ・ 機 械 等 メ カ ト ロ ・ エ レ ク ト ロ 

ニ ク ス 企 業 が 典 型 的 ） 、 ③ 必 ず し も 特 許 に 依 存 し な 

い 業 種 （ イ ン タ ー ネ ッ ト ビ ジ ネ ス 、 ソ フ ト ウ エ ア 

関 連 ） に 大 別 さ れ ま す 。  
 

「 １ 製 品 １ 特 許 型 」 企 業 の 場 合 に は 、 一 つ の 強 い 

基 本 特 許 に よ る 参 入 障 壁 構 築 を 目 指 す こ と が 基 本 

戦 略 と な り ま す し 、 他 方 で 「 １ 製 品 多 特 許 型 」 企 

業 の 場 合 に は 、 基 本 特 許 の み な ら ず 周 辺 特 許 を 含 

め た 権 利 取 得 （ ＝ 複 数 の 権 利 を 最 適 に 管 理 し 的 確 

な 経 営 戦 略 に 活 か す 特 許 網 づ く り ） が 重 要 と な り 

ま す 。 中 小 企 業 の よ う な ニ ッ チ な 分 野 で も 同 様 の 

考 え 方 が 必 要 と な り ま す 。  
  

 （ ２ ） 企 業 の 発 展 段 階  
 企業の発展 段階を「創 業期」 、 「成長期」 、 「成熟期」 

と 分 類 す れ ば 、 そ の 発 展 段 階 で 知 財 戦 略 の 焦 点 が 

変 化 す る こ と と な り ま す 。  
 特 に 、 「 創 業 期 」 に お い て は 、 「 発 明 の 創 造 （ 研 

究 開 発 ） 」 や 「 基 本 特 許 の 取 得 」 に 焦 点 を あ て 知 財 

経 営 実 務 の 基 盤 を 整 備 す る こ と が 必 要 で す 。 こ の 

時 期 に 基 盤 を 整 備 し て お け ば 、 そ の 後 の 発 展 段 階 

に 応 じ た 戦 略 や 体 制 を よ り 有 効 な も の と す る こ と 

に も つ な が り ま す 。  
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第2章　事業活動と知財戦略はどのような関係にあるのですか？ 

「知的財産と事業リスク」「著作権等その他の知的財産」 
 

○ 積極的な知財経営を目指さない場合でも、最低限の「知財面からの手当」をしておくべき事
項があります。 

自社だけでなく他社の状況も 
把握しておこう！ １ 

著作権等様々な知的財産権にも 
留意しておこう！ 2

知的財産権の種類 

創作意欲を促進 信用の維持 

特許権（特許法） ○「発明」を保護 
○出願から20年（一部25年に延長） 

意匠権（意匠法） ○物品のデザインを保護 
○登録から20年 

実用新案権 
（実用新案法） 

○物品の形状等の考案を保護 
○出願から10年 

著作権 
（著作権法） 

○文芸、学術、美術、音楽、プログラム等 
　の精神的作品を保護 
○創作時から死後50年（法人は公表後 
　50年、映画は公表後70年） 

○商品・サービスで使用する 
　マークを保護 
○登録から10年（更新あり） 

商号 
（会社法、商法） 

○商号を保護 

商品表示、商品形態 
（不正競争防止法） 

【以下の不正行為を規制】 
○混同惹起行為 
○著名表示冒用行為 
○形態模倣行為（販売から3年） 
○ドメインネームの不正取得等 
○誤認惹起行為 

育成者権 
（種苗法） 

○植物の新品種を保護 
○登録から25年（樹木30年） 

営業秘密 
（不正競争防止法） 

○ノウハウや顧客リストの盗用等の 
　不正行為を規制 

（技術上、営業上の情報） 

回路配置利用権 
（半導体集積回路の回路配置に関する法律） 

○半導体集積回路の 
　回路配置の利用を保護 
○登録から10年 

商標権 
（商標法） 

知的創造物についての権利 営業標識についての権利 

●製品が中間材料のため、模倣されても発見で
きないこともあり、以前は特許出願をせずに
公証役場で証拠書類等について確定日付を取
得し、ノウハウとして秘匿していた。年間数
百件なされる発明提案のうち、質の高い半分
くらいについて公証制度を活用していたため、
特許侵害で警告を受けた際にも、先使用権を
主張して退けることができた。 
● 警告状が送られてきたり、訴訟に巻き込まれ
たりした場合に備えて先使用権の確保に努め
ている。具体的には、出願後すぐに取下げる（特
許公報として公開はされないが同社が出願し
た経緯は残る。）とともに、公証人を利用する
等している。 

防御の観点からの知財財産活用事例 

●自社名の商標権を取得した。これにより、他
社の権利が取得され、当社の営業に支障をき
たすのではないかとの不安を感じることなく、
安心して事業遂行ができるようになった。 

事業拡大というより今の事業の継続に重点をおきたい 
のですが、知財経営は必要なのでしょうか？ 

Q24

自ら知的財産経営を目指そうとしなくても、他
社の戦略変更により自社の経営に大きな影響を及
ぼすことがあります。 
最も典型的な例は、（業界の１社が知的財産を積
極的に活用する方針に転じたため、）他社から知的
財産権を根拠に侵害警告を受けるような場合（Ｑ１９）
です。安心して事業を実施するためには、商標権等
も含めて知的財産権を保有しておくことも重要です。 
また、他社が同様の技術について出願した場合
に備えて、他社の出願前から同じ技術を使って商
売していたことを明らかに示す、「先使用権」の証
明の準備をしておくことも大切です（Ｑ４）。「公知化」
（Ｑ３６）により、最低限他社の権利かを避けること

も検討の一つとなるでしょう。 

知的財産には下表のように様々な種類があります。

仮に意匠権や商標権の権利を登録していなくても、

形態を模倣することが不正競争行為とされたり、

著作権として自動的に付与される権利もあります

ので、他社の権利を侵害しないように留意してお

きましょう。 
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

 知財活動を実践したいのですが？ 

＜知財戦略実践編＞ 
 中小企業の知財基盤構築のための基礎情報付与part 

  
 

　 「 知 的 財 産 を 活 用 した 取 組 を 進 め た い ！ 」 ･ ･ ･ そ う 思 っ て い た だ け た 中 小 企 業 

の 方 に向 け て 、 大 切 な ポイ ン トを 伝 授 し ま す 。  
 

出願 
 

登録・維持　  
 

実用新案権 の活用、 公知化 
 

知 財 コ ン サ ル を 受 け る  
 

出願や侵害 を相談 
 

知財専門家 の活用 
 

期間・費用 
 

審査請求 
 

　1. 体制 を 整備 し よ う ！  
 

　2. 特許権 の基礎知識 を 学ぼ う ！  
 

1 1 1 

2 2 2 

Q25 

Q26 Q27 

Q32 審査 
 

Q34 Q33 Q35 

Q31 

Q36 

社内体制・社内教育 
 

体制 整備 
 

社内規程 整備 
 

教育 
 

Q28 Q29 Q30 

第3章の全体像 
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　1. 体制 を 整備 し よ う ！  
 

1 1 1 

知財の支援を 受け る外部専門家 と しては、 ど のよ う な人がい ま すか 。  
 ど のよ う な場面で活用す る のがよ いので し ょ う か ？  

 

経済産業省/特許庁 
 

知財駆け込 み寺 （ 商工会 ・ 商工会議所 ） 〈 約2,500か所 〉  
 

（ 独 ） 工業所有権情報 ・ 研修館 
 

地域関係機関等 
 

地方公共団体 
 

知的所有権セ ン タ ー 
 〈 59 か所 〉  

 

地方閲覧室 
 〈 8 か所 〉  

 

都道府県支部 
 〈 47 か所 〉  

 

地域知財戦略本部 
 （事務所 ）  

 経済産業局 ・  
 沖縄総合事務局 

 特許室 
 〈 9 か所 〉  

 

（連絡調整 ）  
 

都 
道 
府 
県   

レ 
ベ 
ル   

市 
町 
村   

レ 
ベ 
ル   

（社 ） 発明協会 
 （JIII）  

 

「知財専門家」 「アドバイザー」  
  

 ○ 知 財 の 戦 略 構 築 、 出 願 、 侵 害 警 告 へ の 対 応 等 希 望 す る 支 援 内 容 に よ り 、 弁 理 士 、 弁 護 士 等 支 
援可能な外部専門家が異なります。  

 ○無料で相談や利用できる国や地方公共団体の支援制度もあります。  
 

主な外部専門家の 全体像 を知 ろ う ！  
 

1 

○  総合相談窓 口  
 　 （独） 工 業 所 有 権 情 報 ・ 研 修 館 　 相 談 部 　 0 3 - 3 5 8 1- 1101  

 　 （内2121-2123）  
 各経済産業局 特許室へ  

 http://www.jpo.go.jp/shoukai/soshiki/tokusitu.htm#map  
 

○  こ の 他 に も 、  
 ・ 都 道 府 県の 知 的 財 産 関 連 セ ン タ ー等 に専 門 家 が 

配属 さ れ て い る 場合、  
 ・ 経営相談 の 一環 と し て 知的財産 の 専門家 を 派遣す る 

制度 等 も あ り ま す の で 、 身 近 な 窓 口 を 調 べ て み ま し ょ う 。  
 

知的財産専門の公的相談拠点等 も 活用 し よ う ！  
 

知的財産専門の公的相談拠点等も活用 し よ う ！  
 

2    国 ・ 地方公共団体の支援によ る専門家も活用 してみよ う ！  
 

2 

知 財 経 営 を 行 う た めには 、 社 内 の 体 制 を 整 備 した り 、 社 内 意 思 決 定プ ロ セス を 明 確 化 する こ と も大 切で す 。 外 部 専 
門 家を 活 用 する こ と も 検 討 する必 要 が あ り ま す 。 こ こでは 、 社 内 体 制 整 備 の 観 点 か らの 疑 問につ い てお 答 え し ま す 。  

 

Q25 

　 知 財 分 野で 特に代 表 的 な 例 と し ては、 以 下 のよ う な 
外部専門家 が い ま す 。  

 ○  弁理士 （ 特許事務所 ）  
 　 特 許 権 、 意 匠 権 、 商 標 権 の 取 得 ま で の 手 続きの 代 行 

　 やそ の鑑定 を主た る 業務 と し て い ま す 。  
 　 裁 判 （ 一 部 ） の 代 理 人 又 は補 佐 人 、 裁 判 外 の 仲 裁 代 

　理人、 税関の輸入差 し 止め 等の業務も 行 い ま す 。  
 詳 細 → h t t p : / / w w w . j p a a . o r . j p / a b o u t _ u s / p a t e n t _ a g e n t / i n d e x . h t m l  
 

○  弁護士  
 　 知 的 財 産 分 野では 、 特 許 権 等 侵 害 案 件 （ 検 討、 警 告、 

　交渉、 訴訟等 ） や ラ イ セ ン ス 契約 （ 契約書の作成等 ） 、 
　社内規程整備 （ 職務発明規程等 ） 等 を担当 し ま す 。  

 ○  中小企業診断士 （ 事務所 ）  
 　 「 経 営 の 診 断や 経 営に 関する 助 言 」 を 行 う 中で、 知 的 財 産 

　の戦略的活用 の観点 か ら 行 っ て い る 場合 が あ り ま す 。  
 ○  技術士 （ 事務所 ）  

 　科学技 術の コ ン サル タ ン ト であ り 、 「 先行技術 を調査 
　 し て新事業 や研究 開発 の戦略や方針 を策定 」 す る 支 
　援 を行 っ て い る と こ ろ が あ り ま す 。  

 ○  公認会計士 （ 監査法人 ）  
 　 知 的 財 産 の 金 銭 的 価 値を 算 出 する 「 知 的 財 産 の 価 

　値評価 」 を行 っ て い る 場合 が あ り ま す 。  
 ○  コ ン サル テ ィ ン グ フ ァ ー ム （知財 コ ン サル テ ィ ン グ 会社）  

 「 知 財 を 活 用 した 新 事 業 開 発 ・ 研 究 戦 略 、 知 的 財 産 
の 市 場 調 査 、 特 許 マ ッ プの 策 定 」 等 知 財 関 連で 幅 広 
い業務 を担当 し て い る 企業 も あ り ま す 。  

  
  
  
   ま ず 、 国や 地 方 公 共 団 体 の 無 料で 利 用でき る 制 度を 
活用 し てみ る こ と も 一案 で す 。  

 ○  出願 ア ド バ イ ザ ー （ 約50名。 全国の発明協会支部電子出 
　願相談室 に 配置。 年間11万件以上 の相談 に 対応。 ）  

 出 願 手 続き、 共 同 利 用 パ ソ コ ン の 使 い 方 、 電 子 出 願 

制度 に つい ての相談 に 応 じ て い ま す 。  
 

○   特 許 情 報 活 用 支 援ア ドバ イ ザ ー （ 約 5 0 名 。 都 道 府 
県 の 知的 所有 権 セ ン タ ー に 配置 。 年間 8千 件 の 中小 
企業の相談 に 対応 ）  

 　 特 許 情 報 検 索 の 方 法 の 指 導や そ の 活 用に関する 相 
談 （ 訪 問 相 談 有 ） に 応 じ ま す。 他 社 の 特 許 情 報は、 出 
願 方 針 、 研 究 開 発 方 針 等 を 検 討 す る 際 に 役 立 ち ま す 。  

 詳細→http://www.ryutu.inpit.go.jp/ptpadv/index.html 
 

○  特許流通ア ド バ イ ザ ー （ 約100名。 都道府県 の知的     
　 所 有 権 セ ン タ ー に 配 置 。 累 計 １ 万 件 以 上 の 成 約 実 績 有 。 ）  

 特 許 の 流 通を 促 進 す る た め の 技 術 移 転 の 仲 介 支 援を 
行 っ て い ま す。 大学 ・ 公的 機関、 企業 等 が保有す る 開放 
可 能 な 特 許 技 術 の 発 掘 と 、 中 小 ・ ベン チ ャ ー 企 業 等 の 
技術導入 ニー ズ を把握 し 、 マ ッ チ ン グ を図 っ て い ま す 。  

 　 詳細→http://www.ryutu.inpit.go.jp/advisor/index.html 
 

○   個 別 無 料 相 談 会 （全 国 各 地 で 年 間 ４ 千 回 以 上 開 催 。 ）  
 　 出 願 、 模 倣 品 対 策 、 ラ イ セ ンス 契 約 等 知 財 に関 する 

　具体的な案件 に つい て 、 弁理士等 の専門家が 個別相 
　談 を受 け付 け て い ま す 。  

 　 詳細→http://www.hirameki.jiii.or.jp/
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

知財 コ ンサ ル テ ィ ング と い う のはなんで し ょ う か ？  
 受けて みたいのですが、 ど う すればよ いで し ょ う か ？  
 

Q26 

知財 コ ンサ ル テ ィ ング の意義を 知 ろ う ！  
 

知財 コ ンサ ル テ ィ ング の支援の 
 具体的な内容を知 ろ う ！  
 

市 
場 
ニ 
ー 
ズ 
分 
析 
／ 
製 
品 
企 
画   

製品開発 
 

技術開発・生産 
 

特許戦略 
 

体制整備 
 

基本技術の特定・開発 
 

量　産　化 
 

①特許調査 
 ②特許マップ分析 
 ③権利化手法選択 
 ④権利化 
 

①人材育成 
 ②契約書雛形作成 
 ③発明報奨制度 
 ④営業秘密管理体制 
 　整備 
 ⑤特許出願処理 
 　ルーティン構築 
 ⑥情報管理システム 
 　構築 
 ⑦データベース構築 
 　　　　　　　―等 
 

①特許調査 
 ②特許マップ分析 
 ③権利化手法選択 
 ④権利化 
 

①権利侵害品対策 
 ②ライセンス 
 ③IRへの活用―等 
 

応用製品開発・試作/ 
 サンプル製作 

 

知財経営実務 
 

知財 コ ンサ ル テ ィ ン グ の イ メ ー ジ 図 
 

「知財コンサルティング」 「知財戦略支援」 「社の知財方針」  
  

 ○ 　 知 財 コ ン サ ル テ ィ ン グ と は 、 一 般 的 に は 、 外 部 の コ ン サ ル タ ン ト や 専 門 家 に よ る 知 財 経 営 
を企業に導入・定着させるための支援業務のことをいいます。  

 ○　内容は、各企業のビジネスニーズや問題意識に応じて、特許調査を用いた市場分析の支援、 
社内の知財関連人材の育成支援等を実施します。  

 

1 
2 

「 企 業 の 強 み （ 製 品 の 売 れ る 理 由 ） 」 が 、 技 術 優 位 

性 で あ る 場 合 に は 、 知 財 コ ン サ ル テ ィ ン グ が 経 営 戦 

略を構築する上で有効な場合があります。  
 こ れ ま で 知 財 コ ン サ ル の 支 援 を 実 施 し た 例 で は 、 

以下の成果が得られたケースもあります。  
 ①　経営面での成果 

 　 特 許 マ ッ プ 等 に よ る 客 観 的 な 技 術 分 析 ・ 評 価 を 

得られたことにより、  
 →新分野への進出が実現した事例 

 →資金調達につながった事例 
 ②　体制面での成果  

 　 知 財 戦 略 を 経 営 戦 略 上 明 確 に 位 置 づ け る 意 識 が 

共有されたことにより、  
 →経営者が知財に関与する体制が整備された事例 

 → 支 援 終 了 後 も 継 続 的 に 知 財 専 門 家 の ア ド バ イ ス 

を受けることとした事例 
 （注 ）知 財コ ンサ ルテ ィン グに つい ては 、明 確な 定義 はあ りま せん が、 
　　 ここでは右記 2.   の表の支援を行うことを総称しています。  

  
 

知 財 コ ン サ ル テ ィ ン グ の 支 援 内 容 は 、 多 種 多 様 で す 。 

ま ず 、 経 営 者 を 含 む ヒ ア リ ン グ や 保 有 し て い る 知 的 

財 産 の 棚 卸 し 、 特 許 調 査 ・ 分 析 等 に よ り 、 企 業 の 置 

か れ て い る 事 業 環 境 の 中 で 知 財 に よ る 競 争 力 強 化 が 

で き る か 否 か の 可 能 性 を 把 握 し ま す 。 そ の 上 で 、 企 

業 側 の 支 援 ニ ー ズ に 整 合 す る コ ン サ ル テ ィ ン グ 計 画 

を立案することとなります。  
 発 明 し た 技 術 の 知 財 の 活 用 、 侵 害 警 告 対 策 と い っ 

たように 自社の課 題が明ら かとなっ ている場 合には、 

テ ー マ を 特 化 し た 知 財 コ ン サ ル テ ィ ン グ を 受 け る こ 

とも一案です。  
 い ず れ に せ よ 、 知 財 コ ン サ ル テ ィ ン グ の 内 容 は 多 

様 で あ る た め 、 課 題 に 応 じ て 必 要 な 知 見 ・ 資 格 も 異 

な り ま す 。 ま ず は 、 知 財 コ ン サ ル テ ィ ン グ 会 社 や 弁 

理士等専門家に相談してみてください。  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 〈コンサルティングを受けた企業の事例〉  

 　 参 考 資 料 の 例 の 他 、 「 中 小 ・ ベ ン チ ャ ー 企 業 知 的 

財 産 戦 略 マ ニ ュ ア ル 2 0 0 6 」 （ p 3 9 ～ p 1 3 7 ） に 

12 の事例が掲載されています。  
 詳細→ 

 http://www.jpo.go.jp/torikumi/chushou/manual_2006.htm 
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自社の知財戦略の 方針等を 構築 してみよ う ！  
 

3 

　 一部の 都道 府県 等中小 企業 支援 セ ン タ ー に お い て は 、 

一定期間集中的 に 知的財産 の 専門家 を 派遣す る こ と に よ 

り 、 企 業 に お け る 知 的 財 産 を 活 用す る た め の ビ ジ ネ ス プ ラ 

ン づ く り を 支 援 し て い ま す 。 平 成 1 6 - 1 8 年 度 の ３ 年 間 に 2 0 0 

社以上 の 支援実績 が あ り ま す 。  
 http://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_center.htm 

地域中小企業知的財産戦略支援事業地域中小企業知的財産戦略支援事業  
 

地域中小企業知的財産戦略支援事業 
 

知 財 コ ン サ ル テ ィ ン グ の 分 析 結 果 を 活 用 し 、 社 内 

の 「 知 的 財 産 の 基 本 方 針 」 や 「 出 願 判 断 の ガ イ ド ラ 

イ ン 」 、 「 ラ イ セ ン ス の ガ イ ド ラ イ ン 」 等 を 策 定 し て 

みることも継続的な取組を行う上では大切です。  
 

知 的 財 産 戦 略 の 基 本 方 針 を 明 確 にし て 
い る 事 例 　  

 
知 的 財 産 戦 略 の 基 本 方 針 で あ る 「 知 的 財 産 権 管 

理 方 針 」 で は 、 「 出 願 方 針 」 、 「 ラ イ セ ン ス 方 針 」 、 「 係 

争 方 針 」 の 3 つ に 大 別 し て 規 定 。 「 出 願 方 針 」 で は 、 
事 業 の 独 占 （ ま た は 優 位 性 ） を 図 る こ と を 目 標 と 

し て お り 、 実 施 発 明 そ の も の だ け で な く 、 基 本 発 

明 の 周 辺 部 分 （ 迂 回 発 明 、 関 連 発 明 ） も 含 め て 出 

願 す る ほ か 、 得 意 先 が 扱 う 部 品 、 部 材 等 に 関 し て 

も 出 願 を 行 う と し て い る 。ま た 、 ニ ー ズ を 先 取 り し 、 

得 意 先 か ら ニ ー ズ 提 案 が 行 わ れ る 前 に 出 願 す る こ 

と に よ り 共 同 出 願 と な る こ と を 避 け る と と も に 、 

提 案 営 業 を 行 う 場 合 は 、 出 願 が 完 了 し た 後 に 行 う 

ことを徹底し、独占的に権利取得するとしている。 

オ ン リ ー ワ ン を 目 指 し て 果 敢 に 権 利 取 得 を 行 う の 

が基本戦略であるが、 「ライセンス方針」 では、他 
社 に 知 財 を 開 放 す る こ と が 得 策 と 判 断 さ れ る 場 合 は 、 

積 極 的 に ラ イ セ ン ス 供 与 や ク ロ ス ラ イ セ ン ス を 行 

っていくとしている。 「係争方針」 としては、最初 
か ら 事 を 荒 立 て る よ う な こ と は せ ず 、 話 し 合 い に 

よ る 円 満 解 決 を 基 本 と し 、 他 社 の 特 許 に 無 効 理 由 

を 発 見 し た 場 合 も 、 直 ち に 無 効 審 判 を 起 こ す こ と 

は せ ず 無 効 理 由 を 裏 付 け る 資 料 を 準 備 し な が ら 、 

相手の出方に応じて対応するとしている。  
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

弁理士 ・ 弁護士の探 し方 を知 ろ う ！  
 

選定のポイ ン ト を知 ろ う ！  
 

弁理士 や 弁護士 は、 ど のよ う に探せばよ いですか ？  
 

Q27 

「弁理士」 「弁護士」  
  

 ○　弁理士、弁護士は HP で検索することもできます。  
 ○ 　 弁 理 士 の 場 合 に は 技 術 分 野 、 弁 護 士 の 場 合 に は 知 的 財 産 の 経 験 を 、 最 初 に 確 認 す る こ と が 

重要です。  
 

書 籍 を 読 ん で アプロ ー チ  
 

会 社 を 設 立 す る ま で の 準 備 期 間 に 、 ソ フ ト ウ ェ 

ア 特 許 に 関 す る 某 書 籍 に 出 会 っ た 。 当 時 は 特 許 の 

出 願 分 野 は 製 造 業 が 主 体 で あ っ た が 、 そ の 書 籍 で 

は 今 後 の ソ フ ト ウ ェ ア 特 許 の 重 要 性 が わ か り や す 

く 示 唆 さ れ て い た た め 、 研 究 所 時 代 に な ぜ ソ フ ト 

ウ ェ ア 特 許 を 出 願 し て い た の か 、 同 社 社 長 は そ の  
 

県 の ア ド バ イ ザ ー か ら 紹 介  
 

弁 理 士 へ の 依 頼 は 費 用 負 担 が 大 き い が 、 特 許 の 

出 願 は 独 特 の 言 い 回 し が あ り 、 社 内 で 対 応 で き る 

レ ベ ル で は な い た め 、 県 の ア ド バ イ ザ ー か ら 紹 介 

された東京の弁理士に依頼している。  
 

ウ ェ ア 特 許 を 出 願 し て い た の か 、 同 社 社 長 は そ の 

意 味 を 初 め て 理 解 し た と い う 。 直 ぐ に そ の 書 籍 の 

著 者 で あ る 大 阪 の 弁 理 士 に ソ フ ト ウ ェ ア 特 許 の 相 

談 に 行 っ た と こ ろ 、 快 く 引 き 受 け て も ら い 、 そ れ 

以 来 、 同 弁 理 士 と 付 き 合 い 続 け て い る 。 こ の よ う 

に し て 、 一 冊 の 書 籍 と の 出 会 い が 知 的 財 産 、 と り 

わ け ソ フ ト ウ ェ ア 特 許 に 目 覚 め る き っ か け と な っ た 。  
 

　 東 京 都 知 的 財 産 総 合 セ ン タ ー で は 、 都 内 の 中 小 企 

業 と 弁 理 士 の 出 会 い の 場 を 提 供 す る 「 弁 理 士 マ ッ チ 

ン グ 支 援 シ ス テ ム 」 を 2 0 0 7 年 3 月 か ら 開 始 し て い ま す 。  
 具 体 的 に は 、 実 務 経 験 な ど 一 定 の 要 件 を 満 た し た 

弁 理 士 に 登 録 し て も ら い 、 中 小 企 業 が 知 的 財 産 権 を 

取 得 ・ 活 用 す る 際 に 、 適 任 の 弁 理 士 を 選 任 で き る と 

いうシステムを設けています。  
 詳細→ 

 http://www.tokyo-kosha.or.jp/chizai/benrishi/index.html 
 

東京都弁理士マ ッ チ ン グ 支援 シ ス テ ム 
 

東京都弁理士マ ッ チ ン グ 支援 シ ス テ ム 
 

1 

2 

　以下のような方法で探すことができます。  
 ○　 HP を活用して探す  

 ①日本弁理士会の弁理士ナビ 
 　 （弁理士リスト検索システム）  

 ＊「 弁理 士ナ ビ」 では 、弁 理士 ・特 許事 務所 を事 務所 所在 地、 専門 分 
　野 、技 術分 野、 取り 扱い 業務 、中 小・ ベン チャ ー企 業対 応、 取り 扱 
　い業務、出張対応可能地域等の条件による検索が可能です。  

 　詳細→ http://www.jpaa.or.jp/advisement/index.html 
 

② 弁 護 士 知 財 ネ ッ ト （ 知 的 財 産 権 に 関 連 す る 業 務 

　に対応できる弁護士のネットワーク）  
 詳細→ 

 http://www.iplaw-net.com/chizainet/index.html  
 ○　 知財関連の相談会やセミナーなどで探す  
 　 無 料 相 談 会 で 相 談 を 受 け た り 、 セ ミ ナ ー 等 の 講 

師 と し て 話 を 聞 い た り す る 中 で 、 選 ん で い る 場 合 

があります。  
 ○　 紹介をしてもらう  

 　 知 人 や ア ド バ イ ザ ー を 通 じ て の 紹 介 、 異 業 種 交 

流 会 の 場 で の 紹 介 等 人 を 通 じ て 紹 介 を 受 け る 例 が 

あります。  
 　 ま た 、 弁 護 士 を 探 す 場 合 に 、 例 え ば 、 普 段 か ら 

つ き あ い の あ る 弁 理 士 が い れ ば 、 ま ず は 相 談 し て 

み て 、 知 財 に 詳 し い 弁 護 士 を 紹 介 し て い た だ く よ 

うなケースもあるようです。  
 ○　 専門家のこれまでの活動を調べる  

 　 こ れ ま で 代 理 人 と し て 出 願 し た 書 類 、 裁 判 事 例 

等 を 調 査 し て 、 自 社 に あ う 専 門 家 を 探 す 方 法 も あ 

ります。  
 

自 社 に 適 し た 専 門 家 で あ る か 否 か を 一 律 に 判 断 す 

る こ と は 困 難 で す が 、 専 門 家 と い っ て も 、 技 術 分 野 

等 で 得 意 ・ 不 得 意 な 分 野 が あ り ま す 。 先 進 的 専 門 家 

企 業 や 大 企 業 は 、 得 意 分 野 毎 に 複 数 の 専 門 家 を 使 い 

分けている場合も多いようです。  
 　 

 
①弁理士  

 ○　得意な「技術分野」を重視して依頼する 
 　 上 記 の 弁 理 士 ナ ビ を 使 っ て 検 索 で き ま す が 、 

専門家の プロフィ ールの中 の「大学 時代の専 攻」 
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過 去 の 実 績 を 重 視 し て い る 事 例  
 

弁 護 士 に つ い て は 、 過 去 に 訴 訟 を 覆 し た 経 験 の 

ある東京の弁護士を判例から調べて依頼するなど、 

専門家を有効に活用している。  
 ※ 訴 訟 と な り そ う な 出 願 に つ い て は 、 出 願 時 点 か ら 弁 護 士 の   

　いる弁理士事務所で出願している企業もあるようです。  
 

良 心 的 な 弁 理 士 を 活 用 し て い る 事 例  
 

つ き あ い の あ る 弁 理 士 は 部 署 や 開 発 担 当 に よ っ 

て 様 々  で あ る が 、 一 部 の 弁 理 士 か ら は 、 行 政 の 支 

援 制 度 を 紹 介 し て も ら っ た こ と も あ り 、 良 心 的 な 

価格設定で、大変満足している。  
 

出 願 国 に 応 じて 弁 理 士 を 選 択 し て い る 事 例  
 

以 前 か ら 依 頼 し て い る 特 定 の 弁 理 士 は い る が 、 

今 後 の 外 国 権 利 の 出 願 を 見 据 え て 、 ア メ リ カ で の 

出 願 経 験 が あ る 弁 理 士 に も 依 頼 す る こ と を 検 討 し 

て い る 。 国 内 出 願 と 外 国 出 願 で は 要 求 さ れ る 専 門 

性 も 異 な っ て く る の で 、 そ れ に 応 じ て 弁 理 士 も 選 

んでいかなければならないだろう。  
 

紹 介 も 活 用 し て 弁 理 士 を 選 ん で い る 事 例  
 

特 許 出 願 に あ た っ て は 、 弁 理 士 の 選 定 は 大 変 重 

要 だ と 考 え て い る 。 先 行 技 術 調 査 で も 、 発 明 協 会 

か ら の 協 力 も 得 て 、 専 門 に 長 け た 事 務 所 を 選 ん で 

も ら う よ う に し て い る 。 特 に 、 海 外 で の 出 願 は 弁 

理 士 に ま か せ き り に な る た め に 、 企 業 側 に 見 分 け 

る力が必要である。  
 

弁 理 士 事 務 所 を 使 い 分 け て い る 事 例  
 

弁 理 士 事 務 所 は ３ ヶ 所 と 取 引 が あ り 、 得 意 分 野 

ご と に 使 い 分 け て い る 。 こ の 場 合 、 明 細 書 は 自 分 

で 書 い て 持 ち 込 む が 、 時 間 が な い 場 合 は ポ イ ン ト 

だ け 書 き 込 ん で 請 求 項 の 立 て 方 任 せ 、 草 案 作 成 後 

に チ ェ ッ ク を 重 ね る 。 い ず れ に し て も 、 最 終 的 に 

は 弁 理 士 か ら ア ド バ イ ス を も ら っ て 仕 上 げ る 。 そ 

の 際 、 複 数 の 弁 理 士 の 意 見 を 聞 く こ と も あ る 。 こ 

れ に よ り 、 よ り 良 い 明 細 書 に 仕 上 が る こ と が で き る 。  
 

【想定ケース】自 社の商標権を他社 が侵害していると 

し て 、 警 告 を す る た め の 代 理 人 名 で の 内 容 証 明 郵 

便 の 作 成 を 依 頼 さ れ た 。 事 案 は 、 自 社 の 商 標 権 と 

は 完 全 に は 同 一 で は な い が 、 要 部 に お い て 同 一 と 

考 え ら れ る 。 な お 、 経 済 的 影 響 は 実 際 の と こ ろ 不 

明である。このとき作成手数料はいくらか。  
  

 【 回 答 】 3 7 5 名 か ら の 回 答 に よ れ ば 、 5 万 円 前 後 が 

4 4 . 3 ％ 、 3 万 円 前 後 が 2 5 ％ で す 。 知 的 財 産 権 が 問 

題 と さ れ る 場 合 に は 、 知 的 財 産 権 の 技 術 的 な 面 で 

の 専 門 性 が 要 求 さ れ る こ と か ら 、 事 案 に よ っ て 手 

数料に幅があります。  
 「 ア ン ケ ー ト 結 果 に も と づ く 市 民 の た め の 弁 護 士 報 酬 の 目 安 」 日 

本弁護士連合会から 
 http://www.nichibenren.or.jp/ja/attorneys_fee/data/ 
 meyasu.pdf 
 ＊弁理士費用は Q31 参照 

 

弁護士の費用の弁護士の費用の 目 安 は ？  
 

弁護士の費用の目 安は ？  
 

参考参考  
 

参考 
 

弁理士 に 業務 を委託す る 理由は  
 （ 中小企業約300社 の調査結果 ： H18fy  特許庁 ）  

 

① 
 
② 
 
③ 
 ④ 
 
⑤ 
 
⑥ 
 

0.0 ％ 
 

10.0 ％ 
 

20.0 ％ 
 

30.0 ％ 
 

40.0 ％ 
 

50.0 ％ 
 

60.0 ％ 
 

48.9 ％ 
 

37.2 ％ 
 

43.4 ％ 
 

19.4 ％ 
 

8.7 ％ 
 

4.5 ％ 
 

①自 社の技術を理解 し てい る か ら  
 ②自 社の技術分野の専門知識が あ る か ら 　③長 く つ き あ いが あ る か ら  

 ④価格が 他 よ り 安か っ たか ら 　⑤その他　⑥無回答 
 

等も参考としているケースもあります。  
 ○　 「地域性 」や「中 小企業の 出願代理 の経験」 を 

　　重視して依頼する 
 発 明 し た 技 術 や 製 品 の 実 物 を 見 せ て 説 明 し た 

い 場 合 に は 地 域 内 の 弁 理 士 を 重 視 す る ケ ー ス 、 

出 願 経 験 の 少 な い 社 に と っ て は こ れ ま で の 中 小 

企 業 ・ ベ ン チ ャ ー 企 業 の 代 理 経 験 を 重 視 す る ケ 

ースもあります。  
 

②弁護士 
 依 頼 内 容 に も よ り ま す が 、 知 的 財 産 と ビ ジ ネ ス 

に関する経験を重視するケースが多いようです。  
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

知財の知見が必要 な社内人材を  
 確認 してみよ う ！  

 

知財の知見が 必要な従業員 は ど のよ う な人で し ょ う か ？ 知財に関す る 
 社内体制 を構築 したいのですが ど う すればいいで し ょ う か ？  

 

Q28 

「社内体制」 「社内知財担当者」  
  

 ○ 　 知 財 に 関 す る 知 見 は 、 中 小 企 業 経 営 者 、 知 財 担 当 者 は も ち ろ ん の こ と 、 研 究 開 発 者 、 営 業 
担当者等が業務に応じて一定の知見を身につけることが望まれます。  

 ○ 　 外 部 専 門 家 を 活 用 す る 場 合 で も 、 知 的 財 産 を 理 解 で き る 人 間 を 、 少 な く と も 社 内 に １ 人 は 
育てることが重要です。  

 ○　社内体制は、事業戦略部門・研究開発部門・知財部門を連携させることが重要です。  
 

知 財 管 理 責 任 者 が ハ イ レ ベ ル で あ る 事 例  
 

● 　 執 行 役員 で あ る 開 発 部 長が知 財 管 理 を 統 括す る 

と と も に 、 自 社 内 に 設 置 し た 「 知 的 財 産 委員会 」 の委 

員長 も 兼 任 し て い る 。  
 ● 　 知 財 管 理 部 門 は な い が 、 社 長 自 身が知 財 担当 者 

と し て 全 て の知財 管 理 を 行 っ て い る 。  
 ● 　 知 的 財 産 担 当 役 員 を 中 心 と し た事 業 戦 略 、 研 究 

開 発 戦 略 と の三 位 一 体 型 知 財 管 理 を 実 践 し、 他 社 

動 向 も 含 め た 知 財 情 報 の集中 管 理 と 情 報 の共 有 化 

を 実 現 さ せ 、 事 業 戦 略 に 基 づ く 研 究 開 発 、 産 業 財 産 

権 取 得 の合理 化 を 図 っ て い る 。  
 

 
 

研 究 開 発 段 階 か ら の 管 理 の 事 例  
 

研 究 開 発 部 門 か ら 発 明 提 案が あ る と 先 行 技 術 調 査 

を 行 い、 社 長 、 開 発 担当者 、 顧 問 弁 理 士 、 国 や 市 な ど の 

ア ド バ イ ザ ー が 参 加 す る 会 議 を 開 催 し、 調 査の 結 果 を 

基 に、 出 願の要 否 、 補 完 研 究の要 否 、 他 社 製 品 と の比 

較 等 の検討 を 行 っ て い る 。  
 

1 

本 人 が 特 に 意 識 し て い な く て も 、 な ん ら か の 形 で 

知 的 財 産 に 関 与 し て い る 中 小 企 業 の 従 業 員 は 幅 広 く 

い ま す 。 そ の 中 で も 、 以 下 の 方 々  は 、 知 財 を 学 ん で 

み る と 会 社 に と っ て も ま た 自 身 に と っ て プ ラ ス と な 

ると思われます。  
  

 ①経営者及び経営担当者  
 経 営 者 自 身 が 知 財 戦 略 の 重 要 性 を 認 識 い た だ く こ 

と が 必 要 で す 。 知 財 の 先 進 的 な 企 業 で は 、 経 営 者 自 

身 又 は ハ イ レ ベ ル の 知 財 管 理 者 を 指 名 い た だ い て 経 

営に活かしていることが多いようです。  
 

● 　 会 社 と 特 許 事 務 所 等 の や り と り を 調 整 す る 
知 財 担 当 者 の 事 例  

 特 許 事 務 所 へ 依 頼 す る 際 に は 、 知 財 担 当 者 
が 開 発 部 門 へ の ヒ ア リ ン グ を も と に 原 稿 の 骨 
子 と 実 施 例 を 用 意 し て 、 後 の 肉 付 け を お 願 い 
す る 形 を と っ て い る 。 た だ 、 特 許 が と れ る か 
どうかわからないまま出願するような場合には、 
と り あ え ず 従 来 の 方 式 と 新 し く 開 発 し た 方 式 
を 示 し て 、 後 は 事 務 所 に ま か せ る 形 に な る し 、 
ど う し て も 権 利 化 し た い 時 に は 、 ど う い う 部 
分 を ふ く ら ま せ て 出 願 す る か を じ っ く り 相 談  

 

③営業担当者  
 特 に 中 小 企 業 の 場 合 に は 、 特 許 権 等 知 的 財 産 権 を 

有 し て い る こ と で 、 取 引 先 の 信 頼 性 を 得 て い る よ う 
な ケ ー ス が あ り ま す 。 特 許 権 を 売 り 込 み の 材 料 と し 
て 営 業 を 行 う 事 例 も あ り ま す し 、 ま た 、 競 合 他 社 の 
営 業 情 報 や パ ン フ レ ッ ト か ら 自 社 の 権 利 侵 害 の 早 期 
発見につ なげてい る事例も あります 。その意味 でも、 
知財の基礎知識は持っておきましょう。  

  
 ④知的財産担当者  

 専 任 で な く て も 知 財 管 理 を 行 う 人 は 中 小 企 業 で も 
必 要 で す 。 出 願 手 続 き を 外 部 弁 理 士 に 依 頼 し て い る 
場 合 で も 、 発 明 内 容 が 出 願 書 類 （ 明 細 書 ） に 適 切 に 
反 映 さ れ て い る か 等 を チ ェ ッ ク し た り 、 会 社 と 外 部 
弁 理 士 の や り と り を 調 整 し た り で き る よ う な 知 見 を 
有しておきましょう。  

 

②研究開発・商品開発担当者  
 研 究 開 発 部 門 に お い て 知 財 と の 関 わ り は 特 に 大 き 

い も の が あ り ま す 。 研 究 開 発 前 に 特 許 調 査 を 行 う こ 

と で 効 率 的 な 研 究 開 発 が 可 能 と な り ま す し 、 研 究 開 

発 の 成 果 そ の も の が 特 許 等 知 的 財 産 に 直 結 す る も の 

です（Q5参照） 。  
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望 ま しい組織体制 を知 ろ う ！  
 

会 議 や 委 員 会 を 設 置 し 知 財 戦 略 を 強 化 ！  
 

● 　 知 財 戦 略 が 経 営 戦 略 ・ 事 業 戦 略 か ら 遊 離 す る 

こ と がな い よ う に する ため 、 年 1 回 、 社 長 、 全 役 員 、 

部 長 、 知 財 グ ル ー プ 、 知 財 顧 問 等 が 出 席 し て 、 「 知 

的 財 産 戦 略 会 議 」 も 開 催 し 、 基 本 的 な方 針につ い 

て、 す り 合 わ せ を 行 う よ う に し て い る 。  
 ● 　 社 長 を 筆 頭 と し た 「 知 的 財 産 管 理 委 員 会 」 に て、 

ノ ウ ハ ウ か 権 利 取 得 か の 判 断 を行っ て い る。 目 標 

は 研 究 者に よ る 明 細 書 の 自社 内 作 成 で あ る が 、 そ 

の 発 明 の ク レ ー ム と な る ポ イ ン ト と 、 各 種 実 験デー タ 

を提 出 さ せ 、 特 許 関 係 者 と 弁 理 士 と の 連 携 に よ り 

明 細 書 を 作 成 し 、 「 知 的 財 産 管 理 委 員 会 」 に お い 

て最 終 確 認 を 行 っ て い る 。  
 ● 　 「 知 的 財 産グ ルー プ 」 を正 式 に 組 織 化 し た 。 そ 

れ ま で の 部 署 は 「 特 許 管 理セ ン タ ー」 と い う 名 称で 、 

主 に維 持 費 用 等の 事 務 管 理 を 担 当 し て い た が 、 近 

年 高 ま り つ つ あ る 知 的 財 産 戦 略 の 重 要 性に鑑 み 、 

体制 を 充実 さ せ た 。 具体的 に は 専任 の 担 当 者 を １ 名、 

兼 任 を ２ 名 配 置 し 、 単に 知 的 財 産 の 管 理 だ けで な 

く 研 究 開 発 や 販 売 促 進 に 携 わ る な ど 幅 広 い 活 動 

を 行 っ て い る 。 最 近で は社 内の 技 術 発 表 会の 機 会 

を利 用 し て 、 「 知 的 財 産 研 修 」 や 取 得 した 権 利 を 

整 理 し て 知 財 の選 択 と 集中 を 図 る 「パ テ ン ト リ ス ト ラ 」 

につ い て検 討 を 始め て い る 。  
 ● 　 開 発 研 究 所 と し て 従 業 員 ２ 名 体 制 で 新 た な 製 

品 の 研 究 開 発 管 理 、 特 許 出 願 等 の 知 財 管 理 を 一 

元 的 に 行 う こ と が で き て い る。 特 に 特 許 出 願 や 権 

利 更 新 は 、 営 業 担 当 の 意 見 も 参 考に しつ つ 、 所 長 

の 判 断 に よ る こ と と し て い る 。  
 

　 出願を年間に５件以上実施している中小企業でも、 

そ の 知 的 財 産 担 当 者 数 は 、 平 均 約 1 . 1 人 と な っ て い 

ます。 （2006知的財産活動調査報告書）  
 政 府 （ 知 的 財 産 人 材 育 成 総 合 戦 略 2 0 0 6 . 1 知 的 財 産 

推進本部知的創造 サイクル専門調査 会）においては、 

「全ての中小企業 で知的財産を理解 できる人材を、少 

な く と も 一 人 は 育 成 す る 『 一 社 一 人 運 動 』 を 実 施 す る 。 」 

ことが提言されています。  
 

中小企業に も １ 人は知的財産 を  
 理解で き る人材 を ！  

 

中小企業に も １ 人は知的財産 を  
 理解で き る人材 を ！  

 

2 
ど の よ う な 知 的 財 産 管 理 体 制 を 構 築 す べ き か の 判 

断 は 、 会 社 の 規 模 や 業 種 等 に も 異 な る た め 、 一 律 に 

は判断できません。  
 一 般 的 に 、 中 小 企 業 の 場 合 に は 、 大 企 業 に 比 べ る と 、 

経 営 者 を 中 心 と す る 意 思 決 定 プ ロ セ ス が 簡 素 化 し て 

い る た め 、 知 財 経 営 を 行 う 場 合 に は 進 め や す い と の 

指摘もあります。  
 い ず れ に せ よ 、 企 業 規 模 を 問 わ ず 、 事 業 戦 略 部 門 ・ 

研 究 開 発 部 門 ・ 知 財 部 門 と の 連 携 を 強 化 す る こ と こ 

そが重要なのです。  
 

 
 

す る こ と と な る 。 知 財 担 当 者 の 役 割 は 、 特 許 

事 務 所 と の や り と り を 調 整 す る リ エ ゾ ン と し 

て の 機 能 を 果 た し て い る 。  
  

 ● 　 外 部 人 材 を 採 用 して 知 財 の 体 制 を 整 備 した 事 
例  
 生 産 性 を 上 げ る 努 力 、 品 質 向 上 、 合 理 化 の た 

め の 努 力 、 日 常 の 中 で の 創 意 工 夫 を 全 員 が 行 う 

よう意識を徹底し、また動機付けも行っている。  
 現 在 、 特 許 出 願 の 経 験 を 豊 富 に 持 つ 人 材 を 採 

用 す る な ど 、 創 意 工 夫 の 成 果 と し て の 知 的 財 産 

も重視した体制を整えつつある。  
  

 ● 　 新 規 事 業 立 ち上 げ の 際 に 、 最 低 一 人 は 知 財 人 
材 が 必 要と考えて い る事 例  

 知 的 財 産 戦 略 に 基 づ く 社 内 体 制 の 構 築 と 人 材 

育 成 に も 注 力 し て い る 。 知 的 財 産 は 新 規 事 業 を 

立 ち 上 げ る 場 合 は 無 視 で き な い 要 素 で あ り 、 新 

規 事 業 立 ち 上 げ の 際 に は 技 術 開 発 と 並 行 し て 手 

抜 か り の な い 相 応 の 社 内 体 制 を 確 保 す る 必 要 が 

あ る か ら だ 。 例 え ば 、 先 行 情 報 な ど を 調 べ る 人 

材 が 社 内 に 一 人 は 必 要 で あ る 。 そ の 人 材 は 特 許 

情 報 に 関 心 の あ る 技 術 者 が ベ ス ト で 、 技 術 が わ 

か り 、 情 報 も わ か り 、 発 明 を 仕 上 げ る た め の 目 

利 き が で き る 人 で あ る 必 要 が あ る 。 い な け れ ば 

育 て る し か な い 。 秘 密 保 持 や 機 動 性 ・ 柔 軟 性 の 

点から、外注では問題がある。  
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

社内勉強会等 を実施 してみよ う ！  
 

無料の支援制度も活用 してみよ う ！  
 

知的財産 を勉強 したい、 社内人材 を育成 したい  
 と 思 う のですが、 ど う すればよ いですか ？  

 

Q29 

「社内教育」 「従業員研修」  
  

 ○　まずは社内の知財マインドを向上させることが重要です。  
 ○ 　 基 礎 知 識 を 学 ぶ 場 合 に は 、 国 や 地 方 公 共 団 体 の 無 料 の セ ミ ナ ー 等 や 関 係 機 関 に お け る 多 様 

な研修があります。  
 

知 財 の 社 内 向 け 研 修 を 強 化 ！  
 

● 　 社 内 で は 外 部 講 師 を 招 い た 研 修 や 啓 発 活 動 を 

実 施 す る と と も に 、 社 外 で 開 催 さ れ る セ ミ ナ ー 

に 積 極 的 に 従 業 員 を 参 加 さ せ る な ど 、 知 財 教 育 

に熱心である。  
 ● 　 知 財 マ イ ン ド を 上 げ る た め 、 知 財 研 修 （ 新 人 

向 け 研 修 、 中 堅 向 け 研 修 、 階 層 別 研 修 等 ） を 行 
う と と も に 全 社 向 け に は 社 内 イ ン ト ラ 、 社 報 等 
の 社 内 メ デ ィ ア を 用 い た 知 財 啓 蒙 活 動 を 行 っ て 

い る 。 技 術 者 に は 、 開 発 着 手 前 ・ 出 願 前 等 に お 

け る 各 種 先 行 技 術 調 査 を 義 務 付 け る ほ か 、 ク レ 

ーム分析等を個別指導している。  
 ● 　 国 の 支 援 事 業 に お い て 、 技 術 者 の 知 財 啓 発 ・ 

教 育 を 展 開 し て い く た め の 研 修 体 系 基 準 、 効 果 

測 定 ツ ー ル と し て 「 技 術 者 向 け の 知 財 ス キ ル 
標 準 」 を 策 定 し た 。 支 援 終 了 後 も 、 こ れ を ベ ー 
スとして継続的に研修を実施している。  

 ● 　 知 的 財 産 室 の 創 設 、 知 財 コ ン サ ル タ ン ト の 派 

遣 に よ る ア ド バ イ ス 、 開 発 者 （ 発 明 者 ） へ の 指 

導 を 開 始 す る こ と に よ り 、 研 究 の 最 終 段 階 と し 

て 特 許 出 願 ・ 権 利 化 を 目 指 す マ イ ン ド が 社 内 に 

浸透している。  
 ●   O J T 教 育 と し て 研 究 者 が 自 分 で 明 細 書 を 書 く 

ポ イ ン ト や 法 律 の 変 更 点 等 を 学 習 さ せ て い る 。 
毎 月 行 わ れ る 社 長 を 中 心 と し た 先 行 技 術 動 向 に 

係 る 報 告 会 に お い て 、 最 近 の 知 的 財 産 関 連 の 法 

改 正 等 に つ い て の ト ピ ッ ク ス 報 告 や 質 疑 応 答 を 

実施している。  
 

●   IPD L 検索の 利用方 法 及び実 機を使 った簡 易検 
索方法の指導（開発部門のみ） 、 特許明細書の読 
み方、特許の願書や明細書の書き方などの講座、 
教育 を行っています。  

 ● 研究開発部門への新規配属者に対して実務的な 

面 を 中 心 に 特 許 担 当 者 が 社 内 セ ミ ナ ー を 行 う 。 

そ の 他 、 年 に ２ 回 全 社 の 各 部 門 責 任 者 が 相 互 の 

目 標 を 発 表 し あ う 機 会 が あ り 、 そ の 場 で 目 標 の 

提示とともに知的財産への対応を啓発する。  
 

1 

2 

知 財 に 関 す る 社 内 研 修 を 実 施 す る こ と が 効 果 的 で す 。 

先 進 的 な 企 業 で は 、 「 既 存 の 社 内 会 議 や 社 内 研 修 を 

利 用 す る ケ ー ス 」 、 「 新 た に 研 修 を 実 施 す る ケ ー ス 」 、 「 外 

部 の セ ミ ナ ー に 従 業 員 を 派 遣 さ せ る ケ ー ス 」 、 「 こ れ 

らを組み あわせて 教育を行 うケース 」がみら れます。 

一 歩 進 め て 自 社 独 自 の 研 修 カ リ キ ュ ラ ム を 検 討 し て 

いるケースもあるようです。  
 

第 １ 歩 と し て は 、 国 や 地 方 公 共 団 体 の セ ミ ナ ー 等 

に参加してみることも効率的です。  
 ① 初 心 者 向 け ・ 実 務 者 向 け 説 明 会 （ 知 的 財 産 権 制 度 

説明会）  
 知 的 財 産 権 に つ い て こ れ か ら 学 び た い 人 、 新 た に 

企 業 の 知 的 財 産 部 門 等 に 配 属 さ れ た 初 心 者 レ ベ ル を 

対 象 と す る 知 的 財 産 権 に 関 す る 無 料 説 明 会 を 全 都 道 

府県で開催しています。  
 ま た 、 既 に 、 知 的 財 産 権 業 務 に 携 わ っ て い る 者 等 

を 対 象 に 、 審 査 の 運 用 基 準 、 審 判 制 度 の 運 用 等 実 務 

上 必 須 と も 言 え る 諸 制 度 に つ い て の 説 明 会 も 開 催 し 

ています。  
 ②中小企業向けセミナー 

 各経済産 業省特許 室・地域 知財戦略 本部の主 催で、 

地 域 の ニ ー ズ を 踏 ま え た 中 小 企 業 向 け セ ミ ナ ー を 開 

催しています。  
 ③産業財産権専門官 

 中 小 企 業 者 の 要 請 に 基 づ く 勉 強 会 に も 対 応 し て い 

ます。  
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その他の 知財の レベ ルやニーズ に 
 応 じた研修も活用 してみよ う ！   3 

い く つ か の 代 表 例 を 紹 介 し ま す の で 、 自 社 の 人 材 

育 成 戦 略 に 合 致 す る よ う な も の を 探 し て み て も よ い 

でしょう。  
 ①（独）工業所有権情報・研修館  

 中 小 ・ ベ ン チ ャ ー 企 業 に 対 す る 研 修 （ 特 許 侵 害 警 

告書を受 領した場 合を疑似 体験する 実践的な 研修等） 

を無料で実施しています。  
 詳細→ 

 http://www.inpit.go.jp/jinzai/venture/ 
 index.html 
 

②（社）発明協会  
 レ ベ ル （ 初 級 か ら 上 級 ） に 応 じ た 研 修 プ ロ グ ラ ム 

を実施しています。  
 詳細→ 

 http://www.jiii.or.jp/chizaikenshu.html 
 

③日本弁理士会  
 　各種セミナー等を実施しています。  

 詳細→ 
 http://www.jpaa.or.jp/event/index.html 
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第3章　知財活動を実践したいのですが？ 

研究開発者のインセンティブ高める 
ために職務発明規程や報奨金制度を 
整備してみよう！ 

知的財産に関して社内の規程を整備しようと思いますが、 
どのようなものがありますか？どうやって作成すればよいですか？ 

Q30

職務発明規程や報奨金制度により「発明」
を奨励！ 
●　特許取得による報奨制度を整備しており、成

功報酬はもとよりライセンス契約についても報奨

金を出して研究開発を奨励している。 

●　職務発明規程には、あえて特許出願せずにノ

ウハウとして秘匿した発明に対する報奨も盛り

込まれているとともに、社内イントラネットで

の公開によって、従業員の開発意欲を高めている。 

●　開発者へのアンケート調査をベースに、新職

務発明制度に対応した報奨金制度を策定済みで

あり、売上げや実施許諾実績に応じたインセン

ティブを用意している。 

●　職務発明規程を 5年前に制定し、発明者への

報奨金は、特許の出願時や特許取得時ではなく、

その特許を使った商品が販売された場合に、各

年度売上に対して1％を支払う。“事業化できる

ものでないと、特許取得しても会社に貢献した

ことにならない”という方針に基づくものであり、

外部人材に対しても報奨金を支払っており、大

学等との共同出願の場合は、各研究者の貢献度

合いにより上記1％を分配することとしている。 

●　一部の研究者による特許発明に限定せずに、

研究・開発・設計などあらゆる部門における改良・

工夫に対する報奨金制度とすることで、全社的

な志気の向上、自発的な開発を促している。 

●　若手技術者に対する社内特許教育も実施して

いるほか、優れた発明や考案に対しては、社長

賞などの制度も充実しており、従業員のモチベ

ーションの向上に繋がっている。 

●　発明のインセンティブを向上させるために、「特

許報奨金制度」の内容を改定した。出願時こそ

一律の報奨を据え置いているが（将来の集積の

見込みが難しいため）、登録時には本来の出願時

の目的を達成した内容になったかどうかを見極

めて（請求項の範囲を広く設定しているかなど）、

報奨金の額を「数ランク」に分けて払う。また

実施・運用報奨については、自社実施の場合は

上限額を約１０倍程度に上昇させて、収益に対

する報奨の比率を事業の内容をもとに算出する

新しい「基準」を設けている。他社へのライセ

ンス収入があった場合の報酬は「上限なし」と

して比率を定めた。このような改訂を行う過程で、

技術者に対する「説明会」などを通じて、対価

に対する納得性の向上はもとより、技術者の発

明に対するモチベーションは高まっている。 

「職務発明規程」「報奨金制度」「秘密管理規程」 
 

○　職務発明規程、秘密管理規程を整備してはどうでしょうか。 
○　係争防止のためのものでもあるので、外部専門家と相談することや国の事例集等も参考に
するのがよいでしょう。 

1

従業員の研究意欲を高めるためには、発明に対す

るインセンティブを与えることも重要です。これを

職務発明規程や報奨金制度として定めている会社が

増えています。 

また、元従業員が、「私の発明で会社は多額の利

益を得ているのに、発明者である私にはその貢献に

対する妥当な見返りがない」として、裁判に訴える

ケースがあります。争いになる前に、権利の帰属や

対価について、会社と従業員とのバランスを図った

上で定めておくようにしましょう。職務発明が行わ

れることが少ない会社では、職務発明が行われる度に、

使用者と従業員との間での契約を締結する方法もあ

ります。 
職務発明規程の例→ 
「新職務発明制度における手続事例集」（H16.9特許庁）参照 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/ 
sinshokumu_hatumi.htm　 
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ノウハウを保護するために 
営業秘密管理規程を整備してみよう！ 

　特許法では、発明が完成したら、その発明につい

て特許を受ける権利（出願人になることができる権利）

が発生し、当該権利は発明者のものになります。従

業員が発明した場合にも同様の原則となりますが、「①

会社の業務範囲に属し、かつ、②発明をするに至っ

た行為が従業員の現在または過去の職務に属する発明」

は職務発明として、使用者と従業者のバランスをと

って調整されることとなります。 

秘密管理規程の策定に努めている事例 

●　ノウハウに関するものは管理規程の策定をは

じめ「情報管理委員会」を設置し、重要情報の

流出リスクに対応している。 

●　闇雲に出願をするのでなく、他社の侵害の発

見が困難なものや秘密にすべきものは秘密とし

て峻別している。研究成果等を対外的に発表す

る場合は、事前に社内チェックを行い、公開で

きるものとできないものを区別してきた。さらに、

現在、秘密情報の取扱い等を定めた、秘密情報

管理規程等の策定を行っている。 

職務発明とは？ 職務発明とは？ 

失敗事例失敗事例 失敗事例 

職務発明規定の不備で訴訟の危機 

ある製品の製造に関する特許は、発明人を当時
の職員の１人とし、出願者を会社としていた。そ
の後、発明人の退職に伴い、職務発明に対する権
利を主張されたため、高額の費用を支払い、和解
しなくてはならなかった。出願当時は、発明人名
を誰にするかということに関しては、深く考えて
いなかったため、その後に生じ得るトラブルを想
定していなかったのだ。企業において知的財産を
保護する観点から出願の際に権利を明らかにして
おくことが重要である。 

2

ノウハウとして保護する際には、社内規程を整備

しておくことが必要です。外部に漏れないようにす

るという視点と不正競争防止法の「営業秘密」とし

て保護されるものとするという視点の両面から求め

られます。規程の整備にあたっては、「①情報にア

クセスできる者を制限すること」及び「②情報にア

クセスした者にそれが秘密であると認識できること」

が重要です。 
規程を策定する際にも参考となる資料として、「営業秘密管理に関す
る指針やパンフレット参照」 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/senshiyouken.htm
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

2 2 2 特許権の基礎知識 を 学ぼ う ！  
 

特 許 出 願 か ら の 流 れ を 再 掲 す る と 以 下 の と お り で す 。 ポ イ ン ト は 、 Ｑ 3 他 に も 記 載 し て い ま す が 、 出 

願 経 験 の 少 な い 中 小 企 業 の 方 か ら 質 問 の 多 い 事 項 を こ こ で は 記 載 し ま す 。 な お 、 特 許 制 度 を 勉 強 さ れ る 

場 合 に は 、 「 平 成 1 9 年 度 知 的 財 産 制 度 説 明 会 （ 初 心 者 向 け テ キ ス ト ） 」 等 も ご 活 用 下 さ い 。  
 h t t p : / / w w w . j p o . g o . j p / t o r i k u m i / i b e n t o / t e x t / h 1 9 _ s y o s i n s y a . h t m 

＊知的財産権制度入門（19年度）特許庁 
 

公開公報の発行 
 （1年6月）  

 

特許出願か ら 特許取得 ま で の流れ 
 

○外国出願 
 ○国内優先権主張の出願 
 

1年以内 に 検討 
 

不備が あ れば  
 却下処分 

 （補正可 ）  
 

拒絶理由 
 あ り  

 

拒絶理由 
 な し  

 

特許公報 
 の発行 
 

補償金請求権 
 の発生 

 （早期公開制度 
 も あ り ）  

 出願公開 
 

応答な し  
 

拒絶 
 審決 
 

特許審決 ・ 判決 
 

無効審決 
 維持審決 
 

拒絶 
 判決 
 

無効判決 
 維持判決 
 解消 

 せず 
 

解消 
 

最 
高 
裁 
に 
上 
告   

特 
許 
出 
願   

特 
許 
査 
定   

設 
定 
登 
録   

無 
効 
審 
判   

知 
財 
高 
裁 
へ 
提 
訴   

拒 
絶 
査 
定   

拒 
絶 
査 
定 
不 
服 
審 
判   

意 
見 
書   

補 
正 
書   

拒 
絶 
理 
由 
通 
知   

3年以内 
 （本人、 第三者）  

 （13年9月 ま での 
 出願は 7年以内 ）  

 

実 
体 
審 
査   

出 
願 
審 
査   

の 
請 
求   

方式 
 審査 
 

○ 出願か ら 最長20年 （一部25年 ）  
 ○年金の支払いが なけ れば  
 　権利消滅 

 

特許権の発生 ・ 維持 
 

参考参考  
 

参考 
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特許権になる ま での期間や 費用 は ど の く ら いか か り ま すか ？  
 期間 を短 く した り 安 く した り す る方法はあ り ま せんか ？  

 

Q31 

特許出願か ら 権利化 ま での期間を知 ろ う ！  
 

特許出願か ら 権利化 ま での 
 費用は ど う な っ てい るかを知 ろ う ！  

 

「出願費用」 「審査順番待ち期間」 「早期審査」 「審査請求料等の軽減措置」  
  

 ○ 　 特 許 の 審 査 請 求 （ 審 査 の 着 手 を 依 頼 す る こ と ） か ら の 審 査 順 番 待 ち 期 間 は 、 約 ２ ６ 月 （ ２ ０ ０ ６ 年 ） 
となっています。早く特許の審査に着手して欲しい場合には、 「早期審査制度」があります 。  

 ○ 　 特 許 の 出 願 時 に 特 許 庁 に 支 払 う 費 用 は １ 万 ６ 千 円 、 審 査 請 求 料 は 約 ２ ０ 万 円 で す 。 そ の 他 、 
外部弁理士を経由した場合には、その費用がかかります。  

 

●　 ３ 月 く ら い で 審査 結果が わ か っ た の で 非常 に 早 く 助 か 

っ た 。案件 に 応 じ て 今後 も 活用 す る 予定 で す。  
 ●　 こ れ は よ い 制度 だ 。取 引 先 に 我 々  が 試作品 を 提供す 

る と 先 に 出願 さ れ て し ま う こ と も あ る 。 こ の た め 、早 期 に 

特許 を 取得 し て か ら 相手 に 提供 す る 場合 に 有効 だ っ た 。  
 ● 　 自 社 技 術 確 立 の証 と し て 特 許 の権 利 化 を す る こ と は 

経 営 上 非 常 に重 要で あ っ た。 こ の た め、 早 期 審 査 を 

活 用 す る こ と に よ り 、 出 願 し て 半 年 で 権 利 化 さ れ た こ と は 、 

営業上非常 に よ か っ た 。  
 

早期審査利用者の声早期審査利用者の声  
 

早期審査利用者の声 
 

1 
2 

特 許 は出 願 しただ け で 、 審 査される も の で はあ り ま 

せ ん 。 出 願か ら ３ 年 以 内に、 特 許 庁に、 審 査 請 求を 行 う 

こ と が必 要ですが、 審 査 順 番 待ち 期 間は約 ２ ６ 月 と な っ 

ていま す。 拒 絶 理 由 通 知 （ Ｑ 3 4 参 照 ） が 届 く 場 合もあ 

り ま す し、 出 願 人 が 登 録 料を 支 払 っ て 初 めて 権 利 と な 

る ため 、 実際の権利化 ま で に は 更 に 時間 が 必要 で す 。  
  

 ＜早 く 権利化 し た い場合 に は ？ ＞ 
 早期審査制度 を活用す る こ と が 有効 で す 。  

 特 許 権 の 早 期 審 査 制 度 は 、 中 小 企 業 や 個 人 の 方 の 

出 願は全て対 象 と な り ま す。 審 査 請 求 と 同 時 又は審査 

請 求 後 に 「 早 期 審 査 に 関す る 事 情 説 明 書 」 を 提 出いた 

だ く と 、 審査順番待 ち期間 が 早期審査の 申 し 出 か ら 約 ３ 

月 と な っ て い ま す 。  
 通常 の 審査 請求 料以 外 に は 、 別途 特許 庁支 払 う 手数 

料は あ り ま せん。  
 早期審査制度 を も っ と 知 り たい→ 

 http://www.jpo.go.jp/sesaku/pdf/menu/18-shinsa0.pdf 

特 許 庁 に 支 払 う 費 用 と 特 許 庁 に 支 払 う 費 用 が あ り ま す 。  
  

 ＜特許庁 に 支払 う 費用は ？ ＞ H. １ ９ . １ ２ 現在  
 ○　出願時の費用は １ 万 ６ 千円 

 ○　 審査 請求 料 （ 審査 の 着手を依頼す る 費用 ） は 約 ２ ０ 
万円 （ 168,400円 ＋ 4,000円 × 請求項数 ） で す 。  

 詳細は :特許庁HP 
 http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/hyou.htm 

  
 ＜弁理士 に 支払 う 費用は ？ ＞ 

 ○　 出願 内容 （ 請求 項 の 数等 ） に よ り 差異があ り ま す。 
特 許 庁 が 出 願 を し て い る 中 小 企 業 に 調 査 し た と こ ろ 、 
「 約 3 0 万 円 と の 金 額 」 に ついては約46 ％ の 方がほ 
ぼ 同 じ と の回 答 （18年11月 調査 、 回答 総数 30 9社 ） 
が あ り ま し た。 一つの目 安 に は な る で し ょ う 。  

 ○　日 本弁 理士 会 の Ｈ Ｐ では 、 「 料金 」 に 関す る 弁理 士 
へ のア ンケー ト調 査 結 果も掲 載さ れていま す の で、 
こ れ も 参考 に し てみ る と よ い で し ょ う 。  

 日 本弁理士会の費用調査結果は → 
 http://www.jpaa.or.jp/commision/charge.html 

  
 ＜特許料 を安 く し た い場合 に は ？ ＞ 

 研究 開発を積 極的に 行 っ てい る 中小 企業 （ 売上 高 に 
占め る 研究開 発費が ３ ％超 の場 合 ） 等 に 対 し て は 、 審査 
請 求 料 や 特 許 料 に つ い て 減 免 を 受 け る 制 度 が あ り ま す 。  

 ○ 　い く ら 安 く なる の ？ 　 通 常 約 ２ ０ 万 円か か る 審 査 請 
求料 が 半額 に な り ま す 。  

 ○　 で も 手続 き が 面倒なので は ？   利用者 の感想は ？  
 ・地方経 済産業局 の特許 室 と や り と り し て １ ０ 数件手 

　続中。  
 ・ 減 免 の 手 続につ い て 最 初 は煩 雑 だ っ た が 、 ２ 度 目 

　以降の申請は 簡単 だ っ た。  
 減免制度 を も っ と し り たい→ 

 http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/genmensochi.htm 
 
○　 こ の他に も 、 日 本弁 理士 会 の特 許出 願等 援助 制度 
や 一 部 市 区 町 村 等 地 方 公 共 団 体に 助 成 制 度 もあ り 
ま すの で 、 調べ てみ ま し ょ う 。  
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

審査の主な 判断基準 を知 っ てお こ う ！  
 

実際に出願す る際の 留意点 を知 ろ う ！  
 

出願書類 を作成す る際 のポイ ン ト は何で し ょ う か ？  
 

Q32 

「審査の判断基準」 「特許請求の範囲」 「明細書」  
  

 ○ 　 新 し い 発 明 で あ る こ と 、 容 易 に 考 え 出 せ な い 発 明 で あ る と 判 断 で き る よ う な 書 類 を 作 成 す 
ることが重要です。  

 ○ 　 外 部 弁 理 士 を 利 用 す る 場 合 に は 、 自 社 の 技 術 を 的 確 に 理 解 し て も ら え る よ う な 連 携 （ 発 明 
提案書や明細書案の提出）も重要です。  

 

出典  「 ビ ジ ネ ス 活性化のため の知的財産活用 」 （ ２ ０ ０ ４ . ８ ）  
 

1 
2 

特 
許 
を 
受 
け 
る 
こ 
と 
が 
で 
き 
な 
い 
発 
明   

特許 を 受け る こ と がで き る 発明 
 

特許法上の発明で あ る か 
 Yes 

No 

産業 と し て実施 で き る か 
 Yes 

No 

新 し いか ど う か 
 Yes 

No 

容易 に 考え 出す こ と が出来 ないか 
 Yes 

No 

先 に 出願 さ れ て いない か ど う か 
 Yes 

No 

公序良俗 に 反す る 発明 で ないか  
 Yes 

No 

明細書等の記載要件 を満足す る か 
 Yes 

No 

●審査の主な判断基準 
 

特 許 で 審 査され るの は、 「 発 明 」 そ の も の の 価 値 で 

な く 、 出願書 類 の う ち 「 特許請 求 の範 囲 」 に 記載 さ れた 

「 発明 」 で す 。  
 以 下 の 審 査 の 主な 判 断 基 準を よ く 考え なが ら 、 出 願 

書類を作 成 し ま し ょ う 。 特 に 、 「 特許 請求 の 範囲 」 は 、 特 

許 権を 取 得 し た 場 合 の 「 権 利 範 囲 」 そ のも の と な り ま 

すの で 、 し っ か り チ ェ ッ ク し ま し ょ う 。  
 

中 小 企 業 の 特 許 出 願 の 場 合、 ８ 割 以 上が弁 理 士を活 

用 し て い る よ う で す 。  
 依 頼 す る 弁 理 士に対 し ては、 権 利を 取 得 し や すいよ 

う に、 「 発 明 」 が 新 し いも の であ っ て （ 新 規 性 ） 、 容 易に 

考 え出 せ な い も の か （ 進 歩 性 ） を 適 切に伝 え る こ と が 

大 切 で す 。 中 小 企 業 の 中には、 「 実 物を 用 い て 弁 理 士 

に説 明 する 」 、 「 自 社 で 記 載 した 『 発 明 提 案 書 』 や 『 明 

細 書 の 案』 を 提 示 し て 技 術 の 理 解を 得 や す く する」 等 

の工夫 を し て い る と こ ろ も あ る よ う で す 。  
 また 、 弁 理 士を 利 用 してい な い 場 合 には、 自 社 で 出 

願 書 類を 作 成 する 必 要が あ り ま す。 既に特 許 と な っ て 

い る 公 報 や 競 合 他 社 の 公 報 等 を Ｉ Ｐ Ｄ Ｌ （ 特 許 電 子 図 書 館 ） 

で参 考 に し た り し なが ら 、 作 成す る こ と も必 要です。 特 

許 明 細 書 の 書 き 方 等に 関 する セ ミ ナ ー や 研 修 も 行 わ 

れ て い ま すの で 、 こ れ を参考 に す る の も よ い で し ょ う 。  
 なお、 ノ ウ ハ ウ と し て保 護 し よ う と す る 技 術があ る 場 

合、 特許出願 書類 の中 に う っ か り と 記載 し た り 漏れ な い 

よ う に 注意す る こ と も 必要 で す 。  
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出 願 書 類 作 成 の テクニ ッ ク  
 

●　 訴訟 を 想定 し て 明細書 を 記載 し て い る 例  
 特 許 出 願 を す る 場 合 、 そ の特 許 を 使 っ て 訴 訟 す る こ 

と を 想 定 し な が ら 明 細 書の書 き 方 を 工 夫 し て 出 願 し 

て い る 。  
 ●　 ク レ ー ム記載方針 を 明確化 し て い る 例  

 出 願 に あ た っ て 大 事 な こ と は 、 と に か く 早 く 出 

す と い う こ と 。 誰 も 手 が け て い な い 分 野 と 思 っ 

て も 、 ま さ に 誰 か が 同 じ 取 り 組 み を 行 っ て い る 

最 中 か も し れ ま せ ん 。 さ ら に 、 出 願 の 際 に 第 １ 

ク レ ー ム は で き る だ け 広 く 、 第 ２ ク レ ー ム 以 下 

でより限定するということを心がけている。  
 ●　 大手 企業 か ら 知識 取得 し て レベ ルア ッ プ し てい 

る 例  
 大 手 メ ー カ ー と 共 同 出 願 を 進 め る う ち に 徐 々  に 

理 解 が 進 む よ う に な っ て い る 。共 同 出 願 の 場 合 は 、 

基 本 的 に 大 手 メ ー カ ー に 手 続 き を 任 せ て い る た 

め 楽 で は あ る が 、 そ の 経 験 を 生 か し て 単 独 で の 

出 願 の 場 合 は 、 同 社 の 技 術 者 が 自 ら Ｉ Ｐ Ｄ Ｌ 等 

を活用して先行調査も行っている。  
 

特 許 出 願 書 類 の 役 割 分 担 の 事 例  
 

●　 簡単な 事前 調査 は 自社で、 あ と は専門家に 依頼 
し て い る 例  

 出 願 に お け る 資 料 、 簡 単 な 事 前 調 査 （ 特 許 電 子 図 

書 館 Ｈ Ｐ 利 用 ） は 自 社 で 取 り 組 ん で い る が 、 出 願 

書 類 を 作 成 す る 際 は 、 内 容 が 専 門 性 を 極 め て い る 

こ と も あ り 、 全 て 弁 理 士 事 務 所 に 対 し て い る 。  
 ●　 自社 と 社外 を 使い分け て い る 例 

 出 願 に 関 す る 作 業 の ８ 割 は 社 内 で 行 っ て お り 、 

弁 理 士 が 必 要 な 局 面 の み 県 外 の 弁 理 士 を 活 用 し 

て い る 。 社 内 対 応 に つ い て は 、 県 知 的 所 有 権 セ 

ンターも活用している。  
 ● 　 弁 理 士 との コ ミ ュ ニケ ー シ ョ ンが 大 切 であ る と 

の経験 を 有 し て い る 例 
 特 許 出 願 に あ た っ て は 弁 理 士 と の コ ミ ュ ニ ケ ー 

シ ョ ン が 大 切 で あ る 。 出 願 の た め 井 先 行 技 術 調 

査 を 行 っ た と き 、 他 社 か ら 類 似 の 出 願 が 既 に 行 

わ れ て い た も の が あ っ た 。 工 場 長 は い っ た ん 出 

願 を あ き ら め た が 、 内 容 を 精 査 し た 弁 理 士 か ら 

出 願 を 勧 め ら れ 、 結 果 と し て 登 録 さ れ た 。 こ の 

と き 出 願 を あ き ら め て い れ ば 、 今 日 の 成 功 は 得 

られていない。  
 ●　 特許出願 は 慣れ る こ と が大切 と 自社で 出願 し て 

い る 例 
 当 初 は 、 産 業 財 産 権 に つ い て の 知 識 も な く 、 出 

願 に お い て 各 文 献 を 読 む こ と に も 苦 労 し た が 、 

現 在 で は ポ イ ン ト を 上 手 く 読 め る よ う に な り 、 

出願の大半を代表自ら行っている。  
 ●　 専門 家のア ド バ イ ス を受け ての出 願 を推奨 し て 

い る 例 
 「自社独自の技術！」と思ったら、まず出願して 

み る こ と だ 。 取 り 組 ん で み な け れ ば ど ん な 結 果 に 

な る か 誰 に も わ か ら な い 。 基 礎 知 識 も な く 取 り 組 

む と 失 敗 す る 可 能 性 も 高 い の で 、 特 許 庁 の Ｈ Ｐ の 

閲 覧 や 、 最 寄 り の 弁 理 士 事 務 所 に 相 談 し て か ら の 

方 が よ い 。  
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

審査請求の判断の 基本的考え 方を 学ぼ う ！  
 

その他審査請求の 判断に 
 影響 を及ぼす事項を 確認 しよ う ！  

 

審査請求のタ イ ミ ング は ど のよ う に判断すればよ いですか ？  
 

Q33 

「審査請求」 「無料先行技術調査支援」  
  

 ○ 　 出 願 か ら 審 査 請 求 ま で の 期 限 は ３ 年 間 で す の で 、 そ の 間 に 審 査 請 求 す る か 否 か を 判 断 す る 
ことが必要です。  

 ○ 　 基 本 的 に は 、 自 社 で 実 施 （ 事 業 化 や 製 品 開 発 ） す る か 、 他 社 が 実 施 す る か （ ラ イ セ ン ス や 
特 許 購 入 が 期 待 で き る か ） 、 技 術 の 寿 命 （ 陳 腐 化 ） は ど の 位 か 等 を 評 価 し た 上 で 、 判 断 し て 
いるようです。  

 

　 中小企業 ・ 個人出願人 か ら の 依頼 で 、 審査 請求 前 の 特 
許出願 に つ い て 、 調査 事業 者 が 「無料 」 で 調査 を 行 い 、 調 
査 を 行 う 制 度が あ り ま す 。 調 査 費 用 は特 許 庁が 支 払 う た 
め 費用 の 節約 に つ な が る と と も に 、 権利化 の 可能性 が低 い 
場合 に は 無駄 な 審査請求料 （ 約 ２ ０ 万円） の 節約 に も な り ま 
す 。 本 支 援 制 度 を 活 用後 審 査 請 求 を 行 っ た 出 願の特 許 
率 は 通常 の 約 ５ ０ ％ が 約 ６ ５ ％ と な っ て い る と の デ ー タ も あ り 、 
一度活用 い た だ い て は ど う で し ょ う か ？  

 詳細は → 
 http://www.jpo.go.jp/torikumi/chushou/senkou_chousa.htm 

  
 〈 利用 者 の 声 ！ 〉  

 調 査 結 果 に は 「 類 似 」 の出願が あ る こ と が わ か っ た。 し 
か し 、 出願 の 「補正」 を 行 え ば 対応 で き る 内容 で あ っ た 。 審 
査請求前 に 確認 で き て よ か っ た 。  

 

中小企業等特許先行技術調査中小企業等特許先行技術調査  
 支援事業の活用のス支援事業の活用のス ス メ  

 

中小企業等特許先行技術調査 
 支援事業の活用のスス メ  

 
審 査 請 求 の 要 否 判 断 の 例  

 
● 　 社 内 基 準 を 明 確 に し 先 行 技 術 調 査 を 行 っ た 上 
で 判断 し て い る 例 

 審査請求の要否判断は、 「自社が実施中・実施 

予 定 」 、 「 他 社 が 実 施 中 ・ 実 施 予 定 」 、 「 重 要 開 発 

テ ー マ か ら 生 ま れ た 発 明 の 特 許 出 願 」 、 「 特 許 自 

体 が 売 れ る 可 能 性 」 と い う 観 点 か ら 検 討 す る 。 

な お 、 特 許 出 願 時 に は 調 査 で き な か っ た 範 囲 （ 特 

に 、 特 許 出 願 時 に 未 公 開 の 先 願 特 許 ） に つ い て 

先 行 技 術 調 査 を 行 っ て か ら 、 審 査 請 求 の 要 否 判 

断を行っている。  
 ●　 他社の戦略 を 重視 し て い る 例  

 自 社 の 特 許 出 願 に 係 る 発 明 と 同 じ か そ れ に 近 

い 技 術 を 、 他 社 が 実 施 し そ う だ と 判 断 さ れ た 場 

合には、その後すぐに審査請求する。  
 

1 2 

早 期に 権 利 化を目指 すな ら 、 早 期に 審 査 請 求を 行 う 
こ と が必 要で す が、 権 利 化に つ なが ら ない 場 合や 当 該 
発 明を 取 り 巻 く 環 境 （ 技 術 や 市 場 動 向 ） が 大 き く 変 化 
する場 合 も あ り ま す 。 こ の た め 、 全 て の 出 願を 早 期 に 
審 査 請 求 する こ と が 得 策 と は 言 え ませ ん 。 実 際 には、 
特 許 出 願 か ら ３ 年に近 いタ イ ミ ン グ で 審 査 請 求を 行 っ 
て い る ケ ー ス が 最 も 多 く な っ て い ま す 。  

 し か し な が ら 、 中小 企業 に お いて は 、 自社又は 他社で 
事 業 化 を 予 定 し てい る 場 合 に は 、 早 期 の 権 利 化が必要 
と な る ケ ー ス も 少 な く あ り ま せ ん 。 こ の よ う な 場 合 に は 、 
早 期 審 査 制 度 （ Q 3 1 参 照 ） を 活 用 し 、 権 利 化 でき る か 
否 か を早 い段階 で判断 す る こ と も 必要 で す 。  

 なお 、 審 査 請 求 する 時 点 で 、 先 行 特 許 調 査を 再 度 実 
施する こ と も有 効です。 出 願 時に 先 行 特 許 調 査 を 行 っ 
ていても 、 特 許 出 願 時に は公 開さ れていなか っ た 出 願 
も あ り 得 る ため、 こ れ を確認す る こ と が重要 です 。 そ の 
際 、 無 料 の 先 行 技 術 調 査 支 援 制 度を 利 用 する こ と が 、 
費用面の節約 に も つな が り ま す 。  

 

「 自社 又 は他 社 の 事 業 化 状 況 ・ 見 込 み 」 や 「 技 術 ・ 市 

場 の 最 新 動 向 （ 先 行 技 術 調 査 結 果を 含む 。 ） 」 に加え 、 

以 下 の 事 項 も 審 査 請 求 の 判 断 材 料 と し て い る ケ ー ス 

も あ り ま す 。  
 ○ 　 出 願 公 開 の 時 期 ： 特 許 出 願か ら １ 年 ６ 月 経 過す る と 

出 願が公 開さ れ技 術がオー プ ン に な り ま す。 そ の 時 

点 ま で に 審査 請求 し ない と 判断 し て い る 案件 等 に つ 

いては出 願を取 り 下げて、 単に 発 明 内 容が公 開さ れ 

て し ま う こ と を防止 し て い る 企業 も あ り ま す 。  
 ○ 　 審 査 請 求 費 用 ： 審 査 請 求 時に は、 特 許 庁に約 ２ ０ 万 

円 を 支 払 う こ と が必 要です。 こ の ため、 再 度、 費 用 対 

効 果 を 判 断 し て結 論 を 出 し ている 企 業も少な く あ り 

ま せん。  
 　 審 査 請 求 のタ イ ミ ン グ は、 一 律に判 断 でき る も の 

ではあ り ま せ んが 、 少 な く と も、 ① 出 願 時 、 ② 審 査 請 

求 期 限 前 （ ３ 年 ） に おいて 、 判 断 漏 れ の ないよ う な 期 

限の管理 を し ま し ょ う 。  
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　 審 査 請 求 後 、 権 利 化 の必 要 性が低 下 し た 特 許出 願 又 

は先 行 技 術 調 査 に よ り 特 許 性が な い こ と が 判 明 し た 等の 

特 許出 願 に つ い て は 、 審 査 着 手 前 （ 拒 絶 理由通 知 な ど の 

書 類が 出 願 人 等 に到 達 す る 前 ） に 出 願 を 取 下げ 又 は放 

棄 を 行 っ て い た だ け れ ば、 返還 請求 に よ り 納付 し た 審査 請 

求料 の 半額 が 返還 さ れ ま す。  
 詳細：http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/henkan.htm

他 社 が 事 業 化 す る か 否 か の 判 断 は 、 他 社 パ ン 

フレット（展示会） 、他社特許公報に記載された 

内 容 、 他 社 の 発 表 情 報 、 営 業 部 隊 が 得 る 客 先 か 

ら の 情 報 な ど を 入 手 し た 段 階 で 、 逐 次 行 っ て い る 。  
 ●　 全件早期審査 を 原則 と し て い る 例  

 当 社 は 中 小 企 業 な の で 、 特 許 出 願 は 全 件 早 期 

審 査 の 申 請 を 行 っ て い る 。 特 許 査 定 に な る と し 

て も 、 結 論 は 早 い 方 が そ の 後 の 戦 略 が 立 て や す 

いためである。  
 ●　 事業化 と 権利取得可能性 を 重視 し て い る 例  

 審 査 請 求 す る か し な い か の 判 断 は 、 事 業 化 の 

見 通 し が あ る か 、 特 許 が と れ る 見 込 み が 高 い か 

の ２ 点 を 基 準 に お い て い る 。 先 を 読 む の は 非 常 

に 難 し い が 、 企 業 経 営 に お い て は 必 要 な 労 力 で 

あると思うので苦にならない。  
 ●　 審査請求 を 慎重 に 行 っ て い る 例  
 開発した製品については積極的に出願するが、 

途 中 で 取 得 メ リ ッ ト が な く な る 発 明 も あ る こ と 

から審査請求は慎重に行っている。  
 ●　 マ ー ケ ッ ト ニ ー ズ を 重視 し て 審査請求 し て い る 例  

 出 願 し た も の 全 て に つ い て 特 許 権 を 取 得 し よ 

う と す る の で は な く 、 出 願 後 の 販 売 実 績 等 か ら 

実 際 に 売 れ る と 判 断 し た も の だ け に つ い て 審 査 

請 求 を 行 い 特 許 化 す る な ど 、 マ ー ケ ッ ト の ニ ー 

ズ を 最 大 限 考 慮 に 入 れ た 特 許 戦 略 を 採 用 し て い る 。  
 ● 　 出 願 時に 十 分チ ェ ッ ク し ている ため原 則 審 査 請 

求 を 行 っ て い る 例  
 特 許 出 願 す る の は 、 実 用 化 の メ ド が 付 い た も 

の に 限 定 し て い る た め 、 ほ と ん ど の 出 願 に つ い 

て 審 査 請 求 も 行 っ て お り 、 出 願 し た 7 ～ 8 割 は 

権利 化で きて いる 。なお 、売 上げ の 80 ％近 くが 、 

特 許 等 に よ り 保 護 さ れ た 製 品 に よ る も の と な っ 

ている。  
 

審査請求後 に 取下 げ 又 は 放棄 す る場合  
 （ 審査請求料返還制度審査請求料返還制度 ）  

 

審査請求後に 取下げ又は 放棄する場合 
 （ 審査請求料返還制度 ）  
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

弁理士 と 相談 してみよ う ！  
 拒絶理由通知が届いた ら その 

 技術につ いて再検討 してみよ う ！  
 

優れた技術だ と 思 っ て審査請求 したのに、 「 拒絶理由通知 」 と  
 い う も のが届き ま した。 ど う 対処すればよ いですか ？  

 

Q34 

「拒絶理由通知」 「補正」 「面接審査」  
  

 ○ 　 「 拒 絶 理 由 通 知 」 は 、 審 査 官 の 最 終 結 論 で は あ り ま せ ん 。 ほ と ん ど の 場 合 に 届 き ま す 。 通 
知書 で指 摘さ れた 既存 技術 と自 分の 発明 との 相違 点を 明確 に説 明す るこ とで 、特 許権 とな る 
場合もあります。  

 ○　出願書類を作成した弁理士ともよく相談しましょう。  
 

拒 絶 理 由 へ の 対 応 が 強 い 特 許 事 務 所 に 
依 頼 し て い る 例  

 
特 許 事 務 所 を 選ぶ判 断 基 準 の一つ と し て 、 特 許 庁 

か ら の拒 絶 理由 への対 応 に 慣 れ て い る 民 間 企 業出身 

の 弁理士 の い る 特許事務所 に 依頼 し て い る 。  
 

面 接 審 査 を 活 用 し て い る 事 例  
 

● 　 特 許 庁 の 審 査 官 と の 面 接 審 査 を 活 用 し て い る が 、 

明 細 書 や 図 面 だ け で は な か な か 理 解 し て も ら え 

な か っ た 発 明 を 、 現 物 を 見 せ る こ と に よ り 納 得 

してもらい、特許査定を受けることが多い。  
 ● 　 出 張 面 接 審 査 は １ 回 経 験 し た こ と が あ り 、 補 

正 案 を 示 唆 し て 頂 き 助 か っ た 。 弁 理 士 か ら も 通 

し た い 案 件 は 面 接 す る よ う ア ド バ イ ス さ れ て い る 。  
 

1 

2 

審 査 官 が 、 特 許 にでき な いと 判 断 した 場 合 には、 そ 

のま ま 最 終 決 定で あ る 拒 絶 査 定を す る も の ではな く 、 

ま ず 拒 絶 理 由 通 知 書を 出 願 人に送 り 、 こ れに 対 す る 出 

願人の意見 を聞 き ま す 。  
 出願 人は 、 通知 書で指摘 さ れた既 存技 術 と 自分の 発 

明 との 相 違 点を 明 確に 示 した 「 意 見 書 」 の 提 出 や 、 特 

許 請 求 の 範 囲 な どの 明 細 書 等を 補 正 すれば拒 絶 理 由 

が解消 さ れ る と い う 場合 に は 手続補 正書 を提出す る 機 

会 が 与え ら れ ま す （※ ） 。  
 ※ 補正と は ？  

 拒 絶 理 由 の 通 知を 受けた 場 合に 、 そ の 拒 絶 理 由を 解 消する ために 、 明 細 
書 等を 補 正 する 必 要が 生 じ る場 合が あ り ま す 。 例えば、 特 許 請 求 の 範 囲 
が広すぎ た場 合に は、 拒絶 理由に 引用さ れた文 献に 記載さ れている 発明 
を 特 許 請 求 の 範 囲 か ら削 除 した り 、 ある い は補 正に よ っ て 引 用 発 明 との 
差異 を明 ら か に し た り し ま す 。 た だ し 、 新規 事項の 追加 は 認め ら れ ま せん。  

  
 中小企業出 願人 の中 に は 、 拒絶理由通 知 が届 いた時 

点で、 あ き ら め る 方も少 な く あ り ま せ んが、 多 く の 出 願 

の 場 合に この よ う な 通 知が届 く もの です。 通 知 書 の 内 

容を よ く 確 認 し ま し ょ う 。 通 知を 受 け た 後 審 査 官 との 

や り と り の結 果 、 特 許 権 と な っ た 例 も 少 な く あ り ま せ ん 。  
 一 方 で 、 自 社 の 技 術 は こ れま でにな く 優 れて いる と 

思 っ てい ても、 こ れが 出 願 書 類に おいて 適 切に表 現さ 

れ て いな か っ た り 、 他社 が 既 に 出願 し て い る 場合 も あ り 

ま す。 出 願 時 点で の 書 類 のチ ェ ッ ク や 特 許 調 査は欠か 

さ な い よ う に し ま し ょ う 。  
 

出 願する 際に 弁 理 士に 依 頼 し た 場 合に は 、 対 応 方 策 

をそ の弁理士の 方 と 相談 し ま し ょ う 。  
 審 査 官 に自 社 の 出 願 や 技 術 等 を 十 分 理 解 しても ら 

いたい場 合 に は 、 審査 官 と 特許 庁や地 方で直接 面談で 

きる 「 （ 出 張 ） 面 接 審 査 」 や 「 テ レ ビ面 接 審 査 」 を 活 用 

す る こ と も 一案 で す 。  
 出張面接審査の詳細は ？ → 

 http://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/junkai.htm 
 Ｔ Ｖ 面接審査の詳細は ？ → 

 http://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/telesys.htm 
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ま ずは特許料 （ 年金 ） 管理を 行 っ てみよ う ！  
 

権利維持又は権利放棄の判断を し ま し ょ う ！  
 

権利 を維持すべ きか放棄すべきかの判断 は、 いつ 、  
 ど のよ う に行え ばよ いで し ょ う か ？  

 

Q35 

「特許料（年金）管理」 「権利維持」 「権利放棄」  
  

 ○　特許権を維持するには、毎年特許料の支払いが必要です。  
 ○　特許料を管理することで、維持・管理コストの削減につながります。  

 　 　 定 期 的 （ 特 許 料 支 払 い 時 や 引 上 げ 時 （ ４ 年 目 、 ７ 年 目 、 １ ０ 年 目 ） ） に 、 権 利 維 持 す る か 
放棄するかを判断している例が少なくないようです。  

 

権 利 維 持 の 判 断 事 例  
 

企 画 部 門 と 営 業 部 門 を 交 え て 毎 年 維 持 す る 否 か 

検 討 し て い る 。 見 落 と し が な い よ う に チ ェ ッ ク シ 

ー ト を 作 成 し 、 担 当 者 で 検 討 す る 。 自 社 で の 製 品 

製 造 が 終 了 し て も 、 模 倣 品 が 出 回 っ て い る よ う な 

場 合 に は 、 知 的 財 産 部 か ら も 権 利 維 持 の 提 案 を し 

ている。  
 

1 

2 

定 期 的 に 保 有 特 許 の 見 直 し を 実 施 し 、 知 的 財 産 権 の 

維 持 ・ 管 理 コス トの 削 減に 努 め 、 新 た な 発 明 の 出 願 等 

へ の 資 金 と する こ と も 必 要 で す 。 この た め 、 発 明 や 製 

品単位で特許権等の 維持費用が 毎年 ど れ く ら い発生 し 

て い る か を計算 し てみ ま し ょ う 。  
 特許 料は 、 毎年 費用が 発生す る ため毎年 維持すべき 

か を 検 討 し た り 、 特 許 料が変更さ れ る 時 期 （ ４ 年目、 ７ 年 

目、 １ ０ 年 目 ） に維 持につい て 検 討 し てい る 企 業も 少 な 

く あ り ま せん。  
 他 方で 、 特 許 料 の 支 払いを 怠る と 権 利が消 滅 し て し 

ま う こ と と な り ま すの で 、 注意 が 必要 で す 。  
  

  
  
 維 持 費 用 の 結 果に加え 、 「 現 在 の 事 業か ら みて 必 要 

な 権 利 か 」 、 「 将 来 の 事 業 方 針 上 必 要 と な る可 能 性 は 

あ る か 」 、 「 他社に ラ イ セ ン ス し て収 入が見込める か 」 、 

「 権 利自体を 売 却でき る 可 能 性があ る か 」 等を 検 討 す 

る こ と が必要です。 そ の 上で、 特許 権 を維 持す る か、 費 

用対効果 が 得 ら れ な いので あ れ ば 放棄す る か を検討 し 

ま し ょ う 。  
 特許権は 大切な資産 で すの で 、 知的財産部門 のみな 

ら ず事 業部 門や研 究開 発部 門 と よ く 相談 し て判断す る 

こ と が 求め ら れ ま す 。  
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第3章 　 知財活動を実践したいのですが？ 
 

実用新案制度の利用も 
 検討 してみよ う ！  

 

発明 を公知にす る こ と で他社の 
 権利化 を防止 してみよ う ！  
 

自社で特許出願す る余裕はな いのですが、 実用新案権 と して保護 してお きたい場合や 
 他社に権利を と ら れた く ない場合 には、 ど のよ う にすればよ いで し ょ う か ？  
 

Q36 

「 知的財産権制度入門 」   平成19年度  特許庁 よ り  
 

「実用新案権」 「公知化」 「公開技報」  
  

 ○ 　 技 術 的 に 高 度 で は な い 小 発 明 と い う 「 考 案 」 を 保 護 す る 場 合 に は 、 実 用 新 案 登 録 出 願 を 活 
用することが、有効な場合があります。  

 ○　他社が権利化することを防止したい場合には、公開技報を利用する場合もあります。  
 

実 用 新 案 権と特 許 権 を 使 い 分 け て い る 例  
 

実 用 新 案 登 録 出 願 を す る と 出 願 後 に す ぐ に 登 録 

さ れ る の で 、 過 渡 的 な 製 品 に 関 す る 発 明 に つ い て は 、 

積 極 的 に 実 用 新 案 制 度 を 利 用 し て い る 。 過 渡 的 な 

製 品 に 関 す る 発 明 と は 、 例 え ば デ ジ タ ル 製 品 へ 移 

行 し て い る 事 業 分 野 に お け る ア ナ ロ グ 製 品 に 関 す 

る改良発明等である。  
 

1 

2 

実用新案 
 

特許 と 実用新案の違い 
 

保護対象 
 
実体審査 
 

権利の存続期間 
 
権利 に な る ま で 

 
 
 

権利行使 
 
出願件数 
 

 
 

審査官が 審査 
 

出願か ら 20年 
 

 
 

約20万円 
 

排他的権利 
 

年間約40万8千件 
 

物品の考案に 限定 
 

無審査 
 

出願か ら 10年 
 

 
 

約2万円 
 

 
 

年間約1万1千件 
 

物、 方法、 物を 
 生産す る 方法の発明 

 

出願か ら 2 ～3月  
 （不備 のない もの ）  
 

技術評価書を提示して 
 警告した後でなけらば 
 できない 
 

特許出願手数料 
 出　願 

 審査請求 
  
  
 登　録 
 

16,000円 
 168,600円 ＋  

 4,000円 ×  
 請求項数 

 （2,600円 ＋ 200円 
 × 請求項数） ／年 
 （1～3年 ま で）  

 

審査請求か ら  
 平均26月  

 費用 
 （登録か ら 3年分 ）  

 

特　許 
 

実用新案出願手数料 
 出　願 
 登　録 
 

14,000円 
 2,100円 ＋ 100円 

 × 請求項数） ／年 
 （1～3年 ま で）  

 

技術評価書 
 42,000円＋1請求項に 

 つき1,000円 
 

○早期登録制度の採用 
 ○紛争解決は当事者間 で判断 

 ○権利行使は当事者責任 
 

特 許が 高 度 な 技 術 の 「 発 明 」 を 対 象 と し ているのに 

対 し て、 技術 的 に 高度では ない小発 明 と い う 「 考案 」 を 

保 護 する場 合 （ 物 品 の み ） には、 実 用 新 案 登 録 出 願 も 

検 討 し てみる こ と も戦略 の 一つです。 日用品や 生 活 用 

品 と い っ た ち ょ っ と したア イ デ ィ アで ヒ ッ ト商 品 と なる 

可能性のあ る 分野 で は 、 特 に 有効 に 働 き ま す 。  
 中 小 企 業 に と っ て は、 実 用 新 案 権 は、 権 利 登 録まで 

の 特 許 庁に 支 払 う 費 用も約 ２ 万 円で 安 価で あ る こ と も 

あ り 、 特 許よ り も活 用 し や すい 制 度で す。 特に 、 2 0 0 5 

年 4 月 か ら施 行され た 改 正 実 用 新 案 制 度に よ り 、 権 利 

期 間 が 1 0 年 に延 長され た こ と や 、 実 用 新 案 権 登 録 の 

出願 日 か ら 3年以 内 であ れ ば 実用新 案 か ら 特許 へ の変 

更が 可 能 と な っ た こ と か ら 、 実 用 新 案 権 の 活 用を 検 討 

す る 意義 も 増え て い ま す 。  
 実 用 新 案 権 は、 安 価 で 早 期に権 利 付 与される 反 面 、 

模 倣 品を み つ け て そ の 事 業 者に対 し警 告 等 権 利 行 使 

を し よ う と 思 う 場合に は 、 特許 庁 に 対 し 「 実用 新案 技術 

評 価 書 （ 約 5 万 円 ） 」 を 請 求 し こ れ を 示 し た 上で行わね 

ば な ら な い点 に は 留意 し ま し ょ う 。  
 

自社に と っ て 独 占 権を 取 得 ・ 維 持 する 必 要が ない も 

の の 、 他 社 が 権 利 化 する こ と を 防 止 する場 合 には、 公 

開 技 報 （ ※ ） を 利 用 し て 意 図 的に技 術を 公 知に し ている 

例 も あ り ま す 。  
 特許 を出願 し 技術 を公開 し 審査請求 を行わ な い こ と 

も 公知 化の手 法の一 つ で す が 、 公開 技報 を利 用 す る と 、 

特許出願料 よ り 安 く 、 特許公開 よ り 早 く 公開 で き 、 ま た、 

公 開 の 時か ら 公 知 資 料 と なる ため、 他 社 の 権 利 化 を 阻 

止でき る 範 囲が 広 く な り ま す。 た だ し 、 後に 、 そ の 発 明 

に つ いて 特 許 権を 取 得 し たい と 思 っ ても、 例 外 的 な 場 

合 を除 き 不可能 と な り ま す 。  
 ＜※参考＞ 公開技報 と は  

 公 開 技 報 と は、 他 人に よ る 権 利 化は 困る が自 らは権利 化をする ま でもな 
い と 考え る 発 明 内 容を 一 般に公表する ため の 刊 行 物です 。 なお、 社 団 法 
人 発 明 協 会 か ら発 行される も の で 同 協 会 のホ ー ム ペ ージ に て 書 誌 的 事 
項検索で き る 他、 特許庁 特許電 子図書 館 に て公報番 号で検索が可能 と な 
っ てい ま す。  
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●中小企業では下請けに甘んじることなく脱却を図りたい　　●先細りする下受け体質を変えたい 

●自社の技術・ノウハウを活用して新たな事業を展開したい 

●新技術・応用技術の研究開発に着手したい 

●新事業を進めるためのリスクを抑えたい　　●他者に真似されたくない 

●他社製品を侵害することなく開発したい　　●市場から信頼される企業にしたい　 
 

さまざまな企業の思いは知財経営を源泉とするとわかりやすい。 
知財コンサルタントによる支援チーム (以下「支援チーム」という。) 
の業務報告をもとに知財経営によるメリットを事例で紹介する。 

◆さまざまな課題 
中堅錠前メーカーである株式会

社オプナスは、下請け事業体質、知

財の管理や活用、管理業務に対す

る経営トップの過剰関与など、いく

つかの課題を有する企業であっ

た。 

 

◆支援チームの役割 
そこで支援チームはオプナス社

の経営陣に対して、問題意識を持

つこと、今後目指したい事業ドメイ

ンやそのために必要な経営体制を

加味して、経営の様々な面での脱

皮が必要であることの認識を共有

することから始めた。オプナス社

の改善意欲、学ぼうという自主的か

つ真剣な姿勢と理解力は、知財コ

ンサルタントによる支援チームの

柔軟な対応もあり、オプナス社の

知財経営の実現に向けての改善作

業はスムーズに始められた。 

 

◆錠前開発のプロ集団 
オプナス社は昭和23年の設立

以来、金融機関向けの金庫扉用ダ

イヤル錠。貸し金庫錠から、各種錠

前やセキュリティ商品の企画・開

発･製造・販売を一貫して行ってい

る企業である。特に、自動販売機関

連の錠前では高いシェアを確保し

ており、ホテルやマンションなど建

築向け錠前市場にも高いシェアを

確保し、着実にシェアを伸ばしてい

る。新商品として鍵を自在にチェン

ジできる錠前や、サムターン被害

防止する錠前など、独創性の高い

製品を開発している。 

オプナス社は長年にわたり蓄積

した技術力やノウハウだけでなく

ユーザーニーズに合致したデザイ

ン創造力も有する錠前開発のプロ

集団である。知的財産の重要性は

十分認識しており、優れた特許や

意匠を創出している。 

 

◆経営改善の糧として 
支援チームは支援開始時に、既

存の経営会議や研究開発会議など

に組み込む発明検討会の進行方

法、必要項目チェックリスト、定期的

レビューのスケジュールや注意点

などの情報を盛り込んだ知財経営

図表1　オプナス社の製品例 

オプナス社が知財経営になぜ取り組んだのか 
　知財経営によってなにが変わるのか 
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実践マニュアルを提供した。 

マニュアルに基づく作業は地道

ではある。しかし、知財経営は日々

の経営プロセスに如何に知財エッ

センスを組み込めるかにある。 

 

◆知的財産構築プロジェクトの出発 
支援チームはまず経営陣へのヒ

アリングを行い、競合他社の模倣、

新規参入を十分に阻止しきれてい

ないことへの悩みを把握した。過

去にも優良な特許や意匠を生み出

し、新しい商品を市場投入して好

評を得たにもかかわらず、競合他

社を排除できない様子であった。

始めに、その原因を探ることから始

まった。 

支援チームはこの疑問を解消す

るべく、 

・ 入念なヒアリング 

・ 経営計画書や過去の特許・

意匠出願などの解析 

・ 製品の開発現場の視察の実施 

を行い、詳細な分析からはじめ

ていった。 

分析過程において、支援チーム

は4つの事実を明らかにしている

（図表２）。 

支援チームでは、ヒアリングによ

りオプナス社の知財意識を顕在化

することで、これらの事実が少なか

らず経営戦略に影響を与えている

と考えた。 

問題を解決していくために、支

援チームは具体的なスケジュール

を策定し実行していくことにした。

ここで大切なことは、支援を受ける

企業が、支援終了後も自ら知財経

営活動ができるようになることで

あり、支援チームが実行することで

はない。もちろん、支援チームは支

援企業と一体となり共同作業で進

めていくものである。支援チーム

は限られた期間で成果を出すべ

く、知財経営活動を支援企業が体

感・理解できるようにスケジュール

を構築した（図表３）。 

 

オプナス社が知財経営になぜ取り組んだのか 
　知財経営によってなにが変わるのか 
 

図表2　ヒアリングに基づく事実の顕在化と知財戦略上の課題設定 
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図表3　支援チームの検討作業スケジュール 

支援の期間（スケジュール） 

意
思
決
定
の
流
れ 

知財戦略構築 

発明管理体制構築 

権利強化体制構築 

情報管理体制構築 

過去～現在の把握 

将来に向けた議論 

知財基本方針策定 

製品開発体制分析 
知財管理体制の仮説 

知財管理の実践（発明検討会の開催、書類整備） 

過去の手続きの検証 

マニュアル整備 

教育啓蒙活動（特許調査、提案書作成指導等） 

情報の洗い出し 

管理方法の検討 

実践 

（対象） 
経営 
知財 

（対象） 
経営 
知財 
開発 

（対象） 
知財 
開発 

（対象） 
総務 
知財 
開発 

①経営陣の知財マインドは非常に高いが、組織としての具体的な活動
　まで落とし込めていない部分がある。 
②知的財産の権利化活動についても、方針が明確でなく戦略性に欠けてい
　る可能性がある。 
③製品開発工程の各レビューでの確認事項には知的財産に関する項目が無
　く、出願の決定や侵害回避作業は、任意なタイミングで決定されている。 
④発明の抽出は、主として試作品が完成した後の試作品レビュー会で行うことが
　習慣となっている。 

ヒアリングに基づく知財意識の顕在化 

①　知財方針の必要性 
経営陣は知的財産の重要性を認識しているが、その意識が従業員に浸透
していない。つまり、経営陣から従業員に対して、知財に対する基本方針の
メッセージが必要である。 

②　知財管理の必要性 
　従来から競争力のある製品を開発する有益な開発プロセスに連動するよ
　う、シンプルな知財管理体制を構築する必要がある。 

③　権利化プロセスを強固にする必要性 
　創出した知的財産を強い権利に落とし込む、具体的実務の実行管理体制
　を整備する必要がある。 

④　営業秘密管理の必要性 
　権利化だけでなく、技術ノウハウとして管理できる基盤を整備する。

 
支援活動の課題設定 
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特許出願等 

従来の知財活動…完成品を中心とした活動 

企画 設計 試作 量産 

企画会議 企画会議 企画会議 

完成品を中心とした知財活動 

〈下位概念的発明に注力〉 
試行錯誤レベル 

〈基本コンセプト〉 

企画 設計 試作 量産 

レビュー レビュー レビュー 

現状の研究開発工程 

発明検討会 発明検討会 発明検討会 

戦略的な特許出願 

基本から応用アイデアまでを蓄積・管理 

図表4　戦略的な特許出願への取組み 

『研究開発統計（予算）』 

『特許出願蓄積統計（件数）』 

短期 
テーマ 

短期 
テーマ 

長期 
テーマ 

長期 
テーマ 

中期 
テーマ 

中期 
テーマ 

連
動 

導入した知財管理工程 

参　考 参　考 
本文における支援チームは、

オプナス社に対して、過去～現

在までの支援企業の特許出願動

向を統計的に分析し、また同業

他社の特許出願動向と比較を行

っている。 

このデータは、現在の研究開

発と特許出願の関連性を示す。 

このデータにおいて、開発案

件に対応させると短期テーマに

関連する出願が多くなるが、中

期～長期テーマが会社の将来を

左右する重要な案件である場合、

「今から」将来の知財構築を積極

的に行っていく必要があること

がわかる。グラフの割合も中期

～長期テーマの出願を伸長させ

なければならないことがわかる。

知財活動の成果は数年後に現れ

てくるので、限られた予算の中

では、短期テーマで出願を中止

する、あるいは他の方法で対応

することも考える必要がある。 

 

特許出願累積統計 ◆支援活動のポイント 
知財経営活動を組織的かつ継続
的に実施していくためには 
 
・知的財産に対する予算設定 
・経営者による知財基本方針の
策定 
・経営者と従業者の意思統一 
・トップダウンによる運用 
 
が重要である。 
これが企業価値を高め、全体を
俯瞰する「事業戦略」「研究開発戦
略」そして「知財戦略」として、三
位一体の経営戦略となる。 
いわば、知財戦略を策定し推進

していくことは経営戦略そのもの
を考えることとなり、企業経営を
より強固にできる大きなメリット
となる。 
 
◆経営陣の目の色が変わる 
支援チームはまず左の参考に示

す特許出願累積統計を提示した。 
ここでオプナス社の経営陣から

「今まで、自社の知財活動を統計

的に把握したことが無かったが、こ
のような分析は非常に重要だ」と
の声があがった。そしてオプナス
社の知財担当を含めてディスカッ
ションをはじめた結果、 
 
・特許は出願数が全てではない 
・どの技術分野に出願するかの
意思決定が極めて重要 
・今後の他社動向をウォッチすべき 
 
などの、将来に向かった知財活動
に対する前向きな発言が交わされ
るようになった。経営陣自らが知財
基本方針を頭に思い描き始めたの
だ。そこで支援チームは経営者に、
今後の知財戦略基本方針を明文化
するよう要請した。 
　そしてその数ヵ月後には社長自
らが社員に対して知財基本方針を
発表することとなった。 
　この知財基本方針では、顧客ニ
ーズを満たす新しい提案、優れた
商品開発等の従業員の活動が成長
の源泉であり、知的財産活動を組
み合わせることで、全社一丸となっ
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図表5　発明検討会の目的と準備 

■目的 
（１）発明の抽出 

製品開発の成果物からアイデアやデザインをタイムリーに抽出すること 

（２）侵害の検討 

製品開発の成果物が他人の知的財産を侵害しないことを確認すること 

■準備するもの 
知財担当者：特許調査報告書 

開　発　者：図面・試作品 

参　考 
て会社の未来を創造していく、とい
う明確な指針が示された。 
　これは従業員に勇気を与え、創
造意欲を促すこととなった。 
　このように知財基本方針を明示
することにより、全社がまとまって
開発に対する意欲を高め、その成
果を共有し認め合い、将来に向か
って持続性のある創造活動が進め
られる大きなメリットが生まれるの
である。 
 
◆権利の強化に向けて 
　知的財産活動においては、企画
段階や設計段階を含む製品開発の
各工程におけるアイデアやデザイ
ンを、タイムリーに抽出して権利化
を図るとともに、特許に関して言え
ば、基本特許とその周辺特許、他社
の実施を防ぐ防衛特許などにより、
強固な特許網を構築することが重
要である。 
　支援チームは実際の製品開発工
程等を十分にヒアリングした結果、
試作品完成後における具体的な製
品、実際に使われるであろう下位
の概念（実施形態）の発明抽出は、
高いレベルで実行されていること
がわかった。一方、企画段階などに
おける上位の概念的な発明（基本
的な特許発明）の抽出が不十分な
状況であることが判明した。これ
は製品の完成状態が明らかになっ
てから知財活動に着手してきた習
慣によるもので、完成品にディスカ
ッションが集中、上位概念に対する
十分なディスカッションが不足して
いたと考えられる。 
 
◆上位概念を考える重要性とは 
　基本特許は、試作品に必ずしも
反映されない場合がある。他社参
入の阻止に貢献する発明も存在す
ることがある。 
　権利を強くするであろう発明が
創出されても、それを十分に権利化
しなかったため、他社の模倣、新規
参入を許す可能性が考えられる。 
　より広い知的財産権を確保する
ためにも、上位概念を捉えること
は重要である。 
 
◆強い権利にするために 
上位概念を捉えるようにするた

めには、開発レビューと、アイデア
やデザインを抽出するための「発
明検討会」を、開発の過程で常に
連動させる形式が、オプナス社に
とってもっとも効果的であると支
援チームは判断した。オプナス社
は常に複数の製品開発プロジェク
トが進行中であったため、支援チー
ムは現実のテーマを元に、OJT形
式で発明検討会を開催することと
した（図表4）。 
 
◆発明検討会の開催 
　画して、知財担当者が主催する
発明検討会を開催することを決定
した。 
　発明検討会の主な目的は、 
 
①　発明の抽出 
②　侵害の検討 
 
　の2点である。 
　この2つの成果を確実に挙げる
ために発明検討会の開催にあた
り、 
・開催マニュアル 
・発明検討会用の議事録 
・アイデアを効率的に整理して蓄
積・管理するための各種フォー
マット 

が必要となる。 
　支援チームは、必要なドキュメン
ト類を整備して知財担当者に説明
を行った。 
 
◆発明検討会に向けた準備 
　初の発明検討会の議事進行を任
された知財担当者らは、緊張とプレ

ッシャーを感じていた。支援チーム
が準備したドキュメントに対して、
記載方法や記載時期、配布方法、発
表方法、議事進行ノウハウ等の
様々な質問が知財担当者からあっ
たが、説明を理解するとともに責
任感あふれる意欲を感じることが
できた。 
　知財担当者が配布したドキュメ
ントには、発明検討会を効果的に進
めるために知財担当者は、特許調
査報告書、開発者は図面・試作品を
準備するよう記載している（図表
5）。 
 
◆発明検討会  はじまる 
　第1回発明検討会は、オプナス
社の工場で開催された。知財担当
者が議事進行役となり、開発者の
みならず経営者も参加して行われ
た。支援チームはオブザーバーと
して参加した。 
　まず、開発者から試作品や製品
図などにより新製品の開発状況が
説明された。そして工夫したポイ
ント等を詳細に説明、会議は順調に
進んでいく。 
　一通りの技術説明後、次に知財
担当者から先行技術調査の結果報
告が行われた。報告では類似する
3件の先行技術文献（特許公開公
報）がある、というものだった。そ
れらの報告が終わると、経営陣から
発明抽出作業を行う前に、侵害に
関する検討を先に処理すべき旨の
発言があり、期せずして初日から侵
害検討を始めることとなった。 
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Yes

No

ステップ1：特許（特許出願）の有効性の確認 

ステップ2：侵害の可能性の評価 

ステップ3：特許（特許出願）の内容の評価 

○ライセンス契約 
○設計変更／開発中止 

○特許無効審判／情報提供 
○権利行使に備えて資料を準備 

検討終了 

Yes

Yes

No

No

図表6　侵害検討フロー 

権利化は社内における地道な作業の積み重ね 

発明検討会 

侵害検討フロー（例） 

特許（特許出願）は有効？ 

侵害のおそれ有り？ 

特許の成立阻止が可能？ 
特許の無効化が可能？ 

Voice 企業の声 

◆侵害の検討にあたって 
　侵害検討には、事前に知的財産
戦略マニュアルに含まれている侵
害検討フローチャート（図表6）を
用いて実行することを、支援チー
ムは知財担当者と意識あわせをし
た。 
　知財担当者は、フローに従って
発見された3件の公開特許公報
と、開発中の製品とを対比しながら
侵害の可能性を具体的に説明して
いき、2件の特許出願については
侵害の恐れなし、残りの1件は多少
注意すべき文献として、今後の出
願動向を監視したい旨提言した。 
　支援チームは、マニュアルの侵
害検討フローに従い実際に特許の
権利について知財担当者が整理し
て状況を提言できたことに安心す
るとともに、マニュアルの有効性を
確認することもできた。 
 
◆発明の抽出を始める 
　発明検討会は侵害の検討が終わ
り、次に発明の抽出作業が開始さ
れた。しかし、参加者も初めての経
験であるため、何を発言したらよい
のか理解出来ていない状況にあっ
た。ディスカッションが始まると、
「試作品のできが悪い」「コストが
問題だ」等の製品の完成に向けた
議論、即ち、詳細設計の会議が始ま
ってしまった。問題発生である。こ
のような流れでは発明の抽出は困
難である。初めての発明検討会で
はこのようになることが常である。 
 
◆脱線を修正するには 
　そこで、知財担当者は 
　「今回の製品は今までの製品と
どこが違うのですか？」という質問
を投げかけた。 
　このような質問が会議を修正す
るターニングポイントになる。 
　「○○が優れている」「苦労した
が××で問題が解決した」と自然に
コメントが発せられるようになっ
た。 
　ここからがチャンスといえる。 

　支援チームからも「なぜこのよ
うな形状にしたのか？」「他の試作
品はあるのか？」「他社は△△の
ような対策を行いませんか？」等
の質問を投げかけ、開発者の頭の
中の情報を引き出す作業を促し
ていった。 
　このような過程で抽出されたア
イデアはすぐさま書き出し、参加者
が見えるようにしていった。 
　こうして開発者からは、開発プロ
セスで考えていたほかの試作品構
想や上位概念的なアイデアが自然
と発言され、最終的には特許出願
に結びつく大変多くのアイデアが
創出されるに至った。 
　ここまでくればあとは出願戦略
を考えればよい。 
　発明検討会の成功は、議事進行
役による誘導がポイントとなる。そ
の後数回にわたって発明検討会を
開催したが、全てにおいて効果的

なディスカッションがなされた。 
 
◆アイデア・デザインの保護 
　発明検討会の実施により、アイデ
ア・デザインの抽出に関しては十分
な成果を得ることができた。次は、
アイデア・デザインの保護である。 
　支援チームはこの作業に対応す
る3つの課題を提示した。 
（１） オプナス社は特許出願を特許
事務所に依頼しているが、発明
内容を記載する発明提案書の提
出がルール化されておらず、実
際には設計図面や試作品等で代
用されることが多い。 

（２） この結果、特許事務所に対し
て取得したい権利内容（特許請
求の範囲）、従来技術に対する効
果、発明のバリエーション（応用
例、変形例）などが正確に伝えら
れていない。発明の打合せも特
許事務所でのミーティングのみ

Voice 企業の声 
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オプナス社が知財経営になぜ取り組んだのか  知財経営によってなにが変わるのか 

 

個々のプロセスをしっかりと実行できるか否かがポイント 
 

権利化は社内における地道な作業の積み重ね 権利化は社内における地道な作業の積み重ね 

特許調査 

報告書 

発明 

提案書 

弁理士 

依頼 

原稿 

確認 

出願 

完了 

発明検討会発明検討会 発明検討会 

特許明細書チェックリスト（例） 

 （特許請求の範囲） 
□不必要な構成要素は無いか 
　（例）AとBとCからなる○○ 
　構成要素A･B･Cは問題解決に必須か？AとBではどうか？ 
□各構成要素の修飾詞に不必要なものは無いか 
　（例）円柱状のAとBとCからなる○○ 
　構成要素Aの修飾詞である「円柱状の」は課題解決に必須か？ 
　「多角形状」や「棒状」ではだめなのか？…etc. 
（発明の効果） 
□十分に記載されているか？他に効果は無いか？…etc. 
 

図表7　知的財産権利化活動の流れ 

Voice 企業の声企業の声 

である。 
（３） 知財担当者が特許事務所との
ミーティングに参加していなかっ
たため、特許事務所が作成した
特許明細書原稿に対するチェッ
クができず、権利内容について
は特許事務所に依存してしまっ
ている。 
　このような状況を打開する為に、
支援チームでは発明提案書の全面
見直しを行うとともに、発明提案書
の書き方講座、特許調査講座など
を開催した。 
　さらに、特許事務所が作成した
明細書原稿が簡易かつ的確にチェ
ックできるようチェックリストを導
入した（図表7）。 
 
◆知的財産支援活動 
　今回支援チームは、オプナス社
が有していた複数の課題を4種
類に分類し、その課題に対応した

4つのプロジェクトを適用して
各々の課題を解決していく手法
を採った。 
　これにより、知的財産活動をオプ
ナス社自らが組織的に運用するこ
とのできる基盤が整備できるよう
になった。 
　また、オプナス社の知財活動に対
する取組み姿勢は、支援チームの
期待以上に素晴らしいものであっ
た。経営陣自らが知財活動を実行
してみせることが原動力となること
で、全従業員に知財活動が浸透し、
理解も早かったと考えられる。 
　経営者自らが行動を起こすこと
が、従業者に知財活動を浸透させ、
創造性の高い強い権利の獲得につ
ながり、知財経営の大きなメリット
が生まれることがわかる。 
　これからもこのような知的財産
活動が定着し継続することに期待
したい。 

株式会社 オプナスのコメント 

今までは行き当たりばった

りで、開発したら特許を申請

しなくてはならない、という

レベルで知財活動に取り組ん

できたが、支援チームの支援

を受けて、事前調査の方法、

実際に特許を出願する際のス

テップ、他社の知的財産を侵

害しないための対処方法、意

思決定基準、知的財産の管理・

維持基準、そして経営的意思

決定に対する知的財産の基本

方針作成等、幅広く体系的に

導入することができた。 

知的財産については書籍な

どで多少は知っていたが、断

片的にしか理解を深めておら

ず、知財コンサルタントによ

る支援チームとともに知財活

動の改善を図ったことで、大

きなメリットが生まれたと感

じている。 

特に、支援チームの柔和な

対応は、当社が指導されてい

るという感じが無く、同じチ

ームメンバーという立場での

支援であったことで、心理的

な敷居を感じることが無く、

スムーズな活動ができたこと

もよかった。 

これから今回構築した知財

活動を社内で定着させ、生か

し、業績につなげていく所存

である。 

Voice 企業の声企業の声 Voice 企業の声 

知財コンサルティング事業者 
株式会社ブライナ 
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